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(単位  千円)

競 輪 事 業 18,370,000 20,376,000 △ 2,006,000

国 民 健 康 保 険 28,117,000 33,615,000 △ 5,498,000

食 肉 セ ン タ ー 食 肉 市 場 759,000 664,000 95,000

土 地 区 画 整 理 事 業 219,200 253,500 △ 34,300

住 宅 新 築 資 金 等 貸 付 事 業 11,500 10,600 900

農 業 集 落 排 水 事 業 320,300 342,400 △ 22,100

介 護 保 険 21,936,000 20,766,000 1,170,000

後 期 高 齢 者 医 療 6,453,000 5,861,000 592,000

計 76,186,000 81,888,500 △ 5,702,500

水 道 事 業 11,034,096 10,235,751 798,345

市 立 四 日 市 病 院 事 業 24,776,877 23,717,164 1,059,713

下 水 道 事 業 30,583,327 29,321,617 1,261,710

計 66,394,300 63,274,532 3,119,768

45,100 43,400 1,700

259,471,400 253,681,432 5,789,968

※以下、参考 (単位  千円)

(B)

489,300 △ 489,300 皆減

区        分 平成30年度 平成29年度 差引増減額 (A)
× 100(%)

会     計     名 予算額(A)
補正後
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合                    計
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110.1
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× 100(%)
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区        分 平成30年度 差引増減額
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(単位  千円)

① 市 税 68,814,000 64,942,900 3,871,100 58.9

２． 地 方 譲 与 税 1,206,001 1,190,001 16,000 1.0

３． 利 子 割 交 付 金 90,000 40,000 50,000 0.1

４． 配 当 割 交 付 金 180,000 300,000 △ 120,000 0.2

５． 株式等譲渡所得割交付金 120,000 250,000 △ 130,000 0.1

６． 地 方 消 費 税 交 付 金 5,630,000 5,200,000 430,000 4.8

７． ゴル フ場 利用 税交 付金 86,000 90,000 △ 4,000 0.1

８． 自動車取得税交付金 360,000 250,000 110,000 0.3

９． 地 方 特 例 交 付 金 222,000 202,000 20,000 0.2

１０．地 方 交 付 税 294,000 386,000 △ 92,000 0.2

　　うち普通交付税 284,000 376,000 △ 92,000 0.2

１1．交通安全対策特別交付金 53,000 61,000 △ 8,000 0.0

⑫ 分 担 金 及 び 負 担 金 1,356,862 1,288,070 68,792 1.2

⑬ 使 用 料 及 び 手 数 料 2,215,621 2,244,942 △ 29,321 1.9

１4． 国 庫 支 出 金 16,993,774 15,022,159 1,971,615 14.5

１5． 県 支 出 金 7,160,706 6,871,976 288,730 6.1

⑯ 財 産 収 入 197,575 243,795 △ 46,220 0.2

⑰ 寄 附 金 29,201 28,201 1,000 0.0

⑱ 繰 入 金 2,086,663 1,328,448 758,215 1.8

⑲ 繰 越 金 100,038 300,056 △ 200,018 0.1

⑳ 諸 収 入 4,383,859 4,491,452 △ 107,593 3.8

　　うち臨時財政対策債 0 84,000 △ 84,000 0.0

　　○付数字は自主財源

140.7

8,371,000 107.7
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100.0

1.1

0.0

0.3
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0.2
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1.2

2.1
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6.3

0.1

0.0

5,266,700

116,846,000

3,744,000

108,475,000

4.1

3.5

0.1

歳     入     合     計

21． 市 債

144.0

105.3

157.1

33.3

97.6

1,522,700

113.1

104.2

81.0

構 成 比 率 (%)

平成29年度

101.3

225.0

108.3

平成30年度

0.4

48.0

106.0 59.9

 款        別

×100(%)

98.7

0.2

4.8

0.1

0.3

              区        分

86.9

103.5

差引増減額

(A) - (B)

75.5

95.6

109.9

76.2

60.0

皆減

4.5

100.0

平 成 30 年 度 一 般 会 計 歳 入 歳 出 予 算 （ 歳 入 ）

平成29年度

予算額(B)

平成30年度

予算額(A)

(A)

(B)
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【款別の主な増減（歳入）】【款別の主な増減（歳入）】【款別の主な増減（歳入）】【款別の主な増減（歳入）】 （単位：千円）

平成29年度予算額 平成30年度予算額 増減

市税市税市税市税
市民税 23,947,100 ⇒ 24,890,500 ( 943,400 )

固定資産税 32,076,100 ⇒ 34,993,200 ( 2,917,100 )

軽自動車税 714,500 ⇒ 758,100 ( 43,600 )

市たばこ税 2,314,300 ⇒ 2,187,500 ( △ 126,800 )

事業所税 3,340,200 ⇒ 3,464,500 ( 124,300 )

都市計画税 2,548,800 ⇒ 2,518,200 ( △ 30,600 )

地方消費税交付金地方消費税交付金地方消費税交付金地方消費税交付金
地方消費税交付金 5,200,000 ⇒ 5,630,000 ( 430,000 )

地方交付税地方交付税地方交付税地方交付税
普通交付税 376,000 ⇒ 284,000 ( △ 92,000 )

特別交付税 10,000 ⇒ 10,000 ( 0 )

国庫支出金国庫支出金国庫支出金国庫支出金
障害者自立支援給付費負担金 2,203,505 ⇒ 2,387,812 ( 184,307 )

保育所整備費補助金 313,873 ⇒ 638,275 ( 324,402 )

児童手当給付費負担金 3,651,226 ⇒ 3,604,902 ( △ 46,324 )

生活保護費負担金 4,621,500 ⇒ 4,521,750 ( △ 99,750 )

社会資本整備総合交付金（国体） 370,000 ⇒ 1,000,000 ( 630,000 )

保育所事務費事業費負担金 907,751 ⇒ 1,195,650 ( 287,899 )

鉄道軌道安全輸送設備等整備事業補助金 4,838 ⇒ 131,519 ( 126,681 )

学校施設環境改善交付金 0 ⇒ 72,493 ( 72,493 )

県支出金県支出金県支出金県支出金
後期高齢者医療保険基盤安定負担金 415,459 ⇒ 463,356 ( 47,897 )

障害者自立支援給付費負担金 1,101,752 ⇒ 1,193,906 ( 92,154 )

保育所事務費事業費負担金 453,875 ⇒ 597,825 ( 143,950 )

広域的拠点スポーツ施設整備補助金 0 ⇒ 50,000 ( 50,000 )

全国高等学校総合体育大会運営経費補助金 0 ⇒ 71,321 ( 71,321 )

地域医療介護総合確保基金事業補助金 232,987 ⇒ 54,356 ( △ 178,631 )

子ども・子育て支援交付金 178,471 ⇒ 215,759 ( 37,288 )

畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業費補助金 79,147 ⇒ 24,122 ( △ 55,025 )

水産物供給基盤機能保全事業補助金 64,000 ⇒ 0 ( △ 64,000 )

三重県鉄道軌道安全輸送設備等整備事業補助金 2,419 ⇒ 65,760 ( 63,341 )

諸収入諸収入諸収入諸収入
土地開発公社貸付金元利収入 63,831 ⇒ 0 ( △ 63,831 )

電子計算処理費 4,884 ⇒ 37,138 ( 32,254 )

資源売却収入 23,022 ⇒ 47,561 ( 24,539 )

茶業振興センター移転補償費 0 ⇒ 35,204 ( 35,204 )

連続立体交差事業受託費 200,000 ⇒ 78,000 ( △ 122,000 )

新消防分署整備事業費負担金 25,000 ⇒ 0 ( △ 25,000 )

埋蔵文化財発掘調査受託費 71,515 ⇒ 39,687 ( △ 31,828 )

繰入金繰入金繰入金繰入金
都市基盤・公共施設等整備基金繰入金 1,118,787 ⇒ 1,799,680 ( 680,893 )

みえ森と緑の県民税市町交付金基金繰入金 0 ⇒ 28,769 ( 28,769 )

内部八王子線基金繰入金 28,732 ⇒ 86,926 ( 58,194 )

減債基金繰入金 9,946 ⇒ 0 ( △ 9,946 )

まちづくり事業基金繰入金 140,310 ⇒ 112,362 ( △ 27,948 )

繰越金繰越金繰越金繰越金
一般繰越金 300,000 ⇒ 100,000 ( △ 200,000 )

市債市債市債市債
防災施設設備整備事業資金 127,900 ⇒ 15,200 ( △ 112,700 )

文化会館整備事業資金 0 ⇒ 232,200 ( 232,200 )

社会体育施設整備事業資金 2,159,200 ⇒ 3,219,400 ( 1,060,200 )

児童発達支援センター整備事業資金 105,100 ⇒ 790,500 ( 685,400 )

街路築造事業資金 275,000 ⇒ 148,400 ( △ 126,600 )

義務教育施設整備事業資金 0 ⇒ 164,900 ( 164,900 )

消防施設設備整備事業資金 386,100 ⇒ 0 ( △ 386,100 )

臨時財政対策資金 84,000 ⇒ 0 ( △ 84,000 )
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(単位  千円)

１． 議 会 費 663,679 661,352 2,327 0.6 0.6

２． 総 務 費 18,784,512 11,286,913 7,497,599 16.1 10.4

３． 民 生 費 43,846,719 40,632,173 3,214,546 37.5 37.5

４． 衛 生 費 9,594,416 9,306,511 287,905 8.2 8.6

５． 労 働 費 79,366 53,041 26,325 0.1 0.1

６． 農 林 水 産 業 費 1,630,111 1,937,115 △ 307,004 1.4 1.8

７． 商 工 費 4,189,027 3,072,493 1,116,534 3.6 2.8

８． 土 木 費 17,136,654 16,293,913 842,741 14.7 15.0

９． 消 防 費 4,029,055 4,477,130 △ 448,075 3.4 4.1

１０．教 育 費 9,020,363 11,878,680 △ 2,858,317 7.7 10.9

１1．災 害 復 旧 費 25,500 0 25,500 0.0 0.0

１2．公 債 費 7,746,598 8,775,679 △ 1,029,081 6.6 8.1

１3．予 備 費 100,000 100,000 0 0.1 0.1

　　※構成比は四捨五入しているため、合計が合わない場合があります。

100.0 100.0

100.0

105.2

90.0

75.9

88.3

皆増

歳     出     合     計 116,846,000 108,475,000 8,371,000 107.7

166.4

107.9

103.1

149.6

84.2

136.3

予算額(B) (A) - (B) (B) 平成30年度 平成29年度

100.4

平 成 30 年 度 一 般 会 計 歳 入 歳 出 予 算 （ 歳 出 ）

       区        分 平成30年度 平成29年度 差引増減額 (A) 構 成 比 率 (%)

×100(%)

 款        別 予算額(A)
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【款別の主な増減（歳出）】【款別の主な増減（歳出）】【款別の主な増減（歳出）】【款別の主な増減（歳出）】 （単位：千円）

平成29年度予算額 平成30年度予算額 増減

総務費総務費総務費総務費
一般職給 2,398,210 ⇒ 2,660,316 ( 262,106 )
一般職退職手当 1,040,600 ⇒ 855,400 ( △ 185,200 )
市庁舎等管理運営費 357,092 ⇒ 596,429 ( 239,337 )
土地開発公社経営健全化対策弁済金 1,333,363 ⇒ 658,260 ( △ 675,103 )
行政内部のＩＴ基盤整備費 345,999 ⇒ 488,614 ( 142,615 )
文化会館大規模改修事業費 400 ⇒ 346,400 ( 346,000 )
文化会館等施設整備事業費（アセットマネジメント） 151,000 ⇒ 320,000 ( 169,000 )
運動施設一般経費　　　　　　　　　　　　　　　　 253,704 ⇒ 290,008 ( 36,304 )
霞ヶ浦緑地運動施設整備事業費（推進計画） 18,400 ⇒ 313,000 ( 294,600 )
霞ヶ浦緑地運動施設整備事業費（国体関係） 1,572,500 ⇒ 817,400 ( △ 755,100 )
中央緑地運動施設整備事業費（国体関係） 1,926,780 ⇒ 4,992,000 ( 3,065,220 )

民生費民生費民生費民生費
子ども医療費 815,180 ⇒ 951,524 ( 136,344 )
地域密着型特別養護老人ホーム建設費補助金 123,830 ⇒ 0 ( △ 123,830 )
後期高齢者医療特別会計繰出金 3,130,688 ⇒ 3,304,700 ( 174,012 )
児童発達支援センターあけぼの学園移転整備事業費 146,000 ⇒ 1,115,815 ( 969,815 )
障害児通所事業費 841,180 ⇒ 960,701 ( 119,521 )
保育所事務費事業費（児童一般分） 2,866,018 ⇒ 3,635,839 ( 769,821 )
民間保育所整備事業費 473,059 ⇒ 895,951 ( 422,892 )
扶助費 6,162,000 ⇒ 6,029,000 ( △ 133,000 )
介護保険特別会計繰出金 3,099,657 ⇒ 3,266,072 ( 166,415 )

衛生費衛生費衛生費衛生費
検診事業費 563,645 ⇒ 509,531 ( △ 54,114 )
三重北勢健康増進センター整備事業費（アセットマネジメント） 122,000 ⇒ 14,800 ( △ 107,200 )
北大谷斎場整備事業費（アセットマネジメント） 0 ⇒ 59,900 ( 59,900 )
清掃工場管理運営費 957,036 ⇒ 1,175,420 ( 218,384 )
病院事業繰出金（負担金） 909,879 ⇒ 1,314,004 ( 404,125 )

農林水産業費農林水産業費農林水産業費農林水産業費
茶業振興センター移転整備事業 239,244 ⇒ 26,400 ( △ 212,844 )
食肉センター食肉市場特別会計繰出金 378,608 ⇒ 481,471 ( 102,863 )
水産物供給基盤機能保全事業費 128,000 ⇒ 0 ( △ 128,000 )

商工費商工費商工費商工費
企業立地奨励金交付事業費 438,000 ⇒ 1,350,000 ( 912,000 )
民間研究所立地奨励金交付事業費 112,000 ⇒ 276,000 ( 164,000 )
商店街共同施設安全対策事業費 0 ⇒ 8,000 ( 8,000 )
すわ公園交流館管理運営費 18,304 ⇒ 29,474 ( 11,170 )
宮妻峡ヒュッテ管理運営費 5,397 ⇒ 19,814 ( 14,417 )

土木費土木費土木費土木費
道路維持修繕費 426,900 ⇒ 572,600 ( 145,700 )
社会資本整備総合交付金事業費（道路） 291,000 ⇒ 394,000 ( 103,000 )
防災・安全社会資本整備交付金事業（道路ストック関連） 212,000 ⇒ 295,000 ( 83,000 )
生活に身近な道路整備事業費 492,000 ⇒ 592,000 ( 100,000 )
産業支援・生活拠点道路再生事業 250,000 ⇒ 356,000 ( 106,000 )
防災・安全社会資本整備交付金事業（橋梁長寿命化関係） 161,000 ⇒ 301,000 ( 140,000 )
四日市あすなろう鉄道線運行事業費 139,452 ⇒ 509,892 ( 370,440 )
連続立体交差関連事業費 263,700 ⇒ 165,800 ( △ 97,900 )
下水道雨水処理費等負担金 4,861,179 ⇒ 4,606,133 ( △ 255,046 )
下水道汚水処理費等基準内補助金 2,413,521 ⇒ 2,223,567 ( △ 189,954 )

消防費消防費消防費消防費
退職手当 121,154 ⇒ 218,200 ( 97,046 )
新消防分署整備事業費 660,761 ⇒ 0 ( △ 660,761 )
消防本部庁舎整備事業費（アセットマネジメント） 1,400 ⇒ 45,968 ( 44,568 )

教育費教育費教育費教育費
施設補修費(小学校） 193,580 ⇒ 274,590 ( 81,010 )
海蔵小学校改築整備事業費 57,975 ⇒ 471,130 ( 413,155 )
大矢知興譲小学校改築整備事業費 0 ⇒ 58,800 ( 58,800 )
大規模改修事業費（小学校） 15,500 ⇒ 272,200 ( 256,700 )
その他施設整備費（小学校） 115,315 ⇒ 192,103 ( 76,788 )
施設補修費(中学校） 104,860 ⇒ 156,870 ( 52,010 )
大規模改修事業費（中学校） 0 ⇒ 63,400 ( 63,400 )
一般職給（幼稚園） 477,532 ⇒ 427,685 ( △ 49,847 )
幼稚園整備事業費（アセットマネジメント） 30,700 ⇒ 80,256 ( 49,556 )

公債費公債費公債費公債費
公債費（元金、利子） 8,762,679 ⇒ 7,736,598 ( △ 1,026,081 )
一時借入金利子 13,000 ⇒ 10,000 ( △ 3,000 )
平成29年度は教育費、平成30年度はスポーツ・国体推進部の設置に伴い、総務費に移管した。

※

※

※

※

※
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本　年　度

予　算　額 国 庫 支 出 金 県 支 出 金 地 方 債

１． 議 会 費 663,679

２． 総 務 費 18,784,512 1,045,895 914,695 3,466,800

３． 民 生 費 43,846,719 14,558,172 5,688,917 790,500

４． 衛 生 費 9,594,416 94,367 75,214

５． 労 働 費 79,366

６． 農林水産業費 1,630,111 181,128

７． 商 工 費 4,189,027 132

８． 土 木 費 17,136,654 1,149,858 73,003 783,300

９． 消 防 費 4,029,055 111,740

１０． 教 育 費 9,020,363 145,482 93,288 206,300

１１． 災 害 復 旧 費 25,500 19,800

１２． 公 債 費 7,746,598 22,589

１３． 予 備 費 100,000

116,846,000 16,993,774 7,160,706 5,266,700

116,846,000 16,993,774 7,160,706 5,266,700

歳      出      予      算      款      別

款　　　　　別

左            の            財   

※構成比については端数処理のため合計が合わない場合があります。

計

歳入振替項目

総　　　　　　計
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（単位   千円)　

前　年　度

使 用 料 及 び
手 数 料

そ の 他 一 般 財 源 一 般 財 源

276 663,403 661,076 0.9 0.9

226,089 1,710,451 11,420,582 10,001,071 14.7 13.6

169,717 1,850,016 20,789,397 19,623,922 26.8 26.6

920,832 1,482,397 7,021,606 6,837,338 9.1 9.3

367 78,999 52,700 0.1 0.1

365 34,591 1,414,027 1,452,660 1.8 2.0

182 1,808,114 2,380,599 1,260,862 3.1 1.7

695,747 327,010 14,107,736 13,473,035 18.2 18.3

78,857 324,569 3,513,889 3,426,802 4.5 4.7

122,671 143,774 8,308,848 8,121,998 10.7 11.0

5,700 0.0 0.0

7,724,009 8,617,360 10.0 11.7

100,000 100,000 0.1 0.1

2,214,827 7,681,198 77,528,795 73,628,824 100.0 100.0

794 473,000 △ 473,794 △ 716,923

2,215,621 8,154,198 77,055,001 72,911,901

    財      源      内      訳      表

源　　　　　　内　　　　　　訳 一般財源投入率  (%)

本年度 前年度

― ―

― ―
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予 算 額 (A) 一般財源(B) 予 算 額 (C) 一般財源(D)

１． 17,725,368 16,036,130 17,482,100 15,902,983

（１） 629,870 620,497 619,118 612,672

（２） 8,240,317 6,729,544 8,129,917 6,708,862

（３） 4,761,801 4,669,535 4,659,527 4,572,816

（４） 1,223,079 1,209,294 1,273,509 1,267,657

（５） 3,161 3,161 3,161 3,161

（６） 2,867,140 2,804,099 2,796,868 2,737,815

２． 17,574,578 14,371,409 16,082,109 13,182,244

３． 2,439,621 1,932,422 1,911,090 1,283,701

４． 26,132,140 8,043,661 24,843,142 7,494,037

５． 14,561,117 13,071,921 15,340,462 13,943,919

６． 1,726,870 0 1,726,870 0

７． 168,004 100,000 257,010 100,000

８． 9,306,301 7,804,290 8,942,700 7,442,602

９． 7,746,598 7,724,009 8,775,679 8,617,360

１０． 19,365,366 8,344,953 13,013,782 5,561,978

（１） 19,157,441 8,307,028 12,748,619 5,531,315

イ、 補 助 6,198,229 936,151 3,482,636 556,129

ロ、 単 独 12,959,212 7,370,877 9,265,983 4,975,186

（２） 25,500 5,700

イ、 補 助 0 0

ロ、 単 独 25,500 5,700

（３） 0 0

イ、 補 助 0 0

ロ、 単 独 0 0

（４） 182,425 32,225 265,163 30,663

１１． 100,037 100,000 100,056 100,000

116,846,000 77,528,795 108,475,000 73,628,824

失 業 対 策 事 業

県 営 事 業 負 担 金

予 備 費

合    　 　   計

積 立 金

繰 出 金

公 債 費

投 資 的 経 費

普 通 建 設 事 業

災 害 復 旧 事 業

そ の 他

物 件 費

維 持 補 修 費

扶 助 費

補 助 費 等

投資・出資金・貸付金

人 件 費

報 酬

基 本 給

そ の 他 の 手 当

退 職 手 当

恩 給 退 職 年 金

            歳    出    予    算    性    質    別

区　　　　　分
本       年       度 前       年       度
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  目    的    別    分    類    表   (単位   千円)

(A) - (C) (B) - (D)

243,268 101.4 133,147 100.8 15.1 20.7 16.1 21.6

10,752 101.7 7,825 101.3 0.5 0.8 0.6 0.8

110,400 101.4 20,682 100.3 7.0 8.7 7.5 9.1

102,274 102.2 96,719 102.1 4.1 6.0 4.3 6.2

△ 50,430 96.0 △ 58,363 95.4 1.0 1.6 1.2 1.7

0 100.0 0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0

70,272 102.5 66,284 102.4 2.5 3.6 2.6 3.7

1,492,469 109.3 1,189,165 109.0 15.0 18.5 14.8 17.9

528,531 127.7 648,721 150.5 2.1 2.5 1.8 1.8

1,288,998 105.2 549,624 107.3 22.4 10.4 22.9 10.2

△ 779,345 94.9 △ 871,998 93.7 12.5 16.9 14.2 18.9

0 100.0 0 0.0 1.5 0.0 1.6 0.0

△ 89,006 65.4 0 100.0 0.1 0.1 0.2 0.1

363,601 104.1 361,688 104.9 8.0 10.0 8.2 10.1

△ 1,029,081 88.3 △ 893,351 89.6 6.6 10.0 8.1 11.7

6,351,584 148.8 2,782,975 150.0 16.6 10.8 12.0 7.6

6,408,822 150.3 2,775,713 150.2 16.4 10.7 11.8 7.5

2,715,593 178.0 380,022 168.3 5.3 1.2 3.2 0.8

3,693,229 139.9 2,395,691 148.2 11.1 9.5 8.5 6.8

25,500 皆増 5,700 皆増 0.0 0.0

25,500 皆増 5,700 皆増 0.0 0.0

△ 82,738 68.8 1,562 105.1 0.2 0.0 0.2 0.0

△ 19 100.0 0 100.0 0.1 0.1 0.1 0.1

8,371,000 107.7 3,899,971 105.3 100.0 100.0 100.0 100.0

※構成比については、四捨五入しておりますので合計が合わない場合があります。

(A)/(C)×100 (%) (B)/(D)×100 (%) 予 算 額 一般財源 予 算 額 一般財源

比                        較    構   成   比    率    (%)

予     算     額 一    般    財    源 本    年    度 前    年    度
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一 般 会 計 歳 入

市 税 市 債 繰 入 金

税収 普通 特別 発行額 市　債 ３基金

比率 依存度

平成 ％ ％  実績  実績 ％

94,580,000  △ 1.2 49,616,000 52.4 4,100,304 1,183,361 8,394,200 8.9 3,175,000

90,990,000  △ 3.8 47,339,000 52.0 3,974,549 1,105,390 9,451,300 10.4 2,600,000

95,980,000 5.5 48,305,000 50.3 2,039,446 1,105,338 13,373,200 13.9 1,445,000

93,290,000 △ 2.8 50,395,300 54.0 2,769,273 1,162,118 8,782,500 9.4 180,000

95,400,000 2.3 53,605,700 56.2 786,908 1,045,152 8,468,700 8.9 1,130,000

98,138,000 2.9 58,053,600 59.2 807,954 799,504 7,947,500 8.1 300,000

99,848,000 1.7 63,244,700 63.3 385,604 783,864 6,004,900 6.0 0

97,382,000 △ 2.5 61,144,400 62.8 825,917 784,864 5,105,300 5.2 0

99,141,000 1.8 57,959,600 58.5 1,651,021 842,323 5,817,500 5.9 849,041

104,560,000 5.5 59,886,600 57.3 1,944,240 874,184 6,705,400 6.4 14,253

102,774,000 △ 1.7 60,879,200 59.2 1,856,109 896,497 6,187,800 6.0 15,169

102,697,438 △ 0.1 60,739,300 59.1 2,088,363 808,494 6,176,900 6.0 70,887

107,890,000 5.1 60,871,900 56.4 1,749,810 800,469 9,233,100 8.6 18,000

118,390,000 9.7 60,365,900 51.0 1,588,793 755,354 10,890,100 9.2 47,892

108,688,051 △ 8.2 62,522,600 57.5 697,085 576,612 4,763,900 4.4 1,425,125

（８月補正後） （当初予算）

108,475,000 △ 0.2 64,942,900 59.9 488,618 10,000 3,744,000 3.5 1,128,733

116,846,000 7.7 68,814,000 58.9 284,000 10,000 5,266,700 4.5 1,799,680

27

21

22

20

26

24

25

23

一 般 会 計 当 初

19

18

17

14

15

16

29

30

28

年度

地 方 交 付 税

伸び率
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歳 出

繰 入 金

公 債 費 地方債 繰 出 金

競　輪 年度末残高

補　助 単　独

実績 ％ 実績

10,000 12,484,540 13.2 104,684,936 13,142,840 1,999,812 10,322,178 5,068,066

50,000 12,343,622 13.6 104,476,960 10,305,917 1,359,639 8,529,628 5,439,030

100,000 18,557,091 19.3 105,425,611 9,605,201 2,007,201 7,521,250 5,762,733

0 12,733,510 13.6 102,599,283 11,515,480 3,504,972 7,853,883 6,397,305

0 12,836,604 13.5 100,338,490 12,976,803 2,792,118 10,084,376 6,621,011

0 12,620,315 12.9 98,296,307 12,525,578 2,371,154 9,819,624 6,710,597

0 12,959,925 13.0 98,828,006 11,519,976 1,733,390 9,430,111 7,932,841

100,000 12,659,464 13.0 96,414,973 9,026,030 1,285,914 7,687,241 8,216,381

500,000 11,614,100 11.7 92,581,596 8,259,618 1,861,904 5,993,839 7,900,832

100,000 11,406,188 10.9 87,503,991 10,059,127 3,217,941 6,437,746 8,088,790

100,000 11,719,608 11.4 80,643,109 10,121,445 2,364,877 7,382,216 8,068,206

100,000 11,623,543 11.3 75,627,184 10,191,981 3,554,440 6,366,623 8,064,360

100,000 10,684,521 9.9 72,817,345 14,749,747 6,737,842 7,748,505 8,208,646

150,000 9,846,287 8.3 72,722,310 23,926,626 14,031,382 9,539,244 8,593,504

180,000 9,481,311 8.7 67,763,459 13,084,859 5,036,590 7,850,244 9,010,047

（当初予算）

（１１月補正後）

180,000 8,775,679 8.1 63,330,077 13,013,782 3,482,636 9,265,983 8,942,700

200,000 7,746,598 6.6 61,317,568 19,365,366 6,198,229 12,959,212 9,306,301

予 算 の 推 移
（単位　:千円）

投  資  的  経  費

構成比

うち普通建設事業費
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　　　　　　　（単位　千円）

科目 調定見込額
収納率
見込％

本年度当初予算
計上額（Ａ）

前年度当初予算
計上額（B）

（Ａ）　  100
 ×

（Ｂ）　　 ％

市税市税市税市税 70,511,100 97.6 68,814,000 64,942,900 106.0

　 １．市民税　 25,838,000 96.3 24,890,500 23,947,100 103.9

       一個人 20,126,900 95.5 19,215,900 19,180,600 100.2

     　　 イ、現年課税分 19,310,400 98.2 18,962,800 18,913,400 100.3

      所　得　割 18,762,200 98.2 18,424,500 18,384,400 100.2

      均　等　割 548,200 98.2 538,300 529,000 101.8

           ロ、滞納繰越分 816,500 31.0 253,100 267,200 94.7

   　　二法人 5,711,100 99.4 5,674,600 4,766,500 119.1

     　　 イ、現年課税分 5,677,200 99.8 5,665,800 4,756,700 119.1

       法 人 税 割 4,677,200 99.8 4,667,800 3,758,700 124.2

       均   等   割

1,000,000 99.8 998,000 998,000 100.0

           ロ、滞納繰越分 33,900 26.0 8,800 9,800 89.8

　 ２．固定資産税 35,656,900 98.1 34,993,200 32,076,100 109.1

　　　 一固定資産税 35,631,200 98.1 34,967,500 32,050,200 109.1

     　　 イ、現年課税分 35,037,100 99.3 34,777,400 31,852,100 109.2

       　　　　　　土　 地 7,962,300 98.6 7,850,800 7,964,500 98.6

       　　　　　　家　 屋 9,314,900 98.6 9,184,500 9,376,500 98.0

    　　　　  　　 　償却資産 17,759,900 99.9 17,742,100 14,511,100 122.3

           ロ、滞納繰越分 594,100 32.0 190,100 198,100 96.0

　　　 二国有資産等所在

　　　　　市町村交付金

25,700 100.0 25,700 25,900 99.2

     　　 イ、交付金 25,700 100.0 25,700 25,900 99.2

 　３．軽自動車税 791,300 95.8 758,100 714,500 106.1

     　　 イ、現年課税分

763,700 98.0 748,400 705,700 106.1

           ロ、滞納繰越分 27,600 35.1 9,700 8,800 110.2

　 ４．市たばこ税

2,187,500 100.0 2,187,500 2,314,300 94.5

　 ５．入湯税 日帰り            1人 80円

宿　泊     1人1泊 150円 2,000 100.0 2,000 1,900 105.3

　 ６．事業所税 3,466,600 99.9 3,464,500 3,340,200 103.7

     　　 イ、現年課税分 3,465,300 99.96 3,463,900 3,339,600 103.7

      資　 産 　割 2,985,000 99.96 2,983,800 2,859,700 104.3

      従 業 者 割 480,300 99.96 480,100 479,900 100.0

           ロ、滞納繰越分 1,300 46.2 600 600 100.0

　 ７．都市計画税 2,568,800 98.0 2,518,200 2,548,800 98.8

     　　 イ、現年課税分 2,520,300 99.3 2,502,700 2,532,100 98.8

       　　　　　　土　 地 1,290,100 99.3 1,281,100 1,286,200 99.6

       　　　　　　家　 屋 1,230,200 99.3 1,221,600 1,245,900 98.0

           ロ、滞納繰越分 48,500 32.0 15,500 16,700 92.8

0.2％

600円/㎡　 747（者）

0.25%　　　　122（者）

5,262円/千本
(H30.10.1～5,692円/千本)

旧3級品：4,000円/千本

0.2％

　　　　　　　 766（者）

1.4%

113,336(台)

　2,000(円) ～12,900（円）

1.4%

1.4%

1.4%

　５、１２、１３、１５、１６、４０、

４１、１７５、３００(万円）

 

 

6%

3,500（円）

8,710（社）

10.9％

平平平平 成成成成 ３３３３ ００００ 年年年年 度度度度 税税税税 等等等等 収収収収 入入入入 予予予予 算算算算 資資資資 料料料料

税　率　等

156,649(人)
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　　　　　　　　（単位　千円）

科目 調定見込額
収納率
見込％

本年度当初予算
計上額（Ａ）

前年度当初予算
計上額（B）

（Ａ）　  100
 ×

（Ｂ）　　 ％

地方譲与税地方譲与税地方譲与税地方譲与税 1,206,001 100.0 1,206,001 1,190,001 101.3

　 １．地方揮発油譲与税 236,000 100.0 236,000 240,000 98.3

　 ２．自動車重量譲与税 630,000 100.0 630,000 610,000 103.3

　 ３．地方道路譲与税 1 100.0 1 1 100.0

　 ４．特別とん譲与税 340,000 100.0 340,000 340,000 100.0

利子割交付金利子割交付金利子割交付金利子割交付金 90,000 100.0 90,000 40,000 225.0

　 利子割交付金 90,000 100.0 90,000 40,000 225.0

配当割交付金配当割交付金配当割交付金配当割交付金 180,000 100.0 180,000 300,000 60.0

　 配当割交付金 180,000 100.0 180,000 300,000 60.0

株式等譲渡所得割交付金株式等譲渡所得割交付金株式等譲渡所得割交付金株式等譲渡所得割交付金 120,000 100.0 120,000 250,000 48.0

株式等譲渡所得割交付金 120,000 100.0 120,000 250,000 48.0

地方消費税交付金地方消費税交付金地方消費税交付金地方消費税交付金 5,630,000 100.0 5,630,000 5,200,000 108.3

地 方 消 費 税 交 付 金 5,630,000 100.0 5,630,000 5,200,000 108.3

ゴルフ場利用税交付金ゴルフ場利用税交付金ゴルフ場利用税交付金ゴルフ場利用税交付金 86,000 100.0 86,000 90,000 95.6

ゴルフ場利用税交付金 86,000 100.0 86,000 90,000 95.6

自動車取得税交付金自動車取得税交付金自動車取得税交付金自動車取得税交付金 360,000 100.0 360,000 250,000 144.0

自 動 車 取 得 税 交 付 金 360,000 100.0 360,000 250,000 144.0

地方特例交付金地方特例交付金地方特例交付金地方特例交付金 222,000 100.0 222,000 202,000 109.9

地 方 特 例 交 付 金 222,000 100.0 222,000 202,000 109.9

 

 

 

 

 

 

 

税　率　等

 

（単位：千円）

平成30年度末 平成30年度末

残 高 見 込 残 高 見 込

土地開発公社経営健全化基金 3,689,733 中小企業振興基金 4,045

国際交流基金 95,643 広域基幹道路整備基金 999,711

文化振興基金 173,834 緑化基金 89,417

財政調整基金 10,280,078 内部・八王子線基金 559,788

都市基盤・公共施設等整備基金 5,591,060 市営住宅整備基金 148,468

減債基金 313,527 学校施設整備基金 1,789,511

まちづくり事業基金 2,522,869 小菅科学教育振興基金 26,265

社会福祉事業振興基金 471,286 土地開発基金 1,151,154

災害救助基金 101,645 競輪事業財政調整基金 1,510,291

廃棄物処理施設整備等基金 833,033 競輪事業施設等整備基金 776,859

市立四日市病院整備基金 15,989 国民健康保険支払準備基金 2,028,782

みえ森と緑の県民税市町交付金基金 0 東橋北住環境整備基金 6,884

ふるさと・水と土保全基金 7,131 介護保険給付費支払準備基金 2,893,352

基　　　金　　　の　　　状　　　況

基　金　名 基　金　名
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105.1% 96.5% 97.0% 104.2% 100.4%

63,419,685 61,227,427 59,387,874 61,867,325 62,144,224

103.2% 100.5% 90.8% 99.8% 105.3%

19,024,242 19,111,411 17,343,888 17,311,030 18,220,809

88.1% 51.2% 134.7% 106.9% 98.7%

7,587,180 3,887,930 5,238,580 5,598,472 5,527,455

112.4% 105.0% 94.5% 98.6% 97.7%

31,667,015 33,246,556 31,411,633 30,979,306 30,280,005

皆増 1,055.0% 111.7%

236,093 2,490,765 2,782,646

98.4% 89.2% 100.5% 101.4% 93.5%

1,433,430 1,278,194 1,284,144 1,302,055 1,217,171

107.5% 81.9% 94.5% 94.2% 78.1%

249,672 204,414 193,213 182,091 142,180

44.3% 76.2% 119.8% 108.5% 110.9%

102,432 78,091 93,534 101,475 112,584

19.9% 113.7% 76.4% 82.1% 112.1%

35,051 39,854 30,453 25,009 28,029

94.2% 108.2% 99.8% 101.8% 101.1%

2,815,636 3,046,168 3,040,936 3,095,228 3,128,067

97.1% 97.8% 101.0% 101.9% 98.2%

97,054 94,953 95,913 97,777 96,037

90.4% 53.6% 91.5% 84.0% 117.1%

648,213 347,336 317,718 266,774 312,434

170.1% 102.2% 74.4% 127.5% 29.2%

679,061 694,124 516,518 658,532 192,593

72.8% 137.7% 154.8% 113.0% 97.7%

1,169,468 1,610,781 2,493,344 2,818,424 2,752,606

47.7% 214.2% 199.9% 117.8% 95.5%

385,604 825,917 1,651,021 1,944,240 1,856,109

98.4% 100.1% 107.3% 103.8% 102.6%

783,864 784,864 842,323 874,184 896,497

市税等の推移

年　　　　　度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度

市 税

平成20年度

うち個人市民税

うち法人市民税

うち固定資産税

う ち 事 業 所 税

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金

地 方 交 付 税

うち普通交付税

うち特別交付税

配 当 割 交 付 金

株式等譲渡所得割交付金

地 方 消 費 税 交 付 金

ゴルフ場利用税交付金

自動車取得税交付金

地 方 特 例 交 付 金
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(決算ベース）
（単位　千円）

平成29年度 平成30年度
（11月補正後） （当初予算）

98.3% 101.4% 101.0% 102.2% 103.7% 103.8%

61,059,837 61,898,681 62,545,150 63,919,683 66,312,900 68,814,000

101.0% 101.0% 101.3% 101.5% 100.4% 100.2%

18,400,686 18,586,195 18,836,143 19,110,304 19,180,600 19,215,900

96.8% 108.6% 99.7% 86.7% 110.8% 101.9%

5,350,164 5,811,095 5,792,825 5,024,830 5,566,500 5,674,600

95.8% 100.5% 101.2% 105.6% 104.9% 107.2%

28,996,817 29,135,302 29,486,368 31,123,086 32,646,100 34,993,200

98.5% 103.5% 103.5% 105.6% 107.8% 103.7%

2,740,777 2,835,997 2,934,378 3,097,747 3,340,200 3,464,500

97.6% 98.3% 102.3% 99.1% 100.5% 101.3%

1,187,749 1,167,687 1,194,277 1,183,754 1,190,001 1,206,001

104.0% 79.6% 85.1% 83.0% 48.1% 225.0%

147,849 117,667 100,173 83,160 40,000 90,000

197.3% 185.5% 82.9% 59.7% 147.3% 60.0%

222,135 411,969 341,331 203,669 300,000 180,000

1,327.8% 63.4% 131.6% 38.6% 208.6% 48.0%

372,161 235,986 310,638 119,835 250,000 120,000

99.1% 119.7% 158.9% 90.5% 97.4% 108.3%

3,101,408 3,711,751 5,896,445 5,338,100 5,200,000 5,630,000

100.9% 96.9% 99.5% 96.7% 99.6% 95.6%

96,943 93,898 93,465 90,364 90,000 86,000

109.6% 36.8% 161.7% 110.1% 111.4% 144.0%

342,552 126,134 203,969 224,509 250,000 360,000

98.5% 96.4% 104.3% 106.3% 109.5% 100.0%

189,717 182,913 190,772 202,795 222,010 222,000

105.2% 88.0% 91.9% 54.3% 39.1% 59.0%

2,896,857 2,550,279 2,344,147 1,273,697 498,618 294,000

112.5% 83.8% 90.8% 43.9% 70.1% 58.1%

2,088,363 1,749,810 1,588,793 697,085 488,618 284,000

90.2% 99.0% 94.4% 76.3% 1.7% 100.0%

808,494 800,469 755,354 576,612 10,000 10,000

上段は対前年度比

平成28年度平成25年度 平成26年度 平成27年度
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80,643,109 75,627,184 72,817,345 72,722,310 67,763,459

うち減税補てん債
（ 借 換 債 含 む ）

4,967,441 3,871,182 3,089,870 2,673,132 2,247,645

うち臨時財政対策債 26,901,310 27,803,701 26,706,085 25,798,796 23,743,407

土地区画整理事業 1,796,251 1,448,777 1,116,413 860,063 618,784

住 宅 新 築 資 金 等
貸 付 事 業

21,359 18,690 15,911 13,017 10,004

公共用地取得事業 2,013,580 1,177,800 474,720

435,173 399,668 363,738 327,375 290,574

84,909,472 78,672,119 74,788,127 73,922,765 68,682,821

う ち 合 併 特 例 債
（基金造成含む）

11,632,675 11,899,043 13,574,880 11,875,672 9,956,711

1,291,685 1,179,031 1,082,283 1,021,690 966,104

1,909,402 2,021,365 2,128,337 2,060,602 1,971,070

3,201,087 3,200,396 3,210,620 3,082,292 2,937,174

16,656,588 16,154,032 15,574,935 14,966,143 14,362,598

8,637,759 10,206,767 11,299,817 11,586,010 12,130,534

87,549,187 86,723,487 85,664,146 83,917,440 81,542,189

112,843,534 113,084,286 112,538,898 110,469,593 108,035,321

435,173 399,668 363,738 327,375 290,574

200,518,920 194,557,133 190,173,907 187,147,275 179,364,742

地　方　債　年　度　末 地　方　債　年　度　末 地　方　債　年　度　末 地　方　債　年　度　末 

平成24年度
決　　算

平成27年度
決　　算

平成25年度
決　　算

平成28年度
決　　算区  分

年   度

普

通

会

計

準

公

営

企

業

計

農 業 集 落 排 水 事 業

食 肉 セ ン タ ー
食 肉 市 場 事 業

特

別

会

計

（都市下水路分）

平成26年度
決　　算

一  般  会  計

計

重複分

市立四日市病院事業

下 水 道 事 業

合       計合       計合       計合       計

公

営

企

業
計

水 道 事 業

18



    現　在　高　の　推　移現　在　高　の　推　移現　在　高　の　推　移現　在　高　の　推　移

(単位   千円)

63,330,077 7,279,210 457,388 7,736,598 5,266,700 61,317,568

1,817,435 437,067 8,165 445,232 1,380,368

21,684,995 1,983,540 149,491 2,133,031 19,701,455

414,015 172,472 5,687 178,159 241,544

6,866 2,604 234 2,838 4,263

253,327 37,698 3,338 41,036 215,629

64,004,286 7,491,984 466,647 7,958,631 5,266,700 61,779,004

8,126,383 1,677,095 46,074 1,723,169 6,449,288

923,188 146,231 11,413 157,644 82,900 859,857

1,878,467 97,517 34,926 132,443 1,780,950

2,801,655 243,748 46,339 290,087 82,900 2,640,807

14,048,822 977,921 292,063 1,269,984 714,000 13,784,901

11,591,394 1,168,652 127,397 1,296,049 580,000 11,002,742

82,080,220 5,520,875 1,529,084 7,049,959 5,729,400 82,288,745

107,720,436 7,667,448 1,948,544 9,615,992 7,023,400 107,076,388

253,327 37,698 3,338 41,036 215,629

174,273,050 15,365,482 2,458,192 17,823,674 12,373,000 171,280,570

　　　　　　　　　　　※数値は四捨五入していますので合計が合わない場合があります。

償還利子 元利合計
平成29年度
決算見込 償還元金

平成３０年度　当　初　予　算

発行額 残高
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部　局 Ａ Ｂ 　Ａ－Ｂ＝Ｃ Ｃ／Ｂ×100

567,068 550,370 16,698 3.0

2,140,713 2,898,740 △ 758,027 △ 26.2

140,512 116,258 24,254 20.9
2,000,201 2,782,482 △ 782,281 △ 28.1

5,319,844 5,021,637 298,207 5.9

245,943 0 245,943 皆増
5,073,901 5,021,637 52,264 1.0

19,326,269 19,635,530 △ 309,261 △ 1.6

2,615,997 2,124,957 491,040 23.1

16,598,686 16,687,154 △ 88,468 △ 0.5

22,567,534 19,577,221 2,990,313 15.3

5,195,245 4,446,653 748,592 16.8

237,620 214,231 23,389 10.9
4,957,625 4,232,422 725,203 17.1

5,053,052 4,762,603 290,449 6.1

8,905,156 7,497,574 1,407,582 18.8

32,678 31,640 1,038 3.3

663,679 661,352 2,327 0.4

100,530 37,104 63,426 170.9

87,379 93,259 △ 5,880 △ 6.3

15,225,338 11,299,483 3,925,855 34.7

6,979,774 4,218,442 2,761,332 65.5
8,245,564 7,081,041 1,164,523 16.4

4,027,872 4,475,937 △ 448,065 △ 10.0

上 下 水 道 局 7,104,956 7,534,648 △ 429,692 △ 5.7

市 立 四 日 市 病 院 1,314,004 1,139,138 174,866 15.4

116,846,000 108,475,000 8,371,000 7.7

378,132 330,489 47,643 14.4
7,225,717 4,218,442 3,007,275 71.3

※うちシティプロモーション部の合計

（単位：千円、％）（単位：千円、％）（単位：千円、％）（単位：千円、％）

※平成30年度から「シティプロモーション部」及び「スポーツ・国体推進部」を設置予定

一般会計歳出予算【部局別】一般会計歳出予算【部局別】一般会計歳出予算【部局別】一般会計歳出予算【部局別】

区　分 平成30年度当初 平成29年度当初 増減額 伸率

危 機 管 理 監

政 策 推 進 部

総 務 部

財 政 経 営 部

市 民 文 化 部

※うちシティプロモーション部

※スポーツ・国体推進部を除いた額
※うちスポーツ・国体推進部

補

助

費

等

健 康 福 祉 部

こ ど も 未 来 部

商 工 農 水 部

環 境 部

都 市 整 備 部

会 計 管 理 室

教 育 委 員 会

※うちシティプロモーション部

※うちスポーツ・国体推進部

合　　　　　　計

※シティプロモーション部を除いた額

※シティプロモーション部を除いた額

※うちスポーツ・国体推進部の合計

議 会 事 務 局

選 挙 管 理 委 員 会

監 査 事 務 局

※スポーツ・国体推進部を除いた額

消 防 本 部

企
業
会
計
へ
の
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危 機 管 理 監 

 

新年度予算における基本的な方針新年度予算における基本的な方針新年度予算における基本的な方針新年度予算における基本的な方針    

東日本大震災から約７年が経過する中、三重県の新たな被害想定を受け、見直しを実施し

た地域防災計画に基づき、近い将来に発生が危惧される南海トラフ巨大地震等の災害から市

民の生命と財産を守るため、防災・減災対策を最重点課題とし、個別具体の取り組みの推進

が急務である。 

そこで、自主防災活動の推進・人材育成のほか、防災施設の整備を強化する。また、木造

住宅や緊急輸送道路沿いの建築物の耐震化を促進する。 

 

１．地域防災力向上支援の促進について１．地域防災力向上支援の促進について１．地域防災力向上支援の促進について１．地域防災力向上支援の促進について    

住民の自助・共助の取り組みを促進するため、地域の防災組織が行う防災・減災に対する

取り組み支援や人材育成・活用を継続する。また、水防法の改正を受けて、新たに公表され

た河川の浸水想定等に基づくハザードマップの作成を行う。 

 

【主な事業】   地域防災力向上支援事業費          ４４，１４１千円 

 

２．２．２．２．防災対策の推進及び危機管理体制の整備について防災対策の推進及び危機管理体制の整備について防災対策の推進及び危機管理体制の整備について防災対策の推進及び危機管理体制の整備について    

地域防災計画に基づき、総合防災拠点整備に向け造成工事を行う。昨年度に整備した市域

の拠点となる防災倉庫へ本市防災計画で想定する避難者等に対する必要な備蓄物資の配備

を行う。 

さらに、災害発生後の避難生活に備え、生活用水の確保のための防災井戸の設置や浄水器

の配備、貯留式マンホールトイレ設置に向けた調査設計を行うほか、災害情報の収集・伝達

を的確に実施するため、全国瞬時警報システム(J アラート)受信機やテレメータの更新を行

う。 

また、木造住宅の無料耐震診断や耐震補強計画策定・工事費等への補助を実施するととも

に、地震時に通行を確保すべき道路沿いの建物の耐震診断補助および耐震補強計画補助を実

施し、耐震化を促進する。 

 

【主な事業】   総合防災拠点整備事業費          １３０，０００千円 

防災倉庫整備事業費             １６，０００千円 

避難施設等整備事業費      １２，２４０千円 

防災システム整備事業            ７０，３００千円 

住宅等耐震化促進事業費          ２１９，２６６千円 

    

 

部局別予算説明資料 
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１．１．１．１．目的目的目的目的    

今後発生が危惧されている南海トラフ地震等の大規模災害発生に備え、被害の軽減や防止

を図るため、地区防災組織の活動や資機材導入を支援するとともに、女性や家族層を含めた

防災・減災にかかる知識の向上や人材育成を推進する。 

また、平成２７年の水防法の改正に伴い、国・県管理河川について想定最大規模の浸水想

定や浸水継続時間等（ハザード）が新たに公表されるため、河川ごとに気づきマップや逃げ

どきマップ等の市民の避難行動に結びつくハザードマップを作成する。 

２．２．２．２．内容内容内容内容    

（１）地区防災組織への支援              ２８，９００千円 

 ・地区防災組織が行う防災活動や資機材整備に対する支援（２９団体） 

 ・新たに設立される自主防災組織に対する助成（４団体分） 

（２）防災・減災人材の育成              １，６４１千円 

 ・防災大学（女性向け講座を含む）や防災大学修了者向けのステップアップ講座を開催し、

地域の防災力向上を図るとともに、防災士取得を支援する。さらに、家族向けのファミリ

ー防災講座を開催し、若年層への防災意識の向上を図る。 

（３）【拡充】ハザードマップ作成                 １３，６００千円 

 ・平成２９年度に行った四日市市防災（ハザード）マップ作成ワーキンググループの検討

結果を基に、既に公表されている鈴鹿川水系の新たな浸水想定の地区において、避難所・

水位観測点等の基本情報や住民へのアンケート・洪水シミュレーションを実施し、ワー

クショップを行いながらハザードマップを作成する。 

 

    

    

    

    

    

３．予算額３．予算額３．予算額３．予算額 ４４，１４１千円 （財源内訳）一般財源 ４４，１４１千円 

（前年度 ３２，５４１千円） 

 担当 危機管理監 危機管理室 

蒔 田・田 中（宏） 

   ℡ ３５４－８１１９ 

地域防災力向上支援事業費 

【ハザードマップイメージ】 

（参考：愛知県岡崎市 水害対応ガイドブック） 

【防災大学の様子】 
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１．目的１．目的１．目的１．目的 

大規模災害時に、災害対策本部との連携や全国からの救援物資の受入、消

防・自衛隊等の受援拠点となるほか、応急仮設住宅用地への活用可能な総合

防災拠点の整備を図る。 

 

２．２．２．２．内容内容内容内容 

（１）整備箇所 

 寺方町及び曽井町地内 約 27,000 ㎡ 

 

（２）主な役割・活用概要 

①災害対策本部との連携拠点 

②救援物資の受入れ拠点 

③消防・自衛隊等の受援拠点 

④応急仮設住宅用地 

 

（３）事業内容及びスケジュール 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

３．３．３．３．予算予算予算予算額額額額 １３０，０００千円     （財源内訳） 

（前年度 ２２，８００千円）     一般財源 １３０，０００千円 

 

４．４．４．４．債務負担行為債務負担行為債務負担行為債務負担行為   限度額 １９５，０００千円 

期 間  平成３０年度から平成３１年度まで 

 

 

 

平成３０・３１年度 

造成工事、舗装工事、調整池整備等 

    

総 合 防 災 拠 点 整 備 事 業 費 

担当 危機管理監 危機管理室 

石 川 

     ℡３５４－８１１９ 

≪イメージ図≫ 

活動広場 

調整池 

大型車 

出入口 

大型車 

出入口 

一般車 

出入口 
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１．１．１．１．    目的目的目的目的    

大規模災害時の避難所生活は長期化に加え、ライフライン等の被害により、

生活環境の悪化が予想される。その対応のため、生活用水の確保やトイレ環

境の整備、通信手段の確保を行う。 

 

２．２．２．２．    内容内容内容内容    

（１）防災井戸設置                   １，８９０千円 

（浅井戸で手押しポンプによる井戸） 

・県小 

  

（２）浄水器配備                     ４，５００千円 

  （防災井戸(浅井戸)が設置できない指定避難所） 

・羽津中、三重北小、朝明中、大谷台小、神前小、笹川東小、三重西小、

三重平中、八郷西小、笹川西小 

（３）【拡充】災害時仮設トイレ（マンホールトイレ）配備 ２，２００千円 

（民間開発団地において、集中浄化槽から公共下水道への切り替えにあた

り、浄化槽の一部を災害時の仮設トイレとして整備する。） 

  ・采女が丘・波木が丘（洋式トイレ１３基） 

（４）【拡充】貯留式マンホールトイレの調査設計      １，３５０千円 

  （公共下水道接続済みの小中学校等に貯留式マンホールトイレを整備する

ための基本調査設計） 

  ・常磐小 

（５）特設公衆電話設置                  ２，３００千円 

   （事前配備の災害時用公衆電話） 

・２３箇所（中学校８校・小学校１５校） 

 

３．予算額３．予算額３．予算額３．予算額 １２，２４０千円    一般財源 １２，２４０千円 

（前年度  １２，９１０千円）          

 担当 危機管理監 危機管理室 

豊田 

   ℡ ３５４－８１１９ 

避難施設等整備事業費 
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１．目的１．目的１．目的１．目的    

 大規模地震から市民の尊い命と財産を守るため、国土交通省の社会資本整備総合交

付金を用いた「住宅・建築物安全ストック形成事業」や三重県の「木造住宅の耐震関

係支援制度」「避難路沿道建築物耐震対策支援事業費補助制度」を活用し、住宅・建築

物の耐震化を促進する。 

 

２．内容２．内容２．内容２．内容    

○木造住宅無料耐震診断                  １３，８９６千円 

昭和 56 年の建築基準法改正前に着工された木造の住宅について、無料で耐震診断

を実施する。 

○木造住宅耐震補強計画策定費補助金             ８，１００千円 

木造住宅の耐震診断受診者が耐震補強計画を策定する際、その費用の一部を補助

する。 

○木造住宅耐震補強工事費補助金              ７０，３００千円 

木造住宅の耐震診断受診者が耐震補強工事（準耐震補強工事を含む）を行う際、

その費用の一部を補助する。 

○木造住宅除却工事費補助金                ８２，０００千円 

耐震性の低い住宅や老朽化が著しい住宅について、除却工事に要する費用の一部

を補助する。Ｈ３０年度から執行件数を増やすため、補助率を下げて耐震化を促

進する（平均工事費により試算すると、１件あたりの補助額は、約４００千円→

約２５０千円となる。ただし、補助上限額は従来どおり４００千円とする）。 

○沿道建築物耐震診断補助金                ４０，２００千円 

耐震診断が義務付けられた第１次緊急輸送道路の沿道建築物について、診断費用

の一部を補助する。 

【拡充】沿道建築物耐震補強計画策定費補助金         ３，５００千円 

耐震診断が義務付けられた沿道建築物について、耐震補強計画策定費用の一部を

補助する。(補助率は限度額の国 1/3･県 1/6･市 1/6) 

○耐震シェルター設置費補助金                  ５００千円 

高齢者等の住宅内に耐震シェルターを設置する際、その費用の一部を補助する 

○高齢者宅等の寝室における家具固定事業             ７７０千円 

高齢者宅等の寝室における家具固定を無料で実施する。 

 

３．予算額３．予算額３．予算額３．予算額        ２１９，２６６千円 

（前年度１９９，２５９千円） 

(財源内訳）県支出金(10/10･3/4･7/10･1/2)１３６，３２２千円 

一般財源           ８２，９４４千円 

住宅等耐震化促進事業費 

担当 危機管理監 危機管理室 

石川 

    ℡３５４－８１１９ 

25



政 策 推 進 部 

    

新年度予算における基本的な方針新年度予算における基本的な方針新年度予算における基本的な方針新年度予算における基本的な方針    

本格的な少子高齢社会の到来、人口減少社会への突入など、本市を取り巻く状

況が大きく変化する中で、新たな政策課題に迅速かつ的確に対応することにより、

市民が高い満足度と誇りを感じ、市外の方々から居住地として選ばれる「元気都

市四日市」の実現を目指し、次期総合計画策定に着手する。 

一方で、現総合計画第３次推進計画（平成 29～32 年度）の着実な推進を図り、

次期総合計画へと確実につなげる。また、中核市移行に向けた準備を進める。 

首都圏において経済界や中央省庁との連絡調整を緊密に行うとともに、本市の

魅力発信や地場産品のＰＲなど、シティプロモーションのより一層の強化を図り、

効果的な取り組みを行う。 

広報に関し、各種媒体の特性を最大限活用することで、市民をはじめ来街者や

市外の人などに対する、より効果的な情報提供を市内外に展開する。広聴に関し

ては、具体的な施策に反映できるよう、市政アンケートやタウンミーティングな

どによる多様な手段で市民ニーズを的確に把握するよう努める。 

 

１．１．１．１．次期総合計画策定次期総合計画策定次期総合計画策定次期総合計画策定及び及び及び及び現現現現総合計画の推進総合計画の推進総合計画の推進総合計画の推進についてについてについてについて    

    少子高齢化の進展する人口減少社会にあっても、市民、事業者など地域を構成

するすべての主体と連携・協働する都市経営の視点をさらに深め、持続可能なま

ちづくりを推進しながら、新たな政策課題に迅速かつ的確に対応していくため、

平成 31 年度までの２年間で次期総合計画を策定する。 

一方、「四日市市総合計画（2011 年度～2020 年度）」に基づく第３次推進計画

（平成 29～32 年度）の着実な推進を図り、次期総合計画へと確実につなげてい

くため、評価検証及び必要に応じたローリングを行う。 

また、意欲ある職員からの政策提案など、柔軟な発想から生まれる斬新なアイ

デアを政策形成に活かしていく。 

 

【主な事業】 総合計画推進事業費             １８，２４２千円 

 

２．中核市移行の推進について２．中核市移行の推進について２．中核市移行の推進について２．中核市移行の推進について    

中核市移行に向けて、新たな課題を研究するとともに、三重県から移譲され

る事務及び権限について再整理を行っていく。また、産業廃棄物不適正処理事

案に関する対策工事の進捗状況を把握したうえで、三重県と調整を行う。 

 

 【主な事業】 中核市移行推進事業            １，５０３千円 
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３．土地開発公社の清算について３．土地開発公社の清算について３．土地開発公社の清算について３．土地開発公社の清算について    

        四日市市土地開発公社の健全経営に関する特例条例で規定する特例措置期間

が平成 30 年度末で終了することに伴い、市と公社の債権債務の清算及び公社の

解散に向け、会計士などのアドバイスを受けながら三重県と調整し、事務的な

手続きを進める。 

    

 【主な事業】 土地開発公社清算事業費               ５００千円 

    

４４４４．．．．国際国際国際国際交流の推進について交流の推進について交流の推進について交流の推進について    

姉妹都市ロングビーチ市とは、提携 55 周年の節目の年を迎えるにあたり、記

念事業を実施するほか、交換学生・教師の派遣等を通して交流を深める。   

また、友好都市天津市とは、四日市・天津経済交流センターが取り組む事業の

支援を行う。 

また、「四日市市産業活性化戦略に関する提言書」に基づき、中小企業の海外

展開を促進するための戦略的姉妹都市提携について、平成 28 年度に経済交流に

関する覚書を締結したベトナム、ハイフォン市に続く新たな海外との経済交流

について、平成 29 年度に引き続き調査検討を行う。 

 

【主な事業】 姉妹友好都市交流事業費           １８，１１１千円 

国際経済交流等関係経費            ２，１１９千円 

        

５５５５．四日市港の整備促進について．四日市港の整備促進について．四日市港の整備促進について．四日市港の整備促進について    

本市に集積する産業を物流面から支えるため、エネルギー資源等のバルク、

完成自動車、コンテナ貨物のすべてを総合的に扱う「国際産業ハブ港」として、

四日市港の港湾機能の充実を図る。 

貨物輸送における定時性・即時性の確保、環境負荷の軽減、災害時における

安全・安心のためのリダンダンシー（代替機能）の確保を目的として整備を進

めてきた臨港道路霞４号幹線の開通により、港湾の物流機能及び災害対応力の

強化につなげる。 

さらに、背後地の住民、企業や港の利用者等の生命・財産を守るため、港湾

施設・海岸保全施設の計画的な耐震・老朽化対策を促進する。 

また、利用者のニーズを踏まえた積極的なポートセールスを展開し、航路誘

致・集荷促進対策など、国際物流機能の強化に向けた取り組みを推進する。 

従来からの日本客船の寄港に加え、平成 29 年度からの外国客船の寄港が、市

民の方々が四日市港の魅力を再発見し、港への関心を持ち、港を訪れるきっか

けとなるよう、四日市港管理組合と連携し、外国客船の継続的な寄港を目指し

て誘致活動に取り組む。また、「末広橋梁」、「潮吹き防波堤」やコンビナート夜

景など、本市の特色ある産業観光資源を活かした取り組みを進める。 

 

【主な事業】 四日市港管理組合負担金        １，２１３，５２９千円 
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６６６６．広報施策の推進について．広報施策の推進について．広報施策の推進について．広報施策の推進について    

  広報紙やホームページ、テレビなどの各種広報媒体を活用して、市の施策な

どを市民や市外の人などに分かりやすく伝えるための取り組みを行う。各媒体

の特性を生かしつつ、広報紙とテレビ・ラジオ番組の連動など、複数の媒体を

組み合わせた手法も取り入れながら、より効果的な情報発信を図る。 

    

        【主な事業】 情報発信事業費              １２４，２１２千円 

 

７７７７．広聴施策の推進について．広聴施策の推進について．広聴施策の推進について．広聴施策の推進について    

  市民 5,000 人を対象に毎年実施している「市政アンケート」をはじめ、モニ

ター制度による意見聴取、タウンミーティングなどの広聴事業を実施し、行政

上の課題や市民生活上の問題点などを的確に把握するよう努める。 

 

 【主な事業】 広聴活動事業費                ２，７８８千円 

    

８８８８．シティプロモーションの推進について．シティプロモーションの推進について．シティプロモーションの推進について．シティプロモーションの推進について    

    本市の魅力を広くアピールするため、平成29年度に導入の意向を表明した「ご

当地ナンバー（地方版図柄入りナンバープレート）」などのシティプロモーショ

ンに資する取り組みを進める。 

また、首都圏において、四日市の魅力発信や都市イメージの向上に取り組む

とともに、地場産品などの販路拡大や首都圏からの交流・定住の促進など、担

当部局の政策や事業を地の利を生かして支援していく。   

          

 

【主な事業】 シティプロモーション推進事業費       １１，２７８千円 

    

    

 

※下線部は、新「シティプロモーション部」 
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１．１．１．１．目的目的目的目的    

少子高齢社会の進展、人口減少社会への突入など、本市を取り巻く状況が大きく変化す

る中にあっても、新たな政策課題に迅速かつ的確に対応し、市内外の方々から選ばれる

「元気都市四日市」を実現していくため、次期総合計画を策定する。 

「四日市市総合計画（2011 年度～2020 年度）」に基づく第３次推進計画（平成 29～32

年度）について着実な推進を図るとともに、その評価検証を行うことにより、次期総合計

画へ確実につなげる。 
 

２．２．２．２．内容内容内容内容    

（１）【拡充】次期総合計画策定    １６，８４２千円 

計画策定にあたっては、将来的な本市の人口見通し等を把握するため、人口推計等の

基礎的調査を実施するほか、策定委員会や市長のタウンミーティング、懇談会等の開催

により、市民や事業者など関係者の意見を幅広く聴取しながら進めていく。 

 

【計画の概要】 

   ・策定期間  平成３０年度～３１年度 

   ・構成及び期間 

構成は基本構想、基本計画、実施計画の３層構造、期間は基本構想・基本計画を概

ね１０年間（条例で定める議会の議決事件に該当）、実施計画を概ね３年間で想定

する。    

            

【策定スケジュール】 

    

 

平成３２年度
４月 ４月

●●

１０月 １２月１２月

●

平成３０年度 平成３１年度
７月 ８月 ９月 ２月 ３月３月 ４月 ５月 ６月２月１月

業務委託

１１月１０月９月８月

 意見聴取

●

策定委員会

議会

６月 ７月５月 １１月 １月

第１回策定委員会
・策定方針、スケジュール
・現総合計画評価等

概要説明 第１次案説明

第２回策定委員会
・たたき台の取りまとめ

基本構想議決

新総合
計画
スタート

第３回策定委員会
第１次案の取りまとめ

第４回策定委員会
第２次案の取りまとめ

基本構想
実施計画説明

第２次案説明

第５回策定委員会
総合計画案の取りまとめ

第６回策定委員会
総合計画の取りまとめ

人口統計調査等
総 合 計 画 策 定 支 援 業 務 委 託

市長のタウンミーティング、懇談会等

総合計画推進事業費 
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（２）政策提案    １，１８６千円 

        柔軟な発想から生まれる斬新なアイデアを政策形成に活かすため、職員による政策提案

を募集する。応募の中から第１次審査で調査・研究活動を行うチームを選定し、その成果

発表会及び最終審査を行う。最終選定された提案については事業担当課と調整を行い、翌

年度予算での事業化を図る。 

 

【スケジュール】 

 

 

 

      

 

 

 

    

（３）総合教育会議    ２１４千円 

            市長と教育委員会委員で構成する「四日市市総合教育会議」を開催し（３回予定）、

教育行政について議論することにより教育施策の方向性を共有し、一致して執行にあた

る。 

    

                                                                                                        

３３３３．．．．予算額予算額予算額予算額  １８，２４２千円    （財源内訳）一般財源  １８，２４２千円  

   （前年度 ５，３００千円） 

 

 

４４４４．債務負担行為．債務負担行為．債務負担行為．債務負担行為        

            総合計画策定支援業務委託費 

   限度額 ７，５００千円     （総事業費）１５，０００千円 

   期 間 平成３０年度から平成３１年度まで 

 

 

 

 

 

担当 政策推進部 政策推進課 

     一川、矢野 

℡ ３５４－８１１２ 

提
案
募
集 

第
１
次
審
査 

成
果
発
表
会 

最
終
審
査 

当
初
予
算
化 

 

調査・研究 

(約 6か月) 

【応募件数】 

27年度：11件 

28年度：10件 

29年度：27件 

【選定】 

27年度：4件 

28年度：4件 

29年度：5件 

【選定】 

27年度：2件 

28年度：1件 

29年度：2件 
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土地開発公社

平成30年度 平成31年度以降

議　　　　　会

土地開発公社
第２次経営健全化計画

8888月議会月議会月議会月議会 11111111月議会月議会月議会月議会

清算
法人
移行

H31.4～5

①債権放棄議決

②土地取得議決

③解散議決

県
に
解
散
申
請

解
散
認
可

土地の移管土地の移管土地の移管土地の移管

H31.4～

2222月議会月議会月議会月議会

清清清清

算算算算

第２次経営健全化計画の推進第２次経営健全化計画の推進第２次経営健全化計画の推進第２次経営健全化計画の推進

１．目的１．目的１．目的１．目的    

   四日市市土地開発公社の健全経営に関する特例条例（平成 20年条例第 18 号）で規定

する特例措置期間が平成 30 年度末で終了することに伴い、市と公社の債権債務の清算

及び公社の解散に向け、事務的な手続きを進める。 

 

２．内容２．内容２．内容２．内容    

 （１）四日市市土地開発公社の健全経営に向けた取り組みについて 

                        策定時簿価総額   終了時簿価総額 

   第１次土地開発公社経営健全化計画（H13～17） 365 億円  ⇒ 197 億円 

   第２次土地開発公社経営健全化計画（H20～30）  

    ＜内容＞市が取得（民間事業者へ貸付）              13 億円  

        市が公社に無利子貸付を行い、公社は土地を処分して返済  41 億円 

        地価の下落に伴う差額分(時価簿価差分)は、 

市が連帯保証契約に基づき金融機関に代位弁済       131 億円 

 

（２）特例措置期間終了時における債権債務の清算について 

      市の保有する債権              公社保有財産 

 

 

 

 

 

 

合計 151.7億円                合計 29億円 

                        清 算 

 

122.7億円（債権放棄）（議決事件） 

 

（３）清算に向けた今後の取り組みについて 

 公社の解散に向け、会計士などのアドバイスを受けながら、三重県と調整し、解

散に向けた事務的な手続きを進める。 

①今後のスケジュール 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※清算によって市が所有することとなる土地については、土地の用途に応じて関連部

局で受け入れることになり、その調整を図っていく。(財政経営部、都市整備部等) 

(新)土地開発公社清算事業費 

22.7億円

129億円

市（平成30年度末残高見込）

・無利子貸付金

・代位弁済分の求償権

23.4億円

5.6億円

公社（平成30年度末残高見込）

・保有土地簿価
　（面積　54ha）

・自己資金
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（４）新保々工業用地について 

①新保々工業用地の経緯 

年 月 内 容 

平成 19年 4月 活用プロジェクトチーム発足、事業凍結解除 

平成 19年 6月 議員説明会【新保々工業用地の処理素案提示】 

平成 19年 7月 「オオタカ」幼鳥、繁殖巣を工業用地ゾーンで確認 

平成 19年 8月 議員説明会【新保々工業用地の活用方針提示】 

平成 19年 12 月 オオタカ生息調査を継続しつつ、里山ゾーンへの誘導開始 

平成 20年 リーマン・ショックにより景気が悪化 

平成 21～29 年度 環境調査、保全対策を実施（里山保全ゾーンへの誘導成功） 

 

②整備方針について 

     平成３１年度以降、市に移管された後に用地中央に計画している主幹線道路

（Ａ）及び進入路（Ｂ）を先行整備し、素地売却を基本に用地売却を促進する。

なお、道路整備概算事業費としては６億～７億円を想定し、財源については土地

開発公社経営健全化基金を活用して整備していく。（平成２９年度末基金残高見

込 36.9億円） 

 

３．３．３．３．予算額予算額予算額予算額  ５００千円    （財源内訳）一般財源  ５００千円 

 

 

 

 

 

  担当 政策推進部 政策推進課 

   小 川 

℡ ３５４－８１１２ 
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 ■別添 位置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主幹線道路（Ａ） 

 …幅 16ｍ、延長 919ｍ 

（２車線両側歩道） 

 

進入路（Ｂ） 

 …幅 12ｍ、延長 125ｍ 

（２車線片側歩道） 
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１．目的１．目的１．目的１．目的    

米国ロングビーチ市、中国天津市との交流事業を通じ、市民の国際理解を深めるととも

に両市との友好親善を図る。また、中小企業の海外展開を促進するため、国際経済交流に

関する調査・検討を進める。 

２．内容２．内容２．内容２．内容    

（１）姉妹友好都市交流事業費                  １８，１１１千円 

 ①【拡充】四日市市・ロングビーチ市姉妹都市提携５５周年記念事業 １１，４６４千円 

四日市市とロングビーチ市とは、昭和38

年（1963 年）10月 7日に姉妹都市提携を締

結し、平成30年（2018 年）に提携55周年

を迎える。この記念の年に、両市民の友好

交流や相互理解をさらに深めるため記念事

業を実施する。 

・両市訪問団の相互訪問 

・市民による訪米及び文化交流 

 

 ②ロングビーチ市への交換学生・教師の派遣事業               ９６４ 千円 

   昭和 40 年(1965 年)から、夏休みを利用した交換学生（高校生)2名、教師１名（通称

トリオ）の相互派遣を行っている。平成30年度は本市からトリオをロングビーチ市へ派

遣し、市内の家庭に滞在しながら、米国の文化や生活を体験するとともに、学校訪問や

各種行事への参加を通して市民交流を深める。                   

  

③天津市等との交流事業                      ５，６８３ 千円 

    本市の地場産品の販路開拓等を行うため、四日市・天津経済交流センターが実施する 

経済交流事業支援を行う。また、市民レベルの交流事業の協議を継続して行う。 

（２）国際経済交流等関係経費                   ２，１１９ 千円 

「四日市市産業活性化戦略に関する提言書」に基づき、中小企業の海外展開を促進す

るための戦略的姉妹都市提携について、平成28年度に経済交流に関する覚書を締結した

ベトナム、ハイフォン市に続く新たな海外との経済交流について、平成29年度に引き続

き調査検討を行う。 

３．予算額３．予算額３．予算額３．予算額   ２０，２３０千円    （財源内訳）その他特財    ２，０８０千円 

   （前年度 １２，４９７千円）               （国際交流支援助成金） 

一般財源    １８，１５０千円 

 

 

国際交流事業費 

市民の歓迎を受けるロングビーチ市からの訪問団 

担当 政策推進部  秘書課   政策推進部 政策推進課 

   大野   ℡ 354-8097   矢野 ℡ 354-8112 
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１．目的１．目的１．目的１．目的 

  首都圏において、四日市の魅力発信や都市イメージの向上に取り組むとともに、

地場産品などの販路拡大や首都圏からの交流・定住の促進など、担当部局の政策や

事業を地の利を生かして支援していく。 

 

２．内容２．内容２．内容２．内容    

四日市の魅力発信や都市イメージの向上に努めるほか、シティプロモーション担

当部局など関係部局と連携し、首都圏からの来訪者の増加や地場産品等の販売促進

につながるイベントを都内において開催する。また、首都圏で開催される移住相談

会やフェアへの参加を支援し、都市としての住みやすさをＰＲする。 

（１）都市イメージ向上イベント（三重テラスイベント）の開催 

四日市の魅力発信につながる様々なテーマを設けたイベントとして開催

する。 

（２）物産観光・販路開拓イベントの開催 

津市と連携した地場産品の販売および観光ＰＲを目的としたイベントや、

首都圏で有数の集客力を誇る板橋区の商店街での販路開拓に向けたイベン

トとして開催する。 

（３）東海地域東京事務所連携イベントの開催 

愛知県・岐阜県・三重県の東京事務所を持つ都市の連携による東海地域 

への来訪者増につなげるためのイベントとして開催する。 

（４）移住相談会やフェアに参加・出展 

（５）その他首都圏で開催されるイベント等への参画 

 

３．予算額３．予算額３．予算額３．予算額            ２，２００千円   （財源内訳）一般財源 ２，２００千円 

（前年度 ４，０００千円） 

 

 

 

首都圏におけるシティプロモーション推進事業費  

担当 政策推進部 東京事務所 

     岩花、中村 

℡ 03-3263-3038 

36



総  務  部 

    

新年度予算における基本的な方針新年度予算における基本的な方針新年度予算における基本的な方針新年度予算における基本的な方針                

一人ひとりの人権が尊重されるまちを目指し、人権・同和行政についての各

種の答申を踏まえた施策の推進を図る。 

また、公正かつ効率的な行政運営を推進するため、法務、文書管理や入札契

約制度、工事検査などの各種の内部管理業務を適切に執行する。 

職員の育成については、市民から信頼される市政の実現を図るため、市民

の視点に立ち、自主・自立の精神で積極果敢に行動できるよう、時代の変化

に適応した職員の職務遂行能力の向上に資する研修を実施するとともに、組

織内におけるワーク･ライフ･バランスの浸透・定着に向けた取り組みを行う。 

情報化推進では、システム安定運用の維持に努めるとともに、個人情報を取

り扱うシステムの情報セキュリティ対策を継続して実施する。 

 

 

１．人権施策の推進について１．人権施策の推進について１．人権施策の推進について１．人権施策の推進について    

平成 16 年３月の四日市市同和対策委員会からの答申「今後の同和行政のあ

り方について」や平成 19 年８月の四日市市同和行政推進審議会からの答申「今

後の同和行政のあり方について（答申）の具体化を図るための仕組みについて」

及び人権施策推進プランなどを踏まえ、すべての人が自分らしい生き方のでき

る社会となるよう施策の推進を図る。 

さらに、地域における人権教育・啓発・学習の拠点である人権プラザの利便

性、安全性の向上を図るため、施設の改修を行い、市民利用を促進する。 

  【主な事業】 人権教育・啓発推進事業費  １５，９７１千円  

人権相談体制強化事業費        １，０４０千円  

        人権啓発リーダー養成事業費      １，７２８千円  

人権プラザ就業支援事業費       ２，４６０千円  

   人権活動拠点施設整備事業費     ３８，２２７千円  

    

    

２．職員研修の充実について２．職員研修の充実について２．職員研修の充実について２．職員研修の充実について    

階層別研修については、市民に信頼される行政運営の実現を図るため、人

権、市民協働等の行政課題に対応した研修を実施するとともに、法令遵守及

び公務員倫理研修を継続して実施することにより内部統制機能を保持する。

また、政策形成、接遇等、階層・年代に応じた能力等の養成に努める。 
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  建設技術系職員研修については、高い専門性が求められる建設技術系職員

の知識、技術力等の向上を図るため、主に若手職員を対象とした研修を実施

していく。 

特別研修については、組織として効率的な行財政運営及び市民とのパートナ

ーシップの形成に必要な意識と能力の向上を図るとともに、専門性に配慮した

研修を実施する。 

  派遣研修については、市町村アカデミー、技術系職員研修機関等の外部研

修機関へ積極的に職員を派遣する。 

  【主な事業】 階層別研修費            ６，８２１千円 

         建設技術系職員研修費        １，０８６千円 

         特別研修費             ２，８７５千円 

         派遣研修費             ７，６６８千円 

    

    

３．情報化の推進について３．情報化の推進について３．情報化の推進について３．情報化の推進について    

住民情報システムを始めとする窓口業務を支援するシステム及び行政内部

事務の効率化を図る行政内部システムの安定運用に努める。 

また、平成 31 年５月の元号改正に向けた各システムの影響調査と改修を行

う。 

 

【主な事業】  窓口支援システム保守運用費   ２３９，８８８千円 

行政内部の IT 化事業費       ６９，１４２千円 

行政内部の IT 基盤整備費    ４８８，６１４千円 

行政サービスの IT 化事業費    ２１，８６７千円 

番号制度関連システム改修費     ４，３７４千円 

     三重県自治体情報セキュリティクラウド運用費等 

                            ４，９３７千円 

 

    

４．４．４．４．入札契約制度について入札契約制度について入札契約制度について入札契約制度について    

    入札契約の透明性、公正性及び競争性を高めることを基本理念として、適正

な入札契約制度による執行を行う。 

契約にあたって、総合評価方式等も含めた適正な契約方法の採用、適正な仕

様及び納期等の契約条件の設定、過度な競争への対応等により、健全な競争

環境の確保に努める。 
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５．工事検査について５．工事検査について５．工事検査について５．工事検査について    

  「公共工事の品質確保の促進に関する法律」に基づき、発注者の責務とし

て工事中及び完成時の履行状況の確認及び評価を適切に実施することが求め

られていることから、施工途中における監督職員の段階確認を確実に実施す

るよう指導に努め、適正な履行を確認するための工事検査を行うとともに、

受注者の技術能力を測る指標のひとつとして、適切な評価を与える。 

  なお、完成検査時に検測や確認のできない不可視部分の出来形や品質につ

いては、随時検査を実施し、品質確保の観点から指導を行う等、より充実し

た内容とする。 

    

    

６．統一地方選挙の執行準備について６．統一地方選挙の執行準備について６．統一地方選挙の執行準備について６．統一地方選挙の執行準備について    

平成 31 年４月に執行予定の県知事選挙、県議会議員選挙及び市議会議員選

挙に向けた準備を行う。 

【主な事業】 県知事選挙費           ２３，２７０千円 

 県議会議員選挙費         ２１，２１９千円 

 市議会議員選挙費         １８，３０３千円 
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財 政 経 営 部 

 

新年度予算における基本的な方針 

総合計画に掲げる「みんなが誇りを持てるまち四日市」を目指し、第３次推進

計画事業に基づく事業について、目標達成の前倒しなどに努め、市民の満足度向

上に向けた予算編成を行うとともに、執行にあたっては収入の補足と支出の削減

に努め、適正な財政運営に努める。 

歳入の根幹をなす市税の賦課徴収業務では、個人番号（マイナンバー）を適切

な安全管理のもとで活用しつつ、適正な課税を行うとともに、市民負担の公平性

の観点から、引き続き課税対象の的確な把握に努めるほか、税制度への納税者の

十分な理解が得られるよう周知・広報を徹底しながら、自主納付の推進と適正か

つ効果的な滞納整理に取り組むことにより、さらなる収納率の向上及び累積滞納

額の削減を図る。 

また、本市が保有するすべての公債権及び私債権について、債権管理基本方針

に基づき、債権管理推進本部を中心として、各所管課の債権管理推進員と連携し

ながら、より適正な債権管理の取り組みを進め、債権管理の手続きや取り組み事

例などの情報を共有するとともに、組織的かつ横断的な調整を行いながら、各債

権所管課が主体的に滞納整理に取り組み、効果的な回収に努める。 

市が保有する財産については、適正な管理を実施するとともに、不要な資産の

売却や有効活用を図る。また、四日市市公共施設等総合管理計画に基づき、公共

施設の計画的な予防保全や適正な維持管理に努め、施設の長寿命化や維持管理コ

ストの削減を図るとともに、将来的な人口の動向や財政規模、少子高齢化などの

社会情勢の変化等を踏まえ、今後の施設のあり方を見直すための基礎データとし

て、施設カルテ等の整備を行う。 

 

１．健全な財政運営の推進について 

「四日市市行財政改革プラン２０１７（平成２９～３２年度）」に掲げる財政

規律を堅持し、将来に亘って持続可能で自立した財政運営を行うとともに、市債

発行の抑制や基金残高の確保に努める。 

 

【主な事業】  財政管理経費             ５，３３６千円 

 

２．行財政改革等の推進について 

「行財政改革プラン２０１７（平成２９～３２年度）」における各改革項目の

進捗管理を行うとともに、新地方公会計制度に基づく、施設別行政コスト計算書

等の作成を行い、職員のコスト意識を醸成し、行財政改革の推進を図る。 

また、指定管理者の公募・選定を適正に実施するとともに、引き続き指定管理

者モニタリングを実施する。 
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【主な事業】 行財政改革推進費           ７，０２７千円 

 

３．市税の賦課徴収について 

 （１）土地評価業務 

平成３０年度から平成３２年度までの土地の用途性やライフラインの整備状況、

状況類似等を調査し、平成３３年度評価替え時における標準宅地の選定のほか、

路線価への影響の算出を行い適正な評価による課税を図る。 

また、毎年追加される新規路線価の算定、土地の分合筆及び地目変更等に伴う画

地の計測を行い、適正な評価額を算出する。 

 

【主な事業】土地評価関係経費           ４８，５３３千円 

 

 （２）市税自主納付の推進と滞納額の削減 

市税収納については、引き続き個人住民税特別徴収を促進するとともに、口座

振替の一層の普及に努めるため啓発活動を強化し、自主納付、納期内納付の一層

の推進を図る。 

滞納額の削減のため、市税滞納については、滞納初期の段階で納付交渉を行い、

納付困難な場合には生活状況に応じたきめ細かい納付相談を行うとともに、所管

課から移管を受けた税外債権とあわせ適正かつ効果的な滞納整理を実施する。 

 

【主な事業】自主納税推進経費           １５，８０３千円 

税外債権滞納整理事業費         ７，２５４千円 

 

４．適正な債権管理について 

関係部局で組織する債権管理推進本部を中心に、目標設定や取組状況に関し、

年間を通じて進捗管理を行い、債権管理推進・検討部会を定期的に開催し、それ

ぞれの課題解決に向けた検討を図り、効率的かつ効果的な回収に取り組む。 

また、引き続き徴収に関する研修とともに先進地の取り組み事例の調査や検証

を行いながら債権管理のノウハウの共有や人材の育成に取り組むことで、全庁的

に適正な債権管理の推進を図る。 

 

５．四日市市ふるさと応援寄附金について 

ふるさとや地方団体の様々な取り組みを応援するというふるさと納税制度本

来の趣旨を踏まえ、シティプロモーションの取り組みと連携しながら、感謝の気

持ちを送付する機会を捉え、本市の特徴的な施策や事業の紹介、地場産品・観光

資源のＰＲなどに取り組み、本市を応援いただける寄附者の増加につなげる。 

 

【主な事業】四日市市ふるさと応援寄附金関連経費  ８，４６５千円 
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６．市庁舎等の適正な管理運営について 

四日市市公共施設等総合管理計画に基づき、市庁舎等の施設を適正に維持管理

するため、計画的な予防保全工事として総合会館及び本町プラザのポンプ設備更

新工事、市庁舎北館受電設備更新工事設計業務を実施する。 

光熱水費等の維持管理経費の削減等を図るため、総合会館１階から８階の事務

室及び廊下等に設置している照明のＬＥＤ化を行う。 

また、本町プラザ駐車施設（立体駐車場）について、施設を解体撤去し「おも

いやり駐車場」を新たに整備する。また、本町プラザ電話交換機について、設置

後２１年が経過し、老朽化しているため新たな電話交換機に更新する。 

 

【主な事業】 市庁舎等整備事業費           ３０，０００千円 

ＬＥＤ化推進事業費           ７２，１００千円 

本町プラザ管理運営費        １０３，７００千円 

 

７．公共施設アセットマネジメントの推進 

四日市市公共施設等総合管理計画に基づき、公共施設の計画的な予防保全や

適正な維持管理に努め、施設の長寿命化や維持管理コストの削減を図るとともに、

将来的な人口の動向や財政規模、少子高齢化などの社会情勢の変化等を踏まえ、

今後の施設のあり方を見直すための基礎データとして、施設カルテ等の整備を行

う。 

 

８．桜財産区の管理について 

桜財産区が所有する山林の一部を公益財団法人四日市市文化まちづくり財団

に貸し付け、アスレチックコース等の用に供するほか、その貸付収入で山林保育

等の管理を行う。 

 

（決算議会等の指摘に対する主な見直し事業） 

・非強制徴収債権における取り組みの推進 

市税等の強制徴収債権に比べ、貸付金等の非強制徴収債権においては、強制執

行に際し、財産調査権等がないため有効な財産等が判明せず、最終的に完納まで

至らないケースや債務者の死亡・居所不明による徴収困難な案件が多く見受けら

れるため、今後は法務の専門家と連携を図ることにより、相続等の実態調査や法

的措置等の取り組みを一層進め、公平・公正に徴収を進めていく。 
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１．目的 

平成３３年度の土地の評価替えに向けて、平成３０年度から平成３２年度までの３年

間に、土地の適正な評価を行うために必要な現状分析、基礎資料等を整備し、平成３３

年度の評価替え時に適正な評価による課税を行う。 

 

 

２．内容 

土地の利用状況の変化に伴う用途地区、状況類似地域、標準宅地等の見直しや、路線

価格の算定等の条件を調査するとともに、土地の分合筆や地目変更等の異動、利用状況

の変更があった画地計測や、開発等に伴う新規路線価の算定を行う業務を委託する。 

 

 

３．予算額   

３３，５８８千円  （財源内訳）一般財源 ３３，５８８千円 

（前年度 ２２，３５６千円） 

  

 

４．債務負担行為 

    限度額 ８２，４１２千円  （総事業費 １１６，０００千円） 

    期間  平成３０年度から平成３２年度まで 

 

 

 

担当 財政経営部 資産税課 

     後 藤 

TEL ３５４－８１３４ 

土地評価関係経費（土地評価業務委託） 
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１．目的 

四日市市公共施設等総合管理計画に基づき、計画的な予防保全工事により、施設・

設備の長寿命化を図り、施設の維持管理経費の低減と財政負担の平準化を図る。 

 

 

２．内容 

  (1)予防保全工事 

○ 総合会館ポンプ設備更新工事        ２４,５００千円 

 

○ 本町プラザポンプ設備更新工事       ５,０００千円 

 

○ 市庁舎北館受電設備更新工事設計業務委託       ５００千円 

 

 

３．予算額 

３０,０００千円   （財源内訳）一般財源 ３０,０００千円 

（前年度 １１４,３００千円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総合会館ポンプ設備更新工事       市庁舎北館受電設備更新工事設計業務委託 

 

市庁舎等整備事業費（アセットマネジメント） 

担当 財政経営部 管財課 

     森 

℡ ３５４－８２８８ 
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１．目的 

公共施設において照明器具の LED 化を推進し、維持管理経費（消費電力量）の抑

制及び地球温暖化の防止を図る。 

 

 

２．内容 

新築や改築等の工事を実施する際に LED 照明器具を設置するほか、既存施設で「点

灯時間が長い」または「照明器具が多い」など消費電力量が多く、ＬＥＤ化による

削減効果が高い施設から順次、照明器具のＬＥＤ化を推進していく。 

平成３０年度は総合会館の事務室及び廊下等についてＬＥＤ化工事を実施する。 

 

  ○ 総合会館ＬＥＤ化工事 

     地下１階～８階の事務室及び廊下等に設置している蛍光灯（約１,７００灯）

について、ＬＥＤ照明に交換する。 

        

 

 

３．予算額  

７２,１００千円   （財源内訳）一般財源 ７２,１００千円 

（前年度  ２,７００千円 ）         

 

 

 

 

 

 

既設照明器具（蛍光灯）                ＬＥＤ照明器具 

 

公共施設ＬＥＤ化推進事業費 

担当 財政経営部 管財課 

     森 

℡ ３５４－８２８８ 

 

更新 
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市 民 文 化 部 

 

新年度予算における基本的な方針 

急速な少子高齢化や生活様式の多様化など、本市を取り巻く状況が大きく

変化する中で、地域社会を支える地域コミュニティを維持・向上させていく

ため、地区市民センターを核として各種事業に取り組み、市民協働のもとに

地域活動を活発化し、地域の絆づくりを進める。 

また、文化振興については、地域で大切に受け継いできた伝統芸能を始め

とする市民の文化活動や文化交流を支援するとともに、四日市市文化会館の

大規模改修や三浜文化会館の利用促進の取り組みを進める。あわせて、本市

の文化的な魅力を市内外に発信する。 

窓口サービスについては、個人番号カードの普及と適正な交付に努めると

ともに、証明書のコンビニ交付を導入する。 

あさけプラザについては、引き続き計画的に改修工事を行い、安全で快適

な利用者に親しまれる場を提供していく。 

さらに、市民一人ひとりが地域社会の構成員として互いの個性を認め合い、

共に支えあって暮らすことができる男女共同参画社会及び多文化共生社会の

実現を目指す。 

 

 

１．地域社会づくりについて 

（１）自治会、ＮＰＯ、ボランティアなどが実施する、公益性が高く、継続的

な市民活動に対して補助金の交付や活動の場の提供などの支援を行うことに

より、それらの団体の育成及び市民活動の活性化を図り、多様化する地域課

題の解決につなげていく。 

また、市民協働促進計画に基づき、市民等をはじめとしたあらゆる主体に

向け、市民協働への理解を深め、より良い成果につながるよう啓発を行うと

ともに、市民協働の担い手育成、コミュニティビジネスの創出、プロボノ活

動による社会貢献の支援、市民活動団体間の連携強化など、市民協働による

取り組みの促進を図る。 

さらに、市民活動や地域活動などに資する場として、橋北交流会館内の橋

北交流施設の管理運営を行う。 

一方、福祉や防災、防犯などさまざまな分野における地域の特色ある活動

に対しては、迅速に事業を執行するため、地区市民センターの館長権限予算

を引き続き全地区市民センターへ配分することで、地域コミュニティの維
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持・拡充への支援を行う。また、地域社会づくり総合事業費補助金を活用し

て、より一層の地域での自主的な取り組みを推進する。 

 

（２）安全なまちづくりに向けた住民による自主防犯活動について、地域防犯

活動推進事業により支援を行うとともに、自治会の防犯外灯の設置等及び自治

会等の地域団体や商店街振興組合等による通学路などの公共的な場所に向け

た防犯カメラの設置に対して補助を行うことにより、安全・安心なまちづくり

を推進する。 

防犯外灯については、維持管理費の負担軽減や温室効果ガス排出の削減を

一層進めるため、引き続き、新設・取替時の補助対象を LED 灯に限定し、LED

化を促進する。 

また、市民等に著しく不安を与え、迷惑をかけるキャバクラ等の客引き行為

等を防止し、もって生活の安全と地域の平穏を保持するため、客引き行為等防

止に係る定期的な巡視活動や警察等と連携した合同パトロールなどの街頭啓

発活動及び周知・啓発を、引き続き実施する。 

 

（３）市民活動・市民協働を理解し、地域活動に積極的に携わる人材の発掘・

育成を目的とした地域づくりマイスター養成講座を引き続き実施するととも

に、地域の課題解決に向けたニーズと地域で暮らす多様な経験や技能を持つ人

材とのマッチングの充実を図る。 

  

【主な事業】  橋北交流施設管理運営費         １５，７７７千円 

地区市民センター整備事業費       ６０，８７０千円 

       地区市民センター整備事業費（アセットマネジメント） 

                    ５１，５００千円 

地域活動費（館長権限予算分）      ２８，８００千円 

地域社会づくり総合事業費補助金     ９１，８０５千円 

地区市民センター住民運営推進事業費   ６９，１６０千円 

集会所建設費補助金           ３７，５００千円 

防犯外灯新設維持費補助金（防犯外灯 LED 化促進事業） 

                   ９３，６４７千円 

市民協働促進事業費            ２，９２１千円 

まちづくり人材マッチング事業費      １，５００千円 

地域づくりマイスター養成事業費        ４３４千円 

公共施設ＬＥＤ化推進事業費(なやプラザ) １２，０００千円 

市民活動センター運営費         ３２，６２３千円 
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客引き行為等防止啓発事業費          ５４３千円 

地域防犯活動推進事業費          ３，３００千円 

防犯カメラ設置事業補助金        １０，２００千円 

 

２．市民相談・消費生活相談事業について 

安全・安心な市民生活が送れるよう、日常生活上の家事等の問題、多重債務

問題や消費生活のトラブル等に関する相談に応じ、市民が自主的に解決できる

よう支援する。そのため、相談員の資質向上に努めるとともに、弁護士など専

門家による特別市民相談の実施や、消費者被害の未然防止を目的とした出前講

座などを開催するほか、県や警察など関係機関と連携していく。加えて自立し

た消費者の育成を目指し、契約に関する知識やモラルに関する講座を開催する。 

 

【主な事業】  市民相談室運営費            ２,４３７千円 

消費生活相談事業費           ６,４４５千円 

 

３．多文化共生推進事業について 

国籍や文化のちがいを豊かさとして活かし、すべての市民が共に支えあっ

て暮らす「多文化共生社会」を目指す。そのため、外国人市民が集住する笹

川地区においては、多文化共生サロンを中心に住民同士の交流の促進、生活に根

差した日本語の学習支援等、外国人市民が地域の対等な構成員となるよう多文化

共生の事業を推進していく。 

また、災害時に外国人市民が、情報を得られないことが原因で、適切な行動が取

れなかったり、孤立したりすることを防ぐため、多言語等による情報支援の仕組みづ

くりを進める。 

 

【主な事業】  多文化共生推進事業費          ９，８８０千円 

モデル地区共生推進事業費        ７，２６５千円 

       多文化共生サロン管理運営費       ３，９１０千円 

 

４．文化振興について 

市民芸術文化祭については、より多くの市民の参加を促し、芸術・文化に親

しむ機会となるよう広報活動等の充実を図る。 

全国ファミリー音楽コンクールについては、本市の魅力のひとつとして積極

的に市内外へ発信するとともに、より市民に親しまれるコンクールとなるよう

取り組む。また、市民等が主体となって企画運営し、まちに音楽があふれる四

日市 JAZZ フェスティバルについては、事業内容の充実に向けた支援を行う。 
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地域に伝わる文化行事や民俗芸能の保存・継承のため、引き続き担い手育成

や用具類等の更新等及び保管施設の改修等について支援する。 

三浜文化会館においては、さらに利用が進むようＰＲに努め、自主事業や施

設の管理運営を行う。 

市民の文化活動の拠点である四日市市文化会館については、安全で快適に利

用できるよう吊天井崩落対策工事等の大規模改修を実施するとともに、より多

くの市民が多様な芸術文化に触れられるよう、指定管理者である公益財団法人

四日市市文化まちづくり財団と密接な連携を図りながら事業を推進する。 

 

【主な事業】  市美術展覧会開催費           ４，５７８千円 

              市民文化祭等開催費           ６，７８１千円 

四日市音楽コンクール開催事業費     ６，５００千円 

音楽等情報ステーション推進事業費      ６５０千円 

四日市 JAZZ フェスティバル支援事業費  １，０００千円 

文化振興事業支援補助金         ４，１１１千円 

地域の文化遺産の保存・継承支援事業費  ２，２００千円 

文化会館等管理運営費        ２７６，３８９千円 

三浜文化会館管理運営費        ４４，２９１千円 

        文化会館大規模改修事業費      ３４６，４００千円 

文化会館等施設整備事業費（アセットマネジメント） 

３２０，０００千円 

 

５．生涯学習活動支援について 

市民大学一般クラスについては、さまざまなテーマの講座を市民団体や大学

機関による企画運営で開催するとともに、熟年大学については、三浜文化会館

において講座を開催し、高齢者が学びながら仲間づくりをし、社会参加への意

欲を高め、地域づくりへと活動を発展させられるよう取り組む。 

また、市民との協働で生涯学習情報を提供するなど、市民の生涯学習活動の

支援を行う。 

 

【主な事業】  市民大学一般クラス経費         ２,２４８千円 

       熟年大学経費              ２,５６１千円 

       地区市民センター生涯学習事業費     ５,０３１千円 

 

６．男女共同参画の推進について 

男女共同参画審議会、男女共同参画推進庁内調整会議等との調整を図りな
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がら、「男女共同参画プランよっかいち 2015～2020」に基づき施策を推進する。

また、現プランについて、中間見直しを行う。 

ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）については、各企業、団

体での認識を深め、取り組みが進められるよう、各種企業や団体への出前講

座を実施する。さらに、各企業が持つワーク・ライフ・バランスに関する情

報や諸課題を、専門家の助言も得ながら、共有する場を設けるとともに、市

内企業の先進的な事例をパンフレットで紹介するなど、取り組みの充実を図

る。また、働く女性、働きたい女性が抱える、キャリア形成や働く上での様々

な悩みに関する相談を実施し、女性が自分らしく働いていくための支援を行

う。 

女性の相談やＤＶ相談については、多様化・専門化する相談に対応するため、

女性の弁護士による法律相談、女性の臨床心理士による臨床心理士相談を引き

続き実施するとともに、相談員の資質向上とメンタルケアのため、「相談員の

ための相談・指導（スーパービジョン）」を行う。また、男性向けには男性相

談員による電話相談を実施する。さらに、配偶者暴力防止対策として、若年層

を対象としたデートＤＶ予防教育出前講座や指導者養成講座修了者へのフォ

ローアップ研修、ＤＶ防止講演会を実施するなど、ＤＶについてより認識を広

め、ＤＶを許さない意識づくりを進めていく。 

 

【主な事業】 男女共同参画推進事業費            ６５千円 

ワーク・ライフ・バランス推進事業費   ２，２２６千円 

      学習機会提供事業費           ２，２２８千円 

相談事業費               ２，８４６千円 

        配偶者暴力防止対策事業費        ３，４３０千円 

 

７．窓口サービスの充実について 

戸籍や住所異動の届出受付、戸籍謄抄本や住民票の証明発行などの窓口業務

について、個人情報を正確かつ安全に管理し、市民の視点に立ったサービスを

提供する。 

また、個人番号カードの普及率向上に努めるとともに、証明書のコンビニ交

付を導入する。 

 

【主な事業】 戸籍住民基本台帳事務費       １０６，６１１千円 

市民窓口サービスセンター運営費      ６，２９１千円 

番号制度関連経費            ４１，９５５千円 

コンビニ交付事業費          ５４，７７４千円 
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８．あさけプラザ事業について  

   年間来館者約 50 万人のあさけプラザは、開館後 34 年となり、施設や設備

の長寿命化と市民の利便性向上を図るため、計画的な改修工事を進めている。

平成 30 年度は、ホールの吊天井崩落対策工事基本設計のほか、空調機の増設、

トイレのバリアフリー化等を実施する。 

また、幅広い年代の人びとが交流する広域複合施設として、引き続き、安

全で快適な施設維持に努めるとともに、利用者に親しまれる場として、各種

講座やコンサートなど自主事業を行う。 

 

【主な事業】 施設管理運営費             ７８，３５５千円 

        施設整備事業費             ２３，５００千円 

        施設整備事業費(アセットマネジメント)   １，０００千円 

図書資料整備費              ２，３００千円 

        あさけプラザ運営協議会負担金       １，３００千円 

 

（決算議会等の指摘に対する主な見直し事業） 

 ・地域活動費（館長権限予算分）    （市民生活課） 

   平成 29 年度に行った事業の検証結果に基づき、地域のまちづくり活動 

における人づくりや組織づくりという事業目的を念頭に置いて、より透明性

や公平性に配慮した適切な事業の実施を行う。 

また、継続的に事業を実施する必要がある場合は、地域社会づくり総合事

業費補助金を活用した地域での自主的な取り組みにつなげていく。 

 

 ・地域社会づくり総合事業費補助金   （市民生活課） 

   地域活動費（館長権限予算）の一部を財源として地域社会づくり総合事

業費補助金において配分し直すことにより、各地区での主体的な取り組み

を推進する。 

   また、地区割、世帯割、特別加算（平成 16 年度納税奨励金相当額）によ

る現行の算定方法を見直し、地区割、世帯割による算定方法に改める。 

 

 ・あさけプラザ図書資料整備費     （あさけプラザ） 

   図書資料の拡充を図るとともに、司書を中心とした企画の充実により、

一層魅力ある図書館事業を実施する。 
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１．目的 

地域社会づくりの拠点施設である地区市民センターにおいて、高齢者をはじめとす

る地域住民の安全かつ快適な利用を促進するため、１階和室部分のバリアフリー化や

トイレ洋式化等の施設改修を行う。 

 

２．内容 

（１）１階和室バリアフリー化               １８，６９１千円 

地区市民センター和室のバリアフリー化のための設計及び改修工事 

平成 30 年度対象：四郷地区市民センター1階和室設計業務委託 

富洲原、下野、水沢地区市民センター1階和室改修工事 

内部地区市民センター別館和室改修工事 

 

（２）トイレ洋式化                    １２，８０８千円 

地区市民センタートイレ洋式化のための設計及び改修工事 

平成 30 年度対象：川島、桜、大矢知地区市民センター2階トイレ洋式化工事 

設計業務委託 

富田地区市民センター2階トイレ洋式化工事 

内部地区市民センター別館トイレ洋式化工事 

  

（３）駐車場整備                     １９，８１２千円 

地区市民センター来庁者用駐車場を整備するための測量、設計及び改修工事 

平成 30 年度対象：四郷地区市民センター駐車場再舗装工事測量及び設計 

橋北地区市民センター駐車場整備工事 

 

（４）老朽化設備の改修                   ８，３５９千円 

自家発電装置等改修工事：中部地区市民センター 

 

（５）ＬＥＤ化工事設計業務委託               １，２００千円 

地区市民センターに設置している照明設備をＬＥＤ化するための設計 

平成 30 年度対象：富田、内部、三重、下野、河原田、保々地区市民センター 

 

３．予算額  ６０，８７０千円   （財源内訳） 一般財源  ６０，８７０千円 

  （前年度  ３０，３２０千円） 

担当 市民文化部 市民生活課 

   岡島 

   ℡ ３５４－８１４６    

地区市民センター整備事業費 
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１．目的 

四日市市公共施設等総合管理計画に基づき、維持管理費の軽減や省エネルギー化を

図りつつ、計画的な予防保全による長寿命化を進めることにより、長期的な経費の削

減及び財政負担の平準化を図る。 

 

 

２．内容 

  地区市民センターにおける空調機の更新工事 

 （１）桜地区市民センター空調機更新工事設計業務委託      ５００千円 

（２）富洲原地区市民センター空調機更新工事       １１，３６２千円 

 （３）富田地区市民センター空調機更新工事        １８，８９１千円 

 （４）神前地区市民センター空調機更新工事        １０，４４４千円 

（５）県地区市民センター空調機更新工事          １０，３０３千円 

 

３．予算額  ５１，５００千円   （財源内訳）一般財源  ５１，５００千円 

（前年度 １６９，１４０千円） 

 

 

 

 

地区市民センター整備事業費 

（アセットマネジメント） 

担当 市民文化部 市民生活課 

   岡島 

   ℡ ３５４－８１４６   
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地域社会づくり総合事業費補助金 

 

 

１. 目的 

自らのまちを愛し、自らの手によるまちづくりを推進するため、地域が自主的に取

り組む様々な事業とそれぞれの地域社会づくりの推進母体となる団体事務局の運営

に対し、総合的な支援を行う。 

 

 

２. 内容 

補助金額については、これまで、世帯割（世帯数に２００円を乗じて得た額）、地

区割１５０万円（共同、同和、中央、港及び浜田で構成する対象団体３００万円、常

磐及び四郷２００万円）及び特別加算（平成１６年度納税奨励金ベース）をもとに算

出してきたが、特別加算については、平成１６年度時点の納税奨励金実績を根拠にし、

１４年を経ており、世帯数の増減等地域の実態に合わない面も生じている。 

 

〇【拡充】補助金の見直し 

上記のことから、補助金の積算方法を見直し、世帯割（４００千円＋世帯数に２９

０円を乗じて得た額）と地区割１６０万円（共同、同和、中央、港及び浜田で構成す

る対象団体３２０万円、常磐及び四郷２１５万円）の合算額を補助金額とし、地域状

況への適応を図る。 

 

 

３．予算額  ９１，８０５千円        （財源内訳）一般財源  ９１，８０５千円 

 （前年度  ８１，５３５千円）      

 

担当  市民文化部市民生活課 

 矢田 

 ℡ ３５４－８１４６ 
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１．目的 

地域の特色ある活動に対して、地区市民センター館長の権限で使える財源を配分す

ることで、迅速に事業を執行し、地域活動の活性化を促進する。 

 

 

２．内容 

（１）対象事業 

地域おこし・地域の特色を高めるものや、福祉、環境、子育てなどの地域課題に即

応して効果的に対応する地域公益性に資するもので、地域のまちづくり委員会等で協

議がなされ、地域合意が得られているソフト事業。 

 

（２）配分額 

１地区市民センターあたり１，２００千円以内 

 

（３）実施方法 

全２４地区市民センターに予算を配分する。 

 

 

３．予算額   ２８，８００千円   （財源内訳）一般財源 ２８，８００千円 

  （前年度  ３６，０００千円） 

 

 

 

担当 市民文化部 市民生活課 

   川口・矢田 

   ℡ ３５４－８１４６ 

地域活動費 

（館長権限予算分） 
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１．目的 

外国人市民が多く居住する都市として、国籍や文化が異なる市民が互いに認め合

い、共に支えあって暮らす「多文化共生社会」を目指す。また、外国人の子どもが

将来、地域社会の担い手として活躍できる人材に育つよう取り組む。 

 

２．内容 

（１）多文化共生推進事業費                ９，８８０千円 

外国人市民に行政やその他生活上必要なサービスの情報を提供するため、窓口で

のポルトガル語・スペイン語による通訳対応や、行政からの通知・案内文書の多言

語による翻訳、生活に必要な情報についてポルトガル語で説明する生活オリエンテ

ーション等を実施するとともに、災害時に外国人市民が必要な情報等を適切に得ら

れるよう、多言語等による情報提供の仕組みづくりを進める。 

また、市内の日本語教室において、学習支援の仕組みの充実を図るとともに、各

日本語教室間の連携を強化するため、定期的なネットワーク会議に加え、合同学習

成果発表会・交流会を開催する。 

さらに、外国人の子どもたちが、将来、社会的・経済的に自立した市民として定

住していくために、早い時期から目標を持って学校生活を送り、キャリア形成に役

立てることができるよう、外国人生徒と保護者を主な対象としたキャリアデザイン

講座を引き続き実施する。 

 

（２）モデル地区共生推進事業費             ７，２６５千円 

笹川地区において、多文化共生モデル地区担当コーディネーターによる戸別訪問

により、外国人市民の生活実態やニーズの把握を行うとともに、近隣に居住する日

本人市民についても、外国人市民に対する意識や交流状況を聴取し、地域団体等と

も連携しながら、多文化共生の地域づくりのための事業を実施する。 

また、災害時における住民同士の「共助」の必要性を学ぶ防災セミナー等を実施

するとともに、日本人市民と外国人市民の日常的なふれあいの場として、定期的に

「ふれあい講座」を開催する。 

さらに、多文化共生サロンで実施している多文化共生教室において、日本語の学

習支援や日本の社会・文化の理解促進を図るとともに、地域における多文化共生事

業とも連携して外国人市民の地域づくりへの参画を促進する。 

 

（３）多文化共生サロン管理運営事業費          ３，９１０千円 

多文化共生サロンを中心にして、多文化共生モデル地区担当コーディネーター等

が、地元自治会や関係団体等と連携を図りながら、日本人市民と外国人市民の交流

を促進し、外国人市民の地域活動への参画を進める。 

 

３．予算額 ２１，０５５千円     （財源内訳）その他特財   １６０千円 

（前年度 ２０，４４７千円）           （各種講座受講料） 

                        一般財源 ２０，８９５千円 

                       

 

 

多文化共生推進事業 

担当 市民文化部 市民生活課 

多文化共生推進室 

   廣田・坂倉 

℡ ３５４－８１１４ 
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市民相談・消費生活相談事業 

 

１．目的 

  安全・安心な市民生活が送れるよう、日常生活上の様々な問題や、消費生活上のト

ラブルに関する相談事業や消費者啓発活動を通じて、市民が自主的に解決できるよう

支援を行うとともに、消費者被害の未然防止及び自立した消費者の育成を図る。 

 

２．内容 

（１）市民相談室運営費                 ２，４３７千円 

市民相談では、行政に対する相談のほか、金銭貸借等の民事相談、相続、離婚等

の家事問題など市民が生活の中で抱える様々な問題に対処する際の支援を行うため、

相談員が十分な聞き取りをしたうえで適切な助言を行う。また、専門的な助言を必

要とする市民に対しては、弁護士・司法書士・行政書士・社会保険労務士・行政相

談委員による特別相談を定期的に実施する。 

 

   （参考）平成 28 年度相談実績 ３，７５８件 

        

 

（２）消費生活相談事業                 ６，４４５千円 

消費生活相談では、消費生活のトラブル等に関する相談に対して、専門の消費生

活相談員が問題解決に向けて適切に対応するほか、法的な対応が必要な案件に対し

ては、弁護士相談を実施する。また、専門相談員を派遣する出前講座や職員による

ワンポイント講座を各地区で開催し、積極的に啓発活動を行い、消費者被害の発生

及び拡大の防止に取り組む。さらに、保護される消費者という観点だけでなく、自

立した消費者の育成を目指して、契約に関する知識や消費者のモラルに関する講座

を開催するとともにホームページを充実させ、啓発に努める。 

 

   （参考）平成 28 年度相談実績 １，５２１件 

 

 

３．予算額  ８，８８２千円  （財源内訳）  県支出金(10/10) １，６３３千円 

（前年度  ９，８４８千円）         一般財源      ７，２４９千円 

 

 

 

                                        

担当 市民文化部 市民生活課 

    市民・消費生活相談室 

    木下・松本 

℡ ３５４－８１４７ 
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１．目的 
平成 28 年度から 32 年度までの５ヵ年を計画期間とする「市民協働促進計画」の４

つの基本方針、市民協働を促進する「意識づくりと人材育成」「情報の発信と共有」「市
民活動団体の育成・強化」「市民活動の活性化」に資する取り組みを進め、総合的か
つ計画的な市民協働の促進を図る。 
 

２．内容 
（１）なやプラザの機能充実               ２６，０００千円 
  なやプラザ利用者の利便を図るため、トイレの洋式化工事を実施するとともに、

防犯上の観点から施設の機械警備を導入する。 
 
（２）コミュニティビジネス創造塾               ４１４千円 

次世代を担う若者、女性などがビジネスの手法で地域課題の解決に取り組むコミ
ュニティビジネスの創出に向けた講座を開催する。 
 

（３）プロボノ活動支援                    ８２４千円 
専門的能力を提供して社会貢献するプロボノ活動を行う社会人（プロボノワーカ

ー）が、市民活動団体の課題解決に向けて支援を行う「プロボノ１DAY チャレンジ」
を開催し、プロボノワーカーと市民活動団体のマッチングを行うことで、両者の連
携による新たな地域活動の機会を提供する。 
 

（４）市民協働情報のポータルサイトの運営           １３９千円 
平成 28 年度から運用している市民協働ポータルサイト「ツナガルよっかいち」に

ついて、さらなる市民協働や市民活動の情報発信・共有の場として運用する。 
 

（５）市民協働の担い手育成・連携強化等に関する協働事業  １，５３２千円 
市民協働を促進するための担い手育成や中間支援の強化を図るための人材育成

に向け、小中学生の協働体験、協働コーディネーターの育成、市民活動団体のネッ
トワーク形成や市民協働の取り組みを呼びかける普及啓発等について、市民活動団
体から事業の提案を受け、協働事業として実施する。 
 

３．予算額  ２８，９０９千円    （財源内訳）一般財源 ２８，９０９千円 
（前年度   ２，８１３千円） 

 

４．債務負担行為 
 ・なやプラザ機械警備業務委託費 

限度額 １，５００千円  
期間  平成３０年度から平成３２年度まで 
     

 

 

 

 
市民協働の促進に向けた支援事業 

（市民協働促進事業費、市民活動センター運営費） 

担当 市民文化部 市民協働安全課 

   後藤・渡瀬 

   ℡ ３５４－８１７９ 
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１．目的 

地域の様々な知識や経験を持つ人材を発掘・育成するとともに、市民活動の活性化

に向けた支援を行うことにより、「市民主体のまちづくり」の推進に寄与する。 

 

 

２．内容 

（１）まちづくり人材マッチング事業            １，５００千円  

地域活動に取り組もうと考えている退職者や子育て中の女性など、地域の中に埋も

れている、多様な経験や技能を持つ人材を発掘・育成し、まちづくりに活かせるよう、

それらの人材と地域ニーズとのマッチングを行う。 
 

（２）地域づくりマイスター養成事業              ４３４千円  

地域において、市民活動・市民協働を理解し、積極的に携わることができる担い手

の育成や人的ネットワークの構築を目的として、地域におけるリーダー（地域づくり

マイスター）を養成する、米国ロングビーチ市の地域リーダーシッププログラムの手

法を取り入れた連続講座を引き続き開催する。 

 

 

３．予算額   １，９３４千円   （財源内訳）一般財源  １，９３４千円 

（前年度  ３，１０４千円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                地域づくりマイスター養成講座          

                （地域資源のマッピング演習）          
 

  

 

 

まちづくり人材育成支援事業 

担当 市民文化部 市民協働安全課 

   稲垣・室田 

   ℡ ３５４－８１７９ 
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１．目的 

なやプラザにおいて、維持管理費の軽減や省エネルギー化を図るため、施設内の

照明設備についてＬＥＤ化工事を実施する。 

 

 

２．内容 

なやプラザ本館及び体育館の照明設備のＬＥＤ化工事を行う。 

 

 

３．予算額  １２，０００千円   （財源内訳） 一般財源 １２，０００千円 

  （前年度      ０千円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                

なやプラザ照明（音楽室大） 

 

 

公共施設ＬＥＤ化推進事業費 

（なやプラザ） 

担当 市民文化部 市民協働安全課 

   稲垣・室田 

   ℡ ３５４－８１７９ 
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１．目的 

道路、公園、広場、駅その他の公共の場所において、市民等に著しく不安を与

え、迷惑をかけるキャバクラ等の客引き行為等を防止し、もって生活の安全と地域

の平穏を保持するため、客引き行為等防止に係る巡視活動及び周知・啓発を行う。 

 

２．内容 

「四日市市客引き行為等の防止に関する条例」（平成28年７月１日施行）に基づ

き、中心市街地の指定区域において、客引き行為等適正化指導員による定期的な巡

視活動を行う。 

また、市民のほか、来街者も対象として、チラシ等の配布によるキャンペーンや

地域住民や警察、法務省名古屋入国管理局等と連携した合同パトロールなどの街頭

啓発活動の取り組みを行う。 

 

【客待ち行為を禁止する指定区域】 

四日市市のうち次に掲げる区域 

西新地（西新地１４番、１５番、１６番及び１７番の街区を除く）、 

諏訪栄町、西浦一丁目、安島一丁目１番の街区の区域 

 

３．予算額    ５４３千円      （財源内訳） 一般財源  ５４３千円 

 （前年度    ６３１千円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

名古屋入国管理局との街頭啓発活動          地域住民や警察等との合同パトロール 

 

客引き行為等防止啓発事業費 

担当 市民文化部 市民協働安全課 

   後藤・室田 

   ℡ ３５４－８１７９ 
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１．目的 

安全なまちづくりに向けた市民による自主防犯活動を推進するため、市民が行う

自主防犯活動に必要な用具等の支援を行うとともに、「四日市市地域防犯協議会」の

継続的な開催を通じて、防犯に関する情報交換、団体相互の連携を図る。 

また、自治会が負担する防犯外灯の設置、電灯料等に対して引き続き支援を行う

とともに、自主防犯活動を補完するものとして、公共の場所に向けて新規に設置す

る防犯カメラについての補助等を行う。 

 

２．内容 

（１）地域防犯活動推進事業費               ３，３００千円 

市民による自主防犯活動を推進するため、防犯用具の購入や研修を支援すると

ともに、新たに防犯活動を始めようとする地域での講習や、パトロール等の防犯

活動についての講演会を開催するなど、防犯活動の普及啓発を行う。 

（２）防犯外灯新設維持費補助金（ＬＥＤ化促進）     ９３，６４７千円 

地域が管理する防犯外灯の設置費（新設・取替時の補助対象をＬＥＤ灯に限定）

及び維持管理費を補助することで、地域の防犯・安全の充実を図るとともに、Ｌ

ＥＤ化を促進し、環境負荷の低減を図る。 

（３）防犯カメラ設置事業                １１，０００千円 

 地域における自主防犯活動を補完するものとして、自治会などの地域団体が公

共の場所に向けて設置する防犯カメラについて補助するとともに、不特定多数の

人が往来する公共の場所に市として防犯カメラを設置する。 

 

３．予算額  １０７，９４７千円 （財源内訳） 一般財源 １０７，９４７千円 

 （前年度  １１４，６５４千円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

市民総ぐるみ防災訓練での地域防犯の啓発活動     補助金を活用して設置されたカメラ 

       

安全なまちづくり推進事業 

担当 市民文化部 市民協働安全課 

   後藤・渡瀬 

   ℡ ３５４－８１７９ 

63



 
 

 

 

 

１．目的 

都市の活力の両輪である文化と産業が互いに響きあう、魅力と活気あふれたまちを

創るため、音楽が持つ力で人々の感動を呼び起こし、共感しあう音楽コンクールを開

催し、文化都市四日市を全国へ発信する。 
 
２．内容 

「家族」と「絆」をテーマとした、全国公募の音楽コンクールを開催する。 

企画、運営は、文化関係団体や産業界、市民の代表などで構成する実行委員会によ

り、民間団体・企業・個人等から協賛金等を募り実施する。 

また、これまで同様に、シティプロモーション事業の一環として市内ならびに名古

屋市などの大都市圏において積極的にＰＲを行うとともに、より市民に親しまれるコ

ンクールとなるよう取り組む。 
 

（開催概要） 

①名 称   第７回全国ファミリー音楽コンクール in よっかいち 

②日 程 平成 30 年 10 月 14 日（日）（予定） 

③会 場    四日市市文化会館 第１ホール 

④主 催   四日市市、全国ファミリー音楽コンクール実行委員会 
 
３．予算額  ６，５００千円       （財源内訳）その他特財 ６，５００千円 

（前年度  ６，５００千円）           （まちづくり事業基金繰入金） 

 

     （経費内訳） 平成３０年度開催経費 ５，０００千円 

             平成３１年度準備経費 １，５００千円 

 

４．債務負担行為 

 ・音楽コンクール開催事業費 

  限度額 ５，０００千円       （財源内訳）その他特財 ５，０００千円 

期間  平成３０年度から平成３１年度まで    （まちづくり事業基金繰入金） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

四日市音楽コンクール開催事業費 

担当 市民文化部 文化振興課 

   倉城 

   ℡ ３５４－８２３９ 

平成 29 年度「第６回全国ファミリー音楽コンクール in よっかいち」 

グランプリ受賞者の演奏の様子 
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１．目的 

平成 24 年度から開催されている「四日市 JAZZ FESTIVAL」は、本市の新たな魅力の

ひとつである。市民による四日市 JAZZ フェスティバル実行委員会と公益財団法人四

日市市文化まちづくり財団が共催して取り組む同事業に補助金を交付し、音楽を通じ

た魅力と活気あふれたまちづくりを支援する。 

 

２．内容 

市民の主体的な活動により開催されている「四日市 JAZZ FESTIVAL」において、よ

り集客力のあるゲストミュージシャンの招聘や、そのための優れた音響機器等の設営、

警備の強化など内容を充実させるため、その部分を対象に、四日市 JAZZ フェスティ

バル実行委員会に対して補助を行う。 

 

（参考）第７回四日市 JAZZ FESTIVAL の開催（予定） 

①開 催 日   平成 30 年 10 月 20 日（土）、10 月 21 日（日） 

②会  場   市民公園ほか市内各所 

③主  催   四日市 JAZZ フェスティバル実行委員会 

          公益財団法人四日市市文化まちづくり財団 

 

３．予算額  １，０００千円      （財源内訳）その他特財 １，０００千円 

（前年度  １，２００千円）           （文化振興基金繰入金） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担当 市民文化部 文化振興課 

   倉城 

   ℡ ３５４－８２３９ 

四日市 JAZZ フェスティバル支援事業費 

 

第６回四日市 JAZZ FESTIVAL スペシャルゲストによる演奏の様子 
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１．目的 

本市には、文化財指定の有無に関わらず、獅子舞や鯨船といった伝統的な文

化行事や民俗芸能（以下、「文化行事等」という）が数多く大切に継承されて

おり、これらは、本市の文化力を支える大きな魅力となっている。 

地域の文化行事等の文化遺産を保存・継承するため、担い手育成や、用具類

等の更新等及び保管施設の修繕等について支援を行い、文化行事等の継続を図

ることで、市民の郷土に対する理解と愛着を深めるとともに市民文化の向上及

び発展に資する。 

 

２．内容 

  伝統的な文化行事等の保存・継承支援事業 

（１）担い手育成等                ６００千円 

①補助金額：補助対象経費の１／２以内、上限 200 千円 

②対象となる事業の例 

・笛の吹き方や踊りなどの実技習得教室等の担い手育成事業 

・担い手育成につながる発表会や展覧会、シンポジウムの開催など 

普及啓発活動の事業 

（２）用具類等の更新                ８００千円 

①補助金額：補助対象経費の１／４以内、上限 400 千円 

②対象となる事業 

・地域の文化行事等に不可欠な用具類等の新調や修繕 

（３）保管施設の修繕等              ８００千円 

①補助金額：補助対象経費の１／４以内、上限 400 千円 

②対象となる事業 

・地域の文化行事等に不可欠な用具類等を保管する施設の修繕等整備 

・郷土資料を保管する施設の修繕等整備 

  

 ３．予算額  ２，２００千円  （財源内訳）その他特財 ２，２００千円 

     (前年度  ２，２００千円)        （文化振興基金繰入金） 

 

 

地域の文化遺産の保存・継承支援事業費 

担当 市民文化部 文化振興課 

   日置 

   ℡ ３５４－８２３９ 

66



 

文化会館大規模改修等事業 

（文化会館大規模改修事業費、文化会館等施設整備事業費（アセットマネジメント）） 

１．目的 

平成３０年1月から着手している吊天井崩落対策工事を引き続き進めるとともに、

この休館期間を利用して、市民の利便性向上や施設の長寿命化を図るため、トイレ

洋式化や外壁改修、屋根防水対策、ポンプ設備更新等の工事を実施する。 

 

２．内容 

（１）文化会館大規模改修事業               ３４６，４００千円 

①文化会館大規模改修等工事監理業務委託  

②吊天井崩落対策工事           

第２ホール、エントランスの工事を実施し、第１ホール、ロビー（ホワイエ）

の工事に着手する。 

③トイレ洋式化工事            

第２ホール（楽屋側含む）のトイレ洋式化工事を行う。 

  参考       工事前(ホール棟のみ)     全工事終了後 

「女性」：和式 32 洋式 10      ⇒ 洋式 52 

「男性」：和式 9 洋式 8  小便用 45 ⇒ 洋式 20 小便用 31 

④消防設備更新工事            

    第１・２ホール内の火災報知器の更新工事を行う。 

（２）アセットマネジメント事業              ３２０，０００千円 

  ①外壁改修・防水対策工事 

    ホール棟の外壁改修・屋根防水対策工事を行う。 

②ポンプ設備更新工事    

   ホール棟の消火用及び排水用のポンプ更新工事を行う。 

 ①文化会館大規模改修等工事監理業務委託

 ②吊天井崩落対策工事

 ③トイレ洋式化工事

 ④消防設備更新工事

 ⑤第１ホール客席更新工事

 ⑥第１ホールロビー(ホワイエ）絨毯更新工事

 ①外壁改修・防水対策工事（ホール棟）

 ②ポンプ設備更新工事（ホール棟）

平成29年度 平成30年度 平成31年度
文
化
会
館
大
規
模
改
修
事
業

ア
セ
ッ

ト

マ
ネ
ジ
メ

ン
ト
事
業  

３．予算額 ６６６，４００千円  （財源内訳）市  債   ２３２，２００千円 

（前年度    ４００千円）       一般財源   ４３４，２００千円 

                      
担当 市民文化部 文化振興課 

   田中 

   ℡ ３５４－８２３９ 

○工事スケジュール（予定） 
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１．目的 

  一人ひとりがやりがいや充実感を感じながら働き、仕事上の責任を果たすとと

もに、家庭や地域生活などにおいても、子育て期、中高年期といった人生の各段

階に応じて多様な生き方が選択できる社会の実現を目指す。 

 

２．内容 

（１）ワーク・ライフ・バランス推進事業          １，２２６千円 

ワーク・ライフ・バランスは企業にとって、経営戦略の重要な柱であることの

認識を深め、各企業、団体での取り組みが進められるよう、各種企業や団体への

出前講座を実施する。 

また、各企業が持つワーク・ライフ・バランスに関する情報や諸課題について、

全国の事例等広く知見を有する専門家の助言も得ながら、共有する場を引き続き

設けるとともに、市内企業の先進的な事例をパンフレットで紹介するなど、取り

組みの充実を図る。 

 

（２）女性就労支援事業                  １，０００千円 

働く女性、働きたい女性が抱える、キャリア形成や働く上での様々な悩みにつ

いて、キャリアカウンセラー等の専門家を相談員とした無料の相談窓口を設置し、

女性が自分らしく働いていくための支援を行う。 

 

３．予算額   ２，２２６千円     （財源内訳）一般財源   ２，２２６千円 

 （前年度  ２，１００千円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ワーク・ライフ・バランス推進事業費 

担当 市民文化部 男女共同参画課 

松永 

℡ ３５４－８３３１ 

ワーク・ライフ・バランス力向上出前講座 
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１．目的 

  男女がお互いを尊重しつつ責任も分かち合い、一人ひとりが、その個性と能力

を十分に発揮できる男女共同参画社会の実現をめざす。また、配偶者等からの暴

力の防止や被害者の保護及び自立支援を図る。 

 

２．内容 

 (１）相談事業費                        ２，８４６千円 

    女性が抱える悩みや問題を解決するため、女性の相談員による女性相談を実施

するとともに、多様化・専門化する相談に対応するため、女性の弁護士による法

律相談、女性の臨床心理士による臨床心理士相談を実施する。加えて、男性の相

談員による男性向けの電話相談を実施する。 

  また、ＤＶ防止講演会を開催するなど、ＤＶについてより認識を広め、ＤＶを

許さない意識づくりを進める。 

 

（２）配偶者暴力防止対策事業費              ３，４３０千円 

相談員の資質向上とメンタルケアのため、「相談員のための相談・指導(スーパ

ービジョン)」を行うとともに、ＤＶ相談の充実を図るため、弁護士、臨床心理士

による相談支援を行う。 

また、若年層を対象としたデートＤＶ予防教育を教育委員会、人権擁護委員等

と連携して学校での開催を進めるとともに、デートＤＶ予防教育を広く継続的に

実施するため、指導者養成講座フォローアップ研修を実施する。 

  

３．予算額   ６，２７６千円     （財源内訳）国庫支出金(1/2)   ９８千円 

  （前年度  ６，０８０千円）         一般財源      ６，１７８千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

男女共同参画にかかる相談・配偶者暴力防止対策事業 

担当 市民文化部 男女共同参画課 

松永 

℡ ３５４－８３３１ 

中学校でのデートＤＶ予防教育出前講座 

69



 

 

 

 

１．目的 

   コンビニ交付サービスはマイナンバーカードを利用して住民票の写しや印鑑登録

証明書等を全国のコンビニエンスストア等のキオスク端末から取得できるサービス

である。 

   本サービスの実施により、全国の約 53,000 店舗のコンビニエンスストア等で、早

朝から深夜(6:30～23:00)、土日祝日（年末年始を除く）においても証明書の取得を

可能とし、市民の利便性向上を図る。 

 

 

２．内容 

   平成３０年度は、第４四半期より導入するコンビニ交付サービスについて、シス

テム構築、環境整備及び関係条例等の改正を行うとともに、広報、ホームページの

利用やポスター等により市民への周知を図っていく。 

 

（１）発行対象とする証明書（予定） 

   住民票の写し、印鑑登録証明書、戸籍証明書、戸籍の附票の写し及び所得課税証

明書 

 

（２）導入スケジュール（予定） 

    平成 30 年度 平成 31 年度 

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 

システム 

設計・導入・試験 
               

サービス開始                

 

 

３．予算額  ５４，７７４千円   （財源内訳） 一般財源  ５４，７７４千円 

 （前年度    ５００千円） 

 

  

 

 

証明書のコンビニ交付事業 

担当 市民文化部 市民課 

坂倉 

   ℡ ３５４－８１５２ 
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担当 市民文化部 あさけプラザ 

   駒田 

   ℡ ３６３－０１２３ 

 

 

 

 

 

１．目的  

  あさけプラザにおけるホール等の吊天井崩落対策工事等のほか、トイレバリアフ

リー化工事や空調機追加設置工事、音楽室等腰壁補修工事、錠前更新工事、床下排

水ポンプ取替工事、体育館前通路防滑処理工事等を実施し、施設・設備の安全性や

利便性の向上を図る。 

 

 

２．内容 

 （１）吊天井崩落対策・音響設備工事にかかる基本設計    １４,５００千円 

ホール・ホワイエ・ロビーについて、吊天井崩落対策工事及びそれに伴う音

響設備改修工事を実施するための基本設計を行う。 

 

（２）トイレバリアフリー化工事            １,４００千円 

本館３階・４階のトイレの床段差解消工事を行う。 

 

（３）空調機追加設置工事（電源工事含む）          ３,０００千円 

第１～３展示会議室・第２小ホールについて、全館空調を補完するため新た

に空調機を増設する。 

 

（４）その他施設整備工事等        ４，６００千円 

 音楽室等腰壁補修、錠前更新、床下排水ポンプ取替、体育館前通路防滑処理

等の工事を行う。 

 

 

３．予算額   ２３，５００千円  （財源内訳） 一般財源 ２３，５００千円 

 （前年度   ９，４７０千円） 

 

 

 

 

 

あさけプラザ施設整備事業費 
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担当 市民文化部 あさけプラザ 

   駒田 

   ℡ ３６３－０１２３ 

 

 

 

 

 

 

１．目的  

  四日市市公共施設等総合管理計画に基づき、維持管理費の削減や省エネルギー化

を図りつつ、計画的な予防保全による長寿命化を進めることにより、長期的な経費

の節減及び平準化を図る。 

 

 

２．内容 

  空調機更新工事にかかる設計              １,０００千円 

クーリングタワー及びエアハン（管理棟・ホール）、ファンコイル（２階第１ 

～３展示会議室・第２小ホール・学習室）の更新にかかる設計を行う。 

 

 

３．予算額    １，０００千円  （財源内訳） 一般財源  １，０００千円 

（前年度      ０千円） 

 

 

 

 

 

 

あさけプラザ施設整備事業費 

（アセットマネジメント） 

） 
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健 康 福 祉 部 

 

新年度予算における基本的な方針 

少子高齢化が進展し、雇用環境の変化、貧困・格差の問題など、社会が大き

く変化している中、市民が安心して暮らすことのできる社会環境を維持・充実

するため、保健・福祉・医療にかかる施策を一体的に展開する。特に、様々な

分野が一体となって支え合うしくみである「地域包括ケアシステム」の深化・

推進が求められており、医療と介護、福祉の連携強化による在宅医療の体制の

充実を図るとともに、在宅・施設サービスの整備並びに認知症高齢者の支援体

制の充実を図る。また、平成29年度から開始した「介護予防・日常生活支援総

合事業」においては、住民主体の取り組みの育成・支援をさらに進めながら、

地域での介護予防の推進、生活支援の充実に努める。 

障害者福祉においては、障害のある人が、住み慣れた地域で生活するための

環境づくりや支援体制の強化に取り組む。生活保護受給者や生活困窮者に対し

ては、ハローワーク等と連携しての就労支援など、自立に向けての支援を行う。 

一方、健康づくりにおいては、がん検診受診率向上に向けて、胃がん検診・

大腸がん検診・肺がん検診・乳がん検診・子宮頸がん検診を実施する。 

さらに、保健所においては、総合的な保健衛生行政を効果的に推進し、市民

へのきめ細かなサービスの提供に努める。 

 

１．地域福祉について 

高齢者、障害者、児童等の各分野における施策を推進していく上での共通

する考え方や基本的な方向を定めた「第３次四日市市地域福祉計画（平成26

年度～30年度）」に基づき、相談体制の充実や福祉人材の育成に努め、地域

福祉の推進を図っていくとともに、平成29年度に実施したアンケート結果を

もとに、検討委員会及びワーキンググループ会議を開催し、第４次四日市市

地域福祉計画（平成31年度～35年度）を策定する。 

また、平成28年度に開設した成年後見サポートセンター事業について、相

談・助言・情報提供、申し立て手続き支援、制度の啓発等の取り組みの推進

により、新規の相談が増加し、サポートセンターに求められる支援の内容が

複雑化・多様化しているため、成年後見サポートセンターの体制を充実し、

判断能力が不十分な人たちが安心して地域で日常生活を送ることができる環

境を整えていく。 

 

【主な事業】  地域福祉計画推進事業費           ４，００９千円 

          成年後見サポート事業費          ２１，６５２千円 
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２．高齢者福祉について 

本市の65歳以上人口は、平成29年10月１日現在、78,771人で、高齢化率は

約25.3％に達するなど、年々高齢化が進行している。これに伴い、一人暮ら

し高齢者や認知症高齢者も増加し続けており、地域の高齢者を取り巻く環境

は、ますます厳しくなりつつある。 

こうした状況のもと、高齢者が住みなれた地域で暮らし続けられるよう医

療・介護・介護予防・生活支援などのサービスが切れ目なく一体的に提供さ

れる「地域包括ケアシステム」の深化・推進をめざして、新たに策定する

「第７次介護保険事業計画・第８次高齢者福祉計画」に基づいた高齢者施策

を展開する。 

中でも、在宅介護支援センター、地域包括支援センター、市の「三層構

造」により、地域包括ケア推進体制を充実するとともに、在宅・施設サービ

スの拡充のほか、認知症対策として、啓発・早期対応などの施策に重点的に

取り組む。 

また、平成29年度から開始した「介護予防・日常生活支援総合事業」にお

いては、住民主体の取り組みの育成・支援をさらに進めながら、地域での介

護予防の推進、生活支援の充実に努める。 

 

【主な事業】  保険給付費（介護保険サービス）   １９，７９８，５５０千円 

          介護予防・生活支援サービス事業     ９７９，３６６千円 

          在宅介護支援センター事業        １３５，４６０千円 

地域包括支援センター事業（ブランチ協力費分） 

１４５，３１８千円 

          認知症総合支援事業            ４９，２３５千円 

          生活支援コーディネーター事業       ２４，４２３千円 

ふれあいいきいきサロン推進事業      ３４，２０４千円 

 

３．障害者福祉について 

「第３次障害者計画」「第５期障害福祉計画」に基づき、障害のある人が

地域で安心して自立生活・社会生活を営めるよう、必要な障害福祉サービス

の利用に向けた計画相談支援の充実を図り、居宅介護事業、生活介護事業、

就労継続支援事業などの障害者施策を推進する。また、住み慣れた地域で暮

らし続ける場としての共同生活援助事業などの自立支援給付事業について、

利用状況や施設整備の状況を把握し、安定した障害福祉サービスの提供に努

める。 

 

【主な事業】  障害者医療費助成経費          ８０８，０００千円 

居宅介護等事業費            ４２６，２００千円 

生活介護事業費           １，９０２，２３０千円 

74



 

 

就労継続支援事業費         １，０２０，０００千円 

共同生活援助事業費           ４５６，０００千円 

計画相談支援事業費            ４６，８００千円 

 

４．生活保護、生活困窮者自立支援について 

保護の状況は、平成７年（保護率 4.6‰、受給世帯 940 世帯）から毎年増

加し、さらに平成 20 年のリーマンショック後急激に増加し、平成 26 年度保

護率 12.9‰に至った。 

しかし、近年の経済状況や雇用情勢の改善に伴い、平成 29 年 12 月末現在

では保護率 11.7‰、受給世帯は 2,795 世帯となっている。引き続き、きめ細

かい相談と保護の適正実施を行うとともに、就労支援等による自立を図って

いく。 

 生活保護に至る前の段階にある生活困窮者に対しては、自立に向けたプラ

ン作成や就労等の支援を行う自立相談支援事業を、離職により住居を失った

者に対しては、住居確保給付金事業を実施し、支援していく。また、貧困の

連鎖を断つため、生活保護世帯の中学生を対象に、子ども学習支援事業を実

施する。 

 

【主な事業】  自立相談支援事業費（嘱託職給含む）    ７，８７３千円 

住居確保給付金事業費           ２，２５７千円 

子ども学習支援事業費             ４，８７０千円 

生活保護適正化等事業費          ９，２７８千円 

扶助費              ６，０２９，０００千円 

 

５．国民健康保険について 

国民健康保険事業については、平成30年度から広域化され県が財政運営の

責任主体として事業運営に加わることとなるが、被保険者が必要なときに必

要な医療を安心して受け、健やかに暮らせる環境を維持していくため、県と

連携して財政基盤の確立を目指すとともに、医療費の適正化を図ることによ

り、国保財政の健全化を推進する。 

平成30年度においては、従来の特定健康診査・特定保健指導の一部拡充に

加え、引き続きジェネリック医薬品利用促進通知や糖尿病性腎症重症化予防

事業をはじめとする保健事業に取り組み、医療費の適正化を一層進める。 

収納対策については、引き続き、きめ細やかで丁寧な納付相談を粘り強く

行う一方、支払い能力がありながら納付しない滞納世帯に対しては、財産調

査を徹底し滞納処分を行う。また、口座振替の勧奨、保険料共同収納コール

センターによる電話催告など、初期未納対策に取り組む。 

 

【主な事業】  保険給付費            １９，１４１，１６９千円 
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６．在宅医療・介護連携事業について 

団塊の世代が７５歳以上となる2025年（平成37年）に向け、住み慣れた地

域で自分らしい暮らしを続けることができるよう、地域内の医療・介護関係

機関の連携強化を図り、包括的かつ継続的な在宅医療・介護を提供できるよ

う体制づくりに努める。 

平成30年度は、これまでの取り組み（訪問看護への支援、在宅医療の後方

支援体制の整備、ICTを活用した情報共有システムの構築、関係者の更なる

連携強化のための相談支援、医療・介護人材の育成、市民への周知啓発等）

を継続するとともに、歯科関係者や薬剤師の役割や機能について関係者の更

なる理解を深め、連携推進を図る。 

 

【主な事業】  在宅医療・介護連携推進事業費       １９，６３７千円 

介護・看護人材確保事業費           １，３８８千円 

          在宅医療支援病床確保事業費補助金      ２，８００千円 

 

７．成人保健事業について 

本市における死亡原因の第１位は悪性新生物（がん）であることから、が

んを早期発見し治療につなげるため、胃がん検診・大腸がん検診・肺がん検

診・乳がん検診・子宮頸がん検診を実施する。特に、働く世代の死亡割合が

高い女性のがん対策として、検診の習慣化に向け、受診勧奨を強化する年代

を40歳代から50歳代の女性にも拡大する。 

また、インフルエンザや高齢者肺炎球菌の予防接種を実施し、病気の発症

予防や重症化予防に努める。 

さらに、健康づくり事業については、より多くの市民が健康づくりへの関

心を高め行動に移せるよう、健康ボランティアや地域の団体と協働で、情報

提供や実践の場を拡大する。 

 

【主な事業】  健康づくり市民協働事業費          ８，０５５千円 

検診事業費                ５０９，５３１千円 

予防接種事業費（インフルエンザ・高齢者肺炎球菌） 

     ２４８，６４０千円 

 

８．保健予防事業について 

医務については、全ての医療機関に対し、計画的に立入検査等を実施し、適

正な医療提供体制の維持に努めるとともに、医療機関の自律的な取り組みを支

援する。また、四日市地域（三重郡を含む）における救急や災害時の医療体制

の構築に向け、関係機関や三重県、三重郡三町との連携を強化する。 

感染症対策については、インフルエンザや腸管出血性大腸菌感染症(Ｏ157等)
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をはじめとする感染症の予防に関し、特に集団感染リスクの高い福祉施設等に

対して衛生教育を実施するとともに、結核など感染症患者の療養を支援し、そ

のまん延防止に努める。 

精神保健については、こころの病気や精神障害のある要支援者に対し、精神

科医師や保健師、精神保健福祉士等によるこころの相談を実施するとともに、

自傷他害のおそれがある精神障害者に対し、必要な医療受診を措置する。また、

統合失調症やアルコール依存症等精神障害に関する正しい知識やこころの健康

づくりの普及啓発などに取り組む。さらに、自殺予防の連携体制づくりとして

相談機関や医療機関など関係機関と情報共有や連携を図り、自殺予防に対する

正しい知識の普及啓発等に努める。 

 

【主な事業】  感染症対策事業費（防疫対策等）       １，２１９千円 

内訳 防疫対策事業費           ８２４千円 

エイズ等対策事業費         ３９５千円 

こころの健康づくり支援事業費        ３，５３９千円 

 

９．衛生指導事業について 

食の安全・安心については、計画的かつ重点的な食品関連施設等に対する監

視指導を実施するとともに、市内で製造・販売される食品等の検査、食品表示

の確認などを関係法令に基づき適切に実施する。また、食品事故等の発生防止

を図るため、食品事業者の自主衛生管理を、関連団体等との連携のもと推進し、

市民の食の安全を確保する。 

薬事については、薬局・医薬品販売業及び毒物劇物取扱業者への監視指導を

行い、医薬品・医療機器等の品質・有効性・安全性の確保や毒物劇物に起因す

る事故等を未然に防止する。また、薬物乱用防止対策については、薬物乱用防

止対策協議会や地域の自治会等と協働し薬物乱用防止啓発キャンペーンを実施

し、薬物乱用を許さないまちづくりを推進する。 

動物愛護管理については、係留されていない犬の捕獲・抑留、負傷犬猫の保

護・治療、県や動物愛護団体との協働による犬・猫の譲渡事業等を実施するほ

か、飼い主や動物取扱業者に対して「適正飼養」についての助言・指導・啓発

を行う。また、飼い主のいない猫を増やさない為の取り組みを拡充し、犬・猫

の殺処分数の減少を目指す。 

生活衛生に関する事業については、理容所、美容所、公衆浴場、旅館等の施

設について、関係法令に基づき監視指導を行い、生活衛生の安全を確保する。 

 

【主な事業】  食の安全安心対策事業費（監視部門）    １２，３８９千円 

内訳 食品衛生監視指導事業費     ６，８８９千円 

食品検査事業費         ５，５００千円 

薬事関係対策事業費             ２，１６３千円 
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動物愛護関係事業費            ４０，９８８千円 

環境衛生対策事業費               ２３１千円 

 

１０．食品衛生検査事業について 

感染症対策については、「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関

する法律」により規定されている感染症に対し、感染の疑いがある人や感染者

の家族・接触者等の微生物保有検査を実施し、感染症発生の予防及び蔓延防止

に努める。また、感染をより早く発見することにより、早期治療や二次感染防

止につながるよう迅速な検査の実施に努める。 

食の安全安心対策については、安全な食肉・食品を提供するため、「と畜場

法」や「食品衛生法」に基づき、四日市市食肉センターに搬入された獣畜全頭

に対する適切なと畜検査や市内で流通している食品の収去検査を行う。また、

食中毒発生時には、原因究明のための迅速かつ正確な検査を実施し、感染の拡

大防止に努める。 

 

【主な事業】  感染症対策事業費（検査部門）        ８，４７７千円 

           内訳 防疫対策事業費         ６，０２９千円 

               エイズ等対策事業費       ２，４４８千円 

             食の安全安心対策事業（検査部門）      ２０，２２２千円 

              内訳 食肉衛生検査事業費       １０，５６７千円 

               食品検査事業費                 ９，６５５千円 
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１．目的 

成年後見制度を通じて、認知症、知的障害、精神障害などの理由で判断能力の

不十分な方が、預貯金などの自己財産の管理、通常の日常生活を送る上での契約

等ができるよう、制度の啓発・説明、相談の受付、手続きの支援を行うとともに、

法人後見の受任を行い、対象者を保護・支援する。 

 

２．内容 

平成２８年度に、四日市市社会福祉協議会において十分な経験、技能を備えた

専門員を１名配置し、成年後見サポートセンターを開設し、成年後見制度の利用

を推進している。 

   この取り組みの推進により、新規の相談が増加していることに加え、サポート

センターに求められる支援の内容が複雑化・多様化しており、時間を要するケー

スも増加していることから、相談支援体制の充実を図るために職員１名を増員す

る。 

 

【拡充】（職員体制、役割） 

① 職員２名（１名増）：事業全体の把握、困難ケース対応時のスーパーバイズ、 

        司法・医療・金融・福祉など多職種との連携・調整、 

相談に携わる職員の指導等の統括的役割 

② 嘱託職員１名   ：支援計画の作成、身上監護、財産管理  

③ 臨時職員２名   ：窓口・電話での初期相談、制度説明  

 

３．予算額  ２１，６５２千円   （財源内訳）一般財源 ２１，６５２千円 

（前年度 １４，５５２千円） 

 

 

 

 

担当 健康福祉部 健康福祉課 

   杉村 

   TEL ３５４－８１０９ 

成年後見サポートセンター事業費 
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１．目的 

「高齢者等の雇用の安定等に関する法律」に基づき設立された、公益社団法人

シルバー人材センターに対し運営費・事業費を補助することで、高齢者の就業機

会の確保と福祉の増進、活力ある地域社会づくりに寄与する。 

 

２．内容 

少子高齢化の進展により労働力人口が減少しており、人手不足を解消するため、

サービス業等において、シルバー人材センターの派遣事業を活用したいと考える

企業が増加している。 

こうしたなか、国は平成２７年度より「高齢者活用・現役世代雇用サポート事

業」を創設し、シルバー人材センターの派遣事業に対する支援を拡大しており、

派遣事業の依頼件数や契約実績も年々増加傾向にある。 

 

 【拡充】 

企業からの要望内容とシルバーの派遣会員登録者とのマッチング体制を強化

し、高齢者の職域拡大と地域における活躍の場を創出するため、シルバー人材セ

ンターに対する補助金を拡充する。 

 

 

３．予算額  １７，５００千円   （財源内訳）一般財源 １７，５００千円 

（前年度 １６，７００千円） 

 

担当 健康福祉部 健康福祉課 

   稲見 

TEL ３５４－８１０９ 

シルバー人材センター運営費補助金 
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(単位：千円)

平成30年度 平成29年度 比　　較

予 算（Ａ） 予 算（Ｂ） （Ａ－Ｂ）

１．保　険　料 5,176,232 4,702,137 474,095

２．分担金及び負担金 21,978 21,830 148
三重郡三町からの介護認定審査会
共同設置負担金

３．国 庫 支 出 金 4,729,436 4,476,417 253,019
保険給付費等に応じて支払われる
国からの負担金等

４．支払基金交付金 5,626,180 5,513,318 112,862
40歳から64歳までの被保険者の保険料（社会
保険診療報酬支払基金より保険給付費等に応
じて支払われる交付金）

５．県 支 出 金 3,065,797 2,907,217 158,580
保険給付費等に応じて支払われる
県からの負担金等

６．財 産 収 入 1,013 606 407 介護保険給付費支払準備基金の運用益

７．寄　附　金 1 1 0 寄附金

８．繰　入　金 3,266,072 3,099,657 166,415

９．繰　越　金 40,000 40,000 0 前年度からの繰越金

10．諸　収　入 9,291 4,817 4,474 第三者行為に係る損害賠償金等

21,936,000 20,766,000 1,170,000

　歳　　　入

65歳以上の被保険者の保険料

一般会計繰入金

合　　　計

科　　　　目 説　　明

介護保険特別会計 
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(単位：千円)

平成30年度 平成29年度 比　　較

予 算（Ａ） 予 算（Ｂ） （Ａ－Ｂ）

１．総　務　費 550,140 522,098 28,042 介護保険事業運営のための一般事務経費

２．保 険 給 付 費 19,798,550 19,128,500 670,050 各介護サービスにかかる費用

３．基 金 積 立 金 1,013 606 407 介護保険給付費支払準備基金への積立金

４．地域支援事業費 1,538,916 1,067,196 471,720 総合事業・包括的支援事業等にかかる費用

介護予防・生活支援
サービス事業費

979,366 497,545 481,821
訪問型サービス事業費
通所型サービス事業費
介護予防・生活支援体制づくり事業費　等

一般介護予防事業費 68,185 68,377 △ 192

介護予防推進事業費
健康づくり市民協働事業費
地域ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ活動支援事業費
ふれあいいきいきサロン推進事業費

包括的支援事業費 355,240 359,566 △ 4,326

地域包括支援センター事業費
認知症総合支援事業費
生活支援ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ事業費
在宅医療・介護連携推進事業費　等

任意事業費 136,125 141,708 △ 5,583

おむつ支援事業費
訪問給食事業費
緊急通報ｼｽﾃﾑ事業費
介護相談員派遣事業費　等

５．公　債　費 300 300 0 一時借入金利子

６．諸 支 出 金 46,581 46,800 △ 219 介護保険料還付金等

７．予　備　費 500 500 0

21,936,000 20,766,000 1,170,000合　　　計

　歳　　　出

科　　　　目 説　　明

担当 健康福祉部 介護・高齢福祉課 

   加藤 

   TEL ３５４－８４２５ 
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１．目的 

２０２５年（平成３７年）には「団塊の世代」が７５歳以上となり、介護リスク

の高い高齢者が大幅に増加すると見込まれる中、持続的に高齢者を支えられる社会

をつくるため、高齢となってもできるだけ介護が必要とならないような介護予防の

取り組みを推進する。 

 

２．内容 

（１）介護予防意識の啓発・自主活動団体の育成支援     ２９，３６３千円 

・介護予防意識啓発出前講座（在宅介護支援センターに委託） 

地域の実情に応じたきめ細かな啓発を実施する。 

・介護予防自主活動団体の立ち上げ・育成・継続支援 

（地域包括支援センターに委託） 

立ち上げ時に集中支援を行い活動団体の着実な増加を目指す。 

・介護予防普及啓発研修会の実施 

排泄ケア、口腔ケア等に関する事業所向け研修会を開催する。 

 

（２）専門職による技術的支援                ２，７００千円 

地域で介護予防の自主活動に取り組む団体の育成・継続支援を行うにあた

り、民間介護サービス事業所の理学療法士、作業療法士等のリハビリテーシ

ョン専門職を活用して、専門的な見地から技術的支援を行う。 

 

（３）ボランティア活動への支援               １，９１８千円 

介護予防を目的とした食生活改善や運動実践に取り組む健康ボランティア

を育成し、地域できめ細やかな活動が行えるよう支援する。 

 

（４）ふれあいいきいきサロンの育成支援          ３４，２０４千円 

介護予防に資する住民主体の通いの場として「ふれあいいきいきサロン」

の活動を支援し、住み慣れた地域で元気に暮らしていけるまちづくりを推進

する。また、介護予防・日常生活支援総合事業の住民主体サービス（サービ

スＢ）の担い手育成にも取り組む。 

 

３．予算額 ６８，１８５千円 （財源内訳）国庫支出金（25/100）１７，０４６千円 

（前年度  ６８，３７７千円）    県支出金（12.5/100） ８，５２３千円 

その他特財（23/100・27/100） 

（介護保険料）   ３４，０９２千円 
 

一般財源       ８，５２４千円 

介護保険特別会計 

高齢者の元気づくり支援事業 
介護予防推進事業費、地域リハビリテーション活動支援事業費 

健康づくり市民協働事業費、ふれあいいきいきサロン推進事業費 

担当 健康福祉部 介護・高齢福祉課 

   瀬古 

℡ ３５４－８４２５ 
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１．目的 

「地域包括ケアシステム」の構築に向けて、地域住民・ボランティア・ＮＰＯな

ど多様な主体による「介護予防」や「生活支援」の取り組みが重要となることから、

こうした活動の立ち上げを支援するとともに、「介護予防・日常生活支援総合事業」

における住民主体サービスを実施する団体の運営支援を行う。 

 

２．内容 

（１）介護予防・生活支援体制づくり事業費          ６，０００千円 

地域住民・ボランティアなどが、地域で「介護予防」や「生活支援」に資す

る活動を実施するにあたり、事業開始時に必要となる経費の一部（１カ所につ

き１，２００千円以内）を助成することで、事業の立ち上げを支援する。 

補助予定団体 ５カ所 

 

（２）訪問型サービスＢ・通所型サービスＢ事業費      ２５，４８８千円 

「介護予防・日常生活支援総合事業」における住民主体サービス（訪問型サ

ービスＢ・通所型サービスＢ）を実施する団体に対して、その運営費を助成す

ることで、事業の円滑な実施を支援する。 

補助予定団体 訪問型  ８カ所 

 通所型 １２カ所 

 

３．予算額 ３１，４８８千円（財源内訳）国庫支出金（25/100） ７，８７２千円 

（前年度  １９，２６２千円）    県支出金（12.5/100） ３，９３６千円 

その他特財（23/100・27/100） 

（介護保険料）   １５，７４４千円 

一般財源       ３，９３６千円 

 

 

 

 

介護保険特別会計 

介護予防・生活支援事業 

担当 健康福祉部 介護・高齢福祉課 

   瀬古 

   ℡ ３５４－８４２５ 
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１．目的 

認知症の症状を持ち生活に困難を抱えた高齢者が、住み慣れた地域で共同生活

をしながら介護を受けることができるよう、認知症高齢者グループホームの整備

を推進し、地域における介護拠点の充実を図る。 

 

 

２．内容 

認知症の人が共同生活する住居で、食事・入浴などの介護や機能訓練を行う認

知症高齢者グループホームについて、平成３０年度に２ヵ所の整備を行う。 

 

【整備予定地区】 

 海蔵地区 ： １ヵ所    定員：１８人（９人×２ユニット） 

  楠地区 ： １ヵ所    定員：１８人（９人×２ユニット） 

 

補助単価３２，０００千円 × 施設数１ヶ所 （※）＝ ３２，０００千円 

※整備予定２ヵ所のうち、１ヵ所（楠地区）は当該補助金を活用せずに整備。 

 

 

３．予算額 

３２，０００千円  （財源内訳）県支出金（10/10）３２，０００千円 

（前年度 ３２，０００千円）       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

認知症高齢者グループホーム建設費補助金 

担当 健康福祉部 介護・高齢福祉課 

   加藤 

   ℡ ３５４－８４２５ 
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歳　　入 （単位：千円）

  平成30年度   平成29年度
  当初予算(案)   当初予算

１ 国民健康保険料 5,948,154 6,396,429 △ 448,275 

一般被保険者 5,910,113 6,279,888 △ 369,775 

現年分 (5,392,796) (5,725,356) (△ 332,560)

過年分 (517,317) (554,532) (△ 37,215)

退職被保険者 38,041 116,541 (△ 78,500)

現年分 (29,091) (102,919) (△ 73,828)

過年分 (8,950) (13,622) (△ 4,672)

4 4 0

1 5,806,226 △ 5,806,225
国民健康保険事業の健全な運営
を確保するため国が財政面で行
う負担金・補助金

４ 県支出金 19,507,483 1,965,510 17,541,973
医療給付に要する費用に充てる
ための交付金等

５ 財産収入 895 1,321 △ 426 基金の運用から生じる利子

６ 繰入金 2,078,476 3,033,247 △ 954,771
一般会計及び基金から国民健康
保険特別会計へ繰入れる金額

一般会計繰入金 1,828,977 1,869,636 △ 40,659

基金繰入金 249,499 1,163,611 △ 914,112

７ 繰越金 500,000 300,000 200,000 前年度からの繰越金

８ 諸収入 81,987 71,966 10,021 第三者納付金、延滞金など

・ 療養給付費等交付金 0 289,484 △ 289,484
退職被保険者の医療給付に要す
る費用に充てるための交付金

・ 前期高齢者交付金 0 9,053,592 △ 9,053,592

国保・被用者保険における65～
74歳の前期高齢者の偏在による
保険者間の医療費負担の不均衡
を財政調整する交付金

・ 共同事業交付金 0 6,697,221 △ 6,697,221
三重県国民健康保険団体連合会
から高額医療に対する交付金

　　合　　　　計 28,117,000 33,615,000 △ 5,498,000

国民健康保険特別会計

国民健康保険事業に要する費用
に充てるための徴収金

科　　　　目

３ 国庫支出金

２ 一部負担金

比　　較 説　　明
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歳　　出 （単位：千円）

  平成30年度   平成29年度

  当初予算(案)   当初予算

271,941 270,709 1,232
国民健康保険事業運営のための一般事
務経費

19,141,169 20,182,811 △ 1,041,642
医療機関で支払う本人負担分を除いた
費用等

３ 国保事業費納付金 8,109,593 0 8,109,593
医療給付費等の財源として県に納める
納付金

医療給付費分 5,626,505 0 5,626,505

後期高齢者支援金等分 1,864,652 0 1,864,652

介護納付金分 618,436 0 618,436

４ 財政安定化基金拠出金 1 0 1

５ 保健事業費 396,478 399,987 △ 3,509
ヘルスアップ事業、特定健診実施費
用、がん検診等の費用の一部を負担す
る経費など

６ 基金積立金 895 1,321 △ 426 基金運用益の積み立て

７ 公債費 100 100 0
診療報酬の支払費用を借り入れしたと
きの利息

８ 諸支出金 96,823 24,806 72,017
過年度に受けた交付金の精算にかかる
費用、過年度に収納した保険料の過誤
納付金を返還する費用

９ 予備費 100,000 3,000 97,000 保険給付費等の超過に充てる

・ 後期高齢者支援金等 0 3,603,177 △ 3,603,177
75歳以上が加入する後期高齢者医療制
度を支える医療保険者の負担金

・ 前期高齢者納付金等 0 12,884 △ 12,884
国保・被用者保険における65～74歳の前
期高齢者の偏在による保険者間の医療費
負担の不均衡を財政調整する拠出金

・ 老人保健拠出金 0 112 △ 112
老人保健法対象者に支給する医療費を
社会保険診療報酬支払基金へ拠出金と
して負担する

・ 介護納付金 0 1,314,248 △ 1,314,248
介護保険のための費用として社会保険
診療報酬支払基金に納付する費用

・ 共同事業拠出金 0 7,801,845 △ 7,801,845

高額な医療給付の発生による国保財政
の不安定を緩和するため三重県国民健
康保険団体連合会を実施主体とする再
保険事業への拠出金

　　　合　　　　計 28,117,000 33,615,000 △ 5,498,000

　　　　西川

　　　　℡　３５４－８１５８

２ 保険給付費

科　　　　目 比　　較 説　　明

１ 総務費

　担当　健康福祉部　保険年金課
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歳　　入 （単位：千円）

科　　目
平成３０年度
当初予算(案)

平成２９年度
当初予算

比　　較 説　　明

3,110,620 2,697,421 413,199 広域連合にて算定する保険料

後期高齢者医療保険料 3,110,620 2,697,421 413,199

特別徴収保険料 1,618,204 1,609,805 8,399

普通徴収保険料 1,492,416 1,087,616 404,800

２ 使用料及び手数料 1 1 0

３ 寄附金 1 1 0

４ 繰入金 3,304,700 3,130,688 174,012
一般会計から後期高齢者医療特
別会計に繰り入れる金額

保険基盤安定繰入金 617,808 553,946 63,862 県３／４

療養給付費負担金繰入金 2,418,474 2,330,524 87,950 広域連合にて算定　市の負担金

その他広域連合負担金繰入金 173,340 163,588 9,752 広域連合事務費、健康診査等

職員給与費等繰入金 95,078 82,630 12,448

５ 繰越金 1 1 0 前年度からの繰越金

６ 諸収入 37,677 32,888 4,789
延滞金、広域連合からの返還金
など

　　合　　　　計 6,453,000 5,861,000 592,000

歳　　出 （単位：千円）

科　　目
平成３０年度
当初予算(案)

平成２９年度
当初予算

比　　較 説　　明

123,509 107,101 16,408
後期高齢者医療事業運営のた
めの一般事務経費

6,320,738 5,746,146 574,592 広域連合規約に基づく負担金

一般管理事務費負担金 98,959 89,794 9,165

健康診査事業負担金 33,392 33,164 228

健康診査事業事務費負担金 12,357 12,186 171

保険料等負担金 3,111,116 2,698,088 413,028

保険基盤安定制度負担金 617,808 553,946 63,862

療養給付費負担金 2,418,474 2,330,524 87,950

市町負担金 28,632 28,444 188

50 50 0 資金を借り入れたときの利息

8,203 7,203 1,000
過年度に収納した保険料の過
誤納付金を返還する費用

500 500 0

　　　合　　　　計 6,453,000 5,861,000 592,000

　　　　℡　３５４－８１５８

５ 予備費

４ 諸支出金

３ 公債費

２ 後期高齢者医療
　 広域連合納付金

１ 後期高齢者医療保険料

１ 総務費

後期高齢者医療特別会計

　担当　健康福祉部　保険年金課

　　　　西川

90



 

 

 

 

１．目的 

働く世代が健康な生活を送るため、特定健康診査及びがん検診の精度を高め、健

診の質の向上を図る。また、市内の事業所に働きかけ、がん・糖尿病などの生活習

慣病の予防や検診の必要性を周知、啓発する。 

 

 

２．内容 

 

(１)【拡充】がん検診受診勧奨の実施           ２９，６５４千円 

働く世代の女性のがん対策として、乳がん検診の個別受診勧奨を行う年代を

現行の 40 歳代に加え 50 歳代にも拡充し、検診の習慣化を図る。 

 

(２) ＨＰＶ検査・胃内視鏡検診二重読影の実施       ２０，１７５千円 

子宮頸がん検診とあわせてヒトパピローマウイルス検査（ＨＰＶ検査）を行

うとともに、胃がん検診の精度を高めるため、二人の医師による画像チェック

を実施する。 

 

(３)【拡充】糖尿病早期発見のための特定健診検査項目の追加 １３，９５５千円 

生活習慣病予防の一環として、国民健康保険の特定健康診査における採血検

査項目に、ヘモグロビンＡ１ｃ検査を追加し、糖尿病の早期発見及び重症化の

防止を図る。 

 

(４) 事業所への生活習慣病予防啓発              ８４９千円 

市内の事業所に対し、運動・食生活の改善やがん検診の受診勧奨などを行い、

生活習慣病予防についての周知啓発を図る。 

 

 

３．予算額  ６４，６３３千円（財源内訳）  その他特財  ９，１１８千円 

（前年度 ４６，１７６千円）              （健康診査受診料） 

                           １３，９５５千円 
                               （国民健康保険料） 

                       国県支出金   １，８９７千円 

一般財源  ３９，６６３千円 

働く世代の健康づくり支援事業 

〔働く世代の健康づくり支援事業費・検診事業費 

・保険者特定健康診査等事業費〕 

担当 健康福祉部 健康づくり課 

    ℡ ３５４－８２８２ 

保険年金課 

    ℡ ３５４－８１５８ 
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１．目的 

飼い犬・飼い猫及び飼い主のいない猫の避妊・去勢手術費用を助成すること

で、無秩序な繁殖を抑制し、周囲に対する危害及び迷惑の防止を図るとともに、

人と動物が共生できる社会の実現をめざす。 

 

２． 内容 

飼い犬 

（雄）去勢手術：２，５００円、（雌）避妊手術：３，０００円 

 

【拡充】 

飼い猫・飼い主のいない猫 

  （雄）去勢手術：２，０００円 ⇒ ２，５００円 

  （雌）避妊手術：２，５００円 ⇒ ３，０００円 

 

特に相談が多い猫に対する手術費補助額を 500 円増額する。 

 

３．予算額  ４，４６１千円 （財源内訳）その他特財  ４，４６１千円 

(前年度 ３，７８５千円)     （犬の登録手数料、狂犬病予防注射済票交付手数料） 

                   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

収容された猫の内訳             猫の相談件数 

犬猫避妊等手術費助成補助金 

担当 健康福祉部 衛生指導課 

神谷 

℡ ３５２－０５９１ 
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こ ど も 未 来 部 
 

 

新年度予算における基本的な方針 

近年の社会・経済状況の変化に伴う少子化の進行や核家族化の進展、働く女

性の増加など、子どもや子育てをめぐる環境は大きく変化している。 

こうした中、本市にあっては、「四日市市子ども・子育て支援事業計画（平成

２７年度～３１年度）」に掲げる各種事業を着実に進め、妊娠から出産、乳幼児、

青少年に至るまで、途切れのない施策の展開を図り、子育て世代が安心して子

どもを産み、育てることができるよう、子育て支援のより一層の充実を図る。 

 

１．就学前の教育・保育について 

就学前の子どもの健やかな成長にとって適切な環境が等しく確保され、良

質かつ適切な教育・保育が提供されるよう提供体制を整備する。 

就学前の保育については、低年齢児を中心に待機児童が発生しているため、

民間保育所の新たな施設の整備に対して補助を行うとともに、低年齢児（０

～２歳児）を少人数で預かる地域型保育事業を実施することにより、保育提

供枠の拡大を進めていく。あわせて民間保育所における保育士の職務・職責

に応じた処遇改善を進め、年齢や発達に応じた子どもたちの成長を見守って

いく。 

また、共働き家庭等への支援充実を図るため、新たな病児保育室の設置に

向けた施設の整備を進める。 

就学前の教育については、園児数が著しく減少している公立幼稚園の教育環

境の適正化に向けた取り組みを計画的に進める。また、子ども・子育て支援新

制度により施設型給付の適用を受ける私立幼稚園に対しては、良質な就学前教

育を保障するために財政支援する。 

さらに、第３子以降の保育料の無償化について、中学校３年生までとしてい

る長子の年齢制限を撤廃して、保護者の経済的負担の軽減を図る。 

 

【主な事業】保育所事務費事業費          ３，６３５，８３９千円 

特別保育事業               １３２，３５９千円 

（民間保育所乳児保育促進事業費      １５，６００千円） 

（民間保育所延長保育事業費        ４８，５００千円） 

（民間保育所一時保育事業費        ２５，４９０千円） 

（民間保育所休日保育事業費         ９，０００千円） 

（病児・病後児保育事業費         ３３，７６９千円） 
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民間保育所等整備事業費          ８９５，９５１千円 

地域型保育事業費             ４８２，２８４千円 

病児保育室整備事業費            ２８，９２６千円 

幼稚園事務費事業費            ３０９，３９６千円 

私立幼稚園保育料補助金          ３８０，１２６千円 

 

 

２．児童福祉について 

育児の負担や不安、孤立感を和らげ、保護者が安心して子育てができるよ

う、子育て家庭を対象とした支援の充実を図る。 

そのため、引き続き中学校修了前までの子ども医療費助成を行い、子ども

の疾病の早期発見、早期療養、重篤化の防止と、子育て世帯の経済的負担の

軽減を図る。さらに、平成３０年４月からは、未就学児（６歳到達年度まで）

を対象に、市内医療機関での子ども医療費の窓口負担無料化を実施する。 

また、子育てに関する総合案内窓口や親子で利用できる子育て支援センタ

ー及び子ども子育て交流プラザにおいては、育児相談や子育てに関する情報

の提供を行い適切なサービスの提供につながるよう取り組むとともに、保護

者が必要な情報を容易に入手できるよう、子育て支援アプリや市のホームペ

ージ等を活用して子育てに関する情報発信を行う。 

学童保育所については、近年の利用児童数の増加により、施設整備の必要

性がますます高まっていることから、学童保育所の新築又は大規模改修等に

対する補助の割合及び上限額を拡大することで、運営委員会の負担を軽減し、

待機児童の解消と保育環境の向上を図る。 

児童虐待防止については、関係機関・団体や地域と連携しながら、養育上、

特に支援が必要な家庭への継続的な訪問・支援や親支援プログラム講座を拡充

して実施し、虐待の早期発見、早期対応、未然防止を目指す。 

ひとり親家庭等については、専任の支援員を中心にきめ細かな相談を行い、

給付金や貸付等も活用し自立につながる支援を行う。 

子どもの発達支援については、心理判定員、言語聴覚士、保育士、教員等

が子どもの発達に関する保護者の相談に早期対応するとともに、保健・福祉・

教育・医療の関係機関と連携し、早期支援につなげ、途切れのない支援を行

う。また、放課後等デイサービス事業などの通所支援の利用につなぎ、児童

の生活能力の向上や社会との交流の促進を図る。専門的な発達支援が必要な

子どもや保護者への支援の充実を図るため、引き続き児童発達支援センター

あけぼの学園の移転整備を進める。 
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【主な事業】子ども・子育て支援事業計画推進事業費        ４，６８９千円 

子ども医療費助成事業            １，０５９，７９０千円 

     不妊治療費助成事業費               ２８，５００千円 

児童手当                  ５，１６６，１３５千円 

児童扶養手当                  ９９９，９００千円 

地域子育て支援拠点事業費補助金          ５７，３１１千円 

父親の子育てマイスター事業費            １，８１６千円 

第２子以降子育てレスパイトケア事業         ３，４０７千円 

こども子育て交流プラザ事業費           ２５，１８２千円 

児童館自主事業費                  ２，０５９千円 

学童保育事業費                 ４７２，１７２千円 

ファミリー・サポート・センター事業費       １１，７６９千円 

子育て支援ショートステイ事業費           ４，２８７千円 

    児童虐待防止対策事業費               ４，５２８千円 

     ひとり親家庭等日常生活支援事業費          ２，００２千円 

母子家庭等自立支援給付金事業費           ８，５１４千円 

障害児通所事業費                ９６０，７０１千円 

プロジェクトU-8事業費（途切れのない指導・支援事業）    ３，９７３千円 

児童発達支援ｾﾝﾀｰあけぼの学園移転整備事業費 １，１８５，６９５千円 

 

３．母子保健事業について   

妊娠期から育児期に至る子育て世代の、出産や育児に関するさまざまな不安

や悩みの解消を図るため、妊娠届出、各種訪問や相談等のさまざまな機会を通

じて、妊産婦及び保護者の状況把握に努めるとともに、課題を早期に発見し、

必要に応じて関係機関と連携しながら適切な支援につなげる。 

また、妊産婦及び乳幼児期の各健康診査事業等の充実を図り、安心して妊娠、

出産を迎えることができるよう、医療機関をはじめとする各関係機関と連携し

た支援体制を整備するとともに、乳幼児の成長、発達を支援し、保護者の育児

不安の解消に努める。 

 

【主な事業】妊産婦乳幼児健康診査事業費         ３５２，４６２千円 

       妊産婦乳幼児保健指導事業費           ４，４６４千円 

こんにちは赤ちゃん訪問事業費          ８，９１３千円 

新生児聴覚スクリーニング検査助成事業費        １３７千円 

       乳幼児等予防接種事業費           ６７５，９６６千円 

       任意予防接種助成事業費             ８，２２８千円 
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４．青少年の健全育成について 

子どもの非行を未然に防止し、有害な環境や情報、犯罪から子どもを守る

ため、保護者や学校、関係機関、地域と連携を図るとともに、インターネッ

ト等の安全安心な利用の啓発や子どもの生活リズムの向上に取り組む。 

  また、少年自然の家においては、自然の中での様々な体験活動を通じて、

豊かな人間性、自己判断力、たくましさを身につけた子どもの育成に取り組

むとともに、施設の老朽化に対応して、必要な施設の修繕等を行う。 

 

【主な事業】親と子どもの豊かな育ち事業費         ２，８８５千円 

少年自然の家管理運営費           ８８，６４０千円 

少年自然の家施設整備事業費         ５２，７０５千円 

 

 

 

（決算議会等の指摘に対する主な事業） 

 ・公立幼稚園エアコン設置事業 

   平成３０年度から公立幼稚園の利用者負担額を保育園利用者と同様の応

能負担とすることに伴い、公立幼稚園の保育室（クラス運営分）にエアコ

ンを設置し、必要な環境改善を図っていく。 
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１．目的 

民間保育所の整備に対して補助を行い、待機児童の解消を図るとともに、特別保育

サービスの拡充や保育環境の整備を図る。また、地域型保育事業所における給食設備

について、経過措置により平成３１年度末までに整備する必要があるため、その整備

を行う事業所に対しても補助を行う。 

 

２．内容 

（１）民間保育所の新設に要する経費の一部を補助する。 
 

     ① 対象者  社会福祉法人 日の本福祉会 〔（仮称）日の本第二保育園〕 

       予定地  富洲原地区 

       定 員  ９０人 

       予算額  ２４４，０９５千円 
 
     ② 対象者  社会福祉法人 博秀会 〔（仮称）たいすいノース保育園〕 

       予定地  大矢知地区 

       定 員  １２０人 

       予算額  ２８５，８３２千円 
 

③ 対象者  社会福祉法人 宏育会 〔（仮称）よっかいちひばり第二保育園〕 

       予定地  下野地区 

       定 員  ６０人（０～３歳児） 

       予算額  １７４，６４５千円 

 

（２）民間保育所の増改築工事に要する経費の一部を補助する。 
 

       対象者  社会福祉法人 海山会 〔河原田保育園〕 

       所在地  河原田地区 

       定 員  １００名→１１０名（１、２才児１０名増） 

      予算額  １８９，６２９千円 

 

（３）地域型保育事業所の給食設備改修工事に要する経費の一部を補助する。 
 
     対象者  地域型保育事業所 ３施設 

      予算額  １，７５０千円 

 

３．予算額 ８９５，９５１千円    （財源内訳） 

（前年度 ４７３，０５９千円）     国庫支出金(2/3・1/2) ６３９，２７５千円 

                    一般財源             ２５６，６７６千円 

 

民間保育所等整備事業 

※部局別総括予算説明資料用 

担当 こども未来部保育幼稚園課 

    田宮、岡田 

    ℡３５４－８１７３ 
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１．目的 

病児・病後児保育事業を新たに実施する医療機関等に対して、施設整備に関する

補助を行い、特別保育サービスの拡充を行う。 

 

２．整備内容 

子ども・子育て支援整備交付金等を活用し、病児・病後児保育事業を実施するた

めの施設整備等に要する費用の一部を補助する。 

 
 

 対 象 者  社会福祉法人 宏育会 

 予 定 地  下野地区 

 施 設  同法人の所有地に新たに病児保育施設を整備する。 

 定 員  ３名 

 今後の予定  工事期間 平成３０年８月から平成３１年１月まで 

        平成３１年４月開設予定 

 

３．事業費 

 ○ 施設整備費 

   施設整備補助金 ２７，４２６千円 

〔子ども・子育て支援整備交付金〕 

 ○ 開設準備費 

   備品購入費補助金 １，５００千円 

             〔子ども・子育て支援交付金〕 

 

４．予算額 ２８，９２６千円 （財源内訳）国庫支出金（1/3） ９，６４２千円 

（前年度  １，５００千円）      県支出金（1/3）  ９，６４２千円 

                   一般財源      ９，６４２千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

病児保育室整備事業 

担当 こども未来部 こども未来課 

    片岡 

    ℡ ３５４－８０６９ 
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１．目的 

公立幼稚園の良好な環境整備のため、園児が最も長い時間を過ごす保育室に空調設

備を整備する。 

 

 

２．内容 

公立幼稚園に、現在保健室を兼用している職員室に加えて、新たに保育室（クラス

運営分）２１園（３５室分）にエアコンを設置する。夏季休業期間中の自由登園日を

増やすことができることなどから、就学前教育の一層の充実を図っていく。 

設置については、早期に必要な環境改善を図り、また、近年のクラス数の減少やこ

ども園化の計画園に柔軟に対応するため、３年間のレンタル契約により設置する。 

 

Ｈ３０年度  ７，１０３千円・・・レンタル料、取付費、撤去費 

Ｈ３１年度  ４，５３０千円・・・レンタル料  

Ｈ３２年度  ４，５７０千円・・・レンタル料 

 

 

３．予算額   ７，１０３千円  （財源内訳）一般財源   ７，１０３千円 

 

 

４．債務負担行為額 

    限度額 ９，１００千円 （総事業費 １６，２０３千円） 

    期 間 平成３０年度から平成３２年度まで 

 

 

 

 

 

（新）公立幼稚園エアコン設置事業 

 

担当 こども未来部保育幼稚園課 

    岡田 

    ℡３５４－８１７３ 

99



 

 

 

１．目的 

  私立幼稚園に就園する園児の保護者に対し、その所得及び長子の年齢に関わらず第３

子以降の児童にかかる保育料の負担を軽減することにより、子育て環境の充実を図る。 

 

２．内容 

私立幼稚園に就園する市内在住の園児が、中学校３年生以下の兄姉から数えて第３

子以降である場合に、保護者の所得に関わらず、保育料の全額を補助してきた。 

平成２８年度からは、国の補助制度（就園奨励補助金）により、年収約３６０万円

未満の世帯について、第３子以降の長子の年齢上限を撤廃した。 

〔「長子の年齢制限を中学校３年生まで」「年収３６０万円未満」の対応額分〕 

                             １０，２２１千円 

【拡充】平成３０年度から、本市独自の制度として、年収約３６０万円以上の世帯

についても長子の年齢上限を撤廃することにより、多子世帯における保護者負担の一

層の軽減を図り、より子育てしやすいまち四日市を目指す。 

〔長子の上限年齢を、中学校３年生から撤廃することによる増額分〕 

                             ３，１９９千円 

併せて、公立・私立保育園及び公立幼稚園についても同様の措置を講じ、保育料を減免する。 

（歳入減免相当分）計２４，８２６千円：内訳・公立、私立保育園 ２１，６８９千円 

                     ・公立幼稚園     ３，１３７千円 

                  （上記にはそれぞれ公立認定こども園を含む） 

○子を数える際の長子の年齢

年収360万円以上
国：小３以下の子から数える
市：中３以下の子から数える

→年齢制限撤廃へ

国：未就学児の子から数える
市：中３以下の子から数える

→年齢制限撤廃へ

※ 年収３６０万円未満は、幼稚園・保育園ともに、国の制度により年齢上限撤廃済み（平成２８年度～）

保育園

幼稚園

小4小3小2小10才 1才 2才 3才 4才 5才 中3中2中1小6小5

市独自拡充部分

市独自拡充部分

 

３．予算額   １３，４２０千円    （財源内訳）一般財源 １３，４２０千円 
 

私立幼稚園保育料補助金の全体事業費  ３８０，１２６千円     

                                       （財源内訳）国庫支出金（1/3）１０６，７４８千円 

一般財源       ２７３，３７８千円 

 
＜担当＞こども未来部 

保育幼稚園課 田宮 

内線：３４１３ 

私立幼稚園保育料第３子以降無償化事業 

（私立幼稚園保育料補助金） 
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１．目的 

  中学生までの子どもの医療費助成を行い、疾病の早期発見、早期療養、重篤化の  

防止により子どもの健全な育成を図るとともに、保護者の経済的負担を軽減する。 

また、平成３０年４月から、新たに未就学児（６歳到達年度末まで）を対象に、   

市内の医療機関での窓口負担無料化（現物給付）を実施し、市民の利便性の向上など

子育て支援の一層の充実を図る。 

 

２．内容 

 【拡充】未就学児を対象に、窓口負担無料化（現物給付）を新たに導入 
 
（１）子ども医療費（扶助費）                ９５１，５２４千円 

 未就学児 

（0～6歳） 

小学生 

（7～12 歳） 

中学生 

（13～15 歳） 
計 

助成件数 308,960 件 189,712 件 57,468 件 556,140 件 

助 成 額 514,466 千円（※1） 320,570千円 116,488千円 951,524千円 

 
 (※1)未就学児の助成額(514,466 千円)の内訳 

    ① 子ども医療            397,428 千円 

    ② 障害者医療からの移行分        3,174 千円 

    ③ 一人親家庭等医療からの移行分  10,971 千円 

    ④ 現物給付化による増           102,893 千円（①＋②＋③）×30％×10/12 月  

            

現物給付化の実施に伴い、未就学児が、障害者医療又は一人親家庭等医療の 

受給要件を満たす場合には、子ども医療費を優先とする。 

  

（２）その他 

  ・福祉医療証明書料経費                   ５６，２９７千円 

  ・子ども医療費助成事業事務費（審査支払手数料、福祉医療共同処理手数料等） 

５１，９６９千円       

 

３．予算額 １，０５９，７９０千円 （財源内訳）県支出金（1/2）３８８，５７２千円 

（前年度   ９５４，８２３千円）          一般財源     ６７１，２１８千円 

 
担当 こども未来部こども保健福祉課 

    山田 

    TEL３５４－８０８３ 

子ども医療費助成事業 

※部局別総括予算説明資料用 

101



 

 

１ 目的 

保護者の就労等により放課後等に留守家庭となる児童の健全育成とその保護者の就

労支援を目的に､遊びや生活の場として学童保育を行う地域の運営委員会に対し支援

する。 

また、近年の利用児童数の増加により施設整備の必要性がますます高まっているこ

とから、新築費及び「四日市市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準

を定める条例」に適合させる場合の増築費・大規模修繕費等の補助率と補助上限額を

引き上げる。このことにより、施設整備を行う運営委員会の負担を軽減し、待機児童

の解消と保育環境の向上を図る。 

 

２ 内容 

○国・県の補助制度に基づくもの 

・運営費（59 クラス）、障害児受入推進費等の補助    ４１４，７２４千円 

現 56クラス→59 クラス（学童分割：下野、川島、大矢知） 

・学童保育所の備品整備にかかる備品整備費補助       ５，６２０千円 

・有資格常勤指導員配置推進に関する補助         ２０，４６０千円 

・送迎支援費補助                     ３，１７８千円 

・キャリアアップ処遇改善補助               ２，９７６千円 

 

○市独自で行うもの 
 
【一部拡充】施設整備費補助                ※基準に適合させる事業に限る                

 補助率 補助上限額 

新築費 3/4→4/5 12,000 千円→14,400 千円 

増築費・大規模修繕費（※） 3/4→4/5 3,000 千円→ 4,000 千円 
                                         

・新築費補助、増築費・大規模修繕費補助、環境改善費補助 ２０，４００千円 

・資格研修費補助                     １，４４０千円 

・ＡＥＤ整備費補助                       ８０６千円 

 

○労務管理相談支援（社会保険労務士等による相談支援）      ２，１０６千円 

○その他事務費                         ４６２千円 

 

３ 予算額  ４７２，１７２千円 （財源内訳） 

（前年度  ３８６，３３２千円）  国庫支出金（1/2・1/3）１３２，２８５千円 

                  県支出金（1/2・1/3） １３８，２４８千円 

その他特財（施設使用料）   １，３２６千円 

一般財源       ２００，３１３千円 

学童保育推進事業 

担当 こども未来部 こども未来課 

    片岡 

    ℡ ３５４－８０６９ 
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１．目的 

市が保有する県地区社会福祉事業用地（下海老町地内）に児童発達支援センター

あけぼの学園を移転するため、新たな施設の整備を進める。 

 

２．内容 

 （１）建築工事                    ８１９，０００千円 

〔工事概要：園舎棟、屋外倉庫、屋根付き屋外通路、外構工事一式〕 

 （２）建築機械設備工事                １４５，０００千円 

    〔空調・換気・衛生器具・給排水・給湯・し尿浄化槽設備〕 

 （３）建築電気設備工事                １３４，０００千円 

    〔電灯・動力・受変電・構内交換設備・拡声設備等〕 

 （４）建築工事監理業務委託               １６，６５８千円 

 （５）発達支援等諸室の備品等一式            ６９，８８０千円 

 （６）給水分担金及び検査等手数料             １，１５７千円 

【位置図】              【完成イメージ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．予算額 １，１８５，６９５千円   （財源内訳）  県支出金１，０００千円 

（前年度  １４６，０００千円）         （みえ森と緑の県民税市町交付金） 

市債        ７９０，５００千円 

                        その他特財 ３７６，３８０千円 

（都市基盤・公共施設等整備基金繰入金他） 

                        一般財源   １７，８１５千円 

児童発達支援センターあけぼの学園移転整備事業 

担当 こども未来部 こども未来課 

    三井 

    ℡ ３５４－８０３８ 

（園舎棟 延床面積 2,907.28 ㎡） 
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商 工 農 水 部 

 

新年度予算における基本的な方針新年度予算における基本的な方針新年度予算における基本的な方針新年度予算における基本的な方針    

国内の景気は、輸出の増加などで生産が拡大基調にあるほか、設備投資も増加

している。個人消費についても良好な雇用所得環境により、緩やかな回復基調に

ある。また、本市における雇用情勢については、有効求人倍率が高い水準で推移

しており、着実に改善している。 

一方、世界経済情勢に目を向けると、アメリカの税制改革や、アジア新興国の

経済成長の鈍化、ＩＴ需要の動向などが日本経済へ及ぼす影響については不透明

な部分も多い。 

このような状況の変化をしっかり見据え、産業の活性化に資する様々な施策を

推進する。 

工業振興については、企業立地奨励制度等を活用し、企業の新規設備投資や研

究開発機能の強化を促進するとともに、四日市コンビナートの先進化に向けて、

新たなテーマとして国際競争力の強化やＣＯ２排出抑制等の環境問題への対応な

どの調査検討を行う。 

また、中小企業の新製品・新技術の開発、新分野への参入、海外展開、人材確

保、ＩｏＴ等の活用支援を行い、本市産業の持続的な発展を図る。 

商業振興については、買い物拠点の維持・再生に向けた取り組み支援や老朽化

している商店街のアーケード等共同施設の安全対策を支援することによる安心

安全な商店街づくりを促進するとともに、中心市街地のより一層の賑わい創出に

取り組み、活性化を図る。また、新たな創業を促進するための支援を継続すると

ともに、女性ならではの感性、独創的な発想をもって起業を志す女性をサポート

する女性起業家支援に取り組む。 

雇用対策については、産業の活性化策を通じた雇用の場の維持・創出に加え、

障害者を雇用する企業への補助や地域若者サポートステーションへの支援等に

より、障害者や就労困難な若年者等への就労支援を継続する。また、若手社員や

経営者等による、働き方改革についての意見交換の場を設け、企業のワークライ

フバランスの実現を目指す。 

観光及びシティプロモーションについては、大都市圏におけるイベントの開催

やメディア活用によるシティプロモーションを拡充し、本市の魅力を多様な方法

で広く市内外に発信し、交流人口の増加を図っていく。また、外国客船の四日市

港への入港が本格化することから、外国語版を含む観光案内マップの作成や公衆

無線ＬＡＮ（Wi-Fi）のエリア拡大など、乗船客のおもてなしを強化していく。

さらに、東海道、伊坂ダムサイクルパーク、もみじ谷など既存の観光資源の魅力

向上に取り組む。 

農水畜産施策については、平成２９年度に立ち上げた「農業再生戦略会議」を

受けて、「儲かる農業」の実践を目指す意欲ある農業者への支援策を強化し、新

たにＧＡＰ（農業生産工程管理）等の認証取得や農業経営の多角化・ビジネス化
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に向けた取り組みを支援する。また、次世代を担う農家の育成・確保、担い手農

家の規模拡大、機械・施設整備、６次産業化等への支援を継続し、安定した農業

経営体を育成する。さらに、地域で農地の集積や新規参入を促進する農地利用最

適化推進委員と充分連携をとり、農地中間管理機構等を通じた担い手農家への農

地集積を推進するとともに、荒廃農地の復元支援など、優良農地の保全・活用へ

の取り組みを進めていく。 

一方、サル、イノシシなどの鳥獣被害対策については、住民や猟友会等と連携

を深め、効果的な捕獲・追い払いを図るとともに、住民主体の取り組みへの支援

も強化し、被害軽減に取り組む。 

農業基盤の整備については、緊急性や重要性を考慮しながら、水利施設等農業

用施設の更新・改修に努める。 

漁港関連施設の整備については、防災機能の回復・向上を図り、背後地の生命・

財産を守るため、磯津地区海岸の養浜整備を行う。 

 

１．１．１．１．工業振興工業振興工業振興工業振興にににについてついてついてついて    

企業立地奨励金交付事業や民間研究所立地奨励金交付事業により、新規企業の

誘致や既存企業の設備投資及びマザー工場化の促進、また研究開発機能の集積に

よる新規事業分野への展開等を図るとともに、産業の高度化を担う人材育成支援

を行う。    

コンビナート先進化に向け、平成 29 年度の水素有効活用検討事業で確認され

た石油化学産業の対応の方向性を踏まえて、臨海部コンビナート企業による新た

なプラットフォームにおいて、国際競争力強化や環境負荷軽減等に向けた取り組

みやコンビナート内外の企業連携の可能性などについて調査検討を行う。 

 

【主な事業】 ものづくりエキスパート育成事業費     １０，０００千円 

企業立地奨励金交付事業費      １，３５０，０００千円 

民間研究所立地奨励金交付事業費     ２７６，０００千円 

四日市コンビナート先進化推進事業費     ６，０００千円 

 

２．中小企業支援について２．中小企業支援について２．中小企業支援について２．中小企業支援について    

中小企業の成長発展のために、新製品・新技術開発、成長分野等新分野への参

入、ＩｏＴ等の活用、海外を含めた販路拡大並びに海外人材の確保等を支援する

とともに、国際競争力強化に向けて、ベトナムとの経済交流に関する覚書に基づ

き商談会等による海外展開支援を行う。 

昨年４月に開設した企業ＯＢ人材センターにおいては中小企業等の支援のほ

か、小中学生を対象とする「ものづくり講座」等を通じて、次世代を担う人材育

成を図る。 

地場産業の活性化を図るため、国内外の見本市への出展支援や小学生を対象と

した萬古焼の作陶体験講座を行う。また、萬古焼業界が中心となって取り組む

「BANKO300th事業（沼波弄山（ぬなみろうざん）生誕 300 年事業）」を支援し、四

日市萬古焼の魅力を市内外に伝える。 

農業、商業、工業の関係者で農商工連携における課題や今後の取り組みの方向
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性について協議し、連携強化により販路開拓や商品開発等につなげる。 

融資制度による経営支援や国の認定を受けた創業支援事業計画に基づき、商工

会議所等と連携して行っている創業支援や、女性を対象とした創業支援を引き続

き実施し、創業による雇用創出や地域経済の活性化を図る。 

 

【主な事業】 中小企業新規産業創出事業費        １６，２３０千円 

ものづくりエキスパート育成事業費（再掲） １０，０００千円 

産学連携事業推進費             ３，３００千円 

地域産業支援事業費（企業ＯＢ人材センター）１０，３３３千円 

中小企業支援対策事業費          １４，２００千円 

地場産業体験学習事業費           ９，９４０千円 

農商工連携促進事業費                  ２００千円 

中小企業向け制度融資預託金     １，７０３，０００千円 

中小企業向け制度融資保証料補給金     ２０，９２０千円 

中小企業人材スキルアップ支援事業費補助金  ２，１００千円 

職業訓練事業費補助金            ２，０００千円 

創業支援事業費補助金            １，５００千円 

女性起業家育成支援事業費          ２，５００千円 

    

３．３．３．３．商業振興商業振興商業振興商業振興についてについてについてについて    

商店街の新たな顧客獲得に資する取り組みやイベントへの支援のほか、商店街の

空き店舗等への出店を支援し、買い物拠点の維持・再生、中心市街地等の活性化を

図るとともに、老朽化している商店街のアーケード等共同施設の安全対策を進め、安

心安全な商店街づくりへの取り組みを促進する。 

近鉄四日市駅周辺においては、冬のライトアップへの取り組みを支援するほか、商

業施設の賑わいが維持・促進するよう継続して支援を行い、中心市街地の活性化を図

る。 

また、高校生による課題研究の成果発表の場として商店街等を活用し、賑わいの創

出を図るほか、定期市など買い物拠点の維持・再生を促進する。 

 

【主な事業】 近鉄四日市駅西開発整備事業費       ４２，５００千円 

商店街共同施設安全対策事業費        ８，０００千円 

中心市街地活性化促進事業費(推進計画分含む）５，８５０千円 

すわ公園交流館管理運営費    ２９，４７４千円 

定期市活性化促進事業費    ２，８００千円 

買い物拠点再生事業費     １８，３００千円 

 

４．雇用対策について４．雇用対策について４．雇用対策について４．雇用対策について    

就労困難者の早期就労について、ハローワーク、教育機関、健康福祉部などと

連携し支援するとともに、引き続き企業訪問による効果的な啓発活動を進める。

また、地域若者サポートステーションへの支援や、資格取得を目指す求職者に対

する助成を継続する。 

特に、障害者雇用の促進のため、障害者を雇用した企業への奨励金の支給や障
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害者を雇用しようとする企業を対象に先進企業の現場見学も含めたセミナーを

開催する。 

さらに、企業のワークライフバランス実現を目指し、若手社員や経営者等が集

い、多様な働き方や男女が共に働きやすい職場について意見交換を行うワークス

タイル・イノベーションカフェを新たに開催する。 

【主な事業】 就労コーディネーター事業費         ３，４１６千円 

就労対策事業費（若年者就労支援他）     ３，２００千円 

障害者雇用促進事業費（特例子会社設立支援他）１，９５２千円 

障害者雇用奨励補助金            ３，３６０千円 

ワークスタイル・イノベーション推進事業費    ９４０千円 

 

５．観光及びシティプロモーションについて５．観光及びシティプロモーションについて５．観光及びシティプロモーションについて５．観光及びシティプロモーションについて    

大都市圏におけるイベント開催、ラジオ番組（レギュラー番組）によるシティ

プロモーション活動のほか、「四日市物語」に続く新たなＰＲ映像を作成しＳＮ

Ｓ等で発信するなど、多様な方法で本市の魅力を市内外へ積極的に発信する。 

外国客船の四日市港への入港に対応し、外国語版を含む観光案内マップの作成

や公衆無線ＬＡＮ（Wi-Fi）のエリア拡大など、乗船客へのおもてなしの取り組

みを強化するとともに、四日市港客船誘致協議会を通じて、クルーズ船社に対し

て本市の港や観光の魅力をＰＲするなど、四日市港へのさらなる客船誘致を推進

する。 

東海道を散策する来訪者へのおもてなしを図り、本市東海道の魅力を向上する

取り組みに対する支援を実施するとともに、伊坂ダムサイクルパークにおけるト

イレ改修など、既存の観光資源の魅力や利便性、安全性の向上に取り組む。 

さらに本市の代表的な行事である「大四日市まつり」、「四日市花火大会」、「四

日市サイクル・スポーツ・フェスティバル」を引き続き開催し、市民に楽しみを

提供するとともに、市外からの誘客のきっかけとしていく。 

 

【主な事業】 シティプロモーション事業費   ２９，０００千円 

東海道魅力アップ事業費    １，５８５千円 

観光施設整備事業費    ６，５００千円 

 観光対策推進事業費            １２，８１３千円 

大四日市まつり事業費           ２５，０００千円 

四日市花火大会事業費           ２４，８００千円 

四日市サイクル・スポーツ・フェスティバル事業費 

２１，０００千円 

客船誘致事業費    ６，０１９千円 

    

６．地産地消・優良農地の保全と担い手の育成について６．地産地消・優良農地の保全と担い手の育成について６．地産地消・優良農地の保全と担い手の育成について６．地産地消・優良農地の保全と担い手の育成について    

有識者及び農業者が参画する農業再生戦略会議での議論を受けて、「儲かる農

業」の実践を目指し、ＧＡＰ（農業生産工程管理）等の認証取得や、自家農産物

の加工等を通じた農業経営の多角化・ビジネス化に取り組む意欲ある農業者の育

成・支援を新たに実施する。また、これらの農業者のトレーニングや６次産業化

を支援できるような場として、農業センターの見直しについても検討を進める。 
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ふるさとの食推進事業では、ホームページやパンフレットを活用した消費者へ

の情報発信や食育活動を通じた農業者と消費者との交流を支援するとともに、学

校給食における地元食材の利用割合、使用量の増加に取り組む。 

優良農地保全事業では、荒廃農地の復元支援や市民菜園の開設経費を助成する

とともに、農地中間管理事業や農地バンク制度を定着させるなど農地集積を促進

し、農地の保全・有効活用を図る。 

担い手農家育成支援事業では、人・農地プランに位置づけられた中心経営体が

取り組む機械・施設整備を支援するとともに、農産物のブランド化や６次産業化

など、自家農産物の高付加価値化に取り組む農業者を支援する。 

次世代農家育成事業では、新規就農者に対する技術習得支援や初期投資補助な

どを通じて、経営の早期安定化を図るとともに、農業に参入する企業の初期投資

に補助を行い、次世代を担う農業者を育成・支援する。 

 

【主な事業】 農業再生戦略会議開催経費          １，９５０千円 

       農のビジネス化促進事業費          ５，８０４千円 

ふるさとの食推進事業費           ４，８８９千円 

優良農地保全事業費             ４，６００千円 

担い手農家育成支援事業費         １６，２００千円 

次世代農家育成事業費           ２６，８５７千円 

    

７．鳥獣被害防止対策について７．鳥獣被害防止対策について７．鳥獣被害防止対策について７．鳥獣被害防止対策について    

サル、イノシシ、シカなどの有害鳥獣による農作物への被害が深刻化している

ことから、地元自治会や猟友会等と連携を深め、効果的な捕獲・追い払いを図る

とともに、防護柵などの設置経費に加え、新たに自治会等による自主的な追い払

い活動に対しても助成し、地域ぐるみの総合的な被害防止対策を強化する。 

 

【主な事業】 鳥獣被害防止対策事業費          ２７，７２３千円 

    

８．畜産振興対策について８．畜産振興対策について８．畜産振興対策について８．畜産振興対策について    

畜産経営の強化に向けて、畜産農家及びその関係者が連携して畜産経営環境の

改善が重要であることから、畜産防疫や環境対策への取り組み支援に加え、畜産

クラスター計画に位置づけられた中心経営体の施設整備を支援する。 

 

【主な事業】 畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業費 ２４，１２２千円 

    

９．農業生産基盤の整備について９．農業生産基盤の整備について９．農業生産基盤の整備について９．農業生産基盤の整備について    

水利施設等老朽化した農業用施設の更新・補修を行い、機能保全、長寿命化を

図るとともに、災害を未然に防止し、農産物の安定生産を図る。 

 

【主な事業】 市単土地改良事業費           １００，０００千円 

多面的機能支払交付金事業費        ５９，１１５千円 

南・北排水機場維持管理事業費       １１，８３５千円 

土地改良施設維持管理適正化事業費     １２，５２５千円 
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１０．漁業生産基盤の整備について１０．漁業生産基盤の整備について１０．漁業生産基盤の整備について１０．漁業生産基盤の整備について    

老朽化や浸食等により機能が低下している磯津漁港区域内の海岸堤防につい

て、養浜整備を行い、防災機能の回復・向上を図り、背後地の生命・財産を守る。 

また、漁港施設の適切な機能を保全するため、楠漁港の航路浚渫を実施し、施

設の長寿命化を図る。 

 

【主な事業】 海岸保全施設整備事業費         １００，０００千円 

漁港施設保全整備事業費          １１，８７０千円 

    

１１．食肉センター食肉市場について１１．食肉センター食肉市場について１１．食肉センター食肉市場について１１．食肉センター食肉市場について    

消費者へ、より安全で高品質な食肉を安定供給するため、施設・設備の計画的

な更新整備、適切な施設維持・衛生管理を実施することにより、施設の安定稼働

に努める。 

また、市場流通の円滑化を図るため、卸売業者が実施する集荷・販売対策事業

を支援するとともに、新たにＨＡＣＣＰへの対応についても支援する。 

 

【主な事業】 食肉センター食肉市場施設維持管理事業費 １５８，０１３千円 

食肉センター食肉市場施設整備事業費   １７５，８００千円 

（うちアセットマネジメント  ３０，８００千円） 

市場機能強化対策事業費          ８３，３０２千円 

    

１２．競輪事業について１２．競輪事業について１２．競輪事業について１２．競輪事業について    

四日市競輪は、記念競輪を除いて、通年ナイターを実施するとともに、今年度

は西日本カップ競輪（昼）を開催することにより、車券売上額の確保を図る。 

また、競輪開催業務の総合委託などにより、ファンサービスの充実と収益向上

に努め、一般会計への繰り出しを行う。 

施設整備については、ドリームスペース屋根改修工事をはじめ適切な施設改修

を行い、施設環境の安全性、快適性の維持に努める。 

競輪事業の経営状況については、四日市競輪検証委員会で引き続き確認する。 

 

【主な内容】 競輪場施設整備事業費         １６１，６５９千円 

（うちアセットマネジメント  ６１，１６０千円） 

 

一般会計繰出金             ２００，０００千円 

    

    

※ 下線部は、新「シティプロモーション部」    
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１．１．１．１．目的目的目的目的    

農産物の安全性及び品質の向上、環境の保全等を推進する「ＧＡＰ（農業生産工程

管理）」や、危害の防止につながる特に重要な工程を継続的に監視・記録することに

より、製品の安全性を確保する衛生管理手法である「ＨＡＣＣＰ（危害分析・重要管

理点）」の普及推進を図る。また、認証取得に向けて取り組む農業者への支援を行う

ことにより、「儲かる農業」を目指し、国内だけでなく、輸出などを通じた海外への

農産物の販路拡大や農業経営力・競争力の向上を図る。 

    

    

２．内容２．内容２．内容２．内容    

◎ＧＡＰ等普及推進セミナーの開催                ９０千円 

    「ＧＡＰとは何なのか？」、「なぜ今認証取得なのか？」などの入門講座や、既

認証取得農業者から経験談を聴くなど、ＧＡＰ認証取得の普及促進を図るととも

に、認証取得により、国内だけでなく、輸出などを通じた海外への農産物の販路

拡大を図るなど、「儲かる農業」の実践を目指す講座を開催する。 

 

  ◎ＧＡＰ等認証取得推進事業費補助金の創設         １，６００千円 

    市内の農業者や生産組織等による輸出などを通じた農産物の販路拡大を支援す

る目的として、「ＧＡＰ（農業生産工程管理）」や「ＨＡＣＣＰ（危害分析・重要

管理点）」の認証取得に必要な経費の一部を支援する（ただし、他事業で助成を受

けた場合は補助対象外とする）。 

   【ソフト】補助対象経費：（初回・維持・更新）審査費用（審査員の旅費・宿泊費

を含む。）※初回認証から最大５年以内 

       補助率 上限金額 

JGAP / HACCP 補助対象経費の１／２以内 １００千円以内／回 

ASIAGAP 補助対象経費の３／５以内 １５０千円以内／回 

GLOBAL G.A.P. 補助対象経費の２／３以内 ３００千円以内／回 

 

   【ハード】補助対象経費：実践（認証取得）のために必要な施設整備費用 

        補助率：補助対象経費の１／２以内（上限金額５００千円以内） 

        （例：農薬保管庫、出荷調整施設の蛍光灯破損時の飛散防止対策、防

鳥・防虫対策に必要な資材、仮設トイレ など） 

 

 

３．３．３．３．予算予算予算予算額額額額        １，６９０千円  （財源内訳） 一般財源   １，６９０千円 

 

担当 商工農水部 農水振興課 

                        渋谷 

                           TEL３５４－８１８０ 

（新）ＧＡＰ等認証取得推進事業費 
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１．１．１．１．目的目的目的目的    

自家農産物の高付加価値化や、新たな販路の開拓など、農業経営の多角化・ビジネ

ス化のための講座等を拡充し、加工品の開発や販売に加え、情報発信力を強化するこ

とにより、６次産業化に取り組む農業者等を育成・支援する。 

 

    

２．２．２．２．内容内容内容内容    

◎【拡充】農産加工品開発・販売力強化講座（６回連続講座）    ５７８千円 

    特産品・農産加工品開発の専門家を講師に迎え、生産者の思いが伝わる商品づ

くりを学び、既存商品の改良や新たな商品開発に取り組む農業者等を支援する講

座。 

 

  ◎【拡充】販売戦略・情報発信力強化講座（４回講座）      １７５千円 

    販売戦略や情報発信の専門家を講師に迎え、自身の商品の魅力やセールスポイ

ントを再確認することで、効果的な販売戦略や情報発信の方法を学び、新たな販

路の開拓を目指す農業者等を支援する講座。 

 

  ◎６次産業化セミナー先進地視察                １７７千円 

    ６次産業化に取り組んでいる県内外の先進地を訪問し、施設の見学・意見交換

等を通じて先進事例を学び、自身の今後の取り組みに生かす。 

 

  ◎６次産業化セミナー等の開催情報の発信            １８４千円 

    市や県などが開催する、６次産業化に関するセミナー等の情報を、認定農業者・

認定新規就農者等に案内文書を送付して情報提供する。 

 

 

３３３３．．．．予算予算予算予算額額額額        １，１１４千円  （財源内訳） 一般財源   １，１１４千円 

（前年度    ３４８千円） 

 

 

 

 

 

 

 

担当 商工農水部 農水振興課 

                        渋谷、伊藤 

                           TEL３５４－８１８０ 

６次産業化ステップアップ支援事業費 

111



 
 
 

 

１．目的１．目的１．目的１．目的    

平成２９年度に立ち上げた農業再生戦略会議では、「儲かる農業」の実現に

向け、農産物の６次産業化やブランド化、販路拡大等に加え、農業センターの

活用方法について議論してきた。 

そこで、農業再生戦略会議での議論や生産者団体などの意見も十分参考にし

ながら、意欲的な農家の育成、実践的研修の場としての活用など、農業センタ

ーが今後求められる役割、機能等について、調査、検討を進める。 

 

２．内容２．内容２．内容２．内容    

（１）農業センター活用方策の策定及び調査業務  ２，５００千円 

下記に示すようなテーマに基づき、今後求められる役割、機能等を明確化す

るための調査、検討を行う。 

 

○検討するテーマ（案） 

 ・６次産業化支援（農産物加工のための試作、直売）の役割 

 ・農産物の高付加価値化の取り組み支援(規格化、新品種導入等) 

 ・農業者の研修の場（ＧＡＰなど） 

 ・三重県（農業研究所、農業大学校）との連携 

 ・地産地消や食育の場 

 ・子どもの農業学習支援、市民の農業体験の場 

 

（２）先進地視察                  ５００千円 

 農業の総合的な研修センターなど、県内外の先進地を視察する。 

 

 

３．予算額３．予算額３．予算額３．予算額  ３，０００千円   （財源内訳）一般財源 ３，０００千円 

 

 

 

 

商工農水部 農水振興課 

 農業センター  宮本 

 TEL３２６－１０３２ 

（新）農業センター基本構想策定事業費 
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１．目的１．目的１．目的１．目的    

市内立地企業の新規設備投資の促進や、新規産業を誘致するため、企業の新たな設

備投資に対して奨励措置を講じる。 

 

２．内容２．内容２．内容２．内容    

企業立地促進条例に基づき、事業所などの新設・増設事業について、新たに投下さ

れた固定資産総額（土地、家屋、償却資産）に対する固定資産税・都市計画税相当額

の一定割合及び事業所税資産割相当額（中小企業の場合のみ）を立地奨励金として交

付する。なお、本制度は平成 27 年度より、競争力の高い企業の誘致・創出と産業の多

様化を図るための制度改正を行っている。 

（１）平成 26 年度以前の指定事業の奨励金交付額 

  ・交付額上限１０億円、交付期間５年間 

  ・対象税額の累計が１０億円までは１／２、１０億円を超える部分は１／１０ 

（２）平成 27 年度以降の指定事業の奨励金交付額 

 ・交付額上限１０億円、交付期間３年間 

 ・対象税額の累計が１０億円までは１年目１／２（重点分野事業は２／３）、 

２～３年目２／３、１０億円を超える部分は１／１０ 

 

３．３．３．３．実績（実績（実績（実績（H29H29H29H29・・・・H30H30H30H30 年度は見込）年度は見込）年度は見込）年度は見込）    

年度 新規交付開始事業 
新規交付開始事業

の投資総額(百万円) 

奨励金交付件数 

        （件） 

奨励金交付額 

      （千円） 

Ｈ２６年度 ６社  ８事業 １１，５４６ ４６ ３７１，２４５ 

Ｈ２７年度 ９社 １０事業 ９，０８９ ４７ ２９８，４４４ 

Ｈ２８年度 ４社  ４事業 ４０，８８２ ４２ ４５７，９７６ 

Ｈ２９年度 ７社  ７事業 １４，２５４ ３８ ３７７，０００ 

Ｈ３０年度 １０社 １１事業 ２６１，６９８ ３９ １，３５０，０００ 

合計 ３１社 ４０事業 ３３７，４６９ ２１２ ２，８５４，６６５ 

 

４．予算額４．予算額４．予算額４．予算額  １，３５０，０００千円（財源内訳）一般財源１，３５０，０００千円 

（前年度 ４３８，０００千円） 

 

 

 

 

企業立地奨励金交付事業費 

 

担当 商工農水部 商工課 

矢澤、服部 

℡ ３５４－８１７８ 
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１．目的１．目的１．目的１．目的    

本市臨海部のコンビナートは、エネルギー・素材の安定供給および地域の振興・産

業の発展のため、環境との調和を図りながら発展してきた。平成 29 年度の「臨海部に

おける水素有効活用検討事業」の中では、人口減少による燃料油の需要減や、地球環

境問題におけるＣＯ2排出抑制、次世代自動車の普及、シェールガスの産出増など、今

後、石油化学産業ではこれらの環境変化への対応も重要との方向性が確認された。 

このような経緯も踏まえたうえで、四日市コンビナートの先進化に向け、①国際競

争力の強化、②事業所間競争での比較優位性確保、③地球環境問題への対応、④各種

規制改革の提案、以上の目的達成に向けた取り組みを推進し、これらの成果として操

業環境のより一層の改善を図っていく。 

 

２．内容２．内容２．内容２．内容    

（１）調査検討の場   

「地域の産業発展に貢献し、持続的成長を遂げる四日市コンビナートの先進化」を

目標として、国際競争力の強化及び地球環境負荷の軽減を図る。具体的には、以下の

テーマを中心にコンビナート企業によるプラットフォームにおいて調査検討を実施

し、コンビナート先進化に向けた戦略を構築する。 

 

①国際競争力の強化（燃料・原料の多様化・安定化） 

 今後はアメリカを中心とするシェールガス（天然ガス）の産出増により、安価

なエチレン（石油化学製品の基礎原料）が国内に参入し、四日市コンビナートの

ナフサクラッカー（エチレン生産装置）の競争力が低下する可能性がある。また、

天然ガスの普及に伴う家庭用熱源としてのＬＰＧの需要低下や、用途が限られる

重質油の化学原料化など、燃料・原料は多様化が求められている。 

そこで、各種原料燃料について、四日市コンビナートにおける原料転換・燃料

転換の可能性や技術の調査検討を行う。その他、石油化学産業の環境変化に応じ

た中長期的な対応等についても調査検討を行う。 

 

②事業所間競争での比較優位性の確保 

  各企業は、海外のみならず国内の他企業、事業所間での競争に直面しており、そ

の中で、本市での事業活動の優位性を高めていくため、産業インフラの効率的な運

用等の操業環境について、他事業所との比較から課題を抽出し、本市の優位性確保

のための方策を検討していく。 

（新）四日市コンビナート先進化推進事業費 
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③地球環境負荷の軽減               

 世界的に地球環境問題に対する意識が高まっており、今後はコンビナートにお

いてもさらなる環境対策を求められる可能性がある。そこで地球環境に優しい四

日市コンビナートを推進するため、ＣＯ2 フリーエネルギー（水素、アンモニア

等）を用いた既存設備の活用可能性等の調査検討を行う。 

 

④規制改革の提案                   

 技術革新に伴う新技術を活用した自主保安の高度化の促進や、企業が投資を行

う際の規制について、合理的な規制改革の方策を検討し、円滑な設備投資を促す。 

 

（２）企業間連携の場  

    国内の石油化学産業の競争力を強化するためには、コンビナート内外での企業

間連携は重要である。そこで、調達・精製コストの低減や製品の高付加価値化を

図りコンビナートの生産性を高めるため、２、３社程度の企業間での連携事業を

促進させる。 

 

 

３．予算額３．予算額３．予算額３．予算額  ６，０００千円  （財源内訳）一般財源 ６，０００千円 

 

 

 担当 商工農水部 商工課 

矢澤、服部 

℡ ３５４－８１７８ 
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１．目的１．目的１．目的１．目的    

 中心市街地の商店街では、昭和４０～５０年代に商店街振興組合等によって、中心商業

地近代化の手段として、アーケードが整備され一部改修も経ながら維持管理されている。 

近年、アーケード等の共同施設が老朽化してきていることから、商店街振興組合等によ

るアーチ及びアーケードの安全対策事業に対して補助することで、安心・安全な商店街づ

くりを促進する。 

 

 

２．内容２．内容２．内容２．内容    

老朽化したアーケードについて、所有者である振興組合又は発展会が、安全対策を目

的として調査又は調査に基づく改修を行うに際し、経費の一部を補助する。 

（１）対象団体 

  ・商店街振興組合 

  ・任意団体（中小小売商業者を主たる構成員とする法人格を有しない団体） 

（２）対象事業 

  安全対策として実施するアーチ又はアーケードの調査、改修 

（３）対象経費 

  調査、改修に要する費用 

（４）補助条件、補助率等 

区 分 調 査 改 修 

補助条件 
一級建築士による現況調査

であること 

一級建築士による調査報告書に基づく安全

対策上必要な補強改修であること 

補助率 対象経費の１／２以内 対象経費の２／３以内 

補助限度額 １団体あたり ５００千円 
法 人 １団体あたり ２，０００千円 

任意団体 １団体あたり １，０００千円 

 

 

３．３．３．３．予算額予算額予算額予算額  ８，０００千円   （財源内訳）一般財源 ８，０００千円 

（新）商店街共同施設安全対策事業費 

担当 商工農水部 商工課 

花尻、伊藤 

℡ ３５４－８１７５ 
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１１１１．目的．目的．目的．目的    

生産性向上や低コスト化、省力化、製品の高付加価値化等に繋げるため IoT（モ

ノのインターネット）等を用いた設備投資に意欲のある市内中小製造業者に対し、

外部の IT 専門家の活用にかかる経費の一部を支援することにより、事業競争力の

強化を図る。また、自社の置かれた環境から強み・弱みを認識、分析し、生産性

向上等に資する要素として、具体的な IoT 等の導入に取り組む事業者に対して、

その経費の一部を支援することにより、経営基盤の強化及び活性化を図る。 

 

２２２２．内容．内容．内容．内容    

（１）中小企業ＩｏＴ等活用促進事業補助金    ２，６００千円 

主たる事業所を市内に有して、1 年以上事業を営む中小製造業者が対象 

区分 ①  IoT 等活用計画策定事業 ②  IoT 等本格導入推進事業 

対象事業 外部の IT 専門家等を活用して、

生産性向上や低コスト化、製品の

高付加価値化等に繋がる IoT導入

可能性の検討、又は IoT 等を用い

た設備投資計画を策定する事業 

自社の置かれた環境から強み・弱

みを認識、分析し、生産性向上等

に資する要素として、具体的な IoT

等の導入に取り組む事業 

対象経費 ・IoT に関する研修・講座参加費 

・コンサルティング委託経費 

・専門家依頼経費 

・システム開発委託費 

・パッケージソフト導入費 

・クラウドサービスの導入・初期

費用 

・コンサルティング委託経費 

・専門家依頼経費 

（ハードウェアは対象外） 

補助金額 上限８００千円 上限１，０００千円 

補助率 ３分の２以内 ２分の１以内 

件数 ２件程度 １件程度 

 

（２）IoT 導入等に係るセミナー・個別相談の開催 ２，０００千円 

IoT 導入の利活用によるメリット、導入事例の紹介、導入手順等を紹介する

「IoT 導入支援セミナー」を開催し、導入促進を図る。また、各種支援機関等に

よる個別相談会（設備の効率化、セキュリティー対策等）も併せて実施し、ニ

ーズに応じて専門家派遣も実施する。 

 

３３３３．予算額．予算額．予算額．予算額  ４，６００千円  （財源内訳）一般財源 ４，６００千円 

 

(新)中小企業 IoT 等活用促進事業費 

担当 商工農水部 商工課 

矢澤、服部 

℡ ３５４－８１７８ 
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１．目的１．目的１．目的１．目的    

平成 30

念すべき年を迎える。

力に感謝するとともに、萬古焼

力などを発信するため、萬古焼業界が中心となり、

いる。 

 BANKO300th

館」を中心に展開され

日市萬古焼の魅力を伝え、市内外への情報発信を図る。

 

２．内容２．内容２．内容２．内容    

 四日市萬古焼のブランドや魅力などを発信するため、

在に至るまでの萬古焼の展示を行う「魅力展示」

紹介する本を発行する「記念誌発行」、市内外の方々に萬古焼を体験・体感していただく「ふ

れあい」の３つの事業を企画している。

通じた四日市萬古焼の情報発信を行う各種催しを実施する

 

３．補助内容３．補助内容３．補助内容３．補助内容

平成 30

とに資する事業について、

助する。 

（１）補助対象経費

（２）補助率：

 

４４４４．予算額．予算額．予算額．予算額

 

BANKO300th

 

 

（新）萬古焼陶祖・沼波弄山生誕

    

30 年は、萬古焼の創始者である沼波弄山（ぬなみろうざん）の生誕

念すべき年を迎える。

力に感謝するとともに、萬古焼

力などを発信するため、萬古焼業界が中心となり、

BANKO300th 事業（沼波弄山生誕

館」を中心に展開され

日市萬古焼の魅力を伝え、市内外への情報発信を図る。

    

四日市萬古焼のブランドや魅力などを発信するため、

在に至るまでの萬古焼の展示を行う「魅力展示」

紹介する本を発行する「記念誌発行」、市内外の方々に萬古焼を体験・体感していただく「ふ

あい」の３つの事業を企画している。

通じた四日市萬古焼の情報発信を行う各種催しを実施する

３．補助内容３．補助内容３．補助内容３．補助内容    

30 年度に実施される

とに資する事業について、

 

（１）補助対象経費

（２）補助率：５分の４

．予算額．予算額．予算額．予算額 ７，０００千円

BANKO300th ロゴマーク

（新）萬古焼陶祖・沼波弄山生誕

年は、萬古焼の創始者である沼波弄山（ぬなみろうざん）の生誕

念すべき年を迎える。そこで、

力に感謝するとともに、萬古焼

力などを発信するため、萬古焼業界が中心となり、

（沼波弄山生誕

館」を中心に展開されるものであり

日市萬古焼の魅力を伝え、市内外への情報発信を図る。

四日市萬古焼のブランドや魅力などを発信するため、

在に至るまでの萬古焼の展示を行う「魅力展示」

紹介する本を発行する「記念誌発行」、市内外の方々に萬古焼を体験・体感していただく「ふ

あい」の３つの事業を企画している。

通じた四日市萬古焼の情報発信を行う各種催しを実施する

年度に実施される BANKO300th

とに資する事業について、萬古陶

（１）補助対象経費：事業ＰＲ、

５分の４ 

，０００千円  

 

ロゴマーク 

（新）萬古焼陶祖・沼波弄山生誕

（萬古焼の里推進事業費）

年は、萬古焼の創始者である沼波弄山（ぬなみろうざん）の生誕

そこで、四日市萬古焼の伝統と文化を伝え続けた先人達の偉業と努

力に感謝するとともに、萬古焼の遺産を未来への資産とし、四日市萬古焼のブランドや魅

力などを発信するため、萬古焼業界が中心となり、

（沼波弄山生誕 300 年事業）

るものであり、本市としても事業に要する経費の一部を

日市萬古焼の魅力を伝え、市内外への情報発信を図る。

四日市萬古焼のブランドや魅力などを発信するため、

在に至るまでの萬古焼の展示を行う「魅力展示」

紹介する本を発行する「記念誌発行」、市内外の方々に萬古焼を体験・体感していただく「ふ

あい」の３つの事業を企画している。

通じた四日市萬古焼の情報発信を行う各種催しを実施する

BANKO300th

萬古陶磁器振興協同組合連合会に対し、その

事業ＰＲ、展示・

  （財源内訳）

 ＜沼波弄山＞

沼波弄山は、享保３年（

れ、茶道の趣味が興じ、元文年間（

小向に窯を開き、自ら茶器を作るまでに至る。

これが萬古焼の始まりである。

弄山の作品は茶人の間でも評判を呼び、江戸

でも人気を博した

（新）萬古焼陶祖・沼波弄山生誕

（萬古焼の里推進事業費）

年は、萬古焼の創始者である沼波弄山（ぬなみろうざん）の生誕

四日市萬古焼の伝統と文化を伝え続けた先人達の偉業と努

の遺産を未来への資産とし、四日市萬古焼のブランドや魅

力などを発信するため、萬古焼業界が中心となり、

年事業）は、産地の拠点施設である「ばんこの里会

本市としても事業に要する経費の一部を

日市萬古焼の魅力を伝え、市内外への情報発信を図る。

四日市萬古焼のブランドや魅力などを発信するため、

在に至るまでの萬古焼の展示を行う「魅力展示」のほか、萬古焼の作品や関係する場所を

紹介する本を発行する「記念誌発行」、市内外の方々に萬古焼を体験・体感していただく「ふ

あい」の３つの事業を企画している。また、このほかに

通じた四日市萬古焼の情報発信を行う各種催しを実施する

BANKO300th 事業のうち、

磁器振興協同組合連合会に対し、その

展示・デザイン等

（財源内訳） 一般財源

＜沼波弄山＞ 

沼波弄山は、享保３年（

れ、茶道の趣味が興じ、元文年間（

小向に窯を開き、自ら茶器を作るまでに至る。

これが萬古焼の始まりである。

弄山の作品は茶人の間でも評判を呼び、江戸

でも人気を博した

（新）萬古焼陶祖・沼波弄山生誕

（萬古焼の里推進事業費）

年は、萬古焼の創始者である沼波弄山（ぬなみろうざん）の生誕

四日市萬古焼の伝統と文化を伝え続けた先人達の偉業と努

の遺産を未来への資産とし、四日市萬古焼のブランドや魅

力などを発信するため、萬古焼業界が中心となり、BANKO300th

は、産地の拠点施設である「ばんこの里会

本市としても事業に要する経費の一部を

日市萬古焼の魅力を伝え、市内外への情報発信を図る。 

四日市萬古焼のブランドや魅力などを発信するため、ばんこの里会館で江戸時代から現

のほか、萬古焼の作品や関係する場所を

紹介する本を発行する「記念誌発行」、市内外の方々に萬古焼を体験・体感していただく「ふ

また、このほかに大都市圏を中心に

通じた四日市萬古焼の情報発信を行う各種催しを実施する。

事業のうち、市内外へ萬古焼の認知度を高めるこ

磁器振興協同組合連合会に対し、その

等に要する費用

一般財源７

沼波弄山は、享保３年（1718

れ、茶道の趣味が興じ、元文年間（

小向に窯を開き、自ら茶器を作るまでに至る。

これが萬古焼の始まりである。

弄山の作品は茶人の間でも評判を呼び、江戸

でも人気を博した。 

担

（新）萬古焼陶祖・沼波弄山生誕 300

（萬古焼の里推進事業費）

年は、萬古焼の創始者である沼波弄山（ぬなみろうざん）の生誕

四日市萬古焼の伝統と文化を伝え続けた先人達の偉業と努

の遺産を未来への資産とし、四日市萬古焼のブランドや魅

BANKO300th プロジェクトを立ち上げて

は、産地の拠点施設である「ばんこの里会

本市としても事業に要する経費の一部を

ばんこの里会館で江戸時代から現

のほか、萬古焼の作品や関係する場所を

紹介する本を発行する「記念誌発行」、市内外の方々に萬古焼を体験・体感していただく「ふ

大都市圏を中心に

。 

内外へ萬古焼の認知度を高めるこ

磁器振興協同組合連合会に対し、その

に要する費用 

７，０００千円

1718 年）に桑名の

れ、茶道の趣味が興じ、元文年間（1736

小向に窯を開き、自ら茶器を作るまでに至る。

これが萬古焼の始まりである。 

弄山の作品は茶人の間でも評判を呼び、江戸

担当 商工農水部

矢澤、山口

℡ ３５４－８１７８

300 年事業費補助金

（萬古焼の里推進事業費） 

年は、萬古焼の創始者である沼波弄山（ぬなみろうざん）の生誕 300 年という記

四日市萬古焼の伝統と文化を伝え続けた先人達の偉業と努

の遺産を未来への資産とし、四日市萬古焼のブランドや魅

プロジェクトを立ち上げて

は、産地の拠点施設である「ばんこの里会

本市としても事業に要する経費の一部を補助

ばんこの里会館で江戸時代から現

のほか、萬古焼の作品や関係する場所を

紹介する本を発行する「記念誌発行」、市内外の方々に萬古焼を体験・体感していただく「ふ

大都市圏を中心に BANKO300th

内外へ萬古焼の認知度を高めるこ

磁器振興協同組合連合会に対し、その事業費の一部を補

，０００千円 

年）に桑名の廻船問屋の家に生ま

1736 年－1741 年）に朝日町

小向に窯を開き、自ら茶器を作るまでに至る。 

弄山の作品は茶人の間でも評判を呼び、江戸 

商工農水部 商工課

矢澤、山口 

３５４－８１７８

年事業費補助金

年という記

四日市萬古焼の伝統と文化を伝え続けた先人達の偉業と努

の遺産を未来への資産とし、四日市萬古焼のブランドや魅

プロジェクトを立ち上げて

は、産地の拠点施設である「ばんこの里会

補助し、四

ばんこの里会館で江戸時代から現

のほか、萬古焼の作品や関係する場所を

紹介する本を発行する「記念誌発行」、市内外の方々に萬古焼を体験・体感していただく「ふ

BANKO300th を

内外へ萬古焼の認知度を高めるこ

の一部を補

船問屋の家に生ま

年）に朝日町

商工課 

３５４－８１７８ 

年事業費補助金 

 

年という記

四日市萬古焼の伝統と文化を伝え続けた先人達の偉業と努

の遺産を未来への資産とし、四日市萬古焼のブランドや魅

プロジェクトを立ち上げて

は、産地の拠点施設である「ばんこの里会

し、四

ばんこの里会館で江戸時代から現

のほか、萬古焼の作品や関係する場所を

紹介する本を発行する「記念誌発行」、市内外の方々に萬古焼を体験・体感していただく「ふ

を

内外へ萬古焼の認知度を高めるこ

の一部を補

年）に朝日町
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シティプロモーション事業費 

 

 

１．目的１．目的１．目的１．目的    

「四日市市観光・シティプロモーション条例」に基づき、本市の観光及びシティ

プロモーションに関する戦略における重点事業を推進することで、本市の魅力を広

く市内外に発信し、集客力の向上を図る。 

 

２．内容２．内容２．内容２．内容    

 （１）【拡充】シティプロモーション映像リニューアル   ５，０００千円 

  観光資源に焦点をあてたＰＲ映像として制作した「四日市物語」と異なり、

人物と物語を軸としたショート映像（１５分程度）を制作し、新しいメディ

アとして定着したＳＮＳ等でのプロモーションに対応していく。 

（２）【拡充】メディア活用事業     １５，２００千円 

  ・東海ラジオでのシティプロモーション番組放送（１２,０００千円） 

  平成２８年度下期と平成２９年度上期に放送したシティプロモーションラ

ジオ番組に通年（平成２９年度は６ヶ月）で取り組み、四日市市の情報や

魅力を発信する。 

・シネアド上映（３,２００千円） 

  名古屋ミッドランドスクエアシネマズと１０９シネマズ四日市において、

「四日市物語」をシネアドとして２６週（７月中旬～１月中旬）（平成２９

年度は１３週）上映する。 

（３）シティプロモーションイベント事業        ８，３００千円 

・「四日市ＳＴＹＬＥ」開催（４,５００千円）  

名古屋圏と関西圏において、シティプロモーションイベント「四日市ＳＴ

ＹＬＥ」を各１回開催する。市長のトップセールスの場として、内容の充

実を図る。 

・観光ＰＲイベントへの出展等（３,８００千円） 

市外県外で開催される観光ＰＲイベントに出展する。併せて、ＰＲ用チラ

シ、ポスター、ノベルティ等を制作する。 

（４）商工会議所観光関連事業補助金          ５００千円 

 まちなかの賑わい創出イベントなど、商工会議所が実施する観光関連事業

に対して補助を行う（平成２９年度は「多言語版飲食観光案内パンフレット」

の作成に対して補助予定）。 

 

３．予算額３．予算額３．予算額３．予算額 ２９，０００千円 （財源内訳）一般財源 ２９，０００千円 

  （前年度 ２２，９００千円） 

 

 

担当 商工農水部 

観光・シティプロモーション課 

 水谷、田中 

TEL：３５４－８２８６ 
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環  境  部 

 

新年度予算における基本的な方針新年度予算における基本的な方針新年度予算における基本的な方針新年度予算における基本的な方針    

市民や市民活動団体、事業者、行政などあらゆる主体が協働して、「低炭素

社会」、「循環型社会」、「自然共生社会」、「快適生活環境社会」の実現に向けた

環境先進都市を目指す。 

特に、低炭素社会の実現に向けては、パリ協定並びに国の温暖化対策を踏ま

えて四日市市環境計画に掲げた温室効果ガス削減目標の達成に向け、市民、事

業者、行政が一体となった取り組みを行い、地球温暖化対策を推進していく。 

また、四日市市クリーンセンターなどの施設を安全に稼働させ、ごみを適

正に処理するとともに、ごみ処理基本計画に基づき、廃棄物の減量化及び資

源化のさらなる推進を図る。 

四日市公害と環境未来館においては、ホームページの充実を通して、更な

る情報発信に取り組み、市民をはじめ多くの方々の来館につなげるとともに、

市民・環境活動団体・事業者と協働しながら、環境学習、環境活動の充実を

図る。 

 

１．地球温暖化対策の推進について１．地球温暖化対策の推進について１．地球温暖化対策の推進について１．地球温暖化対策の推進について    

温室効果ガスの削減に向けて、「創エネ」、「蓄エネ」、「省エネ」を柱とした

スマートシティの視点を取り入れながら、家庭向けに新エネルギー設備等の

導入促進を図る。また、中心市街地におけるまちづくり施策（都市機能誘導

施策等）と整合したスマートシティの推進について、調査・研究を進める。 

市民や事業者と連携した地球温暖化対策を進めるため、環境省が推進する

国民運動「クールチョイス」（賢い選択）の普及啓発を展開する。 

 【主な事業】 地球温暖化対策事業費            ４１，６００千円 

クールチョイス普及啓発事業費         ３，０００千円 

    

２．環境人材育成及び自然環境保全について２．環境人材育成及び自然環境保全について２．環境人材育成及び自然環境保全について２．環境人材育成及び自然環境保全について    

環境人材の育成として、本市と中国天津市並びに米国ロングビーチ市の次

代を担う高校生を対象に環境学習・交流を行う。 

自然環境の保全として、設置後１０年以上が経過し老朽化した吉崎海岸の

観察路を改修するほか、市内の自然環境をまとめた冊子の作成や特定外来生

物の防除を実施する。 

【主な事業】 次世代環境人材育成事業費          ３，４８２千円 

        吉崎海岸保全事業費            ５９，８００千円 

        自然環境保全推進事業費           ３，５８４千円 
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３３３３．公害防止対策の推進について．公害防止対策の推進について．公害防止対策の推進について．公害防止対策の推進について    

大気、水質、騒音･振動及び悪臭等の監視･測定を行うとともに、ホームペー

ジ等により情報提供を行う。また、公害関係諸法令及び公害防止協定等に基づ

き、事業所への立入調査を実施し、規制基準の適合状況を把握し、必要に応じ

て指導を行う。 

さらに、友好都市である天津市を対象とした国際環境協力を推進する。    

【主な事業】 大気汚染対策事業費            ５５，５４５千円 

騒音、振動対策事業費             １，６４７千円 

水質汚濁対策事業費             ５，２４３千円 

       国際環境協力推進事業費           ８，３８０千円 

 

４４４４．公害健康被害者対策．公害健康被害者対策．公害健康被害者対策．公害健康被害者対策及び環及び環及び環及び環境保健事業境保健事業境保健事業境保健事業にににについてついてついてついて 

  公害健康被害の補償等に関する法律に基づき、公害健康被害者に対して、

障害補償費、医療費等の給付を行うとともに、日帰り・一泊二日のリハビリ

テーション事業、家庭療養指導等の公害保健福祉事業を実施する。 

  また、環境保健に関する講演会、幼児を対象とした環境保健健康診査事業、

３歳児・６歳児を対象とした呼吸器系疾患のモニタリング調査を実施すると

ともに、ぜん息の症状がある児童とその家族を対象としたチャレンジデイキ

ャンプ事業を実施する。 

  【主な事業】 公害健康被害補償等事業費        ５８３，６３８千円 

         公害保健福祉事業費             ２，１１２千円 

         環境保健予防事業費             ２，４９１千円 

         環境保健健康診査事業費           １，９１４千円 

         環境保健調査事業費             １，８４７千円 

    

５５５５．四日市公害と環境未来館環境学習及びエコパートナー事業について．四日市公害と環境未来館環境学習及びエコパートナー事業について．四日市公害と環境未来館環境学習及びエコパートナー事業について．四日市公害と環境未来館環境学習及びエコパートナー事業について    

市民等の環境意識の向上と環境活動の活性化を図るため、四日市公害や環境

に関する講座及びワークショップを行う。 

また、市民や環境活動団体との協働を進め、事業者等の知見も活かしながら

環境学習、環境活動の一層の充実を図る。 

このほか、エコパートナーからの提案事業を、環境活動団体等と協働し実施

する。         

【主な事業】 環境学習推進事業費            ３７，７７１千円 

      エコパートナーシップ推進事業費（未来館分）  ５，１４０千円 

（環境保全課分） ３，７１５千円 

    

６６６６．．．．四日市公害と環境未来館展示管理運営事業について四日市公害と環境未来館展示管理運営事業について四日市公害と環境未来館展示管理運営事業について四日市公害と環境未来館展示管理運営事業について    

約２０年にわたって撮りためたアラスカの自然風景や動物たちの写真パネ
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ル展示に加え、オーロラのライブ映像を放映することにより、市民が地球環境

の大切さを地球的視野で意識できるような特別展を開催する。 

また、現在、館内でのみ展示している公害発生から環境改善まで深く関わっ

てきた方々の証言映像の一部をホームページ上で公開し、市民をはじめ広く四

日市公害について知っていただくきっかけをつくるとともに来館につなげる。 

 

【主な事業】特別展「(仮)オーロラを追いかけて 

～Live アラスカ～」事業       １０，３０８千円 

証言映像ホームページ公開等事業             ３，０００千円 

展示管理運営費                             ３，１２６千円 

 

７７７７．ごみ収集及び適正処理について．ごみ収集及び適正処理について．ごみ収集及び適正処理について．ごみ収集及び適正処理について    

  市民に適切なごみの分別を理解してもらえるように、ごみ収集日程表を作

成するとともに、ごみガイドブックなどを利用した啓発を行う。また、ごみ

収集車両（小型４台）の更新を行う。 

【主な事業】 一般経費                １９８, ２０６千円 

       車両整備事業費              ２９，０５５千円 

粗大ごみ戸別収集事業費          ２５，００８千円 

    

８８８８．ごみの減量化・資源化の推進について．ごみの減量化・資源化の推進について．ごみの減量化・資源化の推進について．ごみの減量化・資源化の推進について    

３Ｒの啓発を図るため出前講座等での説明会や四日市市クリーンセンター

における見学会等の機会を活用するとともに平成２９年度に導入したスマー

トフォン用アプリ「さんあ～る」の普及を図る。 

また、資源物回収を実施する団体の活動を奨励・促進するなど、市民、事業

者、行政の協働による資源循環型のまちづくりを進める。 

【主な事業】 資源物処理事業費            ３９８，３２２千円 

       ごみ減量推進事業費               ４４８千円 

資源物回収活動奨励費           １３，６００千円 

 生ごみ処理機購入費補助金            ７５０千円 

    

９９９９．廃棄物等適正処理対策について．廃棄物等適正処理対策について．廃棄物等適正処理対策について．廃棄物等適正処理対策について    

  廃棄物の不法投棄を防止するため、関係機関と連携して不法投棄パトロー

ルを実施するとともに、カメラによる監視のほか行為者に対する指導を行う。 

また、一般廃棄物収集運搬事業者、自動車リサイクル法関連事業者の許認可、

指導を行い、事業者の育成に努めるとともに、産業廃棄物の不適正処理事案等

について三重県と連携し、解決に向けて取り組む。 

【主な事業】 廃棄物対策事業費             ２３，４２５千円 
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11110000．し尿処理について．し尿処理について．し尿処理について．し尿処理について    

 し尿の収集を円滑に行うとともに、中継貯留槽等の施設管理及び衛生処理を

行う。 

【主な事業】 し尿処理施設管理運営費          ３６，４６５千円 

         し尿収集運搬事業費           ２９３，９６１千円 

         朝明広域衛生組合負担金         ２８３，００５千円 

 

11111111．清掃工場について．清掃工場について．清掃工場について．清掃工場について    

四日市市クリーンセンターの効率的かつ安定的なごみ処理に努めるととも

に、自主規制値に基づき、安全安心な運転管理を行う。ごみ処理過程で発生

する熱を利用して発電を行う。 

また、周辺環境整備事業として、道路整備等を実施する。 

【主な事業】 清掃工場管理運営費         １，１７５，４２０千円 

清掃工場環境整備事業費          １３，０００千円 

 

12121212．埋立処分場について．埋立処分場について．埋立処分場について．埋立処分場について    

南部埋立処分場の適切な維持管理、周辺の清掃業務に努めるとともに、管理

目標値に基づき、汚水処理施設の適切な運転管理を行う。 

また、周辺環境整備事業として、道路整備等を実施する。 

【主な事業】 埋立処分場管理運営費          １１１，５１０千円 

               埋立処分場環境整備事業費         ６３，３００千円 

 

13131313．斎場・墓地の管理運営について．斎場・墓地の管理運営について．斎場・墓地の管理運営について．斎場・墓地の管理運営について    

  北大谷斎場の適正な運営に努めるとともに、機能を維持するため計画的に

修繕を行う。また、市営墓地の適正な管理運営に努める。 

【主な事業】 北大谷斎場管理運営費          ２０１，５９７千円 

      墓地管理運営費               ８，１４０千円 

      北部墓地公園管理運営費          １５，４２０千円 

      北大谷斎場整備事業費           ５９，９００千円 

      （アセットマネジメント） 
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１．目的１．目的１．目的１．目的    

四日市市環境計画に基づき、市域における地球温暖化対策の一層の推進を図って

いく。 

【四日市市環境計画（平成 29 年度改定版（案））のポイント】 

・市域全体の温室効果ガス排出量を 16％削減 

・市役所の事務・事業に伴う温室効果ガス排出量を 20％削減 

・「省エネ」「創エネ」「蓄エネ」を柱としたスマートシティ構想を推進 

    

２．内容２．内容２．内容２．内容    

（１）スマートシティ構築のための補助金         ９，６００千円 

これまで実施してきた家庭向けの新エネルギー設備等の導入支援について、スマ

ートシティの観点を取り入れた補助制度へと再構築する。 

①家庭用燃料電池【80 件程度】          3 万円／件 

【拡充】 ②地中熱ヒートポンプ【5件程度】            30 万円／件 

【拡充】 ③家庭用蓄電池【50 件程度】              5 万円／件 

【拡充】 ④家庭用エネルギー管理システム（HEMS）【65 件程度】       1 万円／件 

⑤太陽光発電設備【85 件程度】             3 万円／件 
 

※ ⑤は①～④のいずれかの設備と併せて導入する場合に対象とする 

 

（２）スマートシティ構築に係る調査・研究           ３，０００千円 

中心市街地においてオフィスビルやマンションなどが立地する際の BEMS（ビル用

エネルギー管理システム）導入なども含め、まちづくり施策（都市機能誘導施策等）

と整合を図りながら、スマートシティの構築に向けた調査・研究を進める。 

 

（３）中小企業省エネルギー設備更新等事業費補助金      ２９，０００千円 

市内で事業を営む中小企業等が実施する省エネルギー設備への更新等に対し補助

を行う。なお、本補助金はこれまで一定の成果を上げ、省エネ機器の普及も進んで

きたことから、段階的に縮減を図り平成 31 年度までとする。 

（対象：省エネ診断、照明・給湯・空調・ボイラー更新  

補助率：１／４（現行１／３） 上限額：２００万円（現行３００万円）） 

 

３．予算額３．予算額３．予算額３．予算額  ４１，６００千円  （財源内訳） 一般財源 ４１，６００千円 

（前年度   ５４，１００千円） 

 

地球温暖化対策事業費 

担当 環境部環境保全課 

    木塚 

    ℡ ３５４－８１８８ 
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１．１．１．１．目的目的目的目的    

四日市市環境計画に掲げる地球温暖化対策を着実に推進するため、環境省が推

進する「クールチョイス※」の普及啓発を展開する。地球温暖化対策には市民や事

業者の理解と自発的な行動が極めて重要なことから、「クールチョイス」に賛同す

る企業・団体を広く募るとともに、連携したイベント等を実施し、地球温暖化防

止の意識向上を図る。 

 

※クールチョイス 

2030 年度の温室効果ガスの排出量を 2013 年度比で 26％削減するという目標達成のた

めに、日本が世界に誇る省エネ・低炭素型の製品・サービス・行動など、温暖化対策に

資するあらゆる「賢い選択」を促す国民運動。 

 

 

２．内容２．内容２．内容２．内容    

市民や事業者の自発的な行動を促す普及啓発事業を効果的に実施する。 

・チラシ、ポスターの作成、ショッピングモール等での普及啓発（配布） 

・省エネ製品の展示・体験 

・エコカーの展示・体験（試乗等） 

・体験ツアーの実施（賛同企業の施設見学など） 

・講演会等の実施 

 

 

３．予算額３．予算額３．予算額３．予算額 ３，０００千円 （財源内訳） 国庫支出金     ２，５００千円 

      一般財源        ５００千円 

    

    

    

    

    

（新）クールチョイス普及啓発事業費 

担当 環境部環境保全課 

   木塚 

   ℡ ３５４－８１８８ 
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１．１．１．１．目的目的目的目的    

吉崎海岸は、希少な動植物が生育するなど本市にとって貴重な砂浜であり、市民

の環境に対する意識の向上を図るとともに、吉崎海岸に生育している希少な動植物

を保護する。 

 

２．２．２．２．内容内容内容内容    

観察路が整備されているが、設置後10年以上が経過し老朽化していることから、

全面的な改修整備を行い、探訪する人々の安全・安心を確保し、さらなる利用促進

を図るため、以下の事業を実施する。 

・ 平成29年度 測量・設計 

・ 平成30年度 整備工事（観察路の改修（再生擬木）：延長約100m、観察デッキ・

ベンチ・階段・案内看板の設置、東屋の移設） 

・ 平成31年度 付帯工事（スロープの設置、駐車場の整備） 

 

３．予算額３．予算額３．予算額３．予算額  ５９，８００千円   （財源内訳）一般財源 ５９，８００千円 

（前年度   １３，０００千円） 

 

＜観察路の現況＞ 

  

 

 

 

吉崎海岸観察路整備事業（吉崎海岸保全事業費） 

担当 環境部 環境保全課 

    木塚 

    ℡ ３５４－８１８８ 
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１．目的 

   二度と公害を起こさないとの決意のもと、地球的視野で次世代に豊かな環境を引き

継ぐことを目的に、公害の歴史と教訓について、先人達の貴重な証言映像を発信する。  

また、未来に向けて、地球的視野で環境を意識できる写真映像展を開催する。 

 

２．内容 

 （１）特別展「（仮）オーロラを追いかけて～Live アラスカ～」（１０，３０８千円） 

     約２０年にわたって撮りためたアラスカの自然風景や動物たちの写真パネル展

示に加え、オーロラのライブ映像を放映することにより、市民が地球環境の大切さ

を地球的視野で意識できるような特別展を開催する。 

   

開催期間  平成３０年１１月３日（土）～１２月９日（日）（３２日間） 

開催場所 「そらんぽ四日市」４階 特別展示室 

 

（２）四日市公害証言映像ホームページ等公開事業       （３，０００千円） 

     館内でのみ展示している公害発生から環境改善まで深く関わってきた方々の証

言映像の一部をホームページ上で公開し、市民をはじめ広く四日市公害について知

っていただくきっかけをつくるとともに、来館につなげる。 

 

 （３）展示管理運営費                    （３，１２６千円） 

     常設展示の維持管理に要する経費 

 

３．予算額 １６，４３４千円  （財源内訳）その他特財   ６３４千円 

（前年度 １１，７４３千円）      （四日市公害と環境未来館特別展収入） 

一般財源 １５，８００千円 

                     

＜イメージ画像＞ 

①特別展               ②証言映像 

 

 

担当 環境部 四日市公害と環境未来館 

大杉 

℡ ３５４－８０６５ 

四日市公害と環境未来館展示管理運営事業費 
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都 市 整 備 部 

 

新年度予算における基本的な方針 

総合計画の基本目標「都市と環境が調和するまち」「誰もが自由に移動しや

すい安全に暮らせるまち」の実現に向けた事業の推進を図る。 

持続可能な公共交通体系の実現に向け、第三種鉄道事業者として、四日市あ

すなろう鉄道の安全運行を図るとともに、鉄道事業者やＮＰＯが運営するバス

路線等の支援を行う。 

さらに、人口減少・高齢社会に対応した、持続可能な集約型都市構造を目指

し、公共交通と連携した、医療・福祉・商業施設などの都市機能や居住の誘導

を図る「立地適正化計画」の策定とともに、中心市街地の活性化や交通結節機

能の強化を図る「近鉄四日市駅周辺等整備事業」を進める。 

  また、快適な市民生活、安心安全のまちづくりの実現に向け、橋梁長寿命

化修繕計画や道路施設修繕計画に基づく、予防保全的な維持管理とともに、

治水安全度の向上を図る準用河川の改修を進める。 

 

 

１．均衡のとれた土地利用について 

都市機能と自然環境が調和した適正な土地利用を誘導するとともに、人口減

少や少子高齢化を背景に、持続可能なコンパクトなまちづくりを進めるために

制度化された「立地適正化計画」の策定を進める。 

また、市民主体のまちづくり活動を促進するため、地区まちづくり構想等の

策定を支援するとともに、提案された構想を基に都市計画マスタープラン地

域・地区別構想の策定を進める。 

 

  【主な事業】 都市計画マスタープラン策定事業費       ２，５００千円 

         都市計画策定費               １８，４７２千円 

           ＜立地適正化計画策定事業 他＞ 

         まちづくり活動支援事業費          １１，５０８千円 
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２．持続可能な交通体系の構築について 

四日市市都市総合交通戦略や四日市市地域公共交通網形成計画に基づき、市

民や公共交通事業者等と協働し、持続可能な交通体系の構築に向けた施策を推

進する。 

近鉄四日市駅周辺においては、中心市街地の活性化や交通機能の向上を図る

ため、中央通り等を含めた駅前広場の基本計画を策定する。 

また、市民の移動手段を確保するため、ＮＰＯバスへの支援や自主運行バス

の効率化等を図るとともに、１日当たりの乗降者が３千人を超える鉄道駅に対

し、三重県と連携して、駅バリアフリー化に必要な施設整備を支援する。 

 

  【主な事業】 近鉄四日市駅周辺等整備事業費（近鉄四日市駅・JR四日市駅） 

        ５４，０００千円 

         四日市あすなろう鉄道線運行事業費      ５０９，８９２千円 

         四日市あすなろう鉄道線利用促進事業費    ２５，０００千円 

                  （うち政策提案事業      １９，０００千円） 

         バス利用環境改善整備事業費         ４７，１１５千円 

         鉄道駅バリアフリー化事業費         ６３，６６６千円 

         鉄道施設耐震対策事業費           ２，０００千円 

         連続立体交差事業負担金          １８０，４２５千円 

         連続立体交差関連事業費         １６５，８００千円 

 

 

３．建築基準法、都市計画法等に基づく業務について 

建築基準法等に基づき確認申請の審査及び検査等を適正に実施し、違反建築

物の防止に努め、建築物の安全性向上を図る。 

また、都市計画法等に基づき、開発許可申請及び建築許可申請等において適

正な許可処分を行い、良好な住環境を確保する。 

 

  【主な事業】 建築指導関係事務費                 １３，３６８千円 

         開発審査関係事務費                   ３，８２０千円 

 

 

４．道路整備について 

 （1）幹線道路の整備 

   市民が円滑に移動できるよう国・県道とともに道路ネットワークを形成

する幹線道路を整備する。さらに、市内の渋滞緩和に向け、交通のネック

点となっている西浦通りと松本街道の交差点の改良に着手する。 
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  【主な事業】  

社会資本整備総合交付金事業費（道路）              ３９４，０００千円 

           ＜小杉新町２号線、泊小古曽線、下野保々線＞ 

   道路改良単独事業費                  ２８９，８００千円 

           ＜千歳町小生線 他＞ 

 

 （2）橋梁の整備 

   橋梁の長寿命化に向けた修繕を行うとともに、大規模地震に対する備え

として、耐震対策を実施する。 

 

  【主な事業】  

防災・安全社会資本整備交付金事業費（橋梁長寿命化関係）  

３０１，０００千円 

           ＜新大正橋、慈善橋 他＞       

    地方道更新防災等対策補助事業費（大規模修繕・橋梁）１０８，０００千円 

           ＜塩浜跨線橋、生桑橋＞        

            

 （3）安心・安全な歩行空間づくり 

   歩行者・自転車利用者の視点に立った道路の改良や高齢者、障害者に配

慮した段差の解消、防護柵・カーブミラーなどの交通安全施設の整備・維持

を通して地域や通学路の安全確保に取り組む。 

   また、交通安全教育指導員（とみまつ隊）による保育園・幼稚園・小中学

校等での交通安全教育を実施する。 

 

  【主な事業】  

街路整備事業費                    ５７，０００千円 

           ＜四日市中央線＞ 

防災・安全社会資本整備交付金事業費（交安）    ３２７，０００千円 

     ＜富田２１号線、曽井尾平線、西日野駅前広場（中央緑地西日野線）他＞ 

          

防災・安全社会資本整備交付金事業費（通学路交通安全対策）  

１９，０００千円 

              ＜富田金場線、赤堀日永線、伊坂平津線＞    

     歩行者自転車空間整備事業費                  １８，０００千円 

     交通安全施設整備単独事業費                １７６，０００千円 

     交通安全教育事業費                       ４，７８９千円 
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 （4）生活に身近な道路整備 

   各地区に結成された「自主選定組織」が主体となって、地区土木要望箇

所から実施箇所を選定することにより、地域ニーズの高い生活道路の整備

を進める。 

 

  【主な事業】 生活に身近な道路整備事業費        ５９２，０００千円 

 

（5）狭あい道路対策 

   良好な市街地形成、生活環境の改善を図るため、狭あい道路に面してい

る建物の建替え等に合わせて道路後退用地の整備を行う。 

 

  【主な事業】 狭あい道路対策費            １５３，８４０千円 

 

（6）道路の維持・保全 

   道路が安全・円滑・快適に通行できるよう適切な維持補修を図るととも

に、主要道路の舗装や歩道橋などの道路施設について、計画的な保全を進

める。 

 

  【主な事業】  

道路維持修繕費                          ５７２，６００千円 

    防災・安全社会資本整備交付金事業費（道路ストック関連） 

                                ２９５，０００千円 

           ＜神前桜線、沢の川線 他＞      

    産業支援・生活拠点道路再生事業費                 ３５６，０００千円 

           ＜子酉八王子線、中村垂坂線 他＞ 

 

５．土地区画整理事業について 

 （1）末永・本郷地区（公共施行） 

   平成 33 年度の事業の完了に向けて、引き続き清算金の徴収を行う。 

 

  【主な事業】 末永・本郷土地区画整理事業        １５，９９９千円 

 

 （2）午起地区（組合施行） 

   事業の完了に向けて境界確定を進めるとともに、組合に必要な支援を行

う。 

 

  【主な事業】 午起土地区画整理事業             ４，３００千円 
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６．公園・緑化事業について 

 （1）公園・緑地の維持管理 

   公園・緑地・街路樹の適切な管理に努めるとともに、遊具や公園灯の補

修により施設の安全確保を図る。 

   また、市民ボランティア団体が行う公園・緑地の美化活動や里山保全活

動に対する支援を行う。 

 

  【主な事業】 公園施設管理費             ４７９，１５３千円 

         公園施設維持補修費            ８２，６５０千円 

         市民に親しまれる公園ボランティア支援事業費 ４，０００千円 

         里山保全事業費               ４， ５６０千円 

         花と緑いっぱい事業費            ９，９３８千円 

 

 （2）公園・緑地の整備 

垂坂公園・羽津山緑地の整備を引き続き進める。 

 

  【主な事業】 垂坂公園・羽津山緑地整備事業費       ４５，０００千円 

 

 

７．河川事業について 

治水安全度の向上を図るため、朝明新川、源の堀川、米洗川といった準用河

川の改修等を引き続き実施するとともに、河川・調整池・水路の適切な維持管

理を行う。 

 

  【主な事業】 準用河川改修事業費            １９８，０００千円 

           ＜朝明新川、源の堀川、米洗川中流＞ 

         普通河川三鈴川河川改良事業費        ５０，０００千円 

         治水度ジャンプアップ事業費         １７，０００千円 

 

 

８．道路等の管理業務について 

  市民生活に直結した道路等（法定外公共物（里道、水路）を含む）行政財

産の適正な管理を行うとともに、地籍調査に必要な街区基準点の点検・調査

に着手する。 

  【主な事業】 道路等の財産管理事業           １５６，３４０千円 

         境界査定業務費              ２５，００８千円 
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９．公共建築物等の整備について 

  維持経費を含む総費用の縮減、ユニバーサルデザイン、環境負荷の低減、

施設の長寿命化の実現などに配慮した公共建築物等の整備を進める。 

 

  【主な事業】 営繕事務費                 １３，９５５千円 

 

 

１０．市営住宅整備事業について 

  老朽化した外壁の改修及び屋上防水工事など、適切な維持管理による既存

施設の長寿命化とともに、高齢者・障害者向け住宅の確保に努める。 

  また、住宅使用料の滞納整理を含め適切な入居管理を行う。 

  市営住宅建設事業については、建設場所を決定して基本設計、地質調査を

行う。 

 

  【主な事業】 市営住宅整備事業費               ２３２，７６１千円 

           ＜市営住宅外壁改修等長寿命化事業 他＞ 

         高齢者・障害者向け住宅改良事業費        ２３，０００千円  

         市営住宅建設事業費             ３１，０００千円 

 

１１．住宅施策推進事業について 

  四日市市住生活基本計画に基づき、郊外住宅団地や既成市街地への移住及

び定住を支援する。 

 

  【主な事業】 住宅施策推進事業費             ９,５６０千円 

＜郊外住宅団地（モデル団地）子育て世帯の住み替え支援事業 他＞ 

         子育て世帯住み替え等促進空き家リノベーション事業費 

                                １，６００千円 

         狭小宅地改善支援事業費            １，５００千円 

 

（決算議会等の指摘に対する主な見直し・反映事業） 

・総合交通戦略推進事業費 

幹線道路の整備については、近年、交付金の充当率が低く抑えられており、

本市の道路整備計画から大幅な遅れが生じている。 

国交付金等については、今後も厳しい状況が見込まれることなどを踏まえ、

整備箇所の重点化や渋滞箇所の改善対策など道路整備計画の遅延への対応

策の検討に着手する。 
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１．目的 

人口減少・少子高齢化のもと、高齢者や子育て世代にとって安心できる健康で快適

な生活環境を実現することや、持続可能な都市経営を可能とすることを目的に制度化

された立地適正化計画を活用し、必要な都市機能や居住機能の誘導を進める。 

 

２．内容 

  平成 29 年度に定める「基本方針」を踏まえ、以下の手順で立地適正化計画の策定

に取り組む。 

 ・居住誘導区域、都市機能誘導区域の検討 

 ・誘導施設（近鉄四日市駅前広場やＪＲ四日市駅前広場含む）の検討 

 ・立地適正化計画（素案）の作成 

 

３．予算額  ８，５００千円  （財源内訳）国庫支出金(1/2) ４，２５０千円 

 （前年度  ３，５００千円）       一 般 財 源    ４，２５０千円 

                     

【立地適正化計画における誘導策】 

 

 

 

 

都市計画策定費 

（立地適正化計画策定事業） 

担当 都市整備部 都市計画課 

   山口、杉浦 

℡ ３５４－８２７２ 

都市機能誘導区域 
◆都市機能の立地促進 
 ○誘導施設の整備・税財政・金融上の支援（国の支援） 
 ○福祉・医療施設等の建替等のための容積率の緩和 
 ○公的不動産・低未利用地の有効活用 
◆歩いて暮らせるまちづくり 
 ○都市基盤施設整備（国の支援） 
◆区域外の都市機能立地の緩やかなコントロール 
 ○誘導したい機能の区域外での立地についての届出制 

居住誘導区域 
◆区域内における居住環境の向上 
 ○区域外の公営住宅を除却し、区域内に建替の際の除却費の補助等 
◆区域外の居住の緩やかなコントロール 
 ○一定規模以上の区域外での 

住宅開発・建築についての届出制 
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１．目的 

中心市街地の活性化や交通機能の向上を図るため、近鉄四日市駅周辺において、中

央通り等も含めた駅前広場等の整備を行う。また、同時にＪＲ四日市駅前広場につい

ても、活性化に向けたリニューアルを行う。 

 

 

２．内容 

近鉄四日市駅周辺等整備基本計画を策定する。 

 

スケジュール 

 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

事業概要 基本計画策定 
都市計画決定 

事業認可申請 
詳細設計 

 

 

３．予算額  ５４，０００千円    （財源内訳）一般財源 ５４，０００千円 

 （前年度   ６，５００千円） 

 

 

  

 

 

 

近鉄四日市駅周辺等整備事業費 

（近鉄四日市駅・JR 四日市駅） 

担当 都市整備部 都市計画課 

   山口、戸本 

℡ ３５４－８２７２ 

近鉄四日市駅 ＪＲ四日市駅 
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１．目的 

四日市あすなろう鉄道線の第三種鉄道事業者として、日々の線路・電路・車両の維

持管理等を行うとともに、安全施設の改良、必要な施設の更新を計画的に行うことで

鉄道の安全運行を図る。 

 

２．内容 

上記の実施に必要となる経費については、国・県からの補助金や一般財源のほか、

内部・八王子線基金を活用する。 

 

３．予算額 ５０９，８９２千円 （財源内訳）国庫支出金(1/3)１３１，５１９千円 

 （前年度 １３９，４５２千円）       県 支 出 金(1/6) ６５，７６０千円 

                      その他特財     ８６，９２６千円 

（内部八王子線基金繰入金） 

                      一 般 財 源   ２２５，６８７千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項目 事業内容 事業費（千円） 

鉄道施設の新設・更新 
車両新造１両、改造２両 

信号保安設備更新 等 
３７４，５９９ 

鉄道施設の維持・補修 
線路設備（枕木、道床等）更新、

線路等の保守業務 等 
１３５，２９３ 

計 ５０９，８９２ 

担当 都市整備部 都市計画課       

   公共交通推進室 大原、土井  

℡ ３５４－８０９５ 

四日市あすなろう鉄道線運行事業費 

改造工事中の車両 新造及び改造後の車両 
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１．目的 

 四日市あすなろう鉄道線の維持・活性化を図るため、利用促進事業を行う。 

 

２．内容 

 沿線地域や学生等の利用者と一体となった利用促進事業を実施する。また、職

員による政策提案制度において、採用された事業を新たに実施する。 

 

   ・イベント列車等に係る経費              ３，３００千円 

   ・利用促進グッズ作成経費（缶バッチ等）        １，６００千円 

   ・あすなろう新聞に係る広告掲載費             ５００千円 

   ・駅花壇整備に係る消耗品費等               ６００千円 

 

   【政策提案】 

・ギャラリー列車開催経費                ５００千円 

・イルミネーション列車開催経費           ２，６００千円 

・シースルー車両製造委託経費            ８，０００千円 

・台車保存経費                   ７，９００千円 

 

３．予算額  

２５，０００千円      （財源内訳）一般財源  ２５，０００千円 

（前年度 ６，０００千円） 

四日市あすなろう鉄道線利用促進事業費 

  

イルミネーション列車（イメージ）  

※参考：小湊鉄道のイルミネーション列車 

担当 都市整備部 都市計画課 

    公共交通推進室 大原、中田 

    ℡ ３５４－８０９５ 

シースルー車両（イメージ）  
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１．目的 

近い将来、発生が危惧される南海トラフ地震などの大規模災害に備えるため、鉄

道事業者が行う耐震対策事業に対して、国の補助スキームに基づき国、県とともに

協調補助を行う。 

 

２．内容 

平成28年度に近鉄四日市駅及び近鉄線高架橋の耐震対策に対する支援が完了し、

平成30年度以降、新たに鉄道橋梁の落橋防止対策に対する支援を行う。 

 

・近鉄名古屋線 海山道～新正間 赤堀架道橋の落橋防止対策 

   （市内の対策箇所７橋梁のうち平成３０年度は１橋梁を実施） 

 

■年次計画 

年度 施工箇所 事業費（千円） 市負担額（千円） 

Ｈ３０ 近鉄名古屋線 海山道～新正間 赤堀架道橋 １２，０００ ２，０００ 

Ｈ３１ 近鉄名古屋線 川原町～阿倉川間 海蔵川橋梁 ９６，０００ １６，０００ 

Ｈ３２ 
近鉄名古屋線 海山道～新正間  

鹿化川橋梁・天白川橋梁・雨池川橋梁 
４２，０００ ７，０００ 

Ｈ３３～ 近鉄名古屋線 北楠～塩浜間 鈴鹿川橋梁、楠～北楠間 鈴鹿川派川橋梁 

負担割合：国1/3、事業者1/3、地方1/3（うち、県1/6、市1/6） 

 

３．予算額 ２，０００千円   （財源内訳）一 般 財 源  ２，０００千円 

 

（新）鉄道施設耐震対策事業費 

 

担当 都市整備部 都市計画課 

    公共交通推進室 土井、中田 

    ℡ ３５４－８０９５ 

赤堀架道橋 

伊勢中川方 
近鉄名古屋方 
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１．目的 

三重県が進める「近鉄川原町駅付近連続立体交差事業」は、「三滝川河川改修

事業」、「国道 477 号西浦バイパス道路改良事業」と合わせて行う「近鉄川原町駅

周辺総合整備事業」の中で施行する事業であり、総合的に事業を行うことによっ

て近鉄川原町駅周辺の一体感のあるまちづくり、地域の治水安全度の向上、踏切

除却による交通の円滑化等を効率的に達成する。 

 

２．内容 

三重県及び近鉄との協定に基づき、三重県に対し負担金を支出する。 

 

平成 30 年度事業内容 

市施工 
公園整備（滝川公園、末永１号公園）、側道整備 

交差道路整備（午起末永線等） 

近鉄施工 架道橋整備（末永架道橋、四日市第３架道橋） 

 

３．予算額  １８０，４２５千円 （財源内訳）市  債 １４８，４００千円 

 （前年度  ２６３，１６３千円）      一般財源  ３２，０２５千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

近鉄川原町駅付近

連続立体交差事業 

三滝川河川改修事業 
国道４７７号 
西浦バイパス 

道路改良事業 

川原町駅 

連続立体交差事業負担金 

担当 都市整備部 市街地整備・公園課 

加藤 

   ℡３５４－８２００ 

 

整備予定の滝川公園 
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１．目的 

三重県が事業主体となり整備を進める「近鉄川原町駅付近連続立体交差事業」に係

る関連事業として、市が側道、交差道路、公園等整備を行うことにより、事業を円滑

かつ効率的に進める。 

 

２．内容 

平成３０年度は交差道路（午起末永線ほか１線）や公園等の整備工事を行う。 

 

３．予算額 １６５，８００千円 （財源内訳）その他特財  ８３，８００千円 

 （前年度 ２６３，７００千円）          （連続立体交差事業受託費等） 

一 般 財 源  ８２，０００千円 

事業計画平面図

側道 L=100m

末永１号公園

滝川公園
午起末永線

側道 L=180m

近鉄川原町駅

 

連続立体交差関連事業費 

担当 都市整備部 市街地整備・公園課 

加藤 

   ℡３５４－８２００ 
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１．目的 

  商工業などの経済活動の活性化や交通機能の強化を図るため、国、県道の広域道路ネッ

トワークと連携した市内の道路整備を行う。 

 

 

２．内容 

  市内の東西及び南北道路の強化などを目的に、小杉新町２号線、泊小古曽線、下野保々

線の整備を推進する。 

 

  ・小杉新町２号線     道路改良工、用地買収  Ｌ＝１４０ｍ 

  ・泊小古曽線       用地買収、建物補償       １式 

  ・下野保々線       道路改良工       Ｌ＝２１２ｍ 

  

 

３．予算額 ３９４，０００千円 （財源内訳）国庫支出金(5.5/10) ２１６，７００千円 

（前年度 ２９１，０００千円）      市   債         １５９，５００千円 

一 般 財 源             １７，８００千円 

 

 

 

 

                    

                    

 

社会資本整備総合交付金事業費（道路） 

小杉新町２号線 泊小古曽線 

担当 都市整備部 道路整備課 

   橋本、小林 

℡ ３５４－８２１２ 

141



 

 

 

１．目的 

  安全で安心な道路環境を確保するため、橋梁長寿命化修繕計画に基づく修繕を計画

的に行うとともに、発生が危惧される南海トラフ地震等への対策として、耐震対策を

進める。 

 

２．内容 

  日永跨線橋ほか市内の 12 橋の長寿命化修繕と、新大正橋、慈善橋、小生跨線橋、三

郎橋跨線橋については、長寿命化修繕と耐震対策を実施する。また、引き続き橋梁の

定期点検を実施する。 

 

                ＜ 長寿命化修繕 ＞    ＜ 耐震対策 ＞ 

   ・新大正橋         桁塗装             落橋防止  

   ・慈善橋          伸縮装置取換、橋面防水  落橋防止  

   ・小生跨線橋        橋面防水          落橋防止  

   ・三郎橋跨線橋                    落橋防止  

   ・日永跨線橋ほか 12 橋     断面補修、高欄補修 

   ・橋梁定期点検 310 橋 

 

３．予算額 ３０１，０００千円 （財源内訳）国庫支出金(5.5/10) １６５，５５０千円 

 （前年度 １６１，０００千円）      市 債      ８９，５００千円 

                         一 般 財 源                  ４５，９５０千円 

                        

 

 

 

 

 

防災・安全社会資本整備交付金事業費（橋梁長寿命化関係） 

新大正橋 慈善橋 

担当 都市整備部 道路整備課 

   橋本 

℡ ３５４－８２１３ 
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１．目的 

  歩行者が安全に通行できる道路空間の整備や、市民の円滑な移動を支える公共交通機

関の利用促進を図る。 

 

 

２．内容 

  富田２１号線、富田富田一色線、曽井尾平線の歩道や路肩整備を行う。また、西日野

駅、内部駅の駅前広場整備を行う。 

 

  ・富田２１号線      歩道整備工        Ｌ＝ ５０ｍ 

  ・富田富田一色線     用地買収、建物補償        １式 

  ・曽井尾平線       路肩整備工        Ｌ＝１４０ｍ 

  ・西日野駅前広場     駅前広場整備           １式 

  （中央緑地西日野線） 

  ・内部駅前広場      用地買収、建物補償        １式 

  （釆女５１号線）  

 

３．予算額 ３２７，０００千円 （財源内訳）国庫支出金(5.5/10) １７９，８５０千円 

（前年度 ２４９，０００千円）      市   債           １３２，４００千円 

一 般 財 源        １４，７５０千円 

 

 

                       

                    

 

 

 

 

 

 

  

 

防災・安全社会資本整備交付金事業費（交安） 

担当 都市整備部 道路整備課 

   橋本、小林 

℡ ３５４－８２１３ 

西日野駅前 曽井尾平線 
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１．目的 

   各地区に結成された「自主選定組織」が主体となって、地区土木要望箇所から実施箇

所を選定することにより、地域ニーズの高い生活道路の整備を進める。 

 

 

２．内容 

  ・市内一円   側溝工、舗装工ほか      1 式 

 

 

３．予算額 ５９２, ０００千円  （財源内訳） 一 般 財 源 ５９２，０００千円 

（前年度 ４９２, ０００千円） 

 

  

                                  

    

 

                                                         

生活に身近な道路整備事業費 

担当 都市整備部 道路整備課 

   中村 

℡ ３５４－８２１５ 

 

整備後 

 

整備前 

 

整備後 

 

整備前 
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１．目的 

  安全で快適な市民生活並びに産業活動を支える道路施設の健全な機能維持を図る。 

 

 

２．内容 

  道路施設修繕計画に基づき、主要道路の再舗装と道路施設の修繕工事を実施する。 

 

   ・神前桜線        再舗装工      Ｌ＝４５０ｍ 

   ・沢の川線        再舗装工      Ｌ＝８１５ｍ 

・中央緑地西日野線    再舗装工      Ｌ＝２３５ｍ 

   ・ときわ西日野線     再舗装工      Ｌ＝３５０ｍ 

・ときわ四郷線      再舗装工      Ｌ＝６２０ｍ 

・東坂部４４号線     再舗装工      Ｌ＝４００ｍ 

・御薗塩浜本町線     再舗装工      Ｌ＝３７０ｍ 

   ・諏訪新道線       再塗装工          １基 

・小山１０号線      法面工       Ｌ＝ ６０ｍ 

 

 

３．予算額 ２９５，０００千円 （財源内訳）国庫支出金(5.5/10) １６２，２５０千円 

（前年度 ２１２，０００千円）      一 般 財 源         １３２，７５０千円 

 

 

   

             

担当 都市整備部 道路整備課 

   小林 

℡ ３５４－８２１２ 

沢の川線 

 

防災・安全社会資本整備交付金事業費（道路ストック関連） 

中央緑地西日野線 
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１．目的 

  市内の幹線道路となる産業支援道路や、住宅団地を結ぶ生活拠点道路のうち、

舗装劣化が進んでいる路線の計画的な再舗装や、著しい渋滞が発生している交通

ネック箇所の改良を進め、安全で快適な道路の機能維持を図る。 

※産業支援道路：臨海部工業地帯や内陸部工業地帯と連絡する国道、県道を補完する役割を

果たす幹線道路 

 

２．内容 

  産業支援道路として、子酉八王子線ほか２線の再舗装工事、西阿倉川６２号線

交差点改良についての用地買収、建物補償を実施する。また、生活拠点道路とし

て、三重橋垂坂線ほか１線の再舗装工事を実施する。 

   

  ＜産業支援道路＞ 

   ・西阿倉川６２号線（交差点改良）    用地買収、建物補償 １式 

   ・子酉八王子線（再舗装）        Ｌ＝  ９２０ｍ 

・中村垂坂線ほか１線（再舗装）     Ｌ＝１，１７０ｍ 

  ＜生活拠点道路＞ 

   ・三重橋垂坂線（再舗装）        Ｌ＝  ７６０ｍ 

   ・笹川環状１号線（再舗装）       Ｌ＝  ４７０ｍ 

 

３．予算額 ３５６，０００千円  （財源内訳）一 般 財 源 ３５６，０００千円 

 （前年度 ２５０，０００千円） 

 

 

    

 

産業支援・生活拠点道路再生事業費 

担当 都市整備部 道路整備課 

   小林 

℡ ３５４－８２１２ 

西阿倉川６２号線(阿倉川西富田線) 

 

子酉八王子線 
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１．目的 

    市民の生命、財産を守るため、準用河川の改修を行い、治水安全度の向上を図る。 

 

 

２．内容 

朝明新川においては、護岸改修に必要となる用地補償及び堰上部工を行う。源の堀

川では用地測量及び用地補償を行う。また、米洗川中流では護岸の工事が完了するこ

とから、引き続き堤体幅を確保する工事を行う。 

 

    朝明新川           用地補償          1 式 

堰上部工          1 箇所 

    源の堀川           用地測量          1 式 

                   用地補償              1 式 

    米洗川中流     築堤工             Ｌ＝２５０ｍ 

水路付替工             Ｌ＝２５０ｍ 

 

３．予算額   １９８，０００千円  （財源内訳）国庫支出金(1/3) ６６，０００千円 

  (前年度   １６５，０００千円) 市   債   １１８，８００千円 

  一 般 財 源     １３，２００千円 

   

                                               

 

準用河川改修事業費 

源の堀川 米洗川中流 

担当 都市整備部 河川排水課 

   伊藤 

   ℡ ３５４－８２１６ 
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会 計 管 理 室 

 

新年度予算における基本的な方針新年度予算における基本的な方針新年度予算における基本的な方針新年度予算における基本的な方針    

各所属における会計事務処理能力の向上を図り、法令、条例及び規則等の

定めるところに従い、適正、確実かつ迅速に会計事務を執行する。 

また、公金の管理運用については、収支計画の精度向上と金融情勢の動向

把握に努め、最も確実かつ有利な方法で行う｡ 

 

１．１．１．１．会計管理事業会計管理事業会計管理事業会計管理事業についてについてについてについて    

支出にかかる審査事務や歳入金の収納事務を適正かつ効率的に行う。 

また、各所属に対しては、出納員や実務担当者を対象とした会計事務研修を

実施して会計事務処理能力の向上を図り、厳正で迅速な会計事務の執行を推進

する。 

さらに、各所属に出向いて実地検査を実施し、会計事務の執行や現金、金券、

物品等の管理の確認を行うとともに、実状に応じた具体的な指導を行い、実務能

力の向上を図る。 

公金の管理運用については、厳しい金融情勢が続くなか、収支計画の精度向

上を図ることにより運用可能な資金の状況を的確に把握し、日々の支払いに支

障を来さぬよう資金の流動性を確保しつつ、安全性を最も重視しながら効率的な

運用を行う。 

 

【主な事業】  会計管理経費  予算額   ３２，６７８千円 
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議 会 事 務 局 

 

新年度予算における基本的な方針 

四日市市議会では、平成 23 年の四日市市議会基本条例の制定をはじめ、こ

れまでに多くの議会改革を実施してきた。平成 30 年度はこれらの取り組みの

一層の充実を図ることに加え、議会基本条例の基本方針である、市民との情報

共有を図ること、市民参加を推進すること、議員間討議を活性化して政策立

案・政策提言を行うこと、の三本柱に沿った議会改革をさらに推進する。議会

事務局は、この改革の実現に向けてサポートを行う。 

 

１．議会改革の推進について 

議会は、議会基本条例に規定する通年議会などの諸制度を活用する中で条

例の具現化に取り組むほか、議会運営委員会などにおいて議会改革に向けさ

らなる検討を行っている。平成 29 年度については、タブレット端末及び会議

用システム活用による議案審査を本格的に実施し、会議運営・文書管理等の

効率化を進めたほか、全国的に関心の高まった政務活動費について、運用の

より一層の厳格化のため後払い方式を導入・運用した。 

平成 30 年度はこれまでの取り組みを検証しさらなる充実を図るとともに、

引き続き議会改革を推進していく方針であり、議会事務局はこれに対しサポ

ートを行う。 

【主な事業】    会議録作製関係経費          ８，１３３千円 

参考人等関係諸経費            ３３２千円 

会議用システム関係経費          ５１８千円 

 

２．市民への議会情報の提供及び議会への市民参加の取り組みについて 

議会は、議会基本条例の基本方針の三本柱として掲げた「市民との情報共有」、

「市民参加の推進」を図るため、議会活動について積極的に情報発信に努めて

いる。平成 28 年度からは、市議会の代表質問、一般質問及び本会議場で行わ

れる議事について、パソコンだけでなくタブレット端末でもライブ中継、録画

中継が視聴できるようにしたほか、フェイスブックでの情報発信を開始し市民

との情報共有に努めた。また、市議会のホームページで市民からテーマを定め

ず自由に意見を募集し、各常任委員会での所管事務調査事項決定の参考とする、

「ホームページでの市民意見募集」を開始し市民参加の推進を図った。さらに

平成 29 年度には、広聴機能の充実として、市議会に関する市民アンケート、

高校生アンケートを実施した。平成 30 年についてはこれまで進めてきた取り

組みをさらに充実させ、「市民との情報共有」、「市民参加の推進」を図る方針
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である。こうした取り組みを通して、市民に開かれた議会の実現のためのサポ

ートを行う。 

【主な事業】   市議会中継関係経費         １１，３８３千円 

         議会報等作製関係経費        １１，６９７千円 

         議会広報広聴活動経費         ２，３４０千円 

         インターネット配信関係経費        ９９８千円 

 

３．議会の政策形成機能の充実について 

議会は、議会基本条例の基本方針の三本柱の一つである「議員間討議の活性

化」を進め、議員間討議により集約された意見から政策立案・政策提言を行う

ことを目指している。平成 29 年度は、特別委員会において、議員提案による

防災対策条例（仮称）及び障害者差別解消条例（仮称）の検討を行ったほか、

議員政策研究会からの申し入れを受けて、議会のＩＣＴ推進に係る議長プロジ

ェクトチームを設置して迅速に調査研究を行った。さらに、国内屈指の有識者

を招き、議会改革に係る議員研修会を連続 3回開催し、政策立案や提言力の向

上を図ったところである。平成 30 年度も引き続き、市民から信頼される議会

づくりに向けて、議会事務局は、議会の政策形成機能を充実するための取り組

みについてサポートを行う。 

【主な事業】     政務活動費            ２７，７２０千円 

          行政視察関係経費           ９，６６５千円 

          議員パソコン・インターネット経費  ２，８４６千円 

          調査法制関係諸経費         ２，０００千円 
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監 査 事 務 局 

 

新年度予算における基本的な方針新年度予算における基本的な方針新年度予算における基本的な方針新年度予算における基本的な方針    

  地方自治法に定められている「住民の福祉の増進に努めるとともに、最少

の経費で最大の効果を挙げる。また、常にその組織及び運営の合理化に努め

その規模の適正化を図る。」との規定の趣旨にのっとり、監査委員が実施する

監査の事務補助を行う。 

 

１．定期監査１．定期監査１．定期監査１．定期監査についてについてについてについて    

  財務に関する事務の執行及び経営に係る事業の管理が、最少の経費で最大

の効果を挙げているかに着目し、予算の執行及び財産の管理などが適法、適

正かつ効率的に行われているかについて監査を実施する。 

 

２．２．２．２．行政行政行政行政監査監査監査監査についてについてについてについて    

  本市の事務の執行に関し、事務組織その他の執行体制、事務処理の手続き

方法、事務の執行状況、施設の管理運営及びその他の行政運営全般について、

公正で効率的かつ効果的に行われているかについて監査を実施する。 

  定期監査に並行して行う行政監査及びテーマを定めて行う行政監査を実施

する。 

 

３．３．３．３．その他の監査、検査、審査その他の監査、検査、審査その他の監査、検査、審査その他の監査、検査、審査についてについてについてについて    

        出資団体監査、財政援助団体監査、公の施設の指定管理者監査、工事監査

及び例月現金出納検査、決算審査、基金運用状況審査、財政健全化審査・経

営健全化審査等を実施する。 

 

 

 

 【主な事業】    監査事務一般経費  当初予算額 ２，４８４千円 
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教 育 委 員 会 

    

新年度予算における基本的な方針新年度予算における基本的な方針新年度予算における基本的な方針新年度予算における基本的な方針    

学校教育分野においては、本市の教育の方向性を示す第３次学校教育ビジョンの基本目標

に基づき、本市が目指す子どもの姿「輝く よっかいちの子ども」の実現に向けた各種施策

の充実に努める。また、多忙化する学校や教職員の業務負担軽減を図るための取り組みを推

進する。 

さらに、普通教室における空調設備整備など、子どもたちを取り巻く教育環境の充実に努

める。学校規模等適正化の取り組みにおいては、平成３１年４月の笹川東小学校・笹川西小

学校統合に向け、新校の開校準備を行う。 

社会教育分野においては、国指定史跡である久留倍官衙遺跡の整備等、引き続き文化財の

保存と魅力の発信に努める。 

また、図書館では、多様なニーズに対応できるように蔵書の充実を図り、市民が希望する

図書・資料の提供に取り組む。博物館では、学習機会・情報提供の充実及び学習活動の支援

を行うとともに、市民ニーズを踏まえた利用拡大に取り組む。 

スポーツの振興では、スポーツ施設整備計画に基づき、今年開催される高校総体、平成３

３年に開催予定の三重とこわか国体に向けたスポーツ施設整備を進めるとともに、地域スポ

ーツ及び競技スポーツの充実に取り組む。 

 

１．１．１．１．学校教育の充実学校教育の充実学校教育の充実学校教育の充実    

⑴⑴⑴⑴    社会人になっても通用する問題解決能力の養成社会人になっても通用する問題解決能力の養成社会人になっても通用する問題解決能力の養成社会人になっても通用する問題解決能力の養成    

子ども自身が身に付けた知識・技能を実生活で応用するとともに、他者と協働しながら

問題を解決していく主体的・能動的な能力としての「社会人になっても通用する問題解決

能力」の養成を図るための施策を展開する。 

学校における多様な学び合いや言語活動を充実させるため、平成２９年３月発行の「問

題解決能力向上のための授業づくりガイドブック２」の活用推進校を指定し、実践事例を

共有することにより、授業改善の取り組みを進める。さらに、思考力・判断力・表現力の

育成のため、中学生スピーチコンテストの開催など、言語活動の場を設けるとともに、四

日市こども広報を発行し、学習教材としての活用を促す。 

外国語活動・英語教育の充実においては、新学習指導要領の実施を見据え、指導体制の

強化・拡充を図るため、四日市市英語指導員（ＹＥＦ）の増員、小学校英語専科教員の全

校拡充、英検ＩＢＡの実施学年の拡大などを行う。 

学びの環境の充実では、本市独自施策として小・中学校１年生における３０人以下学級

編制を行うための教員を配置し、効果的な少人数教育を展開する。さらに、ＩＣＴ（情報

通信技術）環境を維持・整備することによって、すべての児童・生徒にとってわかりやす

い授業を実現し、学習意欲を高めるとともに、情報活用能力の育成を図る。 

教職員の資質・能力の向上においては、教職経験年数（ライフステージ）に応じた研修

講座を実施するとともに、特に初任者や若手教員等の指導力向上に向けて訪問支援を中心

とした若手教員研修や教育アドバイザー派遣を行う。また、大学や企業等との連携により、
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教師力及び学校経営力の向上を目指した取り組みを推進する。 

 

【主な事業】  少人数学級拡充事業費           ２４４，６３５千円 

（うち小一・中一３０人学級分  ９６，４３１千円） 

（うち非常勤講師配置分    １４８，２０４千円） 

学校英語教育充実事業費          １０４，９９８千円 

教育課題研究・調査費               ９８３千円 

学校教育ＩＴ推進事業費            ４３，３２８千円 

教育情報通信システム運営費        １９９，２４７千円 

中学生スピーチコンテスト開催事業費        ３３９千円 

四日市こども広報発行事業費          ３，６７０千円 

教職員研修費                        ２，３１１千円 

大学及び企業等との連携による教師力向上事業費 １，８５６千円 

（うち大学との連携事業分    １，２１７千円） 

 

    

⑵⑵⑵⑵    豊かな人間性豊かな人間性豊かな人間性豊かな人間性と健やかな体と健やかな体と健やかな体と健やかな体を育む教育の充実を育む教育の充実を育む教育の充実を育む教育の充実    

学ぶことと社会とのつながりを意識した様々な活動を通して、基本的生活習慣や規範意

識、自己有用感、他者と協調し思いやる心など、豊かな人間性と健やかな体を育む施策を

展開する。 

生徒指導については、いじめや不登校等の未然防止、早期発見、早期対応、早期解決の

ため、学級満足度調査等を実施し、教職員の指導・相談体制等の充実を図る。また、適応

指導教室において、利用者の増加に対応できるよう施設改修のための設計を行う。 

学校のカウンセリング機能の充実を図るため、国・県・市によりすべての小中学校にス

クールカウンセラー（臨床心理士等）を配置し、市のスクールカウンセラーについては配

置日数を増やす。併せて、学校からの要請に応じてハートサポーター（臨床心理士等）を

派遣する。 

また、児童生徒が抱える家庭に起因する福祉的な課題の改善及び解決を図るため、スク

ールソーシャルワーカー（社会福祉士等）の派遣を拡充する。 

豊かな人間性を育むために、新しい道徳教育に対応した道徳教育実践推進校を指定し、

教材や指導法の研究を進める。また、全小・中学校に専門の知識を有する司書を派遣し、

司書教諭、教員及び学校図書館ボランティアと連携した児童生徒の日常の読書活動や図書

館を活用した授業支援、家庭読書等を推進する。さらに、日常の学校生活では経験できな

い自然体験活動を行うため、小・中学校ともに１泊２日の自然教室を実施する。 

健やかな体の育成と子どもの運動能力や体力向上のために、５分間運動を推進するとと

もに、小中学校における子どもの運動のあり方や教員の指導方法などについて研究を進め

る。 

中学校給食については、平成２９年度に引き続き、施設用地、施設整備、建設手法、運

営手法などの具体的な検討を行うとともに、市民や学校現場の意見を踏まえながら、四日

市市中学校給食基本構想・基本計画を策定する。 
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特別支援教育の充実においては、乳幼児期から中学校卒業まで一貫した指導及び支援の

充実を図るため、地域特別支援教育コーディネーターを配置するほか、特別支援学級に介

助員を配置するとともに、通常の学級における特別支援教育支援員を配置する。さらに、

校内の就学相談や通級指導教室（サポートルーム）の体制の推進を図る。 

人権教育については、様々な人権課題に対応する教職員研修の充実や、発達段階に応じ

て子どもたちにつけたい力を明記した人権教育カリキュラムの整備に努めるとともに、各

中学校区の人権課題の解決に向けて、子どもたちがより主体的に参画する子ども人権フォ

ーラムを開催する。 

教育上配慮を必要とする地域及び周辺地域においては、基本的人権を尊重する精神と行

動力をもった子どもを育成するため、引き続き、人権学習、仲間づくりや体験学習などの

活動を行うための事業を実施する。さらに、教育的に不利な環境下にある子どもたちへの

支援体制を構築し、教員ＯＢや地域住民等による学習支援の継続により、基礎学力の定着

と学習意欲の向上を図る。 

 

 【主な事業】    途切れのない指導・支援事業費        １９６，４９６千円 

（うち生徒指導・教育相談事業分 ３４，２７７千円） 

（うち特別支援教育・相談事業分 １１，８００千円） 

（うち就学支援委員報酬分       ３２２千円） 

（うち適応指導教室事業等分    ７，０６２千円） 

（うち特別支援教育介助員分  １２６，７５３千円） 

（うち特別支援教育支援員分   １６，２８２千円） 

適応指導教室整備事業費            ４，６００千円 

いじめ等対策事業費              ４，２１０千円 

道徳教育総合支援事業費              ６００千円 

学校図書館いきいき推進事業費        ３９，２４６千円 

学校づくりビジョン推進事業費             ３４，００１千円 

（うち体力向上推進事業分        ２７千円） 

自然教室事業費               ２２，２６８千円 

          中学校給食基本構想・基本計画策定事業費     ６，９９３千円 

中学校給食事業費             １９７，４２９千円    

特別支援教育推進事業費            ２，２６８千円 

学校人権教育推進事業費            １，９６０千円 

子ども人権文化創造事業費           ４，５９９千円 

自己実現支援事業費              ２，１０２千円 

学校支援地域本部推進事業費          １，８００千円 

    

⑶⑶⑶⑶    四日市ならではの地域資源を生かした四日市ならではの地域資源を生かした四日市ならではの地域資源を生かした四日市ならではの地域資源を生かした教育の推進教育の推進教育の推進教育の推進    

本市に生まれ育ったことに誇りと愛着をもつ「心豊かな“よっかいち人”」を育むため、

本市ならではの地域資源を教育に生かした特長ある教育を推進する。 

本市独自の連携型小中一貫教育「学びの一体化」においては、１中学校区を教育実践研
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究推進校区に指定し、一貫性・系統性のある教育の一層の推進を図る。 

各学校に対しては、学校づくりビジョン実現のため、地域や家庭との協働による活動、

職場体験活動、土曜日等を活用した教育活動、基礎学力の把握、新学習指導要領対応の取

り組み等、創意工夫ある教育活動が推進できるように支援する。 

外国人幼児・児童・生徒の教育の充実のため、在籍校・園に適応指導員を継続して配置

し、日本語指導や学校生活への適応指導、学力補充、教育相談、進路保障等の取り組みを

行う。 

地域とともにある学校づくりを推進するため、保護者や地域住民等が学校づくりに主体

的に参画する四日市版コミュニティスクールの指定校を拡充し、教育活動及びその取り組

みの充実を図る。 

また、市内企業等がもつ知識・技能・経験を生かした連携授業や、ＪＡＸＡ（宇宙航空

研究開発機構）による宇宙を素材にした連携授業を行う。さらに、高度なものづくり産業

の企業が集積する本市の特長を生かした四日市こども科学セミナーを実施し、科学と日常

生活での活用を関連づけた体験活動を通して、子どもたちの科学への知的好奇心・探求心

を高める。 

 

【主な事業】  学びの一体化推進事業費           ３２，５７８千円 

学校づくりビジョン推進事業費             ３４，００１千円 

外国人幼児児童生徒教育事業費                                ５９，３５７千円 

四日市版コミュニティスクール推進事業費    ６，０６７千円 

大学及び企業等との連携による教師力向上事業費 １，８５６千円 

（うち企業等との連携事業分      ６３９千円） 

四日市こども科学セミナー事業費        ２，９７２千円 

    

    

⑷⑷⑷⑷    学校施設・設備等の整備学校施設・設備等の整備学校施設・設備等の整備学校施設・設備等の整備    

校舎の改築整備については、海蔵小学校改築工事を実施するとともに、大矢知興譲小学

校を改築するための基本計画及び基本設計・実施設計に着手する。また、良好な学習環境

の確保と施設の長寿命化を図る大規模改修については、泊山小学校の校舎及び屋内運動場、

笹川東小学校の校舎トイレの改修工事を行うとともに、桜小学校、楠中学校及び朝明中学

校の改修工事の設計を行う。 

学習環境を改善するための空調設備については、第３次推進計画期間内での普通教室へ

の空調設備整備に向けて、ＰＦＩ事業者選定のための業務を実施する。 

小学校における衛生管理強化のための給食室改修については、中部西小学校の工事及び

塩浜小学校の設計を行う。 

また、学校施設の安全確保を図るため、中学校の特別教室の窓ガラス飛散防止対策を平

成２９年度に続き実施する。 

津波浸水から避難するための避難施設整備については、新たに津波避難ビルに指定され

た羽津北小学校の避難階段及び屋上転落防止柵、非常用発電装置等設置の設計を行う。 

児童生徒の通学時の安全確保については、通学路における交通安全施設の整備を引き続
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き推進する。 

 

【主な事業】 海蔵小学校改築整備事業費         ４７１，１３０千円 

       大矢知興譲小学校改築整備事業費       ５８，８００千円 

小・中学校大規模改修事業費        ３３５，６００千円 

普通教室空調設備整備事業費         ２０，２６０千円 

給食室改修費                ５３，０００千円 

窓ガラス飛散防止事業費           ６１，０００千円 

避難施設等整備事業費             ３，１００千円 

通学路交通安全施設整備事業費        ２４，２００千円 

    

    

２２２２．．．．文化財の文化財の文化財の文化財の整備・保存・活用整備・保存・活用整備・保存・活用整備・保存・活用    

  国指定史跡「久留倍官衙遺跡」整備事業について、八脚門復元工事等を実施するととも

に、ガイダンス施設「くるべ古代歴史館」の活用を図る。 

  ユネスコ無形文化遺産である国指定重要無形民俗文化財「鳥出神社の鯨船行事」につい

ては、行事継承の支援を継続し、さらなる行事の魅力発信に取り組む。 

  市指定有形文化財（建造物）である「旧四日市市役所四郷出張所」の保存計画を策定す

るとともに、四郷ふるさとの道ウォーキングを行うなど歴史的な街並みのＰＲに取り組む。 

  国指定天然記念物「御池沼沢植物群落」については、市民ボランティアとともに環境改

善作業の取り組み方法などを考え、実施していく。 

  文化財所有者の負担を軽減し、大切な文化財を保存・継承していくため、修理が必要と

なった指定文化財に対する補助を行う。 

  国土交通省中部地方整備局からの委託を受け、一般国道１号北勢バイパス建設に伴う遺

跡の発掘調査や調査後の報告書作成を行う。 

 

【主な事業】 久留倍官衙遺跡整備事業費         １６９，４１０千円 

       久留倍官衙遺跡活用事業費           ５，３７１千円 

ユネスコ無形文化遺産普及促進事業費      ４，０００千円 

旧四郷出張所を中心とした街並み啓発事業費     ５００千円 

旧四郷出張所維持管理事業費          ６，９７１千円 

天然記念物保存事業費             １，６５３千円 

指定文化財保存事業費補助金          １，０３８千円 

埋蔵文化財発掘調査受託事業費        ３８，９９７千円 

    

    

３３３３．．．．図書館、博物館の施策の充実図書館、博物館の施策の充実図書館、博物館の施策の充実図書館、博物館の施策の充実    

図書館においては、子どもから高齢者まで市民の多様なニーズに対応できるよう、幅広

い分野の図書を収集するとともに、四日市地域に関する郷土資料や人権に関する図書を収

集し、市民の読書環境の向上に努める。 
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博物館においては、開館２５周年を迎えるため、展覧会およびプラネタリウムにおいて

記念事業を開催する。また、併設する「四日市公害と環境未来館」と連携を図りながら、

本市の魅力を発信するシンボル施設として、市内外から多くの人が来館できるように情報

発信を行う。 

 

【主な事業】  図書資料整備費・人権啓発拠点推進事業費   ２９，５０７千円 

        博物館特別展等開催費            ３５，６４０千円 

プラネタリウム投映事業費           ２１，１１０千円 

    

    

４．４．４．４．スポーツ施設整備・スポーツ振興スポーツ施設整備・スポーツ振興スポーツ施設整備・スポーツ振興スポーツ施設整備・スポーツ振興    

新たな運動施設の整備については、今年開催される高校総体、平成３３年に開催される

三重とこわか国体に向け、中央緑地と霞ヶ浦緑地において施設の整備を進める。平成３０

年度は中央緑地新体育館、中央緑地フットボール場、霞ヶ浦テニスコート、霞ヶ浦緑地新

野球場の整備工事を進める。 

また、既存の運動施設については、中央緑地陸上競技場、霞ヶ浦プールや霞ヶ浦第２野

球場、楠緑地体育館の改修を行い、利用者の安全確保及び大会運営のための機能のさらな

る向上を図る。 

四日市市運動施設、四日市ドーム及び四日市市桜運動施設の管理運営については、引き

続き指定管理者制度によって利用者サービスの向上を図る。 

スポーツの振興については、市民がスポーツに関心を持ち、スポーツに親しむ機会を設

けるため、トップアスリートによるスポーツイベントやプロ野球ウエスタンリーグ公式戦、

ウォーキング大会等を実施するとともに、競技力の向上や障害者スポーツを含めた指導者

の育成に取り組む。また、地域スポーツの活動拠点である学校開放施設の充実を図るほか、

本市での三重とこわか国体の開催機運を高めるため、開催種目を中心としたスポーツ教室、

実技講習会、市民大会等を開催する。 

 

【主な事業】 中央緑地運動施設整備事業費（国体関係） ４，９９２，０００千円 

中央緑地運動施設整備事業費         １２７，８００千円 

霞ヶ浦緑地運動施設整備事業費（国体関係）  ８１７，４００千円 

霞ヶ浦緑地運動施設整備事業費        ３１３，０００千円 

霞ヶ浦緑地運動施設整備事業費（アセットマネジメント） 

       ４４，８００千円 

その他運動施設整備事業費（アセットマネジメント）           

  ４５，２００千円 

その他運動施設整備事業費           ７４，０００千円 

四日市市運動施設指定管理者指定管理料    ２２３，２７９千円 

四日市ドーム指定管理者指定管理料       ６９，２４８千円 

桜運動施設指定管理者指定管理料         ８，０９６千円 

スポーツイベント実施事業費            ６，６００千円 
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       学校開放事業費（体育振興）          １５，８２０千円 

    

（決算議会等の指摘に対する主な見直し事業）（決算議会等の指摘に対する主な見直し事業）（決算議会等の指摘に対する主な見直し事業）（決算議会等の指摘に対する主な見直し事業）    

・途切れのない指導・支援事業費（うち生徒指導・教育相談事業） 

児童生徒が抱える家庭に起因する福祉的な課題の改善及び解決を図るため、社会福祉士

等のスクールソーシャルワーカーの派遣を拡充する。 

 

 

※二重下線部は、新「スポーツ・国体推進部」 
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１．１．１．１．目的目的目的目的    

笹川東小学校と笹川西小学校を閉校し、平成３１年４月に笹川東小学校に新しい

小学校を開校するにあたり、両校の閉校と新校の開校に向けた準備を進める。    

 

 

２．２．２．２．内容内容内容内容    

  （１）保護者や地域への情報提供 

    ・統合前の保護者懇談会の開催 

・統合準備委員会たよりや新小学校開校に向けたリーフレットの作成 

  

（２）両小学校の閉校式典の準備 

・会場設営 

・式次第等の作成 等 

     

（３）新小学校開校の準備 

    ・校章、校歌、校旗、副旗の作成 等 

 

 

３３３３．．．．予算予算予算予算額額額額   ４，２００千円    （財源内訳）一般財源 ４，２００千円 

  （前年度      ０千円） 

 

 

 

小学校統合関連事業費 

担当 教育委員会 教育総務課 

   稲 毛 

   ℡ ３５４－８２３７ 
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海蔵小学校改築整備事業費 

 

１．１．１．１．目的目的目的目的    

海蔵小学校の校舎の一部は、屋内廊下が無く、ベランダを廊下として使用していること

から、教室間の段差やトイレの配置等、機能面におけるさまざまな課題がある。これらの

課題を解決するため、改築整備を行い、学習環境の充実・改善を図る。 

 

２．２．２．２．内容内容内容内容    

  (1)校舎改築工事（建築、電気設備、機械設備）（平成２９年度～３１年度）  

事業費  ３３３，９００千円 

校舎改築  校  舎 : 鉄筋コンクリート造４階建て 5,470㎡ 

普通教室（２６教室、ワークスペース有）、相談室、校長室、

職員室、ＥＶ、更衣室、昇降口、渡り廊下、管理用諸室 

給食室 ： 鉄骨造平家建て 259㎡ 

既存改修   北校舎 ： 普通教室（６室）を特別支援教室（４室）、図書室、パソコ

ン教室に改修。また、渡り廊下設置に伴い準備室等を改修。 

 

    (2)仮設校舎リース（平成２９～３１年度）     事業費  １１３，１３０千円 

 仮設校舎  校 舎：鉄骨造３階建て 約3,300㎡ 

普通教室（２５教室、エアコン設置）、校長室、職員室、昇

降口、給食室、給食用リフト、渡り廊下 

 

  (3)工事監理業務委託（平成３０～３１年度）     事業費  １４，７００千円 

 

(4)運動場整備工事測量業務委託（平成３０年度）   事業費   ２，４００千円 

(5)運動場整備工事地質調査業務委託（平成３０年度） 事業費    ７，０００千円 

    

※今後の予定工事 

   ○運動場整備工事設計業務委託（平成３１年度） 

   ○運動場整備工事（平成３２年度） 

    

３３３３．．．．予算額予算額予算額予算額 ４７１，１３０千円 （財源内訳）国庫支出金（1/2・2/7）６９，１４８千円 

（前年度 ５７，９７５千円）            市   債      ７２，２００千円 

一般財源     ３２９，７８２千円 
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引越し時期

平成３２年度

設計

測量・地盤調査

仮設校舎
　　リース

校舎改築
　　　工事

平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

入札

校舎改築

設計・諸手続き

設計・諸手続き 建設 校舎リース 解体

運動場
整備工事 整備工事

◎◎◎◎
議会承認議会承認議会承認議会承認

４．４．４．４．債務負担行為債務負担行為債務負担行為債務負担行為    

・海蔵小学校改築工事監理業務委託費 

限度額  ２８，１３３千円  （総事業費）  ４２，８３３千円 

期 間  平成３０年度から平成３１年度まで 

 

○事業予定 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

○事業計画 

 

来客者用駐車場 

グラウンド 

仮設校舎 

既存校舎改修 

 １階普通教室（２室） → 特別支援教室（４室） 

 ２階普通教室（２室） → 図書室 

 ３階普通教室（２室） → パソコン室 

改築校舎 

 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造４階建て 

給食室 

鉄骨造平家建て 

担当  教育委員会教育施設課 

    江 川 

    ℡ ３５４－８２４５ 
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引越し時期

校舎建築

設　計

改築整備
工事

設計および諸手続き

平成３４年度平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 平成３３年度

運動場整備

校舎解体

（新）大矢知興譲小学校改築整備事業費 

    

１．１．１．１．目的目的目的目的    

大矢知興譲小学校については、今後の児童数の増加により平成３４年度以降に普通教室

の不足が生じると予測され、また、敷地外に屋内運動場やプールがあり、円滑な学校運営

に支障をきたしているなど、施設面におけるさまざまな課題がある。これらの課題を解決

するため、改築整備を行い、学習環境の充実・改善を図る。 

 

２．２．２．２．内容内容内容内容    

  (1)校舎改築整備工事設計業務委託（平成３０年度～３１年度）  ５１，０００千円 

   改築整備工事における基本計画および基本設計・実施設計の実施 

校舎改築  校 舎 棟 : ５階建て 

      特別教室棟 ： ３階建て（屋上プール） 

屋内運動場 ： ２階建て（１階：管理諸室、屋上：遊具広場） 

運動場整備 

既存校舎、屋内運動場、プール施設解体 

 

  (2)地質調査業務委託                       ７，８００千円 

     改築整備工事に係る建築予定箇所の地質・地盤調査の実施 

 

３３３３．．．．予算額予算額予算額予算額     ５８，８００千円   （財源内訳）一般財源  ５８，８００千円 

    

４４４４．．．．債務負担行為債務負担行為債務負担行為債務負担行為    

        ・大矢知興譲小学校改築整備事業費 

    限度額   １２１，２００千円   （総事業費）１７２，２００千円 

期 間   平成３０年度から平成３１年度まで 

 

○事業予定 

 

担当 教育委員会 教育施設課 

   広 瀬 

   ℡ ３５４－８２４５ 
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１．１．１．１．目的目的目的目的    

昭和４０年代に建設された校舎について、良好な学習環境の確保と施設の長寿命化を図る

ため、大規模改修により整備を行う。 

また、建設後３０年以上経過している屋内運動場についても併せて整備を行う。 

 

２２２２．．．．内容内容内容内容    

  ○大規模改修工事                   事業費  ２６４，１００千円 

   ・泊山小学校  教室棟   昭和４７年建設 鉄筋コンクリート造３階建 計2,293㎡ 

           屋内運動場 昭和４９年建設 鉄筋コンクリート造平家建    606㎡ 

                   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ・笹川東小学校    教室棟   昭和４８年建設 鉄筋コンクリート造３階建て 

（トイレ改修）管理教室棟 昭和４９年建設 鉄筋コンクリート造３階建て 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

大規模改修事業費（小中学校） 
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○設計業務委託                    事業費   ７１，５００千円 

   ・桜小学校   教室棟   昭和４８年建設 鉄筋コンクリート造３階建 計1,536㎡ 

           屋内運動場 昭和５６年建設 鉄筋コンクリート造平家建    737㎡ 

                   

   ・楠中学校   特別教室棟 昭和４７年建設 鉄筋コンクリート造３階建 計1,522㎡ 

           屋内運動場 昭和５４年建設 鉄筋コンクリート造平家建   1,200㎡ 

                   

   ・朝明中学校  教室棟 昭和４７、４８年建設 鉄筋コンクリート造３階建 計3,024㎡ 

           屋内運動場 昭和５３年建設 鉄筋コンクリート造平家建    904㎡ 

                   

    

３３３３．．．．予算額予算額予算額予算額 ３３５，６００千円  （財源内訳）国庫支出金（2/7）    ４６，４６２千円 

 （前年度  １５，５００千円）       市   債       ９２，７００千円 

                       一般財源      １９６，４３８千円 

 

 

                           

担当  教育委員会教育施設課 

    江 川 

    ℡ ３５４－８２４５ 
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担当 教育委員会 教育施設課

江 川、多 田 

℡ ３５４－８２４５ 

維持・管理
(メンテナンス)

設計・施工

H31 H32～H44H29

事業者選定

H30

公募

設計

施工

実施方針作成

普通教室空調設備整備事業費 

１．目的１．目的１．目的１．目的    

学校生活において児童生徒が最も長い時間を過ごす普通教室への空調設備を整

備し、良好な学習環境を確保する。 

 

２．内容２．内容２．内容２．内容    

小・中学校の普通教室への空調設備整備をＰＦＩ事業により行う。 

   平成３２年度夏季の供用開始を目標に整備を行い、整備完了後平成４４年度ま

での１３年間の維持管理を行う。 

   

(1)ＰＦＩ事業者選定業務委託（平成２９～３０年度）事業費２０，０００千円 

ＰＦＩ事業の実施方針、入札説明書などの作成、事業者選定委員会の運営に関

する支援業務 

   

(2)ＰＦＩ事業者選定委員会に係る委員報償、旅費   事業費   ２６０千円 

 

(3)小中学校普通教室空調設備整備事業（平成３０～４４年度） 

   ＰＦＩ事業による小中学校普通教室への空調設備整備および整備後の１３年間

の維持管理（小学校 ３７校 ６６０教室、中学校 ２２校 ３１５教室） 

   ※平成３０年度は、事業者選定のみを行う 

 

３３３３．予算額．予算額．予算額．予算額  ２０，２６０千円  （財源内訳）一般財源  ２０，２６０千円 

  （前年度 ２５，０００千円） 

 

４４４４．．．．債務負担行為債務負担行為債務負担行為債務負担行為    

・小中学校普通教室空調設備整備事業費 

 限度額 ４，０６０，０００千円 （総事業費）４，０６０，０００千円 

 期 間 平成３０年度から平成４４年度まで 

 

 ○事業予定 
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（新）学校業務サポート事業費  

 

 

１．目的 

 学校に求められる役割が拡大する中、教職員の長時間労働が常態化し、多くの教

職員が多忙感を抱えている。こうした課題に対して、教職員の業務負担軽減を図る

ための取り組みを進め、教職員が子どもたちと向き合う時間を確保することにより、

質の高い学校教育を維持・発展させる。 

 

 

２．内容 

（１）学校業務アシスタントの配置 

  教員が担うべき業務に専念できる環境を確保するために、授業以外の業務の一

部を担う学校業務アシスタントを配置する。 

＜小学校：３人配置、中学校３人配置＞ 

 

（２）部活動協力員の配置    

中学校において、放課後や休日の部活動指導は長時間労働の要因の一つとなっ

ている。また、教員が競技経験のない部活動の顧問を任される場合、専門的な指

導が困難である。そのため、部活動における教職員の業務負担軽減を図り、かつ

専門的な指導により生徒の技術向上につなげるための部活動協力員を配置する。 

＜中学校：３人配置＞ 

 

（３）業務負担軽減のための取り組みの検証及び調査研究 

  業務改善アドバイザーを招聘し、学校業務アシスタントの効果的活用について

の検証を行うほか、校務支援システムの導入など、業務負担軽減にかかる先進事

例の情報収集等を行い、今後の具体的な方策を検討する。 

 

 

３．予算額   ５，９３５千円  （財源内訳）一般財源   ５，９３５千円 

  

 

 

 

担当 教育委員会 学校教育課 

内 村 

℡ ３５４－８２５１ 

教育委員会 教育支援課 

   丹 羽 

   ℡ ３５４－８２８３ 
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・中学校給食基本構想

・中学校給食基本計画

年度

内容

平成29年度 平成30年度

 

 

 

 

 

１１１１．．．．目目目目    的的的的    

成長期にある中学生によりふさわしい給食を提供するとともに、給食を通じて食

育や地産地消を推進するため、食缶方式による中学校給食を実施する。 

 

２２２２．．．．内内内内    容容容容    

四日市市中学校給食基本構想（平成２９年度策定）において、方向性が示された

給食実施方式に基づき、市民や学校現場の意見を踏まえながら基本計画の策定を行

う。 

・受入校の施設整備も含めた建設手法（直接施工、ＰＦＩ、デザインビルド等）及

び運営手法（直営、ＰＦＩ、委託等）の比較・検討 

・施設用地及び概算事業費の検討 

・事業スケジュールの策定 

 

 

３．３．３．３．予算予算予算予算額額額額            ６，９９３千円  （財源内訳）一般財源  ６，９９３千円 

 （前年度   ５，０００千円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中学校給食基本構想・基本計画策定事業費 

担当 教育委員会 学校教育課

杉 本 

℡ ３５４－８２５２ 

168



    

    

    

    

１．１．１．１．目的目的目的目的    

教室で英語を効果的に学ぶ環境整備を進めるとともに、新学習指導要領の実施（小学

校：平成 32 年度、中学校：平成 33 年度）に向け、英語教育の指導体制の強化・拡充を

図る。 
 

２．２．２．２．内容内容内容内容    

（１）中学校英語教育の充実 

・【拡充】【拡充】【拡充】【拡充】四日市市英語指導員（ＹＥＦ）四日市市英語指導員（ＹＥＦ）四日市市英語指導員（ＹＥＦ）四日市市英語指導員（ＹＥＦ）の増員の増員の増員の増員 

四日市市英語指導員（ＹＥＦ）を現在の１２人から１３人に増員し、教員と英語指

導員とのティーム・ティーチング授業の充実を図る。 

・【【【【拡充拡充拡充拡充】】】】中学校２年生における中学校２年生における中学校２年生における中学校２年生における英検ＩＢＡの実施英検ＩＢＡの実施英検ＩＢＡの実施英検ＩＢＡの実施 

中学校３年生に加え、中学校２年生においても英検ＩＢＡを実施し、結果を活用し

た英語の授業改善を図る。 

※英検ＩＢＡ…英検受験級の決定など、英語学習における到達度を判定するテスト 

 

（２）小学校英語教育の充実 

 ・【拡充】【拡充】【拡充】【拡充】英語専科指導体制の確立英語専科指導体制の確立英語専科指導体制の確立英語専科指導体制の確立 

新学習指導要領の実施に向け、小学校における専門的な指導による英語指導力の強

化と、中学校英語教育への円滑な移行を図るため、英語専科教員を全小学校に配置す

る。 

 

（３）英語指導力向上のための教員研修講座の開設 

            新学習指導要領への移行期間に使用される小学校の新教材に関する研修、「ＣＡＮ

－ＤＯリスト」活用に関する研修等を実施する。 

   ※ＣＡＮ－ＤＯリスト…「英語を使って何ができるようになるか」という視点で英

語の学習到達目標を設定した一覧 

 

 

３．３．３．３．予算額予算額予算額予算額  １０４，９９８千円  （財源内訳）その他特財  ７，７９４千円 

（前年度  ８７，６５０千円）            （職員宿舎等使用料） 

一般財源  ９７，２０４千円 

 

 

 

 

学校英語教育充実事業費 

担当 教育委員会 指導課 

澤 井 

℡ ３５４－８２５５ 
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１１１１．．．．目的目的目的目的    

不登校児童生徒の増加により、適応指導教室を活用した対応の必要性がます

ます高まる中、利用者の増加に対応できる施設改修と教室運営を行うことで、

不登校児童生徒への支援の一層の充実を図る。 

 

２．２．２．２．内容内容内容内容    

四日市市勤労者・市民交流センター北館の一部を使用して運営している適応

指導教室について、建物が商工農水部から移管されることを受け、不登校児童

生徒の増加に対応した施設整備の設計委託を行う。 

（平成３１年９月から供用開始予定） 

〇主な改修内容 

     ・職員室の移設 

     ・相談室の増設（２部屋→５部屋） 

     ・学習室の増設（１部屋→４部屋） 

 

３．３．３．３．予算額予算額予算額予算額      ４，６００千円  （財源内訳）一般財源  ４，６００千円 

 

 

 

○事業予定 

 Ｈ３０ Ｈ３１ 

設  計         

改修工事       

 

 

 

 

 

 

 

（新）適応指導教室整備事業費 

担当 教育委員会 教育支援課 

矢 田 

   ℡ ３５４－８２８５ 

設計業務委託 

改修工事 

９月供用開始予定 
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１１１１．．．．目的目的目的目的    

平成３０年の高校総体、平成３３年の三重とこわか国体に向け、中央緑地に新

たなスポーツ施設（新体育館、フットボール場）を整備する。 

    

２．２．２．２．内容内容内容内容    

〔新体育館〕 

(１)新体育館建設工事             事業費 ４，５０５，０００千円 

・新体育館の建設、旧体育館の解体、駐車場の整備、芝生広場の整備を行う。 

(２)新体育館建設工事監理業務委託       事業費    ４２，０００千円    

・新体育館建設工事について、設計図書との照合・確認を、建築基準法に基づき

建築士に委託する。 

〔フットボール場〕 

(３)中央緑地サッカー場整備工事        事業費    ２１０，０００千円 

・サブトラック付サッカー場１面、アメリカンフットボール兼サッカー場１面、 

ラグビー兼サッカー場１面を整備する。 

(４)中央緑地サッカー場ナイター照明整備工事 事業費   １７０，０００千円 

・中央緑地フットボール場３面にナイター照明を整備する。 

(５)中央緑地新施設整備に伴う外構工事     事業費     ６５，０００千円 

・中央緑地においてフットボール場の整備にあわせて、サブトラック付サッカー

場の選手避難用シェルター、サブトラック付サッカー場周りのフェンス、器具

庫、公園利用者用の東屋を設置し、当該箇所の芝張りも行う。 

    

３３３３．予算額．予算額．予算額．予算額    

４，９９２，０００千円   （財源内訳） 

（前年度１，９２６，７８０千円）  国庫支出金(1/2)   ９８０，０００千円 

                  県支出金(1/2)     ９０，５５０千円 

市債      ２，７７３，６００千円 

                  その他特財   １，１４７，８５０千円 

（都市基盤・公共施設等整備基金） 

    

中央緑地運動施設整備事業費（国体関係） 

担当 教育委員会 国体推進課 

松 原 

℡ ３５４－８３６７ 
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１１１１．．．．目的目的目的目的    

中央緑地陸上競技場において、利用者の安全性及び利便性の向上を図るため、経年劣

化が著しい箇所の改修等を行う。 

 

２．２．２．２．内容内容内容内容    

中央緑地陸上競技場は、県内唯一の第２種公認競技場であり、毎年各種大会が開催さ

れているほか、今後、平成３２年のプレ国体、平成３３年の三重とこわか国体と全国か

ら多くの方が来場する大会が行われることも踏まえ、来場者の安全性の確保及び大会運

営機能の向上を図るため、施設の改修を行う。 

 

(1)中央緑地陸上競技場スタンド棟改修工事（平成３０年～平成３１年度） 

事業費 １０９，５００千円 

扉改修、バリアフリー対策、トイレ改修、内装塗装などの改修を行う。 

(2)中央緑地陸上競技場芝・トラック更新工事 

劣化の著しい芝とトラックについて、下地を含めた全面更新を行うための測量設

計業務委託を行う。 

・芝測量業務委託           事業費   ２，２００千円 

     ・トラック測量業務委託        事業費   ３，６００千円 

     ・芝設計業務委託           事業費   ５，５００千円 

     ・トラック設計業務委託        事業費   ７，０００千円 

  

３３３３．予算額．予算額．予算額．予算額  １２７，８００千円 （財源内訳）一般財源 １２７，８００千円 
（前年度  ４，３００千円） 

    

４．債務負担行為４．債務負担行為４．債務負担行為４．債務負担行為        中央緑地陸上競技場スタンド棟改修工事 

限度額    １４４，６００千円 

           期 間 平成３０年度から平成３１年度まで 

▼中央緑地陸上競技場スタンド棟内     ▼中央緑地陸上競技場フィールド 
 

中央緑地運動施設整備事業費 

担当 教育委員会 スポーツ課 

   尾 関 

℡ ３５４－８４２８ 
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１．目的１．目的１．目的１．目的    

平成３０年の高校総体、平成３３年の三重とこわか国体に向け、霞ヶ浦緑地に

新たなスポーツ施設（テニスコート、野球場）を整備する。 

 

２．内容２．内容２．内容２．内容    

〔テニスコート〕 

(１) テニス場整備工事         事業費   ２５３，０００千円 

・コート（16 面、うち屋根付 8面）の整備及びクラブハウスの建築を行う。    

(２) テニス場整備工事監理業務委託   事業費     ４，５００千円 

・テニス場整備工事について、設計図書との照合・確認を、建築基準法に基づ

き建築士に委託する。 

〔野球場〕 

(３)野球場整備工事           事業費   ４７２，５００千円 

・霞ヶ浦緑地に新たな野球場の整備を行う。 

(４)野球場整備工事監理業務委託     事業費      ２，４００千円 

・野球場整備工事について、設計図書との照合・確認を、建築基準法に基づき

建築士に委託する。 

(５)霞ヶ浦緑地サッカー場解体工事    事業費     ８５，０００千円 

・野球場整備のために既存サッカー場を解体する。 

    

３３３３．予算額．予算額．予算額．予算額        

８１７，４００千円 （財源内訳）国庫支出金(1/2) ２０，０００千円

（前年度１，５７２，５００千円）      市  債   ４４５，８００千円 

                      その他特財   ３５１，６００千円 

（都市基盤・公共施設等整備基金） 

４．債務負担行為４．債務負担行為４．債務負担行為４．債務負担行為    

（１）野球場整備工事        限度額    １，０２７，５００千円 

                   期間 平成３０年度から平成３２年度まで 

（２）野球場整備工事監理業務委託  限度額    １２，６００千円 

                  期間 平成３０年度から平成３２年度まで 

 

霞ヶ浦緑地運動施設整備事業費（国体関係） 

担当 教育委員会 国体推進課 

松 原 

℡ ３５４－８３６７ 
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１１１１．．．．目的目的目的目的    

霞ヶ浦緑地内スポーツ施設において、利用者の安全確保及び大会運営機能をさらに

向上させるための改修を行う。 

 

２．２．２．２．内容内容内容内容    

  (1)霞ヶ浦プール改修（平成３０年度～平成３１年度）事業費１６３，０００千円 

プール槽更新(25・50m ﾌﾟｰﾙ槽)、プールサイドフェンス更新等必要な改修を行う

ことで、市民大会などの大会運営機能や、レジャープールとしての利用者の安全性

の向上を図る。 

                           

  (2)霞ヶ浦第２野球場スコアボード改修       事業費１５０，０００千円 

既存スコアボードを撤去し、新たにバックスクリーン、スコアボード（電光掲示）、

掲揚ポールを設置し、利便性の向上を図る。 

                           

３３３３．予算額．予算額．予算額．予算額  ３１３，０００千円 （財源内訳）県支出金(2/3) ２１，２３９千円 

（前年度   １８，４００千円）        一般財源   ２９１，７６１千円 

 

４．債務負担行為４．債務負担行為４．債務負担行為４．債務負担行為    

霞ヶ浦プール改修工事  限度額    ３０５，０００千円 

                  期 間 平成３０年度から平成３１年度まで 

 

▼霞ヶ浦プール             ▼霞ヶ浦第２野球場 

 

 

 

 

 

 

 

霞ヶ浦緑地運動施設整備事業費 

担当 教育委員会 スポーツ課 

   尾 関 

℡ ３５４－８４２８ 
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１１１１．．．．目的目的目的目的    

市民の創造性を高め、郷土を大切にする心を育むため、美術や歴史を切り口とし

た展覧会を開催し、地域力、文化力の向上に資する機会とする。 

 

２．２．２．２．内容内容内容内容    ※展覧会の名称はすべて仮称 

（１）特別展    

① 浮世絵十人絵師展 (４～６月：３９日間) 

  広重、写楽など人気の十人絵師の作品を展示 

② ２０１８イタリア・ボローニャ国際絵本原画展（９～１０月：２６日間）  

  市立博物館では隔年開催している世界的な絵本原画展 

（２）企画展 

① 沼波弄山生誕 300 年記念萬古焼展（７～９月：３９日間） 

  館蔵の萬古焼を展示 

  ② 昭和のくらし (１～２月：４９日間) 

    むかしの生活道具や昭和の四日市の街のようすを展示 

 

 

 

 

 

 

 

 

浮世絵十人絵師展  絵本原画展     萬古焼展   昭和のくらし  

 

（参考） 

展覧会数 平成28年度 ４本（他に四日市公害と環境未来館主催の展覧会１本あり） 

平成29年度 ４本（他に四日市公害と環境未来館主催の展覧会１本あり） 

 

３３３３．．．．予算予算予算予算額額額額  ３５，６４０千円 （財源内訳）その他特財 １４，４９８千円    

（前年度  ３５，７１６千円） （博物館観覧料・市史等売払収入・博物館事業費助成金） 

一般財源  ２１，１４２千円 

 

担当 教育委員会 博物館 

廣 瀬 

℡ ３５５－２７０２ 

特 別 展 等 開 催 費 
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消 防 本 部 

 

新年度予算における基本的な方針 

 災害から市民の生命、身体及び財産を守るため、消防力の強化・消防救急体

制の充実を図る。 

このことから、消防車及び救急車の現場到着時間の短縮に向けて整備を進め

てきた（仮称）北消防署北部分署の運用を開始するとともに、現在、中消防署

と北消防署に配備してある救助工作車を新たに南消防署に配備して救助体制の

強化を図る。 

また、災害時における情報収集体制の強化を図るため、災害現場の状況を速

やかに把握するための新たな資機材やシステムの導入を行う。 

さらに、増加する救急需要への対応と救命率の向上を目指して、引き続き、

市立四日市病院に設置した救急ワークステーションでの研修を推進するととも

に、計画的な救急救命士の養成を行い、救急業務の高度化を図る。 

一方、火災予防対策の推進や地域防災力の向上に向け、石油コンビナート事

業所等への立入検査や防火安全指導を充実させるとともに、地域防災の中核と

なる消防団の施設整備を行う。 

 

 

１．消防車両の整備について 

  南消防署に配備してある救助機能付き消防ポンプ自動車を、消防車両更新

計画に基づき最新型の消防ポンプ自動車に更新するとともに、人命救助を専

門とする救助工作車を新たに配備し、救助体制の強化を図る。 

また、老朽化した指揮車及び広報車等の更新を行う。 

 ・消防ポンプ自動車 １台【南消防署】 

 ・救助工作車 １台【南消防署】 

・指揮車 １台、広報車(軽四) １台【消防本部】 

・広報車 １台【西分署】、軽トラック １台【北消防署】 

【主な事業】 消防車両整備事業 １８２，７８７千円 

 

２．消防指令センターの共同運用について 

四日市市、桑名市及び菰野町の３消防本部で共同運用を行う三重北消防指

令センターの円滑な運用を図るとともに、外国人からの 119 番通報への対応

を強化するため、外国人と指令センター員のやりとりを民間オペレーターが

同時通訳する「３者間同時通訳システム」を新たに導入する。 

【主な事業】 消防指令センター共同運用事業費 ４９，６９５千円 

176



３．災害時における情報収集体制の強化について 

火災の延焼範囲や土砂災害等の状況把握など、災害時において上空から迅速

かつ効率的に災害情報を収集するための資機材として「消防活動用ドローン」

を導入する。 

また、災害発生時の状況や消防防災施設の状況を迅速に把握するため、スマ

ートフォン等から提供された写真や動画などの災害情報等を活用する「消防防

災情報収集システム」(職員政策提案)を導入し、災害時における情報収集体制

を強化する。 

【主な事業】消防活動用ドローン整備事業 ２，４０８千円 

消防防災情報収集システム整備事業 １，９４４千円 

 

４．救急業務の高度化について 

救急救命士の知識、技術の向上及び医師、看護師と救急救命士の連携強化

を目的として市立四日市病院の救命救急センターに設置した救急ワークステ

ーションでの研修をより一層推進する。 

また、救急救命士の指導的立場となる指導救命士を引き続き養成するとと

もに、管内に配備する救急車（11 台）に救急救命士が常時乗車する体制を確

立するため、３名の救急救命士を養成する。 

【主な事業】 救急ワークステーション事業 ５４９千円 

救急救命士養成事業 ７，７５８千円 

 

５．火災予防対策の推進について 

  コンビナート事業所や防火対象物等への立入検査や消防訓練などの防火安

全指導を強化するとともに、消防法令に係る違反対象物の是正を推進する。 

また、住宅用火災警報器の設置促進等の住宅防火対策を推進するとともに、

市民の防火意識の高揚を図るため、火災予防運動や消防広場などの啓発活動を

実施する。 

【主な事業】 火災予防関係事業活動費 １，３１０千円 

 

６．消防団施設の充実について 

地域防災の中核として、消火や救助救出活動のみならず、住民への防火指導、

特別警戒、応急手当指導など、地域における消防力・防災力の向上に大きな役

割を果たしている消防団の活動拠点を整備するため、老朽化した消防分団車庫

の改築等を行う。 

・四郷分団車庫（移転改築工事） 

・富洲原分団車庫（設計業務委託等） 

【主な事業】 分団等整備事業費 ４７，５７２千円 
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消防ポンプ自動車（CD－Ⅰ型） 

 
 

 

１．目的 

  火災・救助・救急等に迅速かつ的確に対応するため、消防車両更新計画に基づ

き、車両の更新を行う。 

 

２．内容  

○消防ポンプ自動車 １台、救助工作車 １台【南消防署】 

平成１８年度に南消防署に配備した救助機能付き消防ポンプ自動車の老朽化

に伴い、消防ポンプ自動車に更新するとともに、南消防署の救助体制を強化す

るため、新たに救助工作車を導入する。 

 

（１）消防ポンプ自動車（ＣＤ－Ⅰ型 水槽付） 

機動力の向上のため、車体を小型化するとと 

もに、約７００リットルの水槽を積載した車両 

に更新する。 

 

 

 

（２）救助工作車（Ⅱ型） 

救助業務の高度化を図るため、クレーンやウ 

インチを装備し、救助資機材を積載した人命救 

助専門車両を導入する。 

 

 

 

 

○指揮車    １台【消防本部】 

平成１４年度に配備した指揮車を老朽化により 

更新する。 

 

 

○広報車    1 台【西分署】 平成１４年度配備 

○軽トラック  1 台【北消防署】平成１４年度配備 

○広報車（軽四）1台【消防本部】平成１６年度配備 

 

３．予算額 １８２，７８７千円  （財源内訳）県支出金 １１１，７４０千円 

 （前年度 ２２７，４６１千円）       一般財源   ７１，０４７千円                                                

担当 消防本部 総務課 

   市 川 

   TEL ３５６－２００３ 

指揮車 

救助工作車（Ⅱ型） 

消防車両整備事業 
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１．目的 

  地域の消防防災活動拠点である消防分団車庫のうち、経年劣化により老朽化の著し

い車庫について整備を行う。 

 

２．内容 

（１）工事 

ア 改築工事【四郷分団車庫】 

   昭和５４年度に建築、築後３８年が経過し、老朽化が進んでいることから、四郷

地区市民センター駐車場に移転改築し、地区市民センターとの連携を強化する。 

 

○現在の車庫の概要 

・住  所：室山町６２２-５ 

・建築年月：昭和５４年１２月 

・建築構造：鉄骨造２階建て 

・建築面積：延べ６４．８㎡ 

（1階車庫 32.4 ㎡、2階詰所 32.4 ㎡） 

 

 

○新たに設置する車庫の概要  

・住  所：室山町６４５－１ 

    （四郷地区市民センター） 

・建築構造：鉄骨造２階建て 

・建築面積：延べ約８２㎡ 

        （1 階車庫 42 ㎡、2階詰所 40 ㎡） 

 

イ 解体工事【旧橋北分団車庫】 

    平成２９年度に橋北地区市民センターへ移転改築したため、旧分団車庫の解体工

事を行う。 

 

（２）設計業務委託【富洲原分団車庫】 

 昭和５６年度に建築、築後３６年が経過し、老朽化が進んでいることから、改築

に向けた設計等を行う。 

 

３．予算額 ４７，５７２千円     （財源内訳） 一般財源 ４７，５７２千円 

 （前年度 ３６，７００千円） 

分団等整備事業費 

 

担当 消防本部 総務課 

市 川 

   ℡ ３５６－２００３ 

 地区市民 

センター 

笹川通り 

分団 

天白川 

 

車庫 
交番 

N 
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１．目的 

  火災の延焼範囲や土砂災害等の状況把握など、災害時において上空から迅速かつ効率

的に災害情報を収集するための消防活動用ドローンを導入する。 

  また、コンビナート施設等の安全点検など、火災予防対策への活用についても研究す

る。 

 

２．内容 

（１）消防活動用ドローン 1台 １，２０４千円 

 仕様 

  機体寸法     約 900㎜×900㎜ 

  機体重量     約 4.0 ㎏ 

  最大飛行時間   約 40分 

   

   

 

（２）訓練用ドローン 1台     ２９２千円 

仕様 

機体寸法     約 250㎜×250㎜ 

機体重量     約 1.5 ㎏ 

最大飛行時間   約 30分 

 

 

 

（３）その他の資機材        ４０４千円 

ア 風向風速計 

イ 訓練用フライトシミュレーター 

 

（４）操作員養成事業        ５０８千円 

操縦技能講習（座学・実技） 

 

３．予算額 ２，４０８千円    （財源内訳） 一般財源 ２，４０８千円 

 

（新）消防活動用ドローン整備事業 

担当 消防本部 総務課 

市 川 

   ℡ ３５６－２００３ 

消防活動用ドローン 

訓練用ドローン 
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１．目的 

スマートフォン等を活用した災害情報等の収集システムを整備することに

より、災害時における情報収集体制を強化する。 

 

２．内容 

（１）システムの概要 

消防防災情報収集アプリを配信し、当該アプリがインストールされたスマ

ートフォン等のカメラで撮影した災害状況等の写真や動画がインターネッ

ト上の地図に表示されるシステム。【政策提案】 

（平成３０年度予算 月額１９４，４００円×１０ヶ月分） 

（２）活用方法 

ア 災害発生時 

   火災や自然災害などの災害発生時において、火災状況、冠水、がけ崩れ、

倒壊等の災害状況を撮影して提供された情報を災害情報として活用する。 

イ 平常時 

   消火栓、防火水槽等の消防防災施設の状況について、異常等を確認した

場合に当該施設を撮影して提供された情報を施設の維持管理情報として活

用する。 

 

（３）情報提供予定者 

  消防防災関係者（消防職団員、市職員） 

   ※本アプリは、市民もインストールして活用できることから、将来的には市民が地

域で収集した情報を提供できるように取り組むこととする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．予算額 １，９４４千円   （財源内訳） 一般財源 １，９４４千円 

担当 消防本部 総務課 

川 瀬 

   ℡ ３５６－２００３ 

（新）消防防災情報収集システム整備事業 
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上 下 水 道 局 

 

新年度予算における基本的な方針新年度予算における基本的な方針新年度予算における基本的な方針新年度予算における基本的な方針    

上下水道は、市民生活に直結する重要なライフラインであり、市民に信頼さ

れる上下水道を目指し、計画的に施設整備・更新等を進めるとともに適正な維

持管理に努める。 

水道事業については、水需要は平成２８年度にこれまでの減少傾向から増加

に転じたものの、節水型社会の進展による影響から、今後も大幅な増加が見込

めない状況にある。このような中、安全で良質な水道水を安定して供給するた

め、平成３０年度が最終年度となる第２期水道施設整備計画（平成２２年度～

平成３０年度）に基づき、基幹施設の耐震化及び経年施設の更新等に努める。 

生活排水対策事業については、「水洗化による生活環境の向上」及び「川や

海などの公共用水域の水質保全」を図るため、四日市市生活排水処理施設整備

計画（アクションプログラム）（平成２８年度～平成３７年度）に基づく汚水

管整備の推進や既存施設の更新及び施設の適正な維持管理に努めるとともに、

合併浄化槽の普及と適正維持管理の促進を図る。 

さらに、「雨に強いまちづくり」を進めるため、市街化区域において総合的

な治水対策の一環として公共下水道雨水対策事業を行う。 

  なお、上下水道事業は公営企業であり、使用料等の財源確保に努めるととも

に、より一層の経費削減を図り、将来にわたり持続可能で健全な経営を行う。 

 

水 道 事 業 

将来にわたって安全安心で良質な水道水を安定して供給していくため、第２

期水道施設整備計画に基づき整備を進める。 

基幹施設の耐震化並びに経年管及び経年施設の更新を推進するとともに、減

衰している取水能力を回復させるため水源確保にも取り組む。 

【主な事業】 第２期水道施設整備事業          2,448,823 千円 

・基幹施設耐震化 

（導送水管・配水本管布設替、水管橋・取水井耐震） 

・経年管布設替 

・経年施設更新 

・水源確保（取水井更新） 
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下 水 道 事 業 

１．汚水対策事業について１．汚水対策事業について１．汚水対策事業について１．汚水対策事業について    

生活環境の向上及び川や海などの公共用水域の水質保全を図るため、四日市

市生活排水処理施設整備計画（アクションプログラム）に基づき汚水管渠の整

備を進めるとともに、緊急輸送路下の重要幹線管渠などの管更生や既存施設の

耐震化及び更新に取り組み、適切な維持管理を行う。 

また、公共下水道への接続促進を図るため、公共下水道接続促進補助制度を

新設するとともに、共同住宅排水管設置費補助制度を拡充し、水洗化率の向上

に努める。 

【主な事業】 公共下水道汚水対策事業          5,130,000 千円 

・管渠整備（各地区における整備） 

・管渠更新（重要幹線管渠や団地内老朽管渠の管更生） 

・施設更新（既存施設の耐震化、更新） 

 

公共下水道接続促進補助事業          54,500 千円 

共同住宅排水管設置費補助事業         14,560 千円 

 

 

２．雨水対策事業について２．雨水対策事業について２．雨水対策事業について２．雨水対策事業について    

市街化区域の集中豪雨等による浸水防除を図るため、雨水排水施設の整備を

推進するとともに、施設の更新に取り組み、適切な維持管理を行う。 

なお、中心市街地において浜田通り貯留管整備に着手し、平成３３年度末の

完成を目指す。 

【主な事業】 公共下水道雨水対策事業          5,249,000 千円 

・浜田通り貯留管整備 

・吉崎ポンプ場整備 

・新南五味塚ポンプ場整備 

・新富洲原ポンプ場、橋北ポンプ場等施設更新 
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農 業 集 落 排 水 事 業 

農村集落の生活環境の向上及び公共用水域の水質保全を図るため、農業集落

排水施設の適切な維持管理を行う。 

【主な事業】 施設維持管理経費（１２地区）        165,003 千円 

 

 

 

コミニティ・プラント事業 

生活環境の向上及び公共用水域の水質保全を図るため、コミニティ・プラン

ト施設の適切な維持管理を行う。 

【主な事業】 施設維持管理経費（２地区）         75,828 千円 

 

 

 

合 併 浄 化 槽 事 業 

公共下水道等が整備されていない地域において、個人の合併浄化槽設置及び

適正管理に対して、補助金を交付することで生活環境の向上及び公共用水域の

水質保全を図る。 

【主な事業】 合併浄化槽整備促進事業            83,220 千円 

合併浄化槽水質浄化促進事業          44,186千円 
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１．目的１．目的１．目的１．目的    

  大規模地震に備え、断水等の被害を最小限に抑え、非常時における市民生活への影

響を低減するため、主要施設の耐震化を図る。   

 

２．内容２．内容２．内容２．内容    

  ○基幹管路耐震化工事                ８０８，５００千円 

導水管、送水管及び口径 300mm 以上の配水管について、優先度の高い 

管路の耐震化を計画的に進める。 

整備口径・延長：φ300～600 L=3,500m 

      主な整備箇所：千代田町、平津町、生桑町、日永、小古曽 等 

  

 ○水管橋耐震化工事                 １６８，４００千円 

     早急に対策が必要な水管橋について、耐震化を実施する。 

     ・鈴鹿川派川水管橋 

      

 ○施設耐震化工事                                     ５３，０００千円 

     取水井について、耐震化を実施する。また、取水ポンプ室等の耐震診断を

行う。 

・取水井：内部４号井、三滝４号井、小牧３号井 

・取水ポンプ室等：内部水源地ほか１４箇所 

 

３．予算額３．予算額３．予算額３．予算額 １,０２９，９００千円    （財源内訳） 

（前年度  １,０２０，９００千円）       企業債    ３０８，０００千円 

                                          自己財源   ７２１，９００千円 

 

  ＜鈴鹿川派川水管橋＞ 

                                                                                           

担当 上下水道局水道建設課 

    山下  ℡ ３５４－８３６５ 

    上下水道局施設課 

    中野  ℡ ３５４－８３６４ 

水道事業会計 

水 道 基 幹 施 設 耐 震 化 事 業 
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１．目的１．目的１．目的１．目的    

生活環境の向上及び川や海などの公共用水域の水質保全を図るために、公共下水

道（汚水）施設を計画的に整備する。 

 

２．内容２．内容２．内容２．内容    

①管渠整備  ３，５４６，２００千円 

各地区において計画的に推進している汚水管渠の整備（面的な整備）を引き続き

進める。 

整備地区：下野、八郷、大矢知、羽津、神前、桜、川島、常磐、四郷、日永、 

内部、河原田（L=19.6 ㎞） 

 

②管渠更新       ３７５，０００千円 

緊急輸送路下の重要幹線管渠や老朽化の著しい市内５団地の管渠更生工事を行う。 

  重要幹線：茂福汚水 1 号幹線、常磐汚水２号幹線、富田処理分区、千歳地区 

  団  地：あかつき台、坂部が丘、笹川、高花平、桜台 

 

③施設更新      １，２０８，８００千円 

日永浄化センター第 2･3 系統の耐震化工事や常磐ポンプ場など既存施設の更新を

行う。 

   既存施設：耐震 日永浄化センター第 2･3 系統ほか 2 箇所 

       更新 常磐ポンプ場ほか 3 箇所        

 

３．３．３．３．予算額予算額予算額予算額 ５，１３０，０００千円 （財源内訳） 

 （前年度 ４，２１８，０００千円）    国庫補助金   ９８４，０６７千円 

                      企業債   ３，１７８，８００千円 

自己財源    ９６７，１３３千円 

 

 

下水道事業会計 

公共下水道汚水対策事業 

 

担当  上下水道局下水建設課 

     山田  ℡ ３５４－８２２４ 

     上下水道局施設課 

     杉山  ℡ ３５４－８２２０ 
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１．目的１．目的１．目的１．目的    

下水道整備が完了したところについては、下水道法に基づき公共下水道へ速やかに

接続することとなっているが、本市の水洗化率は 92.3％に留まっている。 

水洗化率(※)を向上すべく、目標を平成 30 年度から 3 カ年で全国平均 94.7％(平成

27 年度末)と掲げ、接続にかかる新たな補助制度を設け、公共下水道への接続を促す。 

 

※水洗化率：下水道利用が可能な区域において、接続している人数の割合を示したもの 

    

２．内容２．内容２．内容２．内容    

 

（１）未接続の現状 

平成 29 年 12 月末現在の未接続家屋等は、以下の表のとおりである。 

 戸建住宅 集合住宅 店 舗 事業所 合 計 

3 年以内の 

未接続戸数 
 1,520  

  200 

（39 棟） 
45  11  1,776  

3 年超の 

未接続戸数 
 3,488 

 1,975 

（385 棟） 
620  446  6,529  

全未接続戸数  5,008 
 2,175 

（424 棟） 
665  457  8,305  

 

（２）補助金制度の内容 

未接続家屋等への実態調査に基づくと、公共下水道に接続していない主な理由は、

資金面であることから、資金的な負担が大きい個人を対象に補助制度を設ける。 

 

①補助対象 

・補助対象建物は、集合住宅を除くすべての建物とする。 

⇒集合住宅については「共同住宅排水管設置費補助事業」で対応。 

・補助対象者（個人及び個人事業主）は、世帯全員の市民税が非課税であるこ

ととする。 

・法人は補助の対象外とする。 

 

②補助率 

・公共下水道の供用開始後 3 年以内の未接続家屋等に対し、接続工事費の 2 分

の 1 を補助。 

・公共下水道の供用開始後 3 年を超える未接続家屋等については、１年間に限

り接続工事費の 2 分の１を補助し、未接続の解消を促進する。 

下水道事業会計 

(新)公共下水道接続促進補助事業 
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③上限額 

・公共下水道接続にかかる標準的な工事費から、上限額を算出する。 

 

補助率及び補助金の上限額 

区 分 補 助 率 補助上限額 備   考 

くみ取り便所 

接続工事費の 2 分の１ 

250,000 市民税非課税世帯を対象とする 

ただし、供用開始後 3 年を超える

ものについては、1 年間限りとする 

単独浄化槽 200,000 

合併浄化槽 120,000 

 

（３）積算の根拠 

 

・くみ取り便所：  62 件 × 250,000 円 ＝ 15,500,000 円 

・単 独 浄 化 槽： 117 件 × 200,000 円 ＝ 23,400,000 円 

・合 併 浄 化 槽： 130 件 × 120,000 円 ＝ 15,600,000 円 

計    54,500,000 円 

    

３．３．３．３．予算額予算額予算額予算額   ５４，５００千円     （財源内訳）自己財源 ５４，５００千円 

                

    担当  上下水道局生活排水課 

     藤原  ℡ ３５４－８２２1 
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１．目的１．目的１．目的１．目的    

下水道整備が完了したところについては、下水道法に基づき公共下水道へ速やか

に接続することとなっているが、本市の水洗化率は 92.3％に留まっている。 

水洗化率(※)を向上すべく、目標を平成 30 年度から 3 カ年で全国平均 94.7％（平

成 27 年度末）と掲げ、既存の補助制度を拡充し、集合住宅における公共下水道への

接続を促す。 

 

※水洗化率：下水道利用が可能な区域において、接続している人数の割合を示したもの 

 

２．内容２．内容２．内容２．内容    

①補助単価の見直し 

現行制度（「共同住宅排水管設置費補助」）の補助単価について、工事施工単価

の上昇を踏まえた見直しを行い、公共下水道への接続促進を図る。 

②【拡充】時限的な対象の拡充 

既存の「共同住宅排水管設置費補助制度」について、未接続の解消を促進する

ため、公共下水道の供用開始後 3 年を超える集合住宅についても、１年間に限り

「供用開始後 3 年以内に接続した場合の補助金額の半分」を補助する。 

（円／ｍ） 

  補助単価（現行） 
補助単価（改定後） 

供用開始後3年以内 供用開始後 3年超 

舗装あり 10,000 14,000 7,000 

舗装なし 7,000 11,000 5,500 

 

③当初予算額 

接続時期 棟数 
１棟当たりの 

平均延長(m) 

補助単価 

（円/m） 
金額 (円） 

供用開始後３年以内 23 棟 20 14,000 6,440,000 

供用開始後３年超 58 棟 20 7,000 8,120,000 

合計 81 棟   14,560,000 

※舗装ありの場合のみを想定 

３．３．３．３．予算額予算額予算額予算額  １４，５６０千円   （財源内訳）自己財源  １４，５６０千円 

 （前年度   １，０００千円） 

 

下水道事業会計 

共同住宅排水管設置費補助事業 

担当  上下水道局生活排水課 

     藤原  ℡ ３５４－８２２1 
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１．目的１．目的１．目的１．目的    

     市街化区域の浸水防除を図り、雨に強いまちづくりを進める。 

 

２．内容２．内容２．内容２．内容    

①施設整備       ３，２４８，５００千円    

  特に浸水被害の多い地域について、施設整備を進める。 

・浜田通り貯留管整備    立坑工、シールド工φ4,400  １，５００，０００千円 

・吉崎ポンプ場整備     沈砂池工事、放流渠工事     ４５０，０００千円 

       ポンプ等機械電気設備工事    ５８６，０００千円 

  ・新南五味塚ポンプ場整備  外構工事、河川堤防復旧工事   １１０，０００千円 

  ・河原田ポンプ場整備    ポンプ設備工事、除塵機設備工事 ４６４，０００千円 

  ・霞ヶ浦南部浸水対策工事、長太雨水１号支線設計業務等    １３８，５００千円  

               

②施設更新      ２，０００，５００千円 

雨水排水施設の更新を行う。 

・新富洲原ポンプ場等更新   雨水ポンプ場 ５箇所     ７００，３００千円 

・橋北ポンプ場等更新     合流ポンプ場 ４箇所     ９７２，４００千円 

・塩浜雨水１号幹線水路更新                 １５０，０００千円 

  ・諏訪公園調整池耐震診断等                 １７７，８００千円 

 

３３３３．．．．予算額予算額予算額予算額 ５，２４９，０００千円   （財源内訳） 

 （前年度 ５，２０５，０００千円）      国庫補助金 ２，４０１，７３３千円 

企業債   ２，３９５，４００千円 

自己財源    ４５１，８６７千円 

 

 

                                           

 

 

下水道事業会計 

公共下水道雨水対策事業 

担当 上下水道局下水建設課 

 山田  ℡ ３５４－８２２４ 

上下水道局施設課 

杉山  ℡ ３５４－８２２０ 
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１．目的１．目的１．目的１．目的    

  近年の大雨により床上・床下浸水被害が多数発生している鵜の森公園や浜田小 

学校及び西浦通り周辺の浸水対策として、六地蔵公園付近から鵜の森公園付近ま 

での浜田通り貯留管整備を平成29～32年度の債務負担行為により行う。 

２．内容２．内容２．内容２．内容    

 ・・・・浜田通り貯留管整備                    １，５００，０００千円 

   立坑工、貯留管シールド工φ4,400   （全体工事費 ５，０００，０００千円） 

                       

貯留量   ： １５，２９０㎥ 

管 径   ： φ４，４００㎜  延 長 ： １，１００ｍ 

対象降雨強度： ７５㎜／ｈ（１０年確率） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

３．予算額３．予算額３．予算額３．予算額 １，５００，０００千円  （財源内訳） 

 （前年度   ５００，０００千円）     国庫補助金  ７５０，０００千円 

企業債    ６７５，０００千円 

自己財源    ７５，０００千円 

 

下水道事業会計 

公共下水道雨水対策事業（浜田通り貯留管整備事業） 

担当 上下水道局下水建設課 

 山田  ℡ ３５４－８２２４ 
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市 立 四 日 市 病 院 

 

新年度予算における基本的な方針新年度予算における基本的な方針新年度予算における基本的な方針新年度予算における基本的な方針    

平成 30 年度は、第三次市立四日市病院中期経営計画（平成 29～32 年度）が

スタートして２年度目に当たり、計画の進捗を図る上で重要な年度であると認

識している。 

医療を取り巻く環境は、高度化、多様化、複雑化する医療ニーズへの対応、

在宅医療への支援、医師、看護師だけでなく薬剤師等の医療従事者の安定確保

のほか、平成 31 年 10 月に予定される消費税率改定に伴う負担増への対応など

課題は多く、依然として厳しい状況である。 

そのような状況において、中期経営計画の重点項目に掲げた医療機関群Ⅱ群

病院の堅持などに向け、医師をはじめとした医療従事者の計画的増員を図ると

ともに、最新の医療機器の導入や施設整備など高度医療や医療の質の更なる向

上に向けた各種取り組みを着実に推進し、北勢地域の高度急性期医療を担う医

療機関として確固たる地位を堅持していきたい。 

そのため、平成 30 年度予算では、より高画質での記録が可能となる３テス

ラＭＲＩ装置を新たに１台導入することにより、質の高い医療の提供と検査待

ち時間の短縮を図る。 

その他施設整備では、平成 28 年度から継続する透析室ほか改修事業の最終

年度として、がん治療のための化学療法室を拡張する。また、平成 29 年度に

完了予定の既存院外駐車場の舗装整備に続き、院外北駐車場を拡張整備し、来

院者の利便性の更なる向上を図る。加えて、施設の省エネルギー対策として取

り組むＥＳＣＯ事業の一環として、ボイラ等の設備更新を実施し、温室効果ガ

スの排出量と光熱水費の削減を図る。 

さらに、その他医療機器整備として、患者に高度な医療を継続的に提供する

ため、順次最新の医療機器へ更新し、一層の充実を図る。 

以上、新年度は第三次市立四日市病院中期経営計画の更なる推進を図るため、

職員が一丸となりそれぞれの取り組みを着実に実行していくとともに、医療機

能の分化・強化と連携を図りながら、質の高い医療を効率的かつ効果的に提供

していく。 

 

    

１．１．１．１．高度医療機能強化事業高度医療機能強化事業高度医療機能強化事業高度医療機能強化事業についてについてについてについて    

 高度急性期病院としての質の高い医療提供、ＭＲＩ検査待ち時間短縮を図る

ため、３テスラＭＲＩ装置の購入と設置に伴う改修工事を実施する。 

【主な事業】（新）（新）（新）（新）３テスラＭＲＩ３テスラＭＲＩ３テスラＭＲＩ３テスラＭＲＩ整備事業整備事業整備事業整備事業        270,400270,400270,400270,400 千円千円千円千円 

          （内訳）装置購入費（１台）    180,000千円 

              設置に伴う改修工事費等   90,400千円 
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２．その他病院施設改修事業について２．その他病院施設改修事業について２．その他病院施設改修事業について２．その他病院施設改修事業について    

(1)透析室ほか改修事業 

老朽化した透析室等の医療環境を改善するとともに、今後も増加が予想さ

れるがん治療に対応するため、化学療法室を拡張し、集学的がん治療の充実

を図る。平成 30 年度は、平成 28 年度からの継続事業の最終年度として、化

学療法室の拡張工事を実施する。 

 

【主な事業】化学療法室（14→25 床）拡張工事等    196,800千円 

 

(2)院外北駐車場拡張事業 

平成 28～29 年度にかけて外来患者用院外駐車場を砂利敷きから全面アス

ファルト舗装に順次改修してきたが、平成 30 年度は院外北駐車場を北側に

拡張し来院者の利便性の更なる向上を図る。 

 

【主な事業】院外北駐車場拡張事業（38 台分増台）    23,000千円 

 

(3)ＥＳＣＯ設備整備事業 

平成 29 年度当初予算にて導入することとしたＥＳＣＯ事業（Energy 

Service Companyの略：省エネルギーを推進するための包括的民間サービス）

において必須項目とした設備改修工事を実施し、市立四日市病院が排出する

温室効果ガスと光熱水費の削減を図る。 

 

【主な事業】蒸気ボイラ等の設備更新    210,000千円 

 

(4)設備機器更新事業 

安定して設備を稼働させるため、更新時期を迎えた設備機器を更新するこ

とにより、安全で快適な療養環境等を提供する。 

 

【主な事業】空調設備更新事業    140,000千円 

    

３３３３．．．．医療機器等整備事業医療機器等整備事業医療機器等整備事業医療機器等整備事業についてについてについてについて    

患者に安全、安心で高度な医療を提供するため、既存機器の更新を含め、生

体情報モニタリングシステム及びサーバー、内視鏡システムセンター、ガンマ

カメラ装置などの医療機器等の整備を図る。 

 

【主な事業】生体情報モニタリングシステム及びサーバー、内視鏡システム 

センター、ガンマカメラ装置ほか購入  500,000千円 
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１．目的  

 高度急性期病院としての質の高い医療提供、ＭＲＩ検査待ち時間を短縮する 

ため、３テスラＭＲＩ（※）装置の購入と設置に伴う改修工事を実施する。 

 

※ ３テスラＭＲＩは、従来の 1.5 テスラＭＲＩの２倍の静磁場強度を持っており、 

組織間のコントラストがより明瞭となる。特に、整形領域や乳腺がんなどの診断に

有用な情報となる薄いスライス厚の画像等を高画質で記録することが可能になる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

２．内容 

ＭＲＩ検査では、ＣＴ検査に比べて撮影の所要時間が長く、２週間から１か月

程度の慢性的な予約待ちが発生しており、希望日に予約できない場合や３テスラ

ＭＲＩ検査が必要な場合は、近隣の他病院などに検査を依頼している。 

急性期医療を提供する北勢地域の基幹病院として、早期に有用な診断情報を得

るため、当該機器を導入する。 

現在、平成 30 年度にかけて既設棟改修事業を実施しており、ＭＲＩ設置に伴う

改修工事も併せて実施する。 

 

３テスラＭＲＩ装置購入費（１台） １８０，０００千円（企業債充当） 

  設置に伴う改修工事費等       ９０，４００千円（自己財源充当） 

   （現在 1.5 テスラＭＲＩが３台（通常使用２台、ＥＲでの救急用１台）稼働） 

 

３．予算額 ２７０，４００千円  （財源内訳）企業債  １８０，０００千円 

                       自己財源  ９０，４００千円 

  

 

 

 

 

 

 

市立四日市病院事業会計 

（新）高度医療機能強化事業（３テスラＭＲＩ整備事業） 

ＭＲＩ（Magnetic Resonance Imaging）磁気共鳴画像とは、磁石と電波を利用し、いろいろな方向から

の体の断面を正確に画像化する検査方法で、体から発生する弱い電波を受信し、コンピューターで電波

の発信場所・量を把握することにより画像を作り出す。 

 

「テスラ」とは磁束密度のことで、磁気の強さを表し、1平方センチメートルあたりにどれだけの磁力線

が集まっているかを示す単位で、1 テスラは 10,000 ガウスに相当する。この数字が大きいほど、磁力が

強いことを意味する。 

担当 市立四日市病院 総務課 森 

           施設課 廣 

   ℡ ３５４－１１１１ 
３テスラＭＲＩ装置 
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つ
　

い
　

て
平

　
成

　
３

　
０

　
年

　
度

　
　

防
　

災
　

・
　

減
　

災
　

事
　

業
　

（
　

地
　

震
　

分
　

）
　

に
　

つ
　

い
　

て
平

　
成

　
３

　
０

　
年

　
度

　
　

防
　

災
　

・
　

減
　

災
　

事
　

業
　

（
　

地
　

震
　

分
　

）
　

に
　

つ
　

い
　

て

会
計

款
項

所
属

事
業

名
3
0
年

度
予

算
額
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（
単

位
　

千
円

）

事
　

　
　

業
　

　
　

概
　

　
　

要

平
　

成
　

３
　

０
　

年
　

度
　

　
防

　
災

　
・
　

減
　

災
　

事
　

業
　

（
　

地
　

震
　

分
　

）
　

に
　

つ
　

い
　

て
平

　
成

　
３

　
０

　
年

　
度

　
　

防
　

災
　

・
　

減
　

災
　

事
　

業
　

（
　

地
　

震
　

分
　

）
　

に
　

つ
　

い
　

て
平

　
成

　
３

　
０

　
年

　
度

　
　

防
　

災
　

・
　

減
　

災
　

事
　

業
　

（
　

地
　

震
　

分
　

）
　

に
　

つ
　

い
　

て
平

　
成

　
３

　
０

　
年

　
度

　
　

防
　

災
　

・
　

減
　

災
　

事
　

業
　

（
　

地
　

震
　

分
　

）
　

に
　

つ
　

い
　

て

会
計

款
項

所
属

事
業

名
3
0
年

度
予

算
額

水
道

基
幹

施
設

耐
震

化
事

業
1
,0

2
9
,9

0
0

基
幹

水
道

施
設

(導
送

水
管

、
配

水
管

、
取

水
井

等
)の

耐
震

化

下
水

道
施

設
地

震
災

害
対

策
事

業
6
1
8
,0

0
0

雨
水

幹
線

、
雨

水
調

整
池

、
汚

水
管

渠
、

ポ
ン

プ
場

、
処

理
場

の
耐

震
化

1
,6

4
7
,9

0
0

1
,6

4
7
,9

0
0

1
,6

4
7
,9

0
0

1
,6

4
7
,9

0
0

2
,9

8
5
,4

9
1

2
,9

8
5
,4

9
1

2
,9

8
5
,4

9
1

2
,9

8
5
,4

9
1

企
　

業
　

会
　

計
　

小
　

計
企

　
業

　
会

　
計

　
小

　
計

企
　

業
　

会
　

計
　

小
　

計
企

　
業

　
会

　
計

　
小

　
計

合
　

　
　

　
　

　
計

合
　

　
　

　
　

　
計

合
　

　
　

　
　

　
計

合
　

　
　

　
　

　
計

企
業

会
計

上
下

水
道

局
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（
単

位
　

千
円

）

防
災

会
議

委
員

報
酬

7
9

防
災

会
議

の
委

員
報

酬

国
民

保
護

協
議

会
委

員
報

酬
7
9

国
民

保
護

協
議

会
の

委
員

報
酬

防
災

対
策

事
業

費
9
,9

8
5

防
災

啓
発

、
防

災
訓

練
等

防
災

シ
ス

テ
ム

事
業

1
1
6
,2

8
6

防
災

機
器

の
維

持
管

理
、

災
害

情
報

の
提

供
防

災
行

政
無

線
（
固

定
系

）
の

移
設

、
テ

レ
メ

ー
タ

シ
ス

テ
ム

改
修

、
J
ア

ラ
ー

ト
更

新

地
域

防
災

計
画

推
進

事
業

費
6
3
7

地
域

防
災

計
画

の
推

進

楠
防

災
会

館
管

理
運

営
費

8
9
5

楠
防

災
会

館
の

管
理

運
営

楠
避

難
会

館
管

理
運

営
費

6
9
1

楠
避

難
会

館
の

管
理

運
営

土
地

改
良

施
設

維
持

管
理

適
正

化
事

業
費

1
2
,5

2
5

機
能

診
断

に
基

づ
く
、

楠
町

内
南

・
北

排
水

機
場

の
修

繕
整

備
を

実
施

井
堰

、
樋

門
維

持
管

理
費

3
7
9

井
堰

、
樋

門
の

維
持

管
理

を
地

元
の

施
設

利
用

者
へ

委
託

南
・
北

排
水

機
場

維
持

管
理

事
業

費
1
1
,8

3
5

楠
町

内
南

・
北

排
水

機
場

の
維

持
管

理

水
産

業
費

海
岸

保
全

事
業

費
1
0
0
,0

0
0

老
朽

化
等

に
よ

り
機

能
低

下
し

て
い

る
漁

港
区

域
内

の
海

岸
保

全
施

設
の

防
災

機
能

の
向

上

準
用

河
川

改
修

事
業

費
1
9
8
,0

0
0

治
水

安
全

度
の

向
上

の
た

め
の

朝
明

新
川

、
源

の
堀

川
、

米
洗

川
の

改
修

治
水

度
ジ

ャ
ン

プ
ア

ッ
プ

事
業

費
1
7
,0

0
0

治
水

安
全

度
の

向
上

の
た

め
の

既
設

調
整

池
の

改
修

普
通

河
川

三
鈴

川
河

川
改

良
事

業
費

5
0
,0

0
0

治
水

安
全

度
の

向
上

の
た

め
の

三
鈴

川
の

改
良

河
川

改
良

事
業

費
1
2
5
,7

0
0

排
水

機
能

の
向

上
の

た
め

の
河

川
の

改
良

排
水

路
改

良
事

業
費

7
0
,0

0
0

排
水

機
能

の
向

上
の

た
め

の
排

水
路

の
改

良

河
川

費
河

川
排

水
課

事
　

　
　

業
　

　
　

概
　

　
　

要

一
般

会
計

総
務

費
総

務
管

理
費

危
機

管
理

室

市
民

生
活

課

農
林

水
産

業
費

農
地

費

農
水

振
興

課

土
木

費

平
　

成
　

３
　

０
　

年
　

度
　

　
　

防
　

災
　

・
　

減
　

災
　

事
　

業
　

（
　

地
　

震
　

以
　

外
　

分
　

）
　

に
　

つ
　

い
　

て
平

　
成

　
３

　
０

　
年

　
度

　
　

　
防

　
災

　
・
　

減
　

災
　

事
　

業
　

（
　

地
　

震
　

以
　

外
　

分
　

）
　

に
　

つ
　

い
　

て
平

　
成

　
３

　
０

　
年

　
度

　
　

　
防

　
災

　
・
　

減
　

災
　

事
　

業
　

（
　

地
　

震
　

以
　

外
　

分
　

）
　

に
　

つ
　

い
　

て
平

　
成

　
３

　
０

　
年

　
度

　
　

　
防

　
災

　
・
　

減
　

災
　

事
　

業
　

（
　

地
　

震
　

以
　

外
　

分
　

）
　

に
　

つ
　

い
　

て

会
計

款
項

所
属

事
  
  
  
  
  
  
  
業

  
  
  
  
  
  
  
名

3
0
年

度
予

算

199



（
単

位
　

千
円

）

事
　

　
　

業
　

　
　

概
　

　
　

要

平
　

成
　

３
　

０
　

年
　

度
　

　
　

防
　

災
　

・
　

減
　

災
　

事
　

業
　

（
　

地
　

震
　

以
　

外
　

分
　

）
　

に
　

つ
　

い
　

て
平

　
成

　
３

　
０

　
年

　
度

　
　

　
防

　
災

　
・
　

減
　

災
　

事
　

業
　

（
　

地
　

震
　

以
　

外
　

分
　

）
　

に
　

つ
　

い
　

て
平

　
成

　
３

　
０

　
年

　
度

　
　

　
防

　
災

　
・
　

減
　

災
　

事
　

業
　

（
　

地
　

震
　

以
　

外
　

分
　

）
　

に
　

つ
　

い
　

て
平

　
成

　
３

　
０

　
年

　
度

　
　

　
防

　
災

　
・
　

減
　

災
　

事
　

業
　

（
　

地
　

震
　

以
　

外
　

分
　

）
　

に
　

つ
　

い
　

て

会
計

款
項

所
属

事
  
  
  
  
  
  
  
業

  
  
  
  
  
  
  
名

3
0
年

度
予

算

分
団

等
整

備
事

業
費

4
7
,5

7
2

消
防

分
団

車
庫

の
老

朽
化

に
伴

う
改

築
等

消
防

車
両

購
入

費
1
8
2
,7

8
7

救
助

工
作

車
、

消
防

ポ
ン

プ
自

動
車

等
の

整
備

消
防

活
動

用
機

器
整

備
費

1
7
,6

5
5

消
防

活
動

用
ド

ロ
ー

ン
、

消
防

用
ホ

ー
ス

、
水

難
救

助
資

機
材

等
の

整
備

危
機

管
理

室
水

防
事

業
費

1
,1

8
3

既
設

水
防

倉
庫

の
維

持
管

理
等

9
6
3
,2

8
8

9
6
3
,2

8
8

9
6
3
,2

8
8

9
6
3
,2

8
8

企
業

会
計

上
下

水
道

局
公

共
下

水
道

雨
水

対
策

事
業

4
,8

8
8
,3

0
0

貯
留

管
築

造
、

ポ
ン

プ
場

建
設

等

4
,8

8
8
,3

0
0

4
,8

8
8
,3

0
0

4
,8

8
8
,3

0
0

4
,8

8
8
,3

0
0

5
,8

5
1
,5

8
8

5
,8

5
1
,5

8
8

5
,8

5
1
,5

8
8

5
,8

5
1
,5

8
8

一
　

般
　

会
　

計
　

小
　

計
一

　
般

　
会

　
計

　
小

　
計

一
　

般
　

会
　

計
　

小
　

計
一

　
般

　
会

　
計

　
小

　
計

企
　

業
　

会
　

計
　

小
　

計
企

　
業

　
会

　
計

　
小

　
計

企
　

業
　

会
　

計
　

小
　

計
企

　
業

　
会

　
計

　
小

　
計

合
　

　
　

　
計

合
　

　
　

　
計

合
　

　
　

　
計

合
　

　
　

　
計

一
般

会
計

消
防

費
消

防
費

総
務

課
（
消

防
）
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○
一

般
事

業
（
単

位
　

千
円

）

子
ど

も
医

療
費

9
5
1
,5

2
4

未
就

学
児

の
窓

口
負

担
無

料
化

を
含

む
、

中
学

校
修

了
前

ま
で

の
児

童
に

対
す

る
医

療
費

助
成

（
扶

助
費

）

一
人

親
家

庭
等

医
療

費
1
1
5
,1

5
5

ひ
と

り
親

家
庭

等
の

父
、

母
及

び
1
8
歳

以
後

最
初

の
3
月

3
1
日

ま
で

の
児

童
に

対
す

る
医

療
費

助
成

不
妊

治
療

費
2
8
,5

0
0

不
妊

治
療

に
係

る
医

療
費

の
助

成

不
育

症
治

療
費

2
0
0

不
育

症
治

療
に

係
る

医
療

費
の

助
成

ひ
と

り
親

家
庭

等
日

常
生

活
支

援
事

業
費

2
,0

0
2

ひ
と

り
親

及
び

寡
婦

家
庭

が
、

一
時

的
に

日
常

生
活

に
支

障
が

生
じ

て
い

る
場

合
に

、
生

活
支

援
を

行
う

た
め

に
家

庭
生

活
支

援
員

を
派

遣

母
子

家
庭

等
自

立
支

援
給

付
金

事
業

費
8
,5

1
4

母
子

家
庭

の
母

及
び

父
子

家
庭

の
父

の
自

立
促

進
の

た
め

必
要

な
技

能
や

資
格

取
得

に
資

す
る

対
象

講
座

に
つ

い
て

、
受

講
料

の
一

部
補

助
及

び
修

業
期

間
中

の
生

活
費

負
担

軽
減

の
た

め
の

給
付

金
支

給

病
児

保
育

室
管

理
運

営
費

3
3
,7

6
9

病
気

療
養

中
ま

た
は

回
復

期
の

児
童

を
預

か
る

こ
と

に
よ

り
、

保
護

者
の

子
育

て
と

就
労

の
両

立
を

支
援

フ
ァ

ミ
リ

ー
・
サ

ポ
ー

ト
・
セ

ン
タ

ー
事

業
費

1
1
,7

6
9

子
育

て
を

地
域

で
支

援
す

る
た

め
、

育
児

の
援

助
を

受
け

た
い

者
と

提
供

で
き

る
者

か
ら

な
る

相
互

援
助

活
動

子
ど

も
・
子

育
て

支
援

事
業

計
画

推
進

事
業

費
4
,6

8
9

子
ど

も
・
子

育
て

支
援

法
に

基
づ

く
「
四

日
市

市
子

ど
も

・
子

育
て

支
援

事
業

計
画

（
H

2
7
～

H
3
1
）
」
の

推
進

こ
ど

も
子

育
て

交
流

プ
ラ

ザ
事

業
費

2
5
,1

8
2

こ
ど

も
子

育
て

交
流

プ
ラ

ザ
の

管
理

運
営

子
育

て
支

援
セ

ン
タ

ー
管

理
運

営
費

8
,4

4
3

橋
北

・
塩

浜
子

育
て

支
援

セ
ン

タ
ー

の
管

理
運

営

子
育

て
支

援
セ

ン
タ

ー
事

業
費

1
,7

1
8

公
立

子
育

て
支

援
セ

ン
タ

ー
で

の
育

児
相

談
や

子
育

て
講

座
な

ど
、

子
育

て
支

援
事

業
の

実
施

父
親

の
子

育
て

マ
イ

ス
タ

ー
事

業
費

1
,8

1
6

子
育

て
世

代
の

男
性

を
対

象
に

講
座

を
開

催
し

、
修

了
者

を
「
父

親
の

子
育

て
マ

イ
ス

タ
ー

」
に

認
定

す
る

と
と

も
に

、
父

親
の

子
育

て
相

談
事

業
等

を
実

施
し

、
男

性
の

子
育

て
参

画
を

促
進

学
童

保
育

事
業

費
4
7
2
,1

7
2

運
営

委
員

会
が

設
置

・
運

営
す

る
学

童
保

育
所

の
運

営
等

に
対

す
る

補
助

や
労

務
管

理
相

談
支

援
、

指
導

員
の

資
質

向
上

の
た

め
の

研
修

の
実

施

地
域

子
育

て
サ

ロ
ン

事
業

費
3
5
7

子
育

て
家

庭
が

地
域

で
つ

な
が

り
安

心
し

て
子

育
て

で
き

る
よ

う
、

地
域

内
で

子
育

て
家

庭
が

集
え

る
場

と
し

て
の

サ
ロ

ン
を

開
催

地
域

子
育

て
支

援
拠

点
事

業
費

補
助

金
5
7
,3

1
1

民
間

の
子

育
て

支
援

セ
ン

タ
ー

で
行

う
子

育
て

支
援

事
業

に
対

す
る

補
助

金
私

立
保

育
園

併
設

 ９
か

所
、

医
療

機
関

併
設

 ２
か

所

児
童

館
管

理
運

営
費

1
2
,1

8
1

市
内

３
か

所
の

児
童

館
の

管
理

運
営

児
童

館
自

主
事

業
費

2
,0

5
9

児
童

館
の

主
催

事
業

や
移

動
児

童
館

な
ど

の
実

施

こ
ど

も
未

来
課

保
育

幼
稚

園
課

第
２

子
以

降
子

育
て

レ
ス

パ
イ

ト
ケ

ア
事

業
3
,4

0
7

第
２

子
以

降
の

子
を

出
産

し
た

者
に

対
し

て
、

産
後

６
カ

月
ま

で
の

間
に

利
用

で
き

る
、

市
内

の
認

可
保

育
所

が
実

施
す

る
一

時
保

育
の

無
料

券
（
２

回
分

）
を

交
付

児
童

虐
待

防
止

対
策

事
業

費
4
,5

2
8

児
童

虐
待

の
早

期
発

見
、

早
期

対
応

、
未

然
防

止
に

向
け

て
虐

待
防

止
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
事

業
を

実
施

。
ま

た
、

養
育

支
援

が
必

要
な

家
庭

へ
の

家
庭

訪
問

支
援

の
実

施

母
子

・
父

子
福

祉
セ

ン
タ

ー
管

理
運

営
費

4
,7

9
3

ひ
と

り
親

家
庭

及
び

寡
婦

の
生

活
の

安
定

と
自

立
を

促
進

す
る

施
設

で
あ

る
母

子
・
父

子
福

祉
セ

ン
タ

ー
の

管
理

運
営

一
般

会
計

民
生

費

社
会

福
祉

費
こ

ど
も

保
健

福
祉

課

児
童

福
祉

費

こ
ど

も
保

健
福

祉
課

こ
ど

も
未

来
課

平
　

成
　

３
　

０
　

年
　

度
　

　
　

子
　

育
　

て
　

関
　

係
　

事
　

業
　

に
　

つ
　

い
　

て
平

　
成

　
３

　
０

　
年

　
度

　
　

　
子

　
育

　
て

　
関

　
係

　
事

　
業

　
に

　
つ

　
い

　
て

平
　

成
　

３
　

０
　

年
　

度
　

　
　

子
　

育
　

て
　

関
　

係
　

事
　

業
　

に
　

つ
　

い
　

て
平

　
成

　
３

　
０

　
年

　
度

　
　

　
子

　
育

　
て

　
関

　
係

　
事

　
業

　
に

　
つ

　
い

　
て

会
計

款
項

所
属

事
業

名
3
0
年

度
予

算
事

　
　

　
業

　
　

　
概

　
　

　
要
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育
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業
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成

　
３

　
０

　
年

　
度

　
　

　
子

　
育

　
て

　
関

　
係

　
事

　
業

　
に

　
つ

　
い

　
て

平
　

成
　

３
　

０
　

年
　

度
　

　
　

子
　

育
　

て
　

関
　

係
　

事
　

業
　

に
　

つ
　

い
　

て
平

　
成

　
３

　
０

　
年

　
度

　
　

　
子

　
育

　
て

　
関

　
係

　
事

　
業

　
に

　
つ

　
い

　
て

会
計

款
項

所
属

事
業

名
3
0
年

度
予

算
事

　
　

　
業

　
　

　
概

　
　

　
要

児
童

手
当

5
,1

6
6
,1

3
5

中
学

校
修

了
ま

で
の

児
童

を
養

育
し

て
い

る
保

護
者

に
対

す
る

手
当

の
支

給

児
童

扶
養

手
当

9
9
9
,9

0
0

母
子

・
父

子
家

庭
等

の
1
8
歳

以
後

最
初

の
3
月

3
1
日

ま
で

の
児

童
を

対
象

に
支

給

母
子

生
活

支
援

施
設

事
業

費
6
8
,0

0
0

母
子

の
自

立
促

進
を

図
る

た
め

、
配

偶
者

の
な

い
女

子
及

び
そ

の
児

童
を

母
子

生
活

支
援

施
設

に
措

置
し

、
そ

の
費

用
を

支
弁

子
育

て
支

援
シ

ョ
ー

ト
ス

テ
イ

事
業

費
4
,2

8
7

保
護

者
が

疾
病

や
出

産
な

ど
で

児
童

の
養

育
が

困
難

に
な

っ
た

場
合

に
、

一
時

的
に

児
童

養
護

施
設

や
母

子
生

活
支

援
施

設
な

ど
で

必
要

な
保

護
を

実
施

第
二

種
助

産
施

設
事

務
費

事
業

費
4
,8

8
9

保
健

上
必

要
が

あ
る

に
も

か
か

わ
ら

ず
、

経
済

的
な

理
由

に
よ

り
入

院
助

産
を

受
け

る
こ

と
が

で
き

な
い

妊
産

婦
を

助
産

施
設

に
入

所
さ

せ
助

産
を

受
け

さ
せ

、
そ

の
費

用
を

支
弁

児
童

発
達

相
談

経
費

4
,2

6
8

発
達

に
課

題
の

あ
る

児
童

の
支

援
業

務
に

伴
う

経
費

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

Ｕ
－

８
事

業
費

3
,9

7
3

発
達

障
害

等
の

幼
児

・
小

学
校

低
学

年
児

童
と

そ
の

保
護

者
へ

の
早

期
支

援
体

制
を

構
築

し
、

幼
児

期
か

ら
の

途
切

れ
の

な
い

支
援

を
実

施

園
巡

回
発

達
相

談
事

業
費

2
,5

6
7

保
育

園
・
幼

稚
園

等
に

巡
回

支
援

員
を

派
遣

し
、

障
害

の
あ

る
子

ど
も

や
、

発
達

上
の

課
題

の
あ

る
子

ど
も

と
そ

の
保

護
者

・
担

任
・
関

係
各

課
等

と
の

相
談

や
、

指
導

、
助

言
等

を
実

施

障
害

児
通

所
事

業
費

9
6
0
,7

0
1

通
所

利
用

の
障

害
児

へ
、

日
常

生
活

に
お

け
る

基
本

的
な

動
作

の
指

導
、

集
団

生
活

へ
の

適
応

、
生

活
能

力
の

向
上

の
た

め
の

訓
練

等
を

実
施

す
る

事
業

所
に

対
し

、
そ

の
費

用
を

支
弁

子
育

て
支

援
事

業
補

助
金

1
,0

8
0

地
域

住
民

が
実

施
す

る
未

就
園

児
の

子
育

て
支

援
事

業
に

対
す

る
補

助
金

幼
稚

園
事

務
費

事
業

費
3
0
9
,3

9
6

新
制

度
に

移
行

し
た

私
立

幼
稚

園
へ

、
園

児
が

教
育

を
受

け
る

た
め

に
必

要
な

費
用

を
支

給

私
立

幼
稚

園
運

営
費

補
助

金
1
0
,4

5
4

運
営

に
か

か
る

経
費

や
地

域
の

未
就

園
児

と
そ

の
保

護
者

へ
の

子
育

て
支

援
活

動
に

対
す

る
補

助
金

私
立

幼
稚

園
就

園
奨

励
費

補
助

金
3
2
3
,4

8
1

世
帯

の
所

得
状

況
に

応
じ

て
行

う
、

私
立

幼
稚

園
児

の
保

護
者

に
対

す
る

補
助

金

私
立

幼
稚

園
第

３
子

以
降

保
育

料
補

助
金

3
5
,2

7
6

第
３

子
以

降
に

該
当

す
る

私
立

幼
稚

園
児

の
保

護
者

に
対

す
る

補
助

金
(平

成
３

０
年

度
よ

り
長

子
の

年
齢

上
限

を
撤

廃
)

私
立

幼
稚

園
保

育
料

補
助

金
2
1
,3

6
9

私
立

幼
稚

園
児

の
保

護
者

に
対

す
る

補
助

金
（
年

額
8
,7

0
0
円

）

私
立

幼
稚

園
一

時
預

か
り

事
業

費
補

助
金

7
,7

0
8

新
制

度
に

移
行

し
た

私
立

保
育

園
が

実
施

す
る

在
園

児
の

一
時

預
か

り
事

業
に

対
す

る
補

助
金

養
育

医
療

給
付

事
業

費
1
8
,5

1
0

入
院

を
必

要
と

す
る

、
満

１
歳

未
満

の
未

熟
児

に
か

か
る

医
療

給
付

自
立

支
援

医
療

費
（
育

成
医

療
）

9
,9

2
3

障
害

が
あ

る
児

童
に

対
す

る
、

生
活

能
力

を
得

る
た

め
に

必
要

な
医

療
の

給
付

妊
産

婦
乳

幼
児

健
康

診
査

事
業

費
3
5
2
,4

6
2

疾
病

等
を

早
期

に
発

見
し

、
適

切
な

支
援

に
つ

な
げ

る
た

め
、

妊
産

婦
及

び
４

か
月

、
1
0
か

月
、

１
歳

半
、

３
歳

児
を

対
象

に
健

康
診

査
を

実
施

妊
産

婦
乳

幼
児

保
健

指
導

事
業

費
4
,4

6
4

育
児

学
級

、
育

児
相

談
、

訪
問

指
導

お
よ

び
訪

問
型

産
後

ケ
ア

事
業

等
を

実
施

す
る

こ
と

に
よ

り
、

妊
産

婦
お

よ
び

乳
幼

児
の

健
全

な
育

成
を

支
援

こ
ん

に
ち

は
赤

ち
ゃ

ん
訪

問
事

業
費

8
,9

1
3

子
育

て
支

援
に

関
す

る
情

報
提

供
や

養
育

環
境

等
の

把
握

を
行

う
た

め
、

生
後

４
ヶ

月
ま

で
の

乳
児

の
い

る
全

て
の

家
庭

を
訪

問

新
生

児
聴

覚
ス

ク
リ

ー
ニ

ン
グ

検
査

助
成

事
業

費
1
3
7

低
所

得
者

に
対

し
て

、
出

生
後

、
新

生
児

期
に

受
診

す
る

聴
覚

検
査

の
費

用
を

助
成

保
育

幼
稚

園
課

一
般

会
計

民
生

費
児

童
福

祉
費

こ
ど

も
保

健
福

祉
課

こ
ど

も
発

達
支

援
課

衛
生

費
保

健
衛

生
費

こ
ど

も
保

健
福

祉
課
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０
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０

　
年

　
度

　
　

　
子

　
育

　
て

　
関

　
係

　
事

　
業

　
に

　
つ

　
い

　
て

会
計

款
項

所
属

事
業

名
3
0
年

度
予

算
事

　
　

　
業

　
　

　
概

　
　

　
要

郊
外

住
宅

団
地

（
モ

デ
ル

団
地

）
子

育
て

世
帯

住
み

替
え

支
援

事
業

4
,9

0
0

市
外

か
ら

郊
外

住
宅

団
地

（
モ

デ
ル

団
地

）
の

一
戸

建
て

中
古

住
宅

（
空

き
家

）
に

転
入

す
る

子
育

て
世

帯
に

対
し

て
、

リ
フ

ォ
ー

ム
補

助
、

ま
た

は
家

賃
補

助
を

実
施

子
育

て
世

帯
住

み
替

え
等

促
進

空
き

家
リ

ノ
ベ

ー
シ

ョ
ン

事
業

費
1
,6

0
0

市
外

か
ら

市
内

（
モ

デ
ル

団
地

を
除

く
）
の

一
戸

建
て

の
中

古
住

宅
（
空

き
家

）
に

転
入

す
る

子
育

て
世

帯
に

対
し

て
、

リ
フ

ォ
ー

ム
補

助
を

実
施

保
育

幼
稚

園
課

園
づ

く
り

支
援

事
業

費
3
,5

8
0

公
立

幼
稚

園
の

園
づ

く
り

の
推

進
及

び
、

未
就

園
児

対
象

の
園

開
放

や
保

護
者

へ
の

子
育

て
相

談
等

を
実

施

特
別

支
援

教
育

・
相

談
事

業
費

1
1
,8

0
0

障
害

の
あ

る
子

ど
も

や
発

達
上

の
課

題
の

あ
る

子
ど

も
及

び
不

登
校

の
子

ど
も

と
そ

の
保

護
者

や
教

師
へ

の
教

育
相

談
を

実
施

。
ま

た
、

就
学

相
談

や
合

理
的

配
慮

の
提

供
が

円
滑

に
進

む
た

め
の

校
内

特
別

支
援

教
育

体
制

の
整

備

適
応

指
導

教
室

事
業

費
6
,6

0
8

適
応

指
導

教
室

に
通

う
不

登
校

児
童

・
生

徒
の

集
団

生
活

へ
の

適
応

等
の

た
め

の
支

援
並

び
に

相
談

を
行

い
、

児
童

・
生

徒
の

学
校

復
帰

や
社

会
的

自
立

を
支

援

不
登

校
児

童
生

徒
支

援
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
事

業
費

4
5
4

不
登

校
児

童
生

徒
に

対
し

、
大

学
生

の
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
等

が
学

習
や

活
動

の
支

援
及

び
家

庭
訪

問
等

を
実

施

公
立

幼
稚

園
エ

ア
コ

ン
設

置
事

業
7
,1

0
3

公
立

幼
稚

園
保

育
室

(ク
ラ

ス
運

営
分

)へ
の

エ
ア

コ
ン

の
設

置

幼
稚

園
給

食
事

業
費

1
6
,9

0
7

公
立

幼
稚

園
で

提
供

し
て

い
る

デ
リ

バ
リ

ー
給

食
の

経
費

負
担

(食
材

費
を

除
く
)

親
と

子
ど

も
の

豊
か

な
育

ち
事

業
費

2
,8

8
5

子
ど

も
の

生
活

リ
ズ

ム
の

向
上

を
目

指
し

た
取

組
、

有
害

情
報

等
か

ら
子

ど
も

を
守

る
取

組
、

「
家

庭
の

日
」
の

啓
発

活
動

を
推

進
し

、
家

庭
教

育
を

支
援

青
少

年
相

談
事

業
費

3
1
3

青
少

年
相

談
員

の
相

談
活

動
が

充
実

す
る

た
め

の
研

修
会

を
開

催

青
少

年
育

成
研

修
費

4
9
1

子
ど

も
会

活
動

・
地

域
活

動
に

か
か

わ
る

小
中

高
生

リ
ー

ダ
ー

の
養

成
講

習
会

を
開

催

子
ど

も
広

場
整

備
事

業
費

補
助

金
5
,2

4
5

自
治

会
等

が
設

置
・
管

理
す

る
子

ど
も

広
場

の
整

備
に

対
す

る
補

助
金

子
ど

も
と

若
者

の
居

場
所

づ
く
り

事
業

費
4
,0

6
8

青
少

年
健

全
育

成
と

非
行

防
止

の
一

環
と

し
て

、
主

に
中

高
生

を
対

象
と

し
た

居
場

所
づ

く
り

事
業

の
実

施

社
会

教
育

課
四

日
市

ま
ち

じ
ゅ

う
こ

ど
も

図
書

館
事

業
費

2
0
0

「
ま

ち
の

中
に

、
よ

り
自

然
な

形
で

子
ど

も
た

ち
が

本
に

親
し

む
環

境
づ

く
り

」
と

し
て

、
市

内
の

お
店

等
で

気
軽

に
本

に
親

し
め

る
機

会
を

創
出

す
る

と
と

も
に

、
読

み
聞

か
せ

イ
ベ

ン
ト

等
を

開
催

図
書

館
子

ど
も

の
読

書
活

動
推

進
事

業
費

7
4

子
ど

も
の

読
書

活
動

推
進

計
画

に
基

づ
き

、
推

進
会

議
や

普
及

啓
発

事
業

を
開

催

1
0
,1

3
4
,2

1
0

1
0
,1

3
4
,2

1
0

1
0
,1

3
4
,2

1
0

1
0
,1

3
4
,2

1
0

国
民

健
康

保
険

特
別

会
計

保
険

給
付

費
出

産
育

児
諸

費
保

険
年

金
課

出
産

育
児

一
時

金
補

助
金

1
1
0
,0

4
0

被
保

険
者

の
出

産
に

か
か

る
諸

費
用

に
対

し
て

補
助

を
実

施
し

、
家

計
負

担
を

軽
減

1
1
0
,0

4
0

1
1
0
,0

4
0

1
1
0
,0

4
0

1
1
0
,0

4
0

1
0
,2

4
4
,2

5
0

1
0
,2

4
4
,2

5
0

1
0
,2

4
4
,2

5
0

1
0
,2

4
4
,2

5
0

一
　

般
　

会
　

計
　

小
　

計
一

　
般

　
会

　
計

　
小

　
計

一
　

般
　

会
　

計
　

小
　

計
一

　
般

　
会

　
計

　
小

　
計

特
　

別
　

会
　

計
　

小
　

計
特

　
別

　
会

　
計

　
小

　
計

特
　

別
　

会
　

計
　

小
　

計
特

　
別

　
会

　
計

　
小

　
計

合
　

　
　

　
　

計
合

　
　

　
　

　
計

合
　

　
　

　
　

計
合

　
　

　
　

　
計

一
般

会
計

土
木

費
住

宅
費

都
市

計
画

課

教
育

費

教
育

支
援

課

幼
稚

園
費

保
育

幼
稚

園
課

社
会

教
育

費

教
育

総
務

費

こ
ど

も
未

来
課
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○
保

育
所

関
係

事
業

（
単

位
　

千
円

）

保
育

所
事

務
費

事
業

費
（
児

童
一

般
分

）
3
,6

3
5
,8

3
9

民
間

保
育

所
へ

園
児

が
保

育
を

受
け

る
た

め
に

必
要

な
費

用
を

支
給

保
育

所
事

務
費

事
業

費
（
市

単
民

間
施

設
加

算
分

）
1
8
9
,2

0
0

３
歳

未
満

児
の

保
育

機
能

強
化

の
た

め
、

児
童

数
に

応
じ

て
必

要
な

費
用

を
加

算
し

て
支

給

地
域

型
保

育
事

業
4
8
2
,2

8
4

０
～

２
歳

児
を

対
象

と
し

た
小

規
模

保
育

を
実

施
す

る
事

業
者

へ
、

園
児

が
保

育
を

受
け

る
た

め
に

必
要

な
費

用
を

支
給

民
間

保
育

所
運

営
費

補
助

金
5
2
,1

5
3

正
規

職
員

の
給

与
改

善
及

び
研

修
経

費
に

対
す

る
補

助
金

民
間

保
育

所
園

児
健

康
診

断
料

等
補

助
金

1
5
,5

9
9

園
児

の
健

康
診

断
費

用
に

対
す

る
補

助
金

民
間

保
育

所
障

害
児

保
育

事
業

費
補

助
金

3
,2

3
7

特
別

支
援

保
育

の
担

当
保

育
士

の
配

置
等

に
対

す
る

補
助

金

民
間

保
育

所
乳

児
保

育
促

進
事

業
費

補
助

金
1
5
,6

0
0

年
度

内
の

乳
児

数
の

変
動

に
対

応
す

る
た

め
、

乳
児

担
当

保
育

士
を

確
保

す
る

た
め

の
補

助
金

民
間

保
育

所
延

長
保

育
事

業
費

補
助

金
4
8
,5

0
0

開
所

時
間

を
超

え
、

延
長

し
て

保
育

を
実

施
す

る
民

間
保

育
所

に
対

す
る

補
助

金
実

施
園

　
　

私
立

 2
7
園

民
間

保
育

所
一

時
保

育
事

業
費

補
助

金
2
5
,4

9
0

保
護

者
の

パ
ー

ト
就

労
や

疾
病

等
に

対
応

す
る

た
め

、
一

時
保

育
を

実
施

す
る

民
間

保
育

所
に

対
す

る
補

助
金

実
施

園
　

　
私

立
 1

5
園

民
間

保
育

所
休

日
保

育
事

業
費

補
助

金
9
,0

0
0

日
曜

、
祝

日
に

働
く
保

護
者

の
た

め
に

保
育

を
実

施
す

る
民

間
保

育
所

に
対

す
る

補
助

金
実

施
園

　
　

私
立

 ３
園

家
庭

支
援

推
進

保
育

事
業

費
補

助
金

2
,4

4
2

家
庭

環
境

に
特

に
配

慮
が

必
要

な
児

童
に

関
与

す
る

担
当

保
育

士
の

配
置

等
に

関
す

る
補

助
金

民
間

保
育

所
地

域
活

動
事

業
費

補
助

金
5
,4

0
0

地
域

の
実

情
に

応
じ

た
保

育
事

業
に

対
す

る
補

助
金

認
可

外
保

育
所

受
入

支
援

事
業

費
補

助
金

1
,3

4
6

待
機

児
童

の
受

入
れ

や
夜

間
保

育
を

実
施

し
て

い
る

認
可

外
保

育
施

設
及

び
利

用
者

に
対

す
る

補
助

金

認
可

外
保

育
施

設
職

員
健

康
診

断
料

補
助

金
5
8
0

認
可

外
保

育
施

設
の

職
員

の
健

康
診

断
費

用
に

対
す

る
補

助
金

四
日

市
ま

ち
じ

ゅ
う

こ
ど

も
図

書
館

事
業

3
0
0

私
立

保
育

園
(新

設
2
園

）
に

お
い

て
、

新
し

い
本

と
の

出
会

い
を

増
や

し
、

良
質

な
読

書
環

境
を

提
供

4
,4

8
6
,9

7
0

4
,4

8
6
,9

7
0

4
,4

8
6
,9

7
0

4
,4

8
6
,9

7
0

1
4
,7

3
1
,2

2
0

1
4
,7

3
1
,2

2
0

1
4
,7

3
1
,2

2
0

1
4
,7

3
1
,2

2
0

総
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
計

総
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
計

総
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
計

総
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
計

事
　

　
　

業
　

　
　

概
　

　
　

要

一
般

会
計

民
生

費
児

童
福

祉
費

保
育

幼
稚

園
課

一
　

般
　

会
　

計
　

小
　

計
一

　
般

　
会

　
計

　
小

　
計

一
　

般
　

会
　

計
　

小
　

計
一

　
般

　
会

　
計

　
小

　
計

平
　

成
　

３
　

０
　

年
　

度
　

　
　

子
　

育
　

て
　

関
　

係
　

事
　

業
　

に
　

つ
　

い
　

て
平

　
成

　
３

　
０

　
年

　
度

　
　

　
子

　
育

　
て

　
関

　
係

　
事

　
業

　
に

　
つ

　
い

　
て

平
　

成
　

３
　

０
　

年
　

度
　

　
　

子
　

育
　

て
　

関
　

係
　

事
　

業
　

に
　

つ
　

い
　

て
平

　
成

　
３

　
０

　
年

　
度

　
　

　
子

　
育

　
て

　
関

　
係

　
事

　
業

　
に

　
つ

　
い

　
て

会
計

款
項

所
属

事
業

名
3
0
年

度
予

算
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（
単

位
　

千
円

）

管
財

課
Ｌ

Ｅ
Ｄ

化
推

進
事

業
7
2
,1

0
0

総
合

会
館

地
下

1
階

か
ら

8
階

の
事

務
室

及
び

廊
下

等
に

設
置

し
て

い
る

照
明

器
具

に
つ

い
て

L
E
D

化
を

実
施

市
民

協
働

安
全

課
防

犯
外

灯
Ｌ

Ｅ
Ｄ

新
設

補
助

金
4
6
,2

1
5

自
治

会
が

管
理

す
る

防
犯

外
灯

の
L
E
D

灯
設

置
に

対
す

る
補

助
金

吉
崎

海
岸

保
全

事
業

費
5
9
,8

0
0

吉
崎

海
岸

観
察

路
の

整
備

大
気

汚
染

監
視

測
定

事
業

費
4
5
,7

1
1

市
内

の
大

気
環

境
の

測
定

を
行

う
と

と
も

に
、

常
時

監
視

測
定

局
の

適
正

配
置

に
向

け
、

移
動

測
定

車
に

よ
る

測
定

を
実

施

環
境

監
視

機
器

整
備

事
業

9
,8

3
4

大
気

汚
染

常
時

監
視

機
器

の
更

新
を

実
施

エ
コ

パ
ー

ト
ナ

ー
シ

ッ
プ

推
進

事
業

費
3
,7

1
5

エ
コ

パ
ー

ト
ナ

ー
と

連
携

し
た

環
境

保
全

事
業

を
実

施

自
然

環
境

保
全

推
進

事
業

費
3
,5

8
4

身
近

な
自

然
の

冊
子

「
よ

っ
か

い
ち

の
自

然
」
の

リ
ニ

ュ
ー

ア
ル

、
特

定
外

来
生

物
の

捕
獲

等
を

実
施

ク
ー

ル
チ

ョ
イ

ス
普

及
啓

発
事

業
費

3
,0

0
0

環
境

省
が

推
進

す
る

温
暖

化
防

止
の

た
め

の
国

民
運

動
「
ク

ー
ル

チ
ョ

イ
ス

」
の

普
及

啓
発

を
実

施

地
球

温
暖

化
対

策
事

業
費

4
1
,6

0
0

家
庭

の
新

エ
ネ

ル
ギ

ー
設

備
等

の
導

入
や

中
小

企
業

の
省

エ
ネ

ル
ギ

ー
設

備
更

新
を

支
援

ス
マ

ー
ト

シ
テ

ィ
構

築
に

向
け

た
調

査
・
研

究

四
日

市
公

害
と

環
境

未
来

館
展

示
管

理
運

営
費

1
6
,4

3
4

常
設

展
示

、
特

別
展

示
の

維
持

管
理

、
運

営
に

要
す

る
経

費

環
境

学
習

推
進

事
業

費
3
7
,7

7
1

子
ど

も
及

び
一

般
を

対
象

と
し

た
公

害
・
環

境
に

関
す

る
ワ

ー
ク

シ
ョ

ッ
プ

や
イ

ベ
ン

ト
、

講
座

等
を

実
施

エ
コ

パ
ー

ト
ナ

ー
シ

ッ
プ

推
進

事
業

費
5
,1

4
0

市
民

等
と

の
協

働
に

よ
る

環
境

学
習

、
環

境
活

動
の

充
実

を
図

る
た

め
の

事
業

を
実

施

廃
棄

物
対

策
事

業
費

2
3
,4

2
5

不
法

投
棄

・
野

外
焼

却
・
空

地
雑

草
等

の
監

視
・
指

導
、

不
適

正
処

理
事

案
対

応

生
ご

み
処

理
機

購
入

費
補

助
金

7
5
0

市
民

の
生

ご
み

処
理

機
購

入
に

対
す

る
補

助
金

資
源

物
回

収
活

動
奨

励
費

1
3
,6

0
0

任
意

の
住

民
団

体
が

行
う

資
源

物
集

団
回

収
活

動
に

対
す

る
奨

励
費

里
山

・
竹

林
環

境
保

全
支

援
事

業
費

2
,0

0
0

地
域

住
民

の
憩

い
の

場
と

し
て

の
利

用
や

安
全

性
を

確
保

す
る

こ
と

を
目

的
と

し
て

、
自

主
的

に
里

山
や

竹
林

の
整

備
に

取
り

組
む

里
山

保
全

活
動

団
体

を
支

援

農
地

の
守

り
手

づ
く
り

事
業

費
2
,0

0
0

荒
廃

農
地

の
復

元
や

市
民

菜
園

の
整

備
を

支
援

事
　

　
　

業
　

　
　

概
　

　
　

要

農
林

水
産

業
費

平
　

成
　

３
　

０
　

年
　

度
　

　
　

環
　

境
　

関
　

連
　

施
　

策
　

に
　

つ
　

い
　

て
平

　
成

　
３

　
０

　
年

　
度

　
　

　
環

　
境

　
関

　
連

　
施

　
策

　
に

　
つ

　
い

　
て

平
　

成
　

３
　

０
　

年
　

度
　

　
　

環
　

境
　

関
　

連
　

施
　

策
　

に
　

つ
　

い
　

て
平

　
成

　
３

　
０

　
年

　
度

　
　

　
環

　
境

　
関

　
連

　
施

　
策

　
に

　
つ

　
い

　
て

会
計

款
項

所
属

一
般

会
計

総
務

費
総

務
管

理
費

衛
生

費

保
健

衛
生

費

四
日

市
公

害
と

環
境

未
来

館

生
活

環
境

課

事
  

  
  

  
  

  
  

業
  

  
  

  
  

  
  

名
3
0
年

度
予

算

環
境

保
全

課

農
業

費
農

水
振

興
課
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事
　

　
　

業
　

　
　

概
　

　
　

要

平
　

成
　

３
　

０
　

年
　

度
　

　
　

環
　

境
　

関
　

連
　

施
　

策
　

に
　

つ
　

い
　

て
平

　
成

　
３

　
０

　
年

　
度

　
　

　
環

　
境

　
関

　
連

　
施

　
策

　
に

　
つ

　
い

　
て

平
　

成
　

３
　

０
　

年
　

度
　

　
　

環
　

境
　

関
　

連
　

施
　

策
　

に
　

つ
　

い
　

て
平

　
成

　
３

　
０

　
年

　
度

　
　

　
環

　
境

　
関

　
連

　
施

　
策

　
に

　
つ

　
い

　
て

会
計

款
項

所
属

事
  

  
  

  
  

  
  

業
  

  
  

  
  

  
  

名
3
0
年

度
予

算

農
地

集
積

支
援

事
業

費
2
,6

0
0

農
地

の
荒

廃
化

を
防

ぐ
た

め
に

担
い

手
農

家
へ

の
農

地
集

積
を

促
進

Ｇ
Ａ

Ｐ
等

認
証

取
得

推
進

事
業

費
1
,6

9
0

農
産

物
の

安
全

性
及

び
品

質
の

向
上

、
環

境
の

保
全

等
を

推
進

す
る

Ｇ
Ａ

Ｐ
等

の
認

証
取

得
に

取
り

組
む

農
業

者
を

支
援

環
境

保
全

型
農

業
直

接
支

払
事

業
費

3
,0

4
0

有
機

農
業

な
ど

環
境

保
全

効
果

の
高

い
営

農
活

動
に

取
り

組
む

農
業

者
団

体
を

支
援

農
地

費
多

面
的

機
能

支
払

交
付

金
事

業
費

5
9
,1

1
5

農
業

の
多

面
的

機
能

の
維

持
・
発

揮
の

た
め

の
取

り
組

み
を

行
う

地
域

団
体

を
支

援

水
産

業
費

豊
か

な
海

つ
く
り

推
進

事
業

費
1
,2

0
0

漁
業

資
源

の
確

保
、

漁
場

環
境

の
改

善
の

た
め

、
種

苗
放

流
に

対
し

補
助

都
市

計
画

費
都

市
計

画
課

里
山

保
全

事
業

費
4
,5

6
0

里
山

な
ど

身
近

な
民

有
緑

地
を

地
域

住
民

と
の

協
働

に
よ

り
市

民
緑

地
と

し
て

整
備

し
、

市
民

へ
開

放

住
宅

費
市

営
住

宅
課

市
営

住
宅

維
持

補
修

費
　

〔
Ｌ

Ｅ
Ｄ

化
推

進
事

業
〕

6
,0

0
0

市
営

住
宅

の
共

用
部

分
に

お
け

る
照

明
器

具
の

L
E
D

化
（
西

伊
倉

町
市

営
住

宅
ほ

か
５

団
地

）
を

実
施

学
校

づ
く
り

ビ
ジ

ョ
ン

推
進

事
業

費
　

〔
環

境
教

育
の

充
実

〕
9
,7

1
0

市
内

小
学

校
第

５
学

年
児

童
・
中

学
校

第
３

学
年

生
徒

を
中

心
と

し
て

、
「
四

日
市

公
害

と
環

境
未

来
館

」
を

訪
問

し
、

四
日

市
の

環
境

の
歴

史
を

学
び

将
来

へ
の

展
望

を
持

て
る

よ
う

な
「
環

境
学

習
」
を

推
進

教
育

振
興

一
般

経
費

　
〔
環

境
教

育
の

充
実

〕
2
,0

7
7

市
内

小
学

校
第

３
学

年
児

童
に

社
会

科
副

読
本

「
の

び
ゆ

く
四

日
市

」
を

改
訂

・
配

布
し

、
四

日
市

の
環

境
の

歴
史

を
学

び
将

来
へ

の
展

望
を

持
て

る
よ

う
な

「
環

境
学

習
」
を

推
進

4
7
6
,6

7
1

4
7
6
,6

7
1

4
7
6
,6

7
1

4
7
6
,6

7
1

農
水

振
興

課

教
育

費
指

導
課

土
木

費

教
育

総
務

費

合
　

　
　

　
　

計
合

　
　

　
　

　
計

合
　

　
　

　
　

計
合

　
　

　
　

　
計

一
般

会
計

農
林

水
産

業
費

農
業

費
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中
小

企
業

新
規

産
業

創
出

事
業

費
1
6
,2

3
0

市
内

中
小

製
造

業
者

が
行

う
新

商
品

・
新

技
術

の
研

究
開

発
や

新
分

野
進

出
の

際
に

必
要

と
な

る
各

種
認

証
の

取
得

に
か

か
る

経
費

の
一

部
を

補
助

も
の

づ
く
り

エ
キ

ス
パ

ー
ト

育
成

事
業

費
1
0
,0

0
0

三
重

県
、

三
重

県
産

業
支

援
セ

ン
タ

ー
等

と
の

連
携

の
も

と
、

も
の

づ
く
り

分
野

に
お

け
る

人
材

育
成

事
業

や
、

中
小

企
業

の
課

題
解

決
・
販

路
開

拓
支

援
等

を
実

施

産
学

連
携

事
業

推
進

費
3
,3

0
0

企
業

と
大

学
と

の
連

携
を

推
進

す
る

機
関

の
活

動
を

支
援

し
、

産
学

連
携

を
促

進
す

る
こ

と
で

、
市

内
中

小
製

造
業

者
の

競
争

力
を

強
化

産
業

展
出

展
促

進
事

業
費

2
,2

0
0

市
内

企
業

の
販

路
拡

大
・
新

規
需

要
開

拓
を

支
援

す
る

た
め

、
見

本
市

へ
出

展
す

る
際

の
出

展
費

用
の

一
部

を
補

助

企
業

立
地

奨
励

金
交

付
事

業
費

1
,3

5
0
,0

0
0

市
内

立
地

企
業

の
新

規
設

備
投

資
の

促
進

や
、

新
規

産
業

を
誘

致
す

る
た

め
、

企
業

の
新

た
な

設
備

投
資

に
対

し
て

奨
励

金
を

交
付

民
間

研
究

所
立

地
奨

励
金

交
付

事
業

費
2
7
6
,0

0
0

市
内

立
地

企
業

が
実

施
す

る
研

究
開

発
機

能
の

充
実

や
マ

ザ
ー

機
能

の
集

積
を

支
援

し
、

地
域

産
業

の
競

争
力

を
強

化

四
日

市
コ

ン
ビ

ナ
ー

ト
先

進
化

推
進

事
業

費
6
,0

0
0

臨
海

部
コ

ン
ビ

ナ
ー

ト
企

業
に

よ
る

プ
ラ

ッ
ト

フ
ォ

ー
ム

に
お

い
て

、
燃

料
・
原

料
の

多
様

化
・
安

定
化

や
コ

ン
ビ

ナ
ー

ト
内

外
の

企
業

連
携

の
可

能
性

な
ど

に
つ

い
て

調
査

検
討

を
実

施

中
小

企
業

も
の

づ
く
り

活
力

創
造

事
業

2
5
0

中
小

製
造

業
者

の
も

の
づ

く
り

技
術

等
を

支
え

る
人

材
確

保
の

支
援

事
業

の
実

施

地
域

産
業

支
援

事
業

費
（
企

業
O

B
人

材
セ

ン
タ

ー
）

1
0
,3

3
3

企
業

Ｏ
Ｂ

の
ノ

ウ
ハ

ウ
を

活
用

し
た

、
中

小
・
ベ

ン
チ

ャ
ー

企
業

の
相

談
、

市
内

小
中

学
生

向
け

の
「
も

の
づ

く
り

講
座

」
な

ど
の

実
施

中
小

企
業

等
販

売
力

強
化

支
援

事
業

費
補

助
金

2
,0

0
0

市
内

企
業

の
販

路
拡

大
・
新

規
需

要
開

拓
を

支
援

す
る

た
め

、
見

本
市

の
開

催
並

び
に

代
理

出
展

に
か

か
る

費
用

の
一

部
を

商
工

会
議

所
等

の
産

業
関

連
団

体
に

補
助

中
小

企
業

Io
T
等

活
用

促
進

事
業

費
4
,6

0
0

Io
T
等

を
用

い
た

設
備

投
資

に
意

欲
の

あ
る

市
内

中
小

製
造

業
者

に
対

し
、

外
部

の
IT

専
門

家
の

活
用

や
Io

T
導

入
等

に
か

か
る

経
費

の
一

部
を

補
助

、
ま

た
Io

T
導

入
に

関
す

る
個

別
相

談
会

も
併

せ
て

実
施

中
小

企
業

海
外

販
路

開
拓

支
援

事
業

費
補

助
金

5
,0

0
0

市
内

中
小

製
造

業
者

等
の

経
営

基
盤

の
強

化
・
活

性
化

を
図

る
た

め
、

海
外

で
開

催
さ

れ
る

見
本

市
等

へ
の

出
展

費
用

の
一

部
を

補
助

中
小

企
業

海
外

人
材

確
保

支
援

事
業

費
補

助
金

1
,0

0
0

外
国

人
留

学
生

の
イ

ン
タ

ー
ン

シ
ッ

プ
の

受
け

入
れ

及
び

海
外

現
地

人
材

の
育

成
に

取
り

組
む

市
内

中
小

企
業

者
に

対
し

、
必

要
と

な
る

経
費

の
一

部
を

補
助

日
本

貿
易

振
興

機
構

負
担

金
2
,0

0
0

企
業

の
海

外
で

の
ビ

ジ
ネ

ス
展

開
を

専
門

的
に

支
援

す
る

団
体

の
活

動
に

対
す

る
負

担
金

土
木

費
道

路
橋

梁
費

道
路

整
備

課
産

業
支

援
・
生

活
拠

点
道

路
再

生
事

業
費

3
5
6
,0

0
0

産
業

の
支

援
と

な
る

道
路

の
再

舗
装

2
,0

4
4
,9

1
3

2
,0

4
4
,9

1
3

2
,0

4
4
,9

1
3

2
,0

4
4
,9

1
3

平
　

成
　

３
　

０
　

年
　

度
　

　
　

産
　

業
　

活
　

性
　

化
　

関
　

係
　

事
　

業
　

に
　

つ
　

い
　

て
平

　
成

　
３

　
０

　
年

　
度

　
　

　
産

　
業

　
活

　
性

　
化

　
関

　
係

　
事

　
業

　
に

　
つ

　
い

　
て

平
　

成
　

３
　

０
　

年
　

度
　

　
　

産
　

業
　

活
　

性
　

化
　

関
　

係
　

事
　

業
　

に
　

つ
　

い
　

て
平

　
成

　
３

　
０

　
年

　
度

　
　

　
産

　
業

　
活

　
性

　
化

　
関

　
係

　
事

　
業

　
に

　
つ

　
い

　
て

会
計

款
項

所
属

事
  
  
  
  
  
  
  
業

  
  
  
  
  
  
  
名

3
0
年

度
予

算
事

　
　

　
業

　
　

　
概

　
　

　
要

一
般

会
計

商
工

費
商

工
費

商
工

課

合
　

　
　

　
　

計
合

　
　

　
　

　
計

合
　

　
　

　
　

計
合

　
　

　
　

　
計
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市
美

術
展

覧
会

開
催

費
4
,5

7
8

四
日

市
市

美
術

展
覧

会
の

開
催

市
民

文
化

祭
等

開
催

費
6
,7

8
1

四
日

市
市

民
芸

術
文

化
祭

（
郷

土
が

誇
る

芸
能

大
会

を
含

む
）
の

開
催

四
日

市
音

楽
コ

ン
ク

ー
ル

開
催

事
業

費
6
,5

0
0

「
家

族
」
と

「
絆

」
を

テ
ー

マ
に

、
音

楽
ジ

ャ
ン

ル
を

問
わ

な
い

全
国

公
募

の
音

楽
コ

ン
ク

ー
ル

の
開

催

音
楽

等
情

報
ス

テ
ー

シ
ョ

ン
推

進
事

業
費

6
5
0

音
楽

情
報

の
収

集
と

発
信

（
デ

ジ
タ

ル
情

報
・
ア

ナ
ロ

グ
情

報
）

四
日

市
J
A

Z
Z
フ

ェ
ス

テ
ィ

バ
ル

支
援

事
業

費
1
,0

0
0

市
民

主
体

の
同

事
業

へ
の

支
援

文
化

功
労

者
表

彰
経

費
2
5
4

四
日

市
市

文
化

功
労

者
お

よ
び

四
日

市
市

民
文

化
奨

励
賞

の
表

彰

文
化

団
体

運
営

費
補

助
金

1
,5

2
0

四
日

市
市

文
化

協
会

が
行

う
事

業
へ

の
補

助

文
化

振
興

事
業

支
援

補
助

金
4
,1

1
1

市
民

文
化

事
業

支
援

補
助

金
（
全

市
的

事
業

・
地

区
事

業
）

民
間

文
化

施
設

活
用

事
業

、
文

化
部

活
動

全
国

大
会

等
参

加
費

補
助

金

地
域

の
文

化
遺

産
の

保
存

・
継

承
支

援
事

業
費

2
,2

0
0

地
域

の
文

化
遺

産
の

保
存

・
継

承
の

支
援

市
民

文
化

遺
産

保
存

検
討

費
7
0
0

市
民

の
文

化
活

動
に

よ
り

収
集

さ
れ

た
有

形
資

料
を

市
民

文
化

遺
産

と
し

て
保

存
・
継

承
す

る
た

め
の

検
討

委
員

会
の

設
置

・
調

査
検

討

文
化

会
館

等
管

理
運

営
費

2
7
6
,3

8
9

文
化

会
館

及
び

茶
室

泗
翠

庵
の

指
定

管
理

料

三
浜

文
化

会
館

管
理

運
営

費
4
4
,2

9
1

三
浜

文
化

会
館

の
管

理
運

営
費

文
化

会
館

等
施

設
整

備
事

業
費

4
,6

0
0

文
化

会
館

の
老

朽
化

し
た

設
備

等
の

更
新

工
事

を
実

施

文
化

会
館

等
施

設
整

備
事

業
費

（
ア

セ
ッ

ト
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
）

3
2
0
,0

0
0

文
化

会
館

の
施

設
の

長
寿

命
化

を
図

る
更

新
工

事
等

を
実

施

地
域

ス
ポ

ー
ツ

活
動

振
興

事
業

費
3
,5

3
8

各
種

ス
ポ

ー
ツ

の
大

会
・
教

室
・
講

習
会

の
実

施

四
日

市
市

民
ス

ポ
ー

ツ
フ

ェ
ス

タ
開

催
事

業
費

1
,0

7
2

幅
広

い
市

民
が

参
加

で
き

る
四

日
市

市
民

ス
ポ

ー
ツ

フ
ェ

ス
タ

の
実

施

ス
ポ

ー
ツ

指
導

者
資

格
取

得
助

成
金

1
0
0

ス
ポ

ー
ツ

指
導

者
の

資
格

取
得

費
用

を
助

成

全
国

大
会

等
出

場
選

手
激

励
金

6
,4

0
0

国
際

大
会

・
全

国
的

な
大

会
に

出
場

す
る

選
手

及
び

引
率

者
に

対
す

る
激

励
金

ス
ポ

ー
ツ

課

平
　

成
　

３
　

０
　

年
　

度
　

　
　

文
　

化
　

・
　

観
　

光
　

・
　

ス
　

ポ
　

ー
　

ツ
　

事
　

業
　

に
　

つ
　

い
　

て
平

　
成

　
３

　
０

　
年

　
度

　
　

　
文

　
化

　
・
　

観
　

光
　

・
　

ス
　

ポ
　

ー
　

ツ
　

事
　

業
　

に
　

つ
　

い
　

て
平

　
成

　
３

　
０

　
年

　
度

　
　

　
文

　
化

　
・
　

観
　

光
　

・
　

ス
　

ポ
　

ー
　

ツ
　

事
　

業
　

に
　

つ
　

い
　

て
平

　
成

　
３

　
０

　
年

　
度

　
　

　
文

　
化

　
・
　

観
　

光
　

・
　

ス
　

ポ
　

ー
　

ツ
　

事
　

業
　

に
　

つ
　

い
　

て

会
計

款
項

所
属

事
  
  
  
  
  
  
  
業

  
  
  
  
  
  
  
名

3
0
年

度
予

算
事

　
　

　
業

　
　

　
概

　
　

　
要

文
化

振
興

課

一
般

会
計

総
務

費
総

務
管

理
費
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文
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光
　

・
　

ス
　

ポ
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ツ
　

事
　

業
　

に
　

つ
　

い
　

て
平

　
成

　
３

　
０

　
年

　
度

　
　

　
文

　
化

　
・
　

観
　

光
　

・
　

ス
　

ポ
　

ー
　

ツ
　

事
　

業
　

に
　

つ
　

い
　

て

会
計

款
項

所
属

事
  
  
  
  
  
  
  
業

  
  
  
  
  
  
  
名

3
0
年

度
予

算
事

　
　

　
業

　
　

　
概

　
　

　
要

ス
ポ

ー
ツ

イ
ベ

ン
ト

実
施

事
業

費
6
,6

0
0

四
日

市
ウ

ォ
ー

キ
ン

グ
大

会
、

ト
ッ

プ
ア

ス
リ

ー
ト

に
よ

る
ス

ポ
ー

ツ
イ

ベ
ン

ト
・
ス

ポ
ー

ツ
教

室
等

の
開

催

霞
ヶ

浦
緑

地
運

動
施

設
整

備
事

業
費

（
推

進
計

画
）

3
1
3
,0

0
0

霞
ヶ

浦
プ

ー
ル

改
修

工
事

、
霞

ヶ
浦

第
２

野
球

場
ス

コ
ア

ボ
ー

ド
改

修
工

事

霞
ヶ

浦
緑

地
運

動
施

設
整

備
事

業
費

（
ア

セ
ッ

ト
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
）

4
4
,8

0
0

霞
ヶ

浦
体

育
館

ト
ッ

プ
ラ

イ
ト

撤
去

及
び

照
明

改
修

工
事

中
央

緑
地

運
動

施
設

整
備

事
業

費
（
推

進
計

画
）

1
2
7
,8

0
0

中
央

緑
地

陸
上

競
技

場
ス

タ
ン

ド
棟

改
修

工
事

中
央

緑
地

陸
上

競
技

場
芝

・
ト

ラ
ッ

ク
更

新
工

事
測

量
及

び
設

計

そ
の

他
運

動
施

設
整

備
事

業
費

7
4
,0

0
0

楠
緑

地
体

育
館

床
及

び
照

明
設

備
更

新
工

事

そ
の

他
運

動
施

設
整

備
事

業
費

（
ア

セ
ッ

ト
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
）

4
5
,2

0
0

三
滝

テ
ニ

ス
コ

ー
ト

ク
ラ

ブ
ハ

ウ
ス

屋
上

防
水

工
事

楠
緑

地
体

育
館

屋
根

防
水

及
び

空
調

設
備

更
新

工
事

霞
ヶ

浦
緑

地
運

動
施

設
整

備
事

業
費

（
国

体
関

係
）

8
1
7
,4

0
0

三
重

と
こ

わ
か

国
体

に
向

け
た

、
テ

ニ
ス

場
・
野

球
場

の
整

備
等

中
央

緑
地

運
動

施
設

整
備

事
業

費
（
国

体
関

係
）

4
,9

9
2
,0

0
0

三
重

と
こ

わ
か

国
体

に
向

け
た

、
体

育
館

の
建

設
、

サ
ッ

カ
ー

場
の

整
備

等

観
光

対
策

推
進

事
業

費
1
2
,8

1
3

四
日

市
市

観
光

・
シ

テ
ィ

プ
ロ

モ
ー

シ
ョ

ン
協

議
会

へ
の

負
担

金
及

び
観

光
大

使
な

ど
を

活
用

し
た

四
日

市
市

の
観

光
P

R

東
海

道
魅

力
ア

ッ
プ

事
業

費
1
,5

8
5

東
海

道
を

散
策

す
る

来
訪

者
へ

の
お

も
て

な
し

の
取

り
組

み
に

対
す

る
支

援
及

び
中

心
市

街
地

に
お

け
る

公
衆

無
線

L
A

N
環

境
の

提
供

宮
妻

峡
周

辺
環

境
整

備
事

業
費

2
,0

9
4

宮
妻

峡
周

辺
の

環
境

整
備

（
遊

歩
道

・
登

山
道

の
整

備
、

公
衆

便
所

の
管

理
な

ど
）

大
四

日
市

ま
つ

り
事

業
費

補
助

金
2
5
,0

0
0

大
四

日
市

ま
つ

り
の

実
施

四
日

市
花

火
大

会
事

業
費

補
助

金
2
4
,8

0
0

四
日

市
花

火
大

会
の

実
施

四
日

市
サ

イ
ク

ル
・
ス

ポ
ー

ツ
・
フ

ェ
ス

テ
ィ

バ
ル

事
業

費
2
1
,0

0
0

四
日

市
サ

イ
ク

ル
・
ス

ポ
ー

ツ
・
フ

ェ
ス

テ
ィ

バ
ル

の
実

施

な
ん

で
も

四
日

の
市

事
業

費
8
0
0

な
ん

で
も

四
日

の
市

の
実

施

レ
ジ

ャ
ー

施
設

事
業

費
5
7
,4

0
8

伊
坂

ダ
ム

サ
イ

ク
ル

パ
ー

ク
、

四
日

市
ス

ポ
ー

ツ
ラ

ン
ド

の
運

営
及

び
維

持
管

理

四
日

市
観

光
協

会
事

業
費

1
7
,0

9
2

四
日

市
観

光
協

会
へ

観
光

案
内

所
の

運
営

を
委

託

さ
く
ら

ま
つ

り
等

事
業

費
補

助
金

2
,8

4
0

地
域

が
自

ら
主

催
す

る
、

さ
く
ら

ま
つ

り
な

ど
の

花
を

テ
ー

マ
に

し
た

観
光

イ
ベ

ン
ト

を
支

援

ス
ポ

ー
ツ

課

総
務

管
理

費
総

務
費

観
光

・
シ

テ
ィ

プ
ロ

モ
ー

シ
ョ

ン
課

商
工

費
商

工
費

一
般

会
計

国
体

推
進

課
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業
　

に
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款
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所
属

事
  
  
  
  
  
  
  
業

  
  
  
  
  
  
  
名

3
0
年

度
予

算
事

　
　

　
業

　
　

　
概

　
　

　
要

客
船

誘
致

事
業

費
6
,0

1
9

四
日

市
港

客
船

誘
致

協
議

会
負

担
金

、
乗

船
客

へ
の

お
も

て
な

し
事

業
の

実
施

シ
テ

ィ
プ

ロ
モ

ー
シ

ョ
ン

事
業

費
2
9
,0

0
0

大
都

市
圏

に
お

け
る

シ
テ

ィ
プ

ロ
モ

ー
シ

ョ
ン

イ
ベ

ン
ト

等
の

開
催

、
多

様
な

メ
デ

ィ
ア

を
活

用
し

た
情

報
発

信
、

商
工

会
議

所
が

実
施

す
る

観
光

関
連

イ
ベ

ン
ト

の
支

援

コ
ン

ベ
ン

シ
ョ

ン
機

能
推

進
事

業
費

4
,0

0
0

コ
ン

ベ
ン

シ
ョ

ン
補

助
金

を
活

用
し

、
本

市
で

の
コ

ン
ベ

ン
シ

ョ
ン

開
催

に
対

す
る

イ
ン

セ
ン

テ
ィ

ブ
を

確
保

す
る

取
組

み
を

実
施

宮
妻

峡
ヒ

ュ
ッ

テ
管

理
運

営
費

1
9
,8

1
4

宮
妻

峡
ヒ

ュ
ッ

テ
の

管
理

運
営

、
屋

根
及

び
外

壁
の

改
修

工
事

観
光

施
設

整
備

事
業

費
6
,5

0
0

水
沢

も
み

じ
谷

整
備

調
査

、
伊

坂
ダ

ム
サ

イ
ク

ル
パ

ー
ク

男
子

ト
イ

レ
改

修
工

事
、

四
日

市
ス

ポ
ー

ツ
ラ

ン
ド

大
型

パ
ー

ゴ
ラ

整
備

工
事

の
実

施

三
重

県
観

光
連

盟
負

担
金

1
,7

9
4

三
重

県
観

光
連

盟
へ

の
負

担
金

北
伊

勢
広

域
観

光
推

進
協

議
会

負
担

金
3
4
6

北
伊

勢
広

域
観

光
推

進
協

議
会

へ
の

負
担

金

教
育

費
社

会
教

育
費

社
会

教
育

課
ユ

ネ
ス

コ
無

形
文

化
遺

産
普

及
促

進
事

業
費

4
,0

0
0

ユ
ネ

ス
コ

無
形

文
化

遺
産

「
鳥

出
神

社
の

鯨
船

行
事

」
を

広
く
市

内
外

に
情

報
発

信
す

る
と

と
も

に
、

行
事

継
承

の
た

め
の

担
い

手
の

育
成

を
支

援

7
,3

4
2
,3

8
9

7
,3

4
2
,3

8
9

7
,3

4
2
,3

8
9

7
,3

4
2
,3

8
9

一
般

会
計

合
　

　
　

　
　

計
合

　
　

　
　

　
計

合
　

　
　

　
　

計
合

　
　

　
　

　
計

観
光

・
シ

テ
ィ

プ
ロ

モ
ー

シ
ョ

ン
課

商
工

費
商

工
費
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危
機

管
理

監

危
機

管
理

室
市

民
生

活
課

市
民

協
働

安
全

課
健

康
福

祉
課

介
護

・
高

齢
福

祉
課

健
康

づ
く
り

課
こ

ど
も

未
来

課
こ

ど
も

発
達

支
援

課
保

育
幼

稚
園

課

自
主

防
災

組
織

活
性

化
事

業
費

2
8
,9

0
0

防
災

減
災

人
材

養
成

事
業

費
1
5
,2

4
1

生
涯

を
通

じ
た

社
会

参
加

が
可

能
な

環
境

整
備

市
民

協
働

促
進

事
業

費
2
,9

2
1

ま
ち

づ
く
り

人
材

マ
ッ

チ
ン

グ
事

業
費

1
,5

0
0

地
域

づ
く
り

マ
イ

ス
タ

ー
養

成
事

業
費

4
3
4

地
域

社
会

づ
く
り

総
合

事
業

費
補

助
金

9
1
,8

0
5

集
会

所
建

設
費

補
助

金
3
7
,5

0
0

防
犯

外
灯

新
設

維
持

費
補

助
金

9
3
,6

4
7

地
域

防
犯

活
動

支
援

事
業

費
補

助
金

2
,8

0
0

防
犯

カ
メ

ラ
設

置
費

等
補

助
金

1
0
,2

0
0

成
年

後
見

サ
ポ

ー
ト

事
業

補
助

金
1
,5

5
1

民
生

委
員

児
童

委
員

協
議

会
連

合
会

補
助

金
2
8
,4

2
1

社
会

福
祉

協
議

会
補

助
金

1
5
9
,2

2
2

権
利

擁
護

事
業

費
補

助
金

3
,8

1
6

在
宅

医
療

啓
発

活
動

事
業

費
補

助
金

6
8
0

老
人

ク
ラ

ブ
運

営
費

補
助

金
1
0
,9

5
8

敬
老

行
事

費
4
1
,3

0
0

老
人

憩
い

の
広

場
整

備
費

補
助

金
2
0
0

介
護

予
防

・
生

活
支

援
体

制
づ

く
り

事
業

費
6
,0

0
0

ふ
れ

あ
い

い
き

い
き

サ
ロ

ン
推

進
事

業
費

3
4
,2

0
4

健
康

づ
く
り

市
民

協
働

事
業

費
9
,9

7
3

学
童

保
育

事
業

費
4
7
2
,1

7
2

地
域

子
育

て
サ

ロ
ン

事
業

費
3
5
7

地
域

子
育

て
支

援
拠

点
事

業
費

補
助

金
5
7
,3

1
1

障
害

児
機

能
強

化
事

業
費

補
助

金
2
0
4

子
育

て
支

援
事

業
補

助
金

1
,0

8
0

子
ど

も
広

場
整

備
事

業
費

補
助

金
5
,2

4
5

四
日

市
市

青
少

年
健

全
育

成
団

体
事

業
費

補
助

金
2
,0

0
0

4
4
,1

4
1

1
2
9
,3

0
5

1
1
1
,5
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